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（ニ）色素増感太陽電池 

A  ガラス基板型色素増感太陽電池（電圧型）の研究開発 

1．成果の詳細 

 

 我が国の色素増感太陽電池関連技術の世界における優位性を堅持するためには、従来

技術の延長にない画期的な技術を創出することが必要であり、そのためには、新規材料

開発やメカニズム解析などの基礎研究から、デバイス化、製造プロセス技術開発まで、

産学連携による強力な研究開発が求められる。本プロジェクトでは、大学の基礎的な研

究を活発化させるとともに、その優れた知見に基づくフィードバックを基盤に、民間（無

機材料メーカー、有機材料メーカー、デバイスメーカー）企業が強みとするモノづくり

の力を相乗的に持ち寄ることで、実用化に向けた強力な推進力を生みだす新研究開発体

制を構築する。これにより、色素増感太陽電池の早期実用化に向けた要素技術を世界に

先駆けて創出することを目指すものである。 

本研究提案では、色素増感太陽電池における三つの研究開発分野、つまり 

“太陽光発電デバイス（セル・モジュール）開発” 

“各種材料（酸化物半導体、色素、電解液）開発” 

“メカニズム解析研究” 

の総合研究体制を構築し、それらの３つの研究グループが協調して、色素増感太陽電池

の研究開発に取り組み、そのシナジー効果を最大限に発揮させる。 

色素増感太陽電池は下記の“三層”からなる ナノへテロ界面から構成される。 

“酸化物半導体電極” 

“増感色素” 

“電解液” 

これら“三層”の機能のバランスにより太陽電池としての機能が発現する。つまり、“三

層”の“協調”を最大限に生かすことが高効率／高耐久性デバイスを実現する方向であ

る。 

そこで、これら“三層”に注目した研究開発体制、具体的には三つの研究グループを

構成する。まず、“三層”それぞれの部材において高性能材料を開発する“材料開発グ

ループ”、そして、“三層”で起こる様々な光誘起反応（電子注入、再結合等）や材料

の务化機構を解析する“メカニズム解析グループ”そして、得られる成果を統合し高効

率、高耐久性セルおよびモジュールを開発する“セル・モジュール開発グループ”であ

る。これらの研究開発グループが結集し、お互いの研究成果のフィードバックを通して

研究開発を加速し、目標の達成を実現する。 

  

 (1)-1 高効率化技術（セル）／シングルセル 

① 色素増感太陽電池の高効率化の指針 

色素増感太陽電池（図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(1)）における電荷分離は半導体・色素・電解液界面で

起きる（図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(2)）。効率良く電荷分離が起きる為には、色素から半導体への注入

に対して色素の LUMO と半導体の導電帯下端電位に約 0.2V の電位差が、また色素の

HOMO とレドックス対の酸化還元電位の差に 0.6V が経験的に必要とされてきた。しかし
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ながらその電位差が変換効率向上を妨げる大きな原因である。そこでこれらの電位差（自

由エネルギー差、ΔG）を低減する材料を開発する事で変換効率 15%を達成する。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(1) 色素増感太陽電池の構成概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(2) 色素増感太陽電池のエネルギーダイアグラム 

 

ΔG を低減させる場合、一般的には順方向の電子移動は遅くなり、逆電子移動（再結合）

の速度は速くなる。そこで材料のエネルギーレベルを制御すると同時に、移動速度を制御

する機能も同時に取り込まなければならない。よって以下の５項目の開発が必要となる。 

１ 電子注入効率の高い酸化チタンの開発 

２ 電荷再結合を抑制する色素の開発 

３ 還元し易い色素の開発 

４ 再結合を抑制し、色素を還元し易いレドックス対の開発 

５ 長波長化／高吸収係数色素の開発（ΔG 低減に伴う周辺技術） 
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①－１ 電子注入効率の高い酸化チタンの開発（住友大阪セメント株式会社） 

電子注入に必要な ΔG として約 0.2eV 必要な理由として、通常の酸化チタン粒子の表面

にさまざまな結晶面が露出していることが原因として考えられる。そこで異なる結晶面が

選択関に露出した酸化チタン粒子を合成し、その電子注入速度を測定した。なお、電極は

異なる酸化チタン粒子を異なる焼成温度を用いて作製した。 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(3) 異なる結晶面を持つ酸化チタン粒子の TEM 像 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(4) 色素から酸化チタンへの注入過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(5) 色素から酸化チタン(101)面への注入過程（規格化） 

酸化チタン粒子の合成法と焼成温度共に注入速度に影響があり、酸化チタンの合成を制

御することで、性能が向上する余地があることが分かった。 

 

①―２ 電荷再結合を抑制する色素の開発（信州大学） 

標準的なヨウ素レドックス対と比較して ΔG を低減するレドックス対を用いた場合、一

般的に電荷再結合速度は速くなる。そこで色素分子に電荷再結合を抑制する機能を付加し

なければならない。そこでルテニウム錯体と有機色素に対して、アルキル鎖、または立体

障害となる部位を様々な分子骨格に付加したところ、再結合速度が低下し、開放電圧が向

上する色素があった。これらの結果を比較する事で付加するアルキル鎖の場所と長さに関
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する設計指針が得られた。再結合の抑制への効果はアルキル鎖の位置によって異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(6) 様々な位置にアルキル鎖を持つ新規ルテニウム錯体とそれを用いた太

陽電池の性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(7) 様々な位置にアルキル鎖を持つ新規カルバゾール系有機色素 

①－３ 還元し易い色素の開発 

（富士フイルム株式会社 再委託 独立行政法人 産業技術総合研究所） 

レドック対の酸化還元電位がよりポジティブな値を持つ場合、一般的に色素カチオンを

還元する速度は遅くなる。その場合、酸化チタンに注入した電子が色素カチオンを還元し、

変換効率は低下する。そこでドナー部位の構造が異なる色素を用いて、色素カチオンの還

元速度を測定したところ、クマリンが他の部位に比べて速いことが分かった。これはドナー

部位の一部がレドックス対を引き寄せることで還元が速くなったと考えられ、この指針に

添って色素を設計することで ΔG を低減することができると考えられる。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(8) 異なる部位を持つ色素を用いた太陽電池の ΔG 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(8)より、異なる部位を持つ色素を用いた太陽電池における色素カチオンの

還元.カルバゾール色素は ΔG が小さい割に還元が速いことが示された。 

 

①－４ 再結合を抑制し、色素を還元し易いレドックス対の開発（信州大学、メルク株

式会社） 

ΔG を低減させるために異なる酸化還元電位を持つコバルト錯体を合成した。図

Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(9)にその錯体の配位子と酸化還元電位を示す。配位子の置換基によって大きく

酸化還元電位が制御できることが分かる。これらを用いて太陽電池を作製したところ、酸

化還元電位がより正側になるにつれて、電荷再結合が速くなり、電位差ほど開放電圧が向

上しないことが分かった。またバルキーな配位子を持つコバルト錯体は電荷再結合を抑制

することが分かった。そこで、これらの特性を組み合わせることで再結合を抑制しつつ ΔG

を低減できる可能性が示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(9) コバルト錯体の配位子と酸化還元電位の関係 

 

Carbazole 

  HOMO / V (vs NHE) : 1.1 

Coumarin 

  HOMO / V (vs NHE) : 0.85 

Triphenylamine 

  HOMO / V (vs NHE) : 1.0 
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また、これらのコバルト錯体レドックス対と図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(7)に示されるような有機色素

を組み合わせてセルを作製したところ、最高効率として 8.3％、開放電圧は 0.83V の値が得

られた（図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(10)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(10)有機色素とコバルト錯体レドックス対を用いた太陽電池の IV 特性 

 

①－５ 長波長化／高吸収係数色素の開発（ΔG 低減に伴う周辺技術） 

①－５－１ ターピリジン Ru 色素の短波可視域の ε 向上による Jsc 向上の検討 

（富士フイルム株式会社） 

IPCE が 900nm まで長波で、これまで最も高い効率を示している Black Dye は、400nm～

600nm の IPCE がビピリジン系の色素 N719 などに比べると低い、この部分のモル吸光係数

を高めることで、Jsc を向上させることができると考えた。この観点で新たに設計・合成し

たターピリジン Ru 色素 FSD-20 は、Black Dye と同等以上の変換効率を示すことがわかっ

た。Ru 色素 FSD-20 を用いて、①－６セル化技術を活用したセルの IV 特性と IPCE 特性を

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(12)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(11) 新設計ターピリジン系 Ru 色素 FSD-20 の設計 

  

450nm付近のε向上でJsc↑、 

逆電子移動をﾌﾞﾛｯｸしてVoc維持 
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(a) IV 特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) IPCE 特性 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(12) FSD-20 を用いたセルの電池性能 

 

①－５－２ D-π-A 型有機色素の π 共役部位の導入(綜研化学株式会社) 

MK2の π共役部位に相当する部分を改良することで長波化を狙った色素の設計と合成を

検討してきた。 

その結果、これまでで最も波長の長かったベンチマークの有機色素 MK-2 よりも長波長

化する C-1 の合成に成功した。 C-1 は、ベンチマークの有機色素 MK-2(800nm)よりも IPCE

の長波端が長波長化 (880nm)することが分かった。現在、Co レドックスとの組み合わせで

も機能する構造設計を取り入れ、Jsc、Voc のどちらも向上させる設計を探索中。これによ

り、大幅効率向上を狙う。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(13) C-1 を用いた色素増感太陽電池の IPCE スペクトル 

 

①－６ セル化技術（シャープ株式会社） 

 色素増感太陽電池は、酸化チタン、色素、電解液による三層界面の制御が重要であり、

各材料設計指針に基づき設計された材料の能力を十分に引き出すためには、各界面の制御

の適正化が必要不可欠である。界面の基礎となる酸化チタンの形成は、(1)-2 モジュール化

技術による酸化チタン基板均一形成技術を活用し、各色素における様々な吸着条件を検討、

電解質組成の検討を行うことにより、既存色素（Black Dye）を用いた 1cm 角セルにおいて、

中間目標である変換効率 11.0%（AIST 測定）を達成することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(14) Black Dye を用いた色素増感太陽電池の IV 特性 
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①―７ 最終目標（変換効率 15%）達成へのシナリオ（シングルセル） 

ΔG を低減する材料を用いた場合、順方向の電子移動は遅くなり、逆方向の電子移動は

速くなる問題がある。しかし今回得られた色素の設計指針、低減の可能性を示された酸化

チタンとコバルト錯体を用いることで 15%を達成する。具体的には Jsc=22mA/cm
2、

Voc=0.98V, FF 0.7 である。酸化チタンには結晶面を制御したものを、色素には、最適なア

ルキル鎖を持ち、かつ還元を促進する機能を持つもの、レドックス対には正側の酸化還元

電位を持ち、かつ再結合を抑制する置換基を持つものを組み合わせることで達成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(15)  最終目標達成へのシナリオ 

解決方法
本プロジェクトで得られた下記設計指針と
材料を用いた開発
• 再結合抑制色素設計
• 還元促進色素設計指針
• コバルト錯体レドックス対
• 結晶面制御酸化チタン

１５％へのシナリオ

Jsc 22mA, Voc 0.98V,   FF   0.70,  η＝15%

2012 2013 2014 2015

9%

12%

15%
ヨウ素

14mA, 0.83V

＇色素のプロック効果とコバルト錯体
による高電圧値（

長波長 ブロック効果 低ΔG 低ΔG

22mA, 0.7V 
＇長波長吸収による高電流値（
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② 高効率化技術（セル）／タンデムセル（九州工業大学、新日鐵化学株式会社） 

 研究目標 

＜最終目標（平成 26 年度末） ＞   タンデムセルの開発目標 

・ トップ電極（可視域光電変換）、ボトム電極（IR 域光電変換）からなるタンデム

セルまたは、複数の色素（可視域光電変換用と IR 域光電変換用）を混合（カクテ

ル）吸着するセル用に長波長色素を開発し、単色で吸収端 1300nm（タンデム）、

925nm(カクテル)、効率 5％を狙う。さらにそれを用い、1 cm 角相当のタンデムセ

ルまたはカクテル吸着セルにて 15 ％相当を狙う。 

＜中間目標（平成 24 年度末） ＞  

 ・要素技術１ タンデム用ボトム電極の開発： 吸収端 1100 nm、IPCE50%  

 ・要素技術２ カクテル吸着型電極の開発 ： 吸収端 925 nm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(16)  タンデムセルとカクテル吸着セル 

 

<中間目標 達成度：達成可能＞  

 吸収端が 1300nm、1100nm、900nm となる結合基を有し、分子軌道準位と結合基

への LUMO 偏りを制御した色素合成に成功した。 

 タンデム用ボトムセル用色素として、950nm 吸収端で、IPCE40%となる新規な結

合基を有する色素を見出した。 

 TiO2 用長波長色素として耐久性フタロシアニン色素で 900nm 吸収端で、単色セル

にて発電を確認した。 

 TiO2 用長波長色素として耐久性ポルフィリン色素で吸収端 950nm となる色素を合

成し単色セルにて発電を確認した。 

 長波長領域の光電変換効率の低下は、色素の会合による励起電子の失活と推測さ

れ、色素骨格に立体障害を有する置換基を導入することにより IPCE 向上の見込み。 
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 成果の意義 

要素開発 1：タンデム用ボトム電極の開発（九州工業大学、新日鐵化学株式会社） 

耐久性を有するフタロシアニン系色素で 1300 nm に達する色素母体構造を合成し、スペ

クトルを確認した（図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(17)）。これらの色素は分子軌道計算で吸収波長と軌道

準位の整合性を予測の元に吸着用結合基を付与し、設計、合成したもの。ボトム電極に必

須な酸化錫で特異的に発電する色素構造を新しく見出した。発電に成功した開発色素の現

状性能は、図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(18)に示すように IPCE: 0.4, IPCE 端 950 nm が得られた。これら

の長波長色素設計技術を駆使し、今後カクテル用色素で吸収端 925nm の色素開発を狙う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(17) フタロシアニン色素スペクトル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(18) IPCE 

 

 

 

要素開発 2：カクテル吸着用長波長色素の開発（九州工業大学、新日鐵化学株式会社） 
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低価格化が期待できる TiO2 を使用するカクテル吸着用長波長色素の開発を行った。

1300nm までの色素合成技術を応用することで、カクテルセルの目標である吸収端 925nm

を有しアンカー機能を持ち耐久性が期待されるフタロシアニン系色素、およびポルフィリ

ン系色素を合成した。図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(19)に合成した色素の紫外可視吸収スペクトルを示す。

吸収端 950nm の Por-1 を合成でき、図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(20)に示す IPCE 曲線が得られ、発電を

確認した。長波長域で IPCE が小さいのは、色素の会合による励起寿命の減衰が原因と考

えられる。今後会合を防止する分子構造を導入することにより、近赤外域で高い IPCE 値

が得られる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(19) 耐久性を有する新フタロシアニン系、新ポリフィリン系色素の吸収

スペクトル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(20) 耐久性を有する新フタロシアニン系、ポリフィリン系色素を用いた

IPCE 曲線 

新タンデム構造の提案、実証（九州工業大学） 
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従来のタンデム型色素増感太陽電池は高コストの透明導電膜基板を３－４枚使用する

ことが一般的でありコスト上昇が懸念されている。今回、ボトムセルにバックコンタクト

構造を導入することにより、透明導電膜ガラスを一枚に削減することができ低コスト化新

規技術が構築できた。可視域の吸収を有する２種類のモデル色素を使いタンデムセルとし

て動作するかどうかを検証した。検証結果を図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(21)に示す。本セル構造により

タンデムセルの低コスト化が可能なアプローチであることを実証した。タンデムセルの低

コスト化の第一歩として期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(21) タンデムセルの性能 
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(1)-2 モジュール化技術 

① 低コスト・量産型色素増感太陽電池モジュール構造の選定（シャープ株式会社） 

 色素増感太陽電池には、様々なモジュール構造が存在し、それぞれの構造において、

性能、低コスト性、量産性などの優位性が全く異なるため、低コスト・量産型色素増感太

陽電池モジュールの実証を目指す研究開発においては、どの構造を選択するかが非常に重

要となる。 

 ここで、図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(22)に各モジュール構造を記載する。 

 

 

 

 

 

 

(a) W 型集積構造 

 

 

 

 

 

 

(b) Ｚ型集積構造 

 

 

 

 

 

 

(c) モノリシック型集積構造 

 

 

 

 

 

 

 

             (d) グリッド型セル構造 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1-(22) 色素増感太陽電池モジュール構造例 
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(a) W 型集積構造 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(22) (a)に示す構造は W 型集積構造といわれ、所定の場所に導電層ないし

透明導電膜（TCO）が形成された 2 枚の基板上に一つおきに素子を作製し、2 枚の基板上

の素子が互い違いになるようにそれぞれの基板を張り合わせることにより各セルを作製し、

それぞれが直列接続される。 

(b) Ｚ型集積構造 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(22) (b)に示す構造は Z 型集積構造といわれ、１枚の TCO 付き基板上に素

子を作製し、もう一枚の TCO 付き基板を対極として使用する。素子を作製した TCO 付き

基板と対極を張り合わせて各セルを作製し、セルと隣り合う対極とを電気的に接続させる

接続層を作製することにより、それぞれが直列接続される。 

(c) モノリシック型集積構造 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(22) (c)に示す構造はモノリシック集積構造といわれ、Z 型集積構造の TCO

付き基板を１枚にした構造であり、酸化チタンなどの各層を順次下部層上に直接形成させ

て、最終的に、各セルを直列接続させる構造となっている。 

(d) グリッド型セル  

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(22) (d)に示す構造はグリッド型構造と言われ、集積構造ではなく、ユニッ

トセル構造である。この構造は、TCO 上に酸化チタンなどを大きく形成するため、発電し

た電子を取り出すときに、TCO 電極の抵抗が大きく影響する。そのため、銀などで補助電

極（グリッド電極）を形成し抵抗低減を行っている。ただし、色素増感電池ではヨウ素系

の電解液を使用するため、電極腐食防止のためカバー材を形成する必要がある。 

ここで、色素増感太陽電池におけるモジュール構造を W 型、Z 型、モノリシック型、グ

リッド型に分類し、低コスト性と量産性の両面から解析を行った。 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(1) モジュール比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、各モジュールタイプに関する特徴を列挙したが、低コストと量産化には、TCO

基板の 1 枚（低コスト化）、モジュールの高集積密度化（低コスト化）、尐プロセス数（量

産化）であることが必須と考え、低コスト・量産型色素増感太陽電池モジュールには、TCO

基板一枚構造の代表的構造であるモノリシック型が最有力であるとした。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(23) モノリシック構造（断面概略図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(24) モノリシック構造（写真） 

 

② モノリシックモジュールの高効率化（シャープ株式会社） 

モノリシック型構造の課題抽出検討において、多孔性絶縁層を TiO2 電極層に積層するだ

けで短絡電流密度（Jsc）と曲線因子（FF）がそれぞれ、10%, 5.5%低下する問題が判明し

た。色素吸着量測定および交流インピーダンス法による内部抵抗解析を行ったところ、Jsc

低下は色素吸着量の減尐、FF 低下はイオン拡散抵抗の増大が主な原因であることが判明し

た。 

そこで、色素吸着量の減尐による Jsc 低下を改善すべく、多孔性絶縁層の検討を行った。

その結果、表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(2)に示すように Jsc の低下を約 2%まで低減することに成功した。

また、多孔性絶縁層内を移動するイオンの拡散抵抗も低減したため、FF の改善も可能と

なった。 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(2) 多孔性絶縁層を薄膜化した場合の IV 特性の変化 

（Voc: 開放電圧、Eff.：変換効率） 

 Jsc(mA/cm
2
) Voc(V) FF Eff.(%) 

サンドイッチセル（ref.） 20.81 0.673 0.660 9.25 

モノリシックセル（改良後） 20.37 0.372 0.657 9.00 

 

上記多孔性絶縁層薄膜化による Jsc 向上と、受光面積率の向上技術（82.%→92.1%）を用

いて、モノリシック型のユニットセルを直列接続した 5cm 角モジュール検討を行い、変換

効率 9.2%（AIST 測定値）という変換効率を得ることができた。 

TiO2層（酸化物半導体） 触媒・導電層多孔性絶縁層

カバー材

TCOガラス基板
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これらのモノリシックモジュールの作製技術を基に、大面積化検討を行った。5cm 角か

ら、10cm 角、15cm 角、20cm 角と大面積化検討を行い、図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(25),(26)に示す通り、

変換効率を低下させることなく、大面積化を行うことが可能となり、15cm 角サブモジュー

ルで変換効率 9.0%（AIST 測定）、20cm 角サブモジュールで変換効率 9.1%（自社測定）を

達成した。なお、これらの値は集積型色素増感太陽電池における世界最高効率である（弊

社調べ）。今後、高効率化技術（セル）からのフィードバックを行い、最終目標の達成を目

指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(25) 15cm 角モノリシックサブモジュール IV 特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(26) 20cm 角モノリシックサブモジュール IV 特性 
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③高耐久性モジュール材料の開発（住友大阪セメント株式会社） 

本研究開発では、実用化を目指した高効率・低コスト・量産型色素増感太陽電池の実現

の為に、環境、資源、性能のバランスを考慮したモジュール形成材料を検討する。具体的

には、酸化物半導体多孔質膜、絶縁性多孔質膜、触媒材料含有導電膜が必要であり、各そ

れぞれの適している材料を見出し、これらの材料を大面積化が容易に行うことができるス

クリーン印刷用ペースト化を行う。 

 

a. 酸化物半導体材料 

モジュール材料は、太陽電池の電極構造によって必要となる材料が異なる。プロジェク

トコンソーシアム内での開発の方向性を統一し、検討を開始した。低コストの色素増感太

陽電池モジュールを開発する上でのコンソーシアム内での目指すべきモジュール構造を

TCO ガラス基板１枚のみ利用したモノリシック型とした。決定された構造での問題点抽出

の為、従来のセパレート型セルの負極に対し、絶縁性多孔質膜の積層印刷した結果、酸化

物半導体層に膜剥離が生じた。これは、光閉じ込め効果を高める為、光散乱性の高い粒子

径の大きな粒子を利用しているが、本粒子を含むペーストを印刷焼成し、成膜されたのみ

では粒子接合力が弱いことが起因していることが分かった。このため、粒子結合力を高め

る検討を実施し、機械的強度への影響、電池特性への影響、光学特性への影響を確認した。

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(27)、表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(3)、図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(28)に示すとおり、強度を増す処理を

施すと性能への影響が確認された。このため、性能低下を抑制しつつ、積層構造を得られ

る条件としてＥを積層構造検討の標準品として決定し、コンソーシアム内大面積モジュー

ル検討担当先にサンプル提供した。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(27) 膜成膜条件による機械的強度への影響 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(3) 膜成膜条件による電池性能への影響 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(28) 膜成膜条件による光学特性への影響 

 

前項の検討により、酸化物半導体と絶縁性多孔質膜の積層構造を歩留まり良く得ること

に成功した。この構造においては、従来のサンドイッチ型構造ではなかった多孔質層が挿

入されている為に、電解質の拡散阻害によって性能低下の可能性がある。この影響は電池

特性の短絡電流密度 Jsc および形状因子 FF が低下することが予想される。積層膜の電池性

能の結果を表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(4)に示す。 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(4) 積層構造膜の電池性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果より、Jsc 低下についてすべての条件について確認されたが、FF の低下につい

ては起きていない。本検討においては、性能低下を光電変換効率が９％以上の高いレベル

で確認することから始めている関係で、使用した電解液の粘性が低く、電解質レドックス

のイオン拡散が早い為に現象として現れていないと考えている。このため、耐熱試験に耐

えうる電解液を数種類検討する必要がある。 

また、酸化物半導体膜に求められる特性の一つに細孔構造最適化がある。これは電解液

のイオン拡散に密接に関係する項目であり、イオン液体電解液や高沸点溶剤電解液の場合

は、細孔内のイオン拡散による抵抗増の影響が光電変換特性を低下させることが知られて

いる。本検討では従来の２倍の細孔径を有する酸化チタン多孔質膜を形成できるペースト

の開発を行い、コンソーシアムの高効率化検討、電解質開発、モジュール開発の各担当に

材料を提供した。Co 錯体、イオン液体電解質などの検討に本改良品の結果を含んでいる。 
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b. 絶縁材料 

モジュール検討先より、絶縁性多孔質膜形成ペーストを使用すると色素吸着性が低下す

るとの報告を受け、これらの問題について検討を行った。色素吸着量の変化については、

当社の検討においては吸着量の減尐は見受けられず、絶縁性材料由来である可能性や多孔

質膜の細孔径が影響し色素吸着を阻害している可能性などを検討している。図

Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(29)に細孔径を変更した例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(29) 多孔質絶縁層の細孔径拡大検討 

 

色素の吸着阻害に関して、電極を色素溶液に浸漬した際に、多孔質構造である絶縁層内

を通過する色素の移動性に関する物理的な要因と、絶縁層材料そのものが関与する化学的

な要因を想定し、絶縁層の構造および絶縁材料について検討を行い、色素吸着阻害要因を

抽出した。また、絶縁層を積層して作製したセルの JIS 規格 C8938 耐熱性試験（B-1）を

実施し、耐久性のある色素吸着量低減を抑制した材料を開発し、モジュール検討先に提供

した。平成 24 年度は、これまでの検討で得られた知見を基に、大面積、連続印刷対応絶縁

層ペースト開発を行っている。 

 

c. 触媒・導電材料 

平成 22 年度は、耐熱試験を行った際に、触媒として用いている白金が溶解してしまうこ

とによって、著しい性能务化を示す問題を解決する為に、材料スクリーニングとして金属、

合金、炭化物、窒化物など、計 40 種類以上の材料に対して、現在も耐熱試験を実施した。

また、代替材料となる材料として報告のあった高分子系材料に関して検証を行った結果を

示す。 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(5) 触媒材料の耐熱評価 

 

 

加熱試験後、白金は、大幅に性能低下を示しており、セルを観察すると溶解しているこ

とが分かった。一方、導電性ポリマーはポリマーB2 において、加熱試験前では、短絡電流

密度は白金並みの性能を示し、白金代替材料として期待できる結果であったが、加熱試験

Jsc Voc FF Eff Jsc Voc FF Eff
導電性ポリマーA 0.32 0.77 0.29 0.07 0.40 0.59 0.72 0.17 2.46
導電性ポリマーB1 0.48 0.88 1.07 0.45 0.35 0.72 1.10 0.28 0.63
導電性ポリマーB2 0.98 0.98 0.83 0.80 0.82 0.97 0.43 0.34 0.43

Pt 1.00 1.00 1.00 1.00 0.10 0.78 0.55 0.04 0.04

加熱前 85℃×250ｈ後
触媒材料 劣化率
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後では、FF が低下した。ポリマーの膨潤も若干ながら確認でき性能务化要因の一つと考え

られる。長期安定的な触媒性能を得る為には、固定化することも検討する必要がある。 

色素増感太陽電池の構成材料である電解質は、一般的にヨウ素系化合物等を用いている。

このヨウ素はハロゲン族であることから、水を含んだ状態においては高い腐食性を示し、

図Ⅲ-2-1-(30)に示すように白金をも溶解させる。熱耐久性試験に熱的安定性に優れている

イオン液体を溶媒とする電解液（メルク社製）を用いて、60 種以上の材料スクリーニング

を実施し、耐久性材料の抽出を行った。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(30) ヨウ素電解液のヨウ素濃度と白金溶解性 

         （黒色になっている部分が溶解している部分：裏面より観察） 

 

導電性材料とイオン液体電解液をガラス瓶に入れ密閉し、85℃で 1000 時間後に目視お

よびイオン液体電解液中の成分を ICP で分析し溶解性を確認した。表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(6)に試験

をクリアした 10 種余りの材料を示し、表の中に各材料の概算価格を記載した。イオン液体

電解液中のヨウ素濃度が材料溶解性に影響を与えることも確認した。 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(6) 導電材料候補 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの結果から、導電材料としての低コスト材料候補として、カーボンがもっとも低

コストであり、有望であるが、更に低抵抗を望む場合には、金属チタンがコストパフォー

マンスの高い候補である。しかし、チタンは酸化するため微粒子化が困難で印刷法などに

適応が難しい等の課題がある。 

触媒材料としてはカーボン系材料で触媒能を有することが確認できたが、それ以外では

反応性は著しく低かった。現在、抽出したカーボン系材料を中心に触媒の最適化を検討し、

大面積印刷対応の触媒導電ペーストの開発を行っている。 

材料 概算単価＇円/kg) 抵抗率＇Ω cm)
カーボン 500 5.0E-05 ※c面内方向
チタン 2,000 4.2E-05

A 9,000 9.0E-06
B 9,000 1.7E-05
C 6,500 4.0E-05
D 13,000 4.4E-05
E 6,500 4.5E-05
F 20,000 5.4E-05
G 6,500 6.1E-05
H 7,000 8.4E-05
I 9,000 9.1E-04
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(2) モジュール化・耐久性向上 

① 信頼性向上技術（単セル基礎技術） 

①－１ 吸着力向上による耐久性向上の分子設計指針の探索 

（富士フイルム株式会社 再委託 独立行政法人 産業技術総合研究所） 

酸化チタンとの吸着を強固にし、85℃以上の高温条件で酸化チタンからの脱着しにくい

有機色素の開発を目的とし、吸着基としてリン酸基を持つカルバゾール系有機色素の合成

を行ってきた。 

前駆体であるリン酸ジエチルエステル体の合成に関しては、前年度に合成に成功してお

り、脱エステル化反応の検討を行った。チオフェン環が一つの色素(MK-92)の脱エステル

化はトリブロモボロンにより達成できるが、チオフェンが３つ(MK-93)および４つ(MK-94)

の色素前駆体化合物の脱エステル化においては、トリメチルシリルブロミドにより達成す

ることができた。このようにして得られたリン酸基を吸着基として持つカルバゾール系有

機色素の溶液中および酸化チタン上の UV-vis スペクトルを測定した。20%THF-トルエン溶

液での UV スペクトルを比較してみると、すべての場合において、通常のカルボン酸吸着

基を持つカルバゾール系色素よりも約 30 nm も短波長にシフトしていることがわかった。

それに伴い、酸化チタン上における UV スペクトルも短波長化し、リン酸吸着基を持つ太

陽電池セルの IPCE スペクトルも全体的に短波長シフトした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(31) MK-2 と MK-94 の UV スペクトル（溶液） 

 

酸化チタンへの吸着能力を調べるために、色素が吸着したナノポーラス酸化チタン薄膜

ガラス基板を 3-メトキシプロピオニトリル中に浸漬し、85℃の条件で色素の脱着の様子を

UV スペクトルにて追跡する実験を行った。参照として、カルボン酸吸着基を持つカルバ

ゾール系有機色素（MK-1, MK-2）も用いて比較した。その一例（MK-2 と MK-94）を図

Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(32)に示す。吸着基がカルボン酸である色素（MK-2）においては、5 時間の浸

漬後、75%以上の色素分子が脱着した。一方で、リン酸を吸着基として持つ色素（MK-94）

の場合は、色素の脱着率が 25%程度に抑えられることがわかった。すなわち、リン酸によ

る酸化チタンへの吸着はカルボン酸に比べて強固であることがわかった。実デバイスにお

いては、今回の実験と比較して電解液の量がはるかに尐なく実際には短時間であまり脱離

しないと考えられるが、長期耐久性を考えた際には色素脱離によって性能低下を招く恐れ

があるため、高温条件下においても脱着しない色素が有利であると考えられる。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(32) MK-2 と MK-94 の酸化チタン上の UV スペクトル変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(33) MK-2 と MK-94 を用いた色素増感太陽電池の IPCE スペクトル 

 

これらのリン酸吸着基を持つカルバゾール系有機色素の光電変換特性について調べ、カ

ルボン酸吸着基の色素を用いた太陽電池セル特性と比較した。図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(33)に MK-2

および MK-94 の IPCE スペクトルを示す。MK-94（リン酸吸着基）の IPCE スペクトルは

400 nm から 600 nm 付近までは 80%近い IPCE 値を示すが、MK-2（カルボン酸吸着基）に

比べると、長波長側の吸収端が約 100 nm も短波長にシフトしていることがわかる。また

太陽電池セルの光電変換特性は 4.8%（短絡電流密度：11.1 mA/cm
2、開放電圧：0.73 V、形

状因子：0.59）と同条件にて測定した MK-2（変換効率：7.1%、短絡電流密度：15.7 mA/cm
2、

開放電圧：0.72 V、形状因子：0.63）と比べると、短絡電流密度が低くなり、結果、光電変

換効率が低下していることがわかる。このことは、色素の吸収波長のリン酸基による電子

吸引性の低下に伴う短波長シフトに起因していると考えられる。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(34) 85℃における短絡電流密度の変化 

 

次に太陽電池セルの 85℃条件下での耐久性について調べるために、3-メトキシプロピオ

ニトリル電解液を用いた色素増感太陽電池セルを作製し、暗所下 85℃の恒温槽に保管し、

随時 IV 測定を行うことによって変換特性の継時変化を追跡した。その結果、カルボン酸

吸着基を持つ有機色素（MK-1, MK-2）では 1000 時間後には短絡電流密度が 4 割以下に減

尐した。一方、リン酸吸着基を持つカルバゾール系有機色素（MK-93, MK-94）では、およ

そ 8 割の短絡電流密度が保持することがわかり、85℃と比較的高温条件下でも色素は酸化

チタンから脱着していないことがわかった。 

このようにリン酸吸着基を持つ有機色素は耐久性色素として有用であり、現在光吸収波

長の短波長化しない、もしくは短波長化しにくい有機色素の開発を行っている。 

 

①－２ 疎水性基導入による高効率・高耐久性色素の設計の探索検討 

（富士フイルム株式会社） 

 高モル吸光係数ビピリジン系 Ru 色素(a)とターピリジン系 Ru 色素(b)の二つの骨格に

対して疎水性基を導入による耐久性向上の検討した。 

 

a. 高モル吸光係数ビピリジン系 Ru 色素 

目的の耐久性達成が期待できる疎水性基を持ち、かつモル吸光係数が現行の N719 の 1.7

倍の Ru 錯体色素 FSD-13 を以前独自に開発していたが、今回 NEDO プロジェクトのため

に再合成して、効率と耐久性を評価した。FSD-13 は、単セルで目標の Jsc=24mA/cm
2 に対

して、あと 6mA/cm
2 に迫る、Jsc=18mA/cm

2 を出せるポテンシャルを持つことを確認した。

また、B-1 試験条件での耐久性をベンチマークの N719 と比較し、高い耐久性を有すること

を確認した。 

この知見を基にさらに、FSD-13 よりも更にモル吸光係数が大きい(N719 の 2.4～2.5 倍

の)FSD-16、17、18 を新たに合成することに成功した。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(35) 新規高モル吸光係数 Ru 色素の溶液吸収スペクトル 

 

b. 高耐久ターピリジン Ru 色素の開発 

Black Dye 同等の長波長吸収を持ち、かつ耐久性向上が期待できる置換基を有する新規

ターピリジン色素 FSD-19 の開発に成功した。一次評価セルでは、Black dye よりも高い、

変換効率を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(36) FSD-19 の構造設計と B-1 試験結果 

 

FSD-19 を用いてシャープ株式会社にて信頼性試験用のミニセルを作成し、事項に記載の

独立行政法人 産業技術総合研究所とシャープ株式会社の务化メカニズム解析の成果を基

に、シャープ株式会社による電解液の改良との組み合わせで初期変換効率 7.2%、B-1 試験

後の効率低下率が 10%以内となることがわかった。 

 

①－３ 耐久性試験における务化メカニズムの解明 

（シャープ株式会社 再委託 独立行政法人 産業技術総合研究所） 

 光照射における色素増感太陽電池デバイスの性能务化要因を明確にするため、耐光性

溶液吸収ｽﾍﾟｸﾄﾙ
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試験 A-5 での Jsc 低下要因の解析を行った。最初に、受光面上の UV 光カットフィルタ有

無による Jsc 変化と電子注入反応の効率変化を測定した結果を図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1-(37)(a)に示す。 

(a)                                 (b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(37) (a)耐光性試験 A-5 における Jsc の時間変化、(b) 過渡吸収分光によ

り評価された電子注入反応の効率（カチオンの%Abs）の光照射時間依存性。  

※(b)の縦軸が電子注入効率に相当 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(37) (a)では、UV 光カットフィルタがない場合に Jsc が大きく減尐し、性

能低下のほとんどが Jsc 低下によるものであった。そこで、色素务化が Jsc に与える影響

を明確化するため、N719 色素から酸化チタン電極への電子注入反応過程の光照射時間

依存性を、拡散反射型フェムト秒過渡吸収分光法により評価した。結果を 図

Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(37) (b)に示す。図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(37) (a)に示すように、フィルタなしのセルで

は電流値が 10 時間オーダーで大きく減尐したが、図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(37)(b)に示すように、

その場合の電子注入効率の低下は僅かである。よって、主に電解液の务化が性能低下

の主な原因であると判明した。一方、紫外光をカットした場合（フィルター有）は電

流値の減尐は 100 時間まで見られないが、電子注入過程は予想通り収率として照射時

間が増加してもほとんど減尐しておらず、また反応プロセス、つまり反応速度もほと

んど変わらないことを確かめることができた。以上より、紫外光が素子务化に大きく

影響しているが、大きな务化を受ける部分は色素ではなく電解液であり、電解液の务

化抑制という高信頼性化への方向性を見出した。  

 

①－４ 高信頼性要素材料の開発  

（シャープ株式会社 再委託 独立行政法人 産業技術総合研究所）  

キャリア輸送材中の酸化還元対であるヨウ素レドックスの安定性を評価するため、

ヨウ素レドックス中の I3
-の吸光度変化の溶媒依存性と添加物依存性の評価を行った。

結果を図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(38)に示す。  

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(38) (a)が示すように、I3
-の吸光度の経時変化は溶媒に大きく依存し、

特に同じ溶媒 A でも水分量やメーカーが異なると経時変化が異なることが判明した。

また、溶媒 B においては I3
－が安定して存在することが分った。図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(38) (b)

は、I3
-の吸光度の経時変化の添加物依存性を示すが、 I3

-の吸光度の変化は、添加物の
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影響は溶媒に比べると小さいが、添加物 B のように添加により I3
-の安定性が改善され

ることが判明した。以上の結果より、加速試験における電解液の务化抑制は、溶媒や

添加物により改善可能であることを見出した。  

(a)                                   (b) 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(38) I3
－の吸光度の経時変化の (a)溶媒依存性と (b)添加物依存性

（室温保持）  

 

①－５ 高信頼性セルの効率向上検討  

（シャープ株式会社 再委託 独立行政法人 産業技術総合研究所） 

高信頼性セルの効率向上を実施するため、電解液中の添加物のセル性能、とりわけ

Jsc に与える影響を評価するため、N719 色素から酸化チタン電極への電子注入過程の

添加物依存性を、拡散反射型フェムト秒過渡吸収分光法を用いて評価した。結果を図

Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(39)に示す。図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(38)より、材料 X, Y のうち、材料 X の添加では

電子注入効率の大きな変化は見られないが、材料 Y の添加では濃度が大きくなるに従

い、電子注入効率が大きく減尐することが見出された。セルの発生電流（Jsc）も A, B, 

C の順で低下しており、信頼性向上のために添加した材料が Jsc を低下させているこ

とが判明した。よって、高信頼性化と高効率化を両立させるためには、材料 X のよう

に Jsc を低下させない添加物の開発が必要不可欠となる。  

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(39) N719 色素から酸化チタン電極への電子注入効率の電解液中の添加物

依存性（縦軸が電子注入効率に相当） 

A：材料 X 添加、B：材料 X+Y 添加、C：材料 X+Y 添加（Y 濃度 2 倍）、D: 添加なし 

次に、富士フイルム株式会社開発の FSD-19 を用いて、色素から酸化チタン電極への電

子注入過程の添加物依存性を、同じく、拡散反射型フェムト秒過渡吸収分光法を用い
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て評価した。結果を図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(40)に示す。  

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(40) FSD-19 色素から酸化チタン電極への電子注入効率の電解液中の添加

物依存性（縦軸が電子注入効率に相当） 

A：材料 Y 添加、B：材料 Z 添加、C：材料 Z 添加（Z 濃度 5 倍） 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(40)より、FSD-19 色素を用いたセルでは、材料 Y、弊社にて開発した材料

Z、さらには材料 Z の濃度を 5 倍にしたいずれの場合においても電子注入効率が変化せず、

電子注入効率が電解液に依存しないことが判明した。FSD-19 の過渡吸収測定に関する測定

は難解であり、議論の余地が存在するが、本検討結果における FSD-19 色素および材料 Z

のように電子注入効率、さらには Jsc に影響を及ぼさない色素および添加物が、高信頼性

化と高効率化の必要条件であると考えられる。 

 

①―６ イオン液体ベースの耐久性電解液開発（メルク株式会社） 

 モジュール低コスト化のために不揮発性である従来のイオン液体ベースで最高の効

率をもたらす公知の組成では、室温での粘度が 70mmPas（弊社追試測定値）程度であった

が、これに鋭意改良を加えた結果、目標短絡電流に相当する 40mmPas 以下にまで低減する

ことができた。さらに富士フイルム株式会社提供の色素と弊社開発の添加剤の組合せを探

ることにより電解液の高性能化を図り、弊社で作製した単セルでも効率 8.0％が確認され

た（図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(41)）。イオン液体ベースの電解液としては、高効率であり、溶液ベース

の電解液に迫ることができた。また、上記セルの 85℃耐熱性試験において 9 割の効率保持

を確認できた（図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(42)）。 

  

サンプルA サンプルB サンプルC
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(41) IV 特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(42) 耐熱性試験結果 
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② 信頼性向上技術（モジュール化技術）（シャープ株式会社） 

 ①信頼性向上技術（単セル基礎技術）に記載の技術を用いて、5cm 角モノリシック集

積サブモジュールを作製し、耐熱性試験（B-1）、耐湿性試験（B-2）、温湿度サイクル試験

（A-2）、耐光性試験（A-5）を行った。その結果を図Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(43)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              (a) 耐熱性試験 B-1                     (b) 耐湿性試験 B-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          (c) 温湿度サイクル試験 A-2       (d) 耐光性試験 A-5 

 

図Ⅲ-2-（ニ）-A-1(43) 5cm 角モノリシック集積サブモジュールの(a)耐熱性試験 B-1、(b)

耐湿性試験 B-2、(c) 温湿度サイクル試験 A-2、(d)耐光性試験 A-5 評価結果 

 

その結果、温湿度サイクル試験（A-2）、耐光性試験（A-5）、耐熱性試験（B-1）、耐湿試

験（B-2）試験で目標達成（見込み）した。今後、30cm 角程度のサブモジュールを用いた

温湿度サイクル試験（A-2）、耐熱性試験（B-2）の実施し、中間目標の達成を目指す。 

  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 500 1000 

E
ff

ic
ie

n
c
y
 (
%

)

時間 h

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 500 1000

E
ff

ic
ie

n
c
y
 (
%

)

時間 h

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 5 10

E
ff

ic
ie

n
c
y
 (
%

)

Cycle

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 100 200

E
ff

ic
ie

n
c
y
 (
%

)

時間 h



 

Ⅲ-2-(ニ)-A-1[31] 

 

研究開発項目ごとの成果・達成度 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(7) 

中間目標 研究開発成果 達成度 コメント 

(1)-1 高効率化（セル） 

（信州大学） 

中間目標 

吸収端 850nm かつ全吸収波長領

域での平均 IPCE が 80％となる

新規色素開発 

 

 

 

新規ターピリジン配位子によっ

て 400−600nm の IPCE が 80％以上

を達成  

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

長波長領域の

吸光度の向上 

中間目標 

ΔG が 0.1eV 低減できる色素の合

成 

ドナー基を持つ配位子の合成に

より達成 
○ 

ヨウ素レドッ

クス以外のレ

ドックス対へ

の対応 

中間目標 

高効率小型セルの開発（変換効

率 11%（1cm 角程度）） 

 

・ΔG 低減の為の色素とレドック

ス対の設計指針の確立  

・酸化チタン結晶面制御による効

率向上可能性を見いだした  

○ 

設 計 指 針 に

添った材料開

発 

 

中間目標 

各機関で合成された材料、作製

されたセルの評価  

 

シャープ、富士フイルム、綜研化

学、産総研、メルク、住友大阪セ

メントの材料・セル評価を実施

し、フィードバックした。 

○ 

 

(1)-1 高効率化(セル) 

（住友大阪セメント株式会社） 

中間目標 

高効率酸化物半導体電極開発結

晶面制御技術確立 

 

 

 

・結晶面が異なる(101), (100), 

(001)面を露出した酸化チタン

結晶の合成技術を確立した。 

・海外品と比較し弊社製酸化チタ

ンが高性能であることを産総

研・信州大と共に明確にした。 

 

 

○ 

 

 

なし 

(1)-1 高効率化（セル） 

（富士フイルム株式会社） 

中間目標 

変換効率 11%（1cm 角程度）と

なる色素の開発 

 

 

 

・変換効率 11.4%@1cm□となる

新規Ru錯体色素 FSD-20を見出

した。 

・IPCE 長波端が 880nm となる有

機色素 C-1 を開発した。 

・レドックス対との組合せで

Voc=0.8V となる有機色素を見

出した。 

 

 

○ 

 

 

なし 
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(1)-1 高効率化（セル） 

（メルク株式会社） 

中間目標 

変換効率 11%（1cm 角）を満た

すため電解液の平衡電位を

0.1-0.2 eV 下げる。 

 

 

 

着色の薄く意匠性に影響のない

コバルト電解液を作製し VOC 

0.81 V、FF 0.79、変換効率 8.2％

という単純な有機色素を用いた

セルとしては非常に高い値を得

た。  

 

 

 

○ 

 

 

なし 

 

(1)-1 高効率化（セル） 

（シャープ株式会社） 

中間目標 

変換効率 11%（1cm 角程度） 

 

 

・変換効率 11.0% 

(1cm 角 AIST 測定)達成  

・変換効率 11.4%(新規色素)  

 (1cm 角 自社測定）達成 

 

 

 

○ 

 

 

なし 

(1)-1 高効率化（セル） 

（九州工業大学、新日鐵化学株

式会社） 

中間目標 

長波長色素の開発／タンデムセ

ルボトム電極用色素母体構造の

合成 

・耐久性フタロシアニン系色素に

て 

・色素母体構造合成 

1300nm までの吸収波長を 

有し、分子軌道準位が制御 

された、吸着用結合基を 

有する色素を合成。 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

なし 

中間目標 

長波長色素の開発／タンデムセ

ルボトム電極用 

色素開発（九工大＆新日化）    

吸収端 1100nm  

IPCE 50% 

・耐久性フタロシアニン系色素に

て 

・IPCE:40%, IPCE 端 950 nm を

有する色素合成(SnO2 用) 

 

 

 

△ 

 

 

なし 

中間目標 

長波長色素の開発／カクテル吸

着セル用長波長色素 

 （九工大＆新日化） 

吸収端 925nm 

 

・耐久性ポルフィリン系色素にて 

840nm に吸収を有し、吸収端 

940nm となる色素を合成し単色

セルにて発電を確認（TiO2) 

・耐久性フタロシアニン系色素に

て 

800nm に吸収を有し、吸収端 

900nm となる色素を合成し、単色

セルにて発電確認（TiO2) 

 

 

 

○ 

・タンデム用

長波長色素開

発の知見を生

かし低コスト

化への寄与が

期待できるカ

クテル吸着長

波長色素の開

発に今後注力

する 
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(1)-1 高効率化（セル） 

（九州工業大学） 

中間目標 

新タンデムセル構造の実証 

バックコンタクト電極を備えた

新規タンデム構造を提案し、直

列セルとして動作することを実

証 

 

○ 

 

 

 

なし 

(1)-2 高効率化（モジュール） 

（シャープ株式会社） 

中間目標 

モジュール変換効率 7％  

（30cm 角程度）  

 

 

・変換効率 9.1% 

(20cm 角 自社測定)達成  

・変換効率 9.0% 

(15cm 角 AIST 測定)達成  

 

 

 

◎ 

 

 

なし 

(1)-2 高効率化（モジュール） 

（住友大阪セメント株式会社） 

中間目標 

モノリシックモジュールに必要

な材料（酸化物半導体、絶縁材

料、触媒導電）を開発し、光電

変換特性７％に貢献。 

 

 

・モノリシック構造特有課題に関

し、シャープと連携し、各構成

材料を開発。膜強度と性能低

下、絶縁材料による性能低下等

を改善する新規材料を開発。 

・上記の大面積モジュールに必要

な材料の提供により、20cm 角

モノリシックモジュールでの

変換効率 9.1％に貢献。 

 

 

 

○ 

 

 

なし 

(2)モジュール化・耐久性向上 

（シャープ株式会社） 

中間目標 

JIS C8938 試験（A-2,A-5,B-2）後

の相対効率低下 10%以下  

 

 

 

・（A-2）変換効率 7%サブモジュー

ルで低下率 10%以内を達成  

・（A-5）7%サブモジュールで低

下率 10%以内を達成（見込み）  

・（B-2）B-1 試験で、7%サブモ

ジュールで低下率 10%以内を

達成（見込み）。   

 

 

 

△ 

 

30cm 角程度

のモジュール

での実証。  

 

 

 

(2)モジュール化・耐久性向上 

（富士フイルム株式会社） 

中間目標 

JIS C8938 試験（A-2,A-5,B-2）後

の相対効率低下 10%以下の色素

開発。  

 

 

・単セルで初期変換効率 7.2%で耐

熱性試験（B-1）低下率<10%と

なる Ru 色素 FSD-19 を開発し

た。 

 

 

○ 

 

 

なし 
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・単セルで B-1 試験での Jsc 低下

を低減するアンカー基を見出

した。 

 

(2)モジュール化・耐久性向上 

（メルク株式会社） 

中間目標 

JIS C8938 試験（A-2,A-5,B-2）後

の相対効率低下 10%以下の電解

質開発および不純物の影響評価 

 

 

・従来のイオン液体ベースで最高

の効率をもたらす公知の組成

での粘度 70mmPas を 40mmPas

まで改善し、変換効率 8.0％を

得た。85℃耐熱性試験において

9 割の効率保持を確認できた。 

・従来難しかったヨウ素を含む電

解液の微量水分測定を行った。 

 

 

○ 

 

 

 

 

なし 

 

 

また、特許、論文、外部発表の件数は、表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(7)のとおりである。 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-1(7) 特許、論文、外部発表等の件数 

 
H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 7(1) 22(2) 10(0) 39 件 

論文（査読付き） 5 5 1 11 件 

研究発表・講演（うち国際会議） 18(4) 48(13) 5(5) 71 件 

新聞・雑誌等への掲載 0 1 0 1 件 

受賞実績 0 2 0 2 件 

展示会への出展 1 1 0 2 件 

※平成 24 年度 7 月 25 日現在  
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2．実用化・事業化見通し 

 成果の実用化の可能性 

色素増感太陽電池の実用化のためには、実環境下での発電量と長期安定性のデータが必

要不可欠である。 

現在の色素増感太陽電池は、本プロジェクトの最終目標 30cm 角程度のサブモジュール

で変換効率 10%に対して、現在、変換効率 9%まで向上させることができている。さらに、

JIS 規格 C8938 における太陽電池素子に関わる試験（耐熱性、耐湿性、耐光性、温湿度サ

イクル）の達成の見込みが得られている状況である。 

本プロジェクトの目標である変換効率が得られた場合、現状の薄膜シリコン太陽電池と

同等レベルの変換効率となるため、発電デバイスとしての性能には問題はない状況となる。

この状況下で、実環境下での発電量と長期安定性が確認できれば、市場投入には十分な材

料となりえる。 

 実用化に向けての課題 

現在、開発を行っている信頼性技術は JIS 規格 C8938 を用いているが、あくまでも既存

の太陽電池の JIS 規格を適用しているにすぎず、モジュール強度や電気回路に関わる項目

以外は、既存の太陽電池とは全く異なるため、基本的な务化メカニズム解明が必要となる。 

本プロジェクトでは、耐光性、耐熱性に関する色素増感太陽電池の务化メカニズムの検

討を行っているが、目標変換効率、目標信頼性を満足する材料系統が固定された時点で、

务化メカニズム機構に基づく、加速係数選定などの実施も必要不可欠である。 

これらの検討と上記の実環境下の安定性データにより、本来の色素増感太陽電池の信頼

性を評価できることとなる。これらの検討には、国際標準化などのも動きも必要になると

考えられ、今後の対応を必要と思われる。現在、シャープ株式会社では、「最先端研究開発

支援プログラム 低炭素社会に資する有機系太陽電池の開発（FIRST）」にて行われている

標準化検討にも参画し、モジュールメーカーとして一躍を担っている。 

 

 市場の見通し 

色素増感太陽電池は、既存の太陽電池と異なった特徴がある。たとえば、シリコン系太

陽電池にくらべ、低照度でも効率低下が尐なく、効率の光入射角依存性が小さいなどの利

点がある。朝夕や曇天での光照射条件での効率低下が小さいため、一年を通してのトータ

ル発電量で比較するとピーク変換効率での不利を補うことができるという報告もある。そ

のため、既存の太陽電池市場の他の新規市場開拓（住宅用北面設置、ビル、マンションへ

の壁面設置）を行うことができる可能性があり、これにより、太陽電池全体の市場拡大に

もつながる。 

また、色素増感太陽電池は、カラーバリエーションの展開が可能であり、既存の住宅用

太陽電池の市場展開も可能と考えられる。ユーザーニーズなどの調査も必要であるが、「低

コストかつカラーバリエーション」が、結晶系シリコン太陽電池より出力が低いことより

勝るユーザー価値になる場合は、既存市場への展開、商品ラインナップの拡充などの展開

も可能となる。 
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3．波及効果 

（１）当該分野への波及効果(技術的・人材育成) 

 変換効率 10.4% @1cm□（2005.8 AIST 測定/Sharp）の達成以降、世界最高効率の足

踏みが続いていたが、本プロジェクト成果で、11.0%（AIST 測定）を達成、さらに、

独自色素（非グレッツエル色素）で 11.6%（自社測定）を達成したことにより、高

効率化技術研究開発の活性化と進展が予測される。 

 低コスト・量産型の集積型サブモジュール（5cm 角から 20cm 角まで面積を拡大）

で変換効率 9.0%（AIST 測定、自社測定）を達成したことと、信頼性向上技術の進

展により、実用化への期待が高まった。 

 既存色素（Black Dye）と同等以上の性能を示す色素材料開発など、産官学の技術連

携によりコンソーシアムでの技術開発を実施し、全日本体制での技術開発の可能性

を示唆。 

 大きなコンソーシアムでのプロジェクト体制の下で、複数の企業・大学・公的研究

機関相互での密度の高い人材交流が行われており、産官学それぞれにおいて将来指

導的立場に立てる人材育成に貢献。 

 

（２）関連分野への波及効果(技術的・経済的・社会的) 

 有機エレクトロニクス材料技術、及び可視光光触媒や人工光合成などの光電変換関

連技術のレベルアップなどの技術的な波及効果が期待できる。 

 太陽光発電コストの低下による再生可能エネルギーの普及とスマートグリッド構

築の促進に貢献し、太陽電池業界以外にも大きな経済的波及効果が予想される。さ

らに、地球温暖化ガス排出量削減による環境問題の軽減と原発依存からの脱却促進

などの大きな社会的波及効果が期待される。 

 また、色素増感太陽電池の特長を生かした設置場所の提案など、太陽電池の潜在市

場の開拓にも、大きな影響（波及効果）を与えるものと予想される。 

 

 

 



 

Ⅲ-2-(ニ)-A-4[1] 

 

4．今後の展開 

1．実用化の見通しに記載の通り、本プロジェクトで実施したモジュールの高効率化お

よび信頼性の基礎データの取得により、更なる実用化の期待が高まるが、今後は、実環境

下での実証試験を実施する必要がある。現在、使用している信頼性 JIS 規格 C8938 が、有

機系材料を使用する色素増感太陽電池の信頼性規格に適合するかなどの検討が必要である。

そのためには、信頼性に関する標準化検討も必要であり、さらに、色素増感太陽電池用の

加速試験等の検討も必要と考えられる。 

また、色素増感太陽電池は、既存の太陽電池と異なった特徴を生かした新規市場開拓（住

宅用北面設置、ビル、マンションへの壁面設置）を行うことができる可能性があり、これ

により、太陽電池全体の市場拡大にもつながると考える。 
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5．特許論文リスト 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-5(1)【特許】 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 シャープ 
特願 

2011-253937 

国内 

PCT 
2011/11/21 出願 

湿式太陽電池および湿式太

陽電池モジュール 
福井篤他 

2 シャープ 
特願 

2011-254135 

国内 

PCT 
2011/11/21 出願 

光電変換素子および光電変

換素子モジュール 
古宮良一他 

3 
シャープ 

富士フイルム 
出願予定 国内  出願  福井篤他 

4 
シャープ 

富士フイルム 
出願予定 国内  出願  室伏教雄他 

5 シャープ 出願予定 国内  出願  福井篤他 

6 シャープ 出願予定 国内  出願  扇谷恵他 

7 シャープ 出願予定 国内  出願  古宮良一他 

8 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2010-195240  
国内 2010/9/1 

擬制

取下 
色素増感太陽電池  早瀬修二他 

9 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2010-195699 
国内 2010/9/1 

擬制

取下 
色素増感太陽電池  早瀬修二他 

10 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2011-21390  
国内 2011/2/3 公開 色素増感太陽電池  早瀬修二他 

11 
新日鐵化学 

九州工業大学 
13/036540  US 2011/2/28 公開 

DYE-SENSITIZED SOLAR 

CELL  
早瀬修二他 

12 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2011-070220  
国内 2011/3/28 出願 

シアニン色素並びにシアニ

ン色素を用いた色素増感太

陽電池及び光電変換素子  

早瀬修二他 

13 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2011-070221  
国内 2011/3/28 出願 

シアニン色素並びにシアニ

ン色素を用いた色素増感太

陽電池及び光電変換素子  

早瀬修二他 

14 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2011-257863  
国内 2011/11/25 出願 

 光電変換素子用のスクア

リリウム色素、これを使用

する光電変換素子及び色素

増感太陽電池 

早瀬修二他 

15 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2012-067436  
国内 2012/3/23 出願 

ポリメチン色素前駆体、そ

の前駆体の骨格を含むスク

アリリウム色素、それを用

いた色素増感太陽電池、光

早瀬修二他 
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電変換素子  

16 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2012-114540 
国内 2012/5/18 出願 

フタロシアニン色素並びに

フタロシアニン色素を用い

た色素増感太陽電池及び光

電変換素子 

早瀬修二他 

17 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2012-114539 
国内 2012/5/18 出願 

ポルフィリン色素並びにポ

ルフィリン色素を用いた色

素増感太陽電池及び光電変

換素子 

山口能弘他 

18 
新日鐵化学 

九州工業大学 

特願 

2012-114541 
国内 2012/5/18 出願 

フタロシアニン色素並びに

フタロシアニン色素を用い

た色素増感太陽電池及び光

電変換素子 

早瀬修二他 

19 
住友大阪セメ

ント 
出願予定    

ペースト、光電変換膜およ

び色素増感太陽電池  

八久保鉄平

他 

20 富士フイルム 
特願 

2011-81209 
国内 2011/3/31 出願 

色素、光電変換素子及び光

電気化学電池 

大森皓史 

他 

21 富士フイルム 
特願 

2011-177756  
国内 2011/8/15 出願 

色素、光電変換素子及び光

電気化学電池 

大森皓史 

他 

22 
富士フイルム 

信州大学 

特願 

2011-195638 
国内 2011/9/8 出願 

色素、これを用いた光電変

換素子及び光電気化学電池 
木村睦 他 

23 富士フイルム 
特願 

2011-208549 
国内 2011/9/26 出願 

光電変換素子及び光電気化

学電池、並びにこれに用い

られる金属錯体色素 

薄達也 他 

24 富士フイルム 
特願 

2011-214661 
国内 2011/9/29 出願 

光電変換素子及び光電気化

学電池、これに用いる色素 
谷征夫 他 

25 富士フイルム 
特願 

2011-214662 
国内 2011/9/29 出願 

光電変換素子及び光電気化

学電池、並びにこれに用い

られる金属錯体色素 

谷征夫 他 

27 富士フイルム 
特願 

2011-214663 
国内 2011/9/29 出願 

光電変換素子及び光電気化

学電池、並びにこれに用い

られる金属錯体色素 

小林克 他 

28 富士フイルム 
特願 

2011-216659 
国内 2011/9/30 出願 

光電変換素子及びこれを用

いた光電気化学電池 

佐藤寛敬 

他 

29 富士フイルム 
特願 

2011-275124 
国内 2011/12/15 出願 

光電変換素子及び色素増感

太陽電池 

佐々木晃逸

他 

30 富士フイルム 
特願 

2011-275129 
国内 2011/12/15 出願 

金属錯体色素、光電変換素

子、色素増感太陽電池、色

素溶液、および化合物 

谷征夫 他 
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31 富士フイルム 
特願 

2011-284561 
国内 2011/12/25 出願 

光電変換素子及び色素増感

太陽電池 

濵田和博 

他 

32 富士フイルム 
特願 

2012-42466 
国内 2012/2/28 出願 

光電変換素子、金属錯体色

素、色素増感太陽電池用色

素吸着液組成物、色素増感

太陽電池およびその製造方

法 

佐々木晃逸

他 

33 富士フイルム 
特願 

2012-61232 
国内 2012/3/16 出願 

金属錯体色素、光電変換素

子、色素増感太陽電池、色

素増感電池用色素吸着組成

液、色素増感太陽電池用半

導体電極、及び色素増感太

陽電池の製造方法 

佐々木晃逸

他 

34 
富士フイルム 

信州大学 

特願 

2012-74832 
国内 2012/3/28 出願 

色素、これを用いた光電変

換素子及び光電気化学電池 
木村睦 他 

35 富士フイルム 
特願 

2012-78147 
国内 2012/3/29 出願 

光電変換素子、色素増感電

池用色素吸着組成液、色素

増感太陽電池用半導体電

極、色素増感太陽電池の製

造方法および光電変換素子

用金属錯体色素 

小林克 他 

36 富士フイルム 
特願 

2012-78148 
国内 2012/3/29 出願 

金属錯体色素、光電変換素

子、色素増感太陽電池、色

素溶液および化合物 

小林克 他 

37 
富士フイルム 

信州大学 

特願 

2012-110995 
国内 2012/5/14 出願 

金属錯体色素、光電変換素

子、色素増感太陽電池、色

素溶液および化合物 

木村睦 他 

38 メルク  
特願 

2011-282339 
国内 2011/12/22 出願 

コバルト電解質、電解液、

色素増感太陽電池およびコ

バルト電解質の製造方法 

吉崎浩樹 

他 

 

 

 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-5(2)【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

1 Ryoichi Komiya sharp 

IMPROVEMENT OF 

THE CONVERSION 

EFFICIENCY OF A 

 The 21st International 

Photovoltaic Science and 

Engineering Conference 

無 2011 
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MONOLITHIC TYPE 

DYE-SENSITIZED 

SOLAR CELL 

MODULE  

November 28th - 

December 2nd, 2011, 

Fukuoka, Japan 

2 宇佐川 準 九工大 

TCO-less 3D 

dye-sensitized solar 

cells consisting of 

charge separation sheet 

and direction to high 

efficiency cells by using 

TCO-less structure.  

IEEE, PVSEC 35, 

Proceeding. 5 p.  
有 2011 

3 早瀬 修二 九工大 

High efficiency 3D dye 

sensitized solar cells 

and the nano-surface 

control 

World Journal of 

Engineering 8, 9-14  
有 2011 

4 早瀬 修二 九工大 
色素増感太陽電池の

最新技術動向  
ウエブジャーナル  有 2011 

5 宇崎 健史郎 九工大 

Dye-sensitized solar 

cells consisting of 

3D-electrodes  

 ournal of Solar Energy 

Engineering, 132, 

021204-021210, 132, 

有 2010 

6 宇崎 健史郎 九工大 

Tandem Dye-Sensitized 

Solar Cells Consisting 

of Nanoporous Titania 

Sheet  

 Jpn. J. App. Phys., 49, 

082301-082305 
有 2010 

7 宇崎 健史郎 九工大 

3D-dye-sensitized 

solar cells consisting of 

TCO-less structures 

-Aiming at high 

efficiency from the 

view point of light 

harvesting and charge 

collection-  

 Sol. Energy Mater. Sol. 

Cells., 231, 021204 
有 2010 

8 宇崎 健史郎 九工大 

Tandem dye-sensitized 

solar cells consisting of 

floating electrode 

supported by 

non-conductive mesh 

 Advances in Science & 

Technology, 74, 157-163 
有 2010 
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9 尾込 裕平 九工大 

Probing mechanism of 

dye double layer 

formation from 

dye-cocktail solution 

for dye-sensitized solar 

cells 

Thin Solid Films, 519, 

1087-1092  
有 2010 

10 山口能弘 新日化  色素増感太陽電池 

福岡ＩＳＴイノベーショ

ンクラブ グリーンイノ

ベーション研究会 

無 2011 

11 山口能弘 新日化  色素増感太陽電池 日本技術情報センター 無 2011 

12 Kentaro Kawata メルク 

Nondestructive 

Three-Dimensional 

Observation of the 

Electrolyte in a 

Dye-Sensitised Solar Cell 

Combined with the Local 

Photocurrent Dynamics 

Japanese Journal of 

Applied Physics, in press 
有 2012 

13 高野真悟 
住友大阪

セメント 

色素増感太陽電池用

酸化チタン 

Technical Report 

2012, P.56-58  

住友大阪セメント 

新規技術研究所発行 

無 2012 

14 Ryuzi Katoh 
産総研, 

日大 

Tunneling-Type Charge 

Recombination in 

Nanocrystalline TiO2 

Films  

at Low Temperature 

The Journal of Physical 

Chemistry Letters. 2, 

1888–1891 (2011) 

有 2011 

15 Ryuzi Katoh 
産総研, 

日大 

Effect of dye 

concentration on 

electron injection 

efficiency in 

nanocrystalline TiO2 

films sensitized with 

N719 dye  

Chemical Physics Letters 

511, 336–339 (2011) 
有 2011 

16 加藤隆二 
産総研, 

日大 

色素増感太陽電池の

動作機構からみた高

効率化への指針 

ケミカルエンジニヤリン

グ 57(2012)43-47 

 

無 2011 
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表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-5(3)【主要国際会議】 

番号 発表者 所属 タイトル 国際会議名 発表年月日 

1 Ryoichi Komiya シャープ 

IMPROVEMENT OF THE 

CONVERSION EFFICIENCY OF 

A MONOLITHIC TYPE 

DYE-SENSITIZED SOLAR CELL 

MODULE  

PVSEC-21 2011/11 

2 早瀬 修二 九工大 
New dye sensitized solar cells 

consisting of 3D photoanode 
RE2010 2010/6 

3 宇佐川 準 九工大 

TCO-less 3D-dye sensitized 

solar cells-Direction to high 

efficiency cells consisting of 

tandem and hybrid structures 

IPS 18 2010/7 

4 Byung Park 九工大 

Dye-sensitized solar cells 

consisting of multiple electron 

injection system 

HOPV2011 2011/5 

5 幸後 健 九工大 

Dye-Sensitized Solar Cells 

(DSC) with Flexible Nanoporous 

Titania Sheet-Transparent 

onductive Oxide-Less Flexible 

DSC (TCO-Less Flexible DSC), 

TCO-Less Cylinder DSC, and 

Flexible Hybrid DSC 

26thEU VSEC 2011/9 

6 貞升健吾 九工大 

Photovoltaic performances of 

SnO2 based  bottom electrodes 

 for tandem dye-sensitized solar 

cells 

PVSEC 21 2011/11 

7 早瀬 修二 九工大 
New dye sensitized solar cells 

consisting of 3D photoanode 
SIMTEC 2010/6 

8 早瀬 修二 九工大 

TCO-less 3D dye-sensitized 

solar cells consisting of charge 

separation sheet-Tandem, hybrid, 

cylinder and fiber cells 

IEEE Nano 2010 

 
2010/8 

9 早瀬 修二 九工大 

Dye-sensitized solar cells with 

various shapes based on flexible 

porous titania sheets -flexible,flat, 

cylinder, fiber, hybrid and tandem 

IJWBME 2011 2011/12 
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solar cells 

10 Shogo Mori 信州大 

Combined effect of the 

structures of sensitizers and cobalt 

complex redox couples on the 

electron lifetime in dye-sensitized 

solar cells 

Hybrid and Organ

ic Photovoltaics C

onference 2012 (S

weden) 

2012/5 

11 Shogo Mori 信州大 

Factors Controlling Charge 

Recombination Kinetics in 

Dye-sensitized Solar Cells 

The First Intern

ational Conference

 on Photocatalysis

 and Solar Energy

 Conversion: Dev

elopment of Mater

ials and Nanomate

rials (Korea) 

2012/5/30 

12 Shogo Mori 信州大 

Design of Interface to Retard 

Charge Recombination in 

Dye-sensitized Solar Cells 

Sungkyun 

International Solar 

Forum 2012 

(Korea) 

2012/6/1 

13 Hiromi Shinohara  メルク 

Recent Progress in the 

Development of Electrolyte for 

Dye-sensitized Solar Cell 

GDCh-  

Wissenschaftsfor

um Chemie 2011 

2011/9/7 

14 Kentaro Kawata  メルク 

ELECTROLYTES 

DEVELOPMENT FOR 

DYE-SENSITISED SOLAR 

CELLS 

PVSEC-21 2011/11/30 

15 Ryuzi Katoh 
産総研, 

日大 

Charge generation and 

recombination in nano-structured 

TiO2 films 

JSPS-KVA 合同シ

ンポジウム 
2011/5/31. 

16 Ryuzi Katoh 
産総研, 

日大 

Charge separation and 

recombination processes in bare 

and dye-sensitized nanocrystalline 

TiO2 films 

SPIE optics + 

photonics 
2011/8/25 

17 Ryuzi Katoh 
産総研, 

日大 

processes in dye-sensitized 

solar-cells studied by 

time-resolved laser spectroscopy 

KJFP-2011 2011/10/29 

18 Akihiro Furube 産総研 

Femtosecond Spectroscopy  

and Microscopy  of Organic Solar 

Cell Materials 

ICTF-15 2011/11/11 

19 Akihiro Furube 産総研 Ultrafast transient absorption ISSS-6 2011/12/14 
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spectroscopy of dye-sensitized 

solar cells 

20 Akihiro Furube 産総研 

Presence of 

Non-electron-injecting Dyes in 

Dye-Sensitized Solar Cells 

TSRP-2012 2012/1/4 

21 Ryuzi Katoh 
産総研, 

日大 

Charge generation and 

recombination in dye-sensitized 

nano-structured TiO2 films 

HOPV12 2012/5/7 

22 Akihiro Furube 産総研 

Linker length dependence of 

photoinduced electron injection 

and recombination between 

MK-dyes and TiO2 nanocrystalline 

film 

221th ECS meeting 2012/5/7 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-5(4)【新聞発表】 

番号 発表機関 新聞名 発表年月日 

1 メルク 電波新聞 2012/2/29 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-5(5)【受賞】 

番号 発表者 所属 受賞名 発表年 

1 Ryoichi Komiya シャープ Young Researcher Paper Award (PVSEC21)  2011/11 

2 Ryuzi Katoh 産総研, 日大 光化学協会賞 2011/9 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-A-5(6)【展示】 

番号 発表機関 展示会 発表年 

1 新日鐵化学 PV-EXPO2011 2011/3 

2 シャープ 東京モーターショー 2011/11 
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B ガラス基板型色素増感太陽電池(電流型)の研究開発 

1．成果詳細 

 

  ① 色素増感太陽電池モジュール化技術と高耐久性化研究開発 (株式会社フジクラ) 

 色素増感太陽電池は、シリコン材料を使用しない太陽電池であり、高真空プロセスを

必要とせず、スクリーン印刷により製造可能な為、大幅な低コスト化が期待される太陽

電池である。本研究開発では、PV2030+に掲げられた 2020 年における太陽光発電による

発電コスト目標 14 円/kWh を、色素増感太陽電池を用いた発電システムにおいて達成す

る為に、屋外利用可能かつ高効率な色素増感太陽電池モジュールの技術開発を実施して

いる。変換効率の目標値は、30cm 角程度のモジュールにおいて、平成 24 年度の中間目

標で 8%、平成 26 年度の最終目標で 10%であり、さらに JIS 規格 C8938 の環境試験・耐

久性試験における相対効率低下 10%以内も両立させて達成する。また、この開発したモ

ジュールを用いて屋外耐久性も実証する。 

具体的には以下の 3 つの小項目に分け研究開発を進めている。 

 1) 「大面積・高耐久性色素増感太陽電池モジュールの研究開発」  

本項目では、30cm角以上の大面積DSCモジュールにおいて、高い効率を有した

上で長期屋外使用に耐えうる高耐久性の確立を目的とした技術開発を行う。 

 2) 「色素増感太陽電池モジュールの屋外耐久性実証」   

本項目では、色素増感太陽電池の屋外での実用化に向けて、モジュールを接続

した大面積パネルの作製技術を開発する。また、その屋外実証試験を行い、実

環境下における色素増感太陽電池の動作特性を調べる。 

 3) 「高耐久性色素増感太陽電池モジュールの高効率化技術開発」   

本項目では、高耐久性色素増感太陽電池モジュール(30cm角程度)について、変

換効率 10%以上を達成するための各種技術開発を行う。 

以下に各項目における研究成果を記す。 

 

 ①-1) 「大面積・高耐久性色素増感太陽電池モジュールの研究開発」 

 本項目における研究開発では、平成 22 年度に発電部面積あたりでの変換効率が 8％程度

の 5 cm 角セルを用いて、JIS C 8938 試験の各試験(温度サイクル、温湿度サイクル、光照

射、耐熱性、耐湿性)での効率低下 1％以内を達成した。平成 23 年度は前年度の高効率化

技術開発で開発した、照射エリアあたりの変換効率η(ap) = 8%程度の 5 cm 角セル(発電部

あたりの変換効率η(ac)では 9.2%)を複数作製し、JIS C 8938 試験で最も過酷であった耐湿

性試験 B-2 (85℃, 85% RH, 1000 時間)を実施した。本試験での時間経過に伴うセル変換効率

の測定結果を図 III-2-(ﾆ)-B-1(1)に示す。図 III-2-(ﾆ)-B-1(1)のプロットは試験したセルの一部

のみを記しているが、その効率がほぼ変化することなく維持できている事が確認できる。

平成 23 年度に B-2 試験に投入したη(ap) = 8%程度の 5 cm 角セルの数は 40 セルであり、こ

の内 32 セルで 1000 時間後の効率低下 5％以内を達成した。なお、耐久性目標をクリアで

きなかったセルは、作製時の不良が確認されているものが大半であり、製造工程の改善に

よって、より安定的に耐久性を確保する事が可能と考えられる。  
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 次に、モジュールの大面積化では、8 つのユニットセルを直列接続した 50 cm 角モジュー

ル(図 III-2-(ﾆ)-B-1(2)左)と、その 2 つのユニットセルからなる 25 cm 角の 2 直列モジュール

(図 III-2-(ﾆ)-B-1(2)右上)をそれぞれ作製し、その変換効率改善および耐久試験を実施した。 

 

 まず変換効率の点では、平成 22 年度に試作した 50 cm 角モジュールでは 1 つのユニット

セルあたりの変換効率で 7.4%が最高であったが、平成 23 年度における封止方法の改善に

より、2 つのユニットセル間に非発電部となる直列接続部を持つ 25 cm 角モジュールでも、

アパーチャーあたりの変換効率η(ap) = 7.4%の値を得る事に成功した。しかしながら本モ

ジュールでのユニットセル効率では、Voc, FF のそれぞれが 5cm 角セルと比べ 1 割程度低

い値となっており、今後の改善点となっている。また、本モジュールの耐久性改善では、

従来 20cm 角程度にすると 1 セル中に数カ所発生していた保護層の欠陥部をなくすために、

従来よりも印刷精度の斑を抑えた大面積に適用可能な保護層形成技術を開発した。更に、

大面積モジュールでの電解液封止方法も改善を進め、大面積でも安定的に封止構造が形成
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可能なモジュール封止技術を開発した。これらの改善の結果、25 cm 角でも性能低下を抑

えることに成功し、η(ap) = 7.2%の 25 cm 角モジュールにおいて B-2 試験(85℃, 85%RH, 

1000 時間)後の相対効率低下 3%を達成した(図 III-2-(ﾆ)-B-1(3))。本プロジェクト「太陽光発

電システム次世代高性能技術の開発」における平成 24 年 2 月末までの色素増感太陽電池モ

ジュールの達成目標は、30cm 角程度のモジュールで 7％以上の効率かつ JIS C 8938 試験で

の相対効率低下 10%以内であり、本研究開発ではこの目標を平成 23 年度中に達成するこ

とに成功した。 

 更に、この 25 cm 角モジュールで開発した電極作製・封止プロセス改善技術を 50 cm 角

モジュールにも適用することで、50 cm 角モジュールの 8 つのユニットセルの効率をほぼ

均一化する事に成功し、50 cm 角モジュールのアパーチャーエリアでの変換効率η(ap) = 

6.7%を達成した。平成 24 年度はこの 50 cm 角モジュールを用いて、屋外耐久性実証試験

を実施している。 

 

 ①-2) 「色素増感太陽電池モジュールの屋外耐久性実証」   

 本項目での本格的な屋外実証は平成 24 年度から実施している。ただし、この予

備的な実験として、50 cm角モジュールを屋外サイトに設置しての性能測定を平成

23 年度に実施した。この結果、色素増感太陽電池の特長として光量が低い・入射角

が狭いなどの条件下で、定格条件の変換効率よりも高い効率が得られる事が確認さ

れた。現在進めている実証試験では、この色素増感太陽電池の特色をより活かせる

手法を求め各種特性の確認を進めている。 

 

 ①-3) 「高耐久性色素増感太陽電池モジュールの高効率化技術開発」   

 本小項目での検討として、平成 22 年度に 20 cm角サブモジュールでの開口率最適

化、ならびに色素担持条件など効率向上に向けた最適化を実施した。この結果とし

て、耐久性の維持できる部材を用いて、照射エリアあたりの変換効率η(ap) = 8.3%

を達成した。本プロジェクト開始前での 20cm角サブモジュールの変換効率は 7.1％

であり、この研究開発において大幅な効率向上に成功した。 

 また、5 cm角セルを用いて進めた高効率化技術開発では、平成 22 年度の最高変
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換効率がη (ap) = 8.4%であった 5 cm

角のセルに対し、電解液組成、チタニ

ア電極構造、色素吸着条件などをそれ

ぞれ改善し、変換効率をη(ap) = 9.2％

ま で 向 上 さ せ る こ と に 成 功 し た (図

III-2-(ﾆ)-B-1(4))。この変換効率改

善で使用した各材料は、既に耐久性確

保に成功している材料類のみを使用し

ており、本セルでも耐久性が確保でき

ると期待される。今後、本セルでの耐

久性試験を実施し、大面積モジュール

の効率向上技術として確立させる。 

 

  ② 高効率・高耐久性色素増感太陽電池の基盤的研究 (学校法人 東京理科大学) 

 本研究では、「2020 年に発電コスト 14 円/kWh を達成するための太陽光発電システム製 

造技術」の候補の一つである色素増感太陽電池(DSC)について、高効率かつ屋外利用可能な 

高耐久性 DSC モジュールの開発、ならびにそのシステム化を行うことを目的としている。 

具体的には、JIS 規格 C8938 試験後(温度サイクル試験 A-1、温湿度サイクル試験 A-2、

光 照射試験 A-5、熱耐久性試験 B-1、耐湿性試験 B-2)の効率低下が 10%以下である 30 cm 

角 以上のモジュールにおいて、中間目標で 8%、最終的には 10%の変換効率を達成すること

を目指している。東京理科大学では 10cm 角サブモジュールで安定化効率 10%と効率低下 

10% 以内の達成と、モジュールの高性能化のために 1 cm 角 DSC での高効率化を検討し、

中間目標で 11%、最終的には 13%以上の変換効率の達成を狙う。各研究項目での成果を以下

に記す。 

 

 ②-1) 「1 cm 角程度セルおよび 10cm 角サブモジュールの高効率化技術の研究開発」 

 まず本項目では、TiO2 光電極から電解液中の I3
-への逆電子移動を抑制することによ

る Voc の向上を目的とし、各種金属酸化物薄膜による TiO2 光電極の表面修飾を行った。

ほとんどの金属酸化物では Jsc、Voc が共に大きく減尐し、変換効率も大きく低下する

結果となった。一方、Al2O3 あるいは MgO で表面修飾を行った場合は Jsc が多尐減尐

したものの、Voc が向上し、結果として変換効率が向上した。そこで、Al2O3 と MgO

の表面修飾について最適条件の探索を行ったところ、未修飾で 10.4%であった変換効

率は 10.8%に向上した(表 III-2-(ﾆ)-B-1(1))。いずれも Voc が 30 mV 程大きくなったこと

が変換効率の向上につながっている。OCVD 法によって TiO2 光電極中における電子寿

命を調べたところ、Al2O3 と MgO

いずれも場合も電子寿命が大き

く向上していることが分かった。

また、TEM による表面観察では、

TiO2 粒子上に 1.3 nm 程の薄膜が

形成されていることが明らかと

図 III-2-(ﾆ)-B-1(4)  高効率化技術開発による

耐久性仕様 5 cm 角セルでの I-V 曲線の変化 
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-2

] Voc  [V] FF [‐] η [%]

None 20.8 0.70 0.71 10.4

Al[OCH(CH3)2]3
a 20.4 0.73 0.72 10.8

Mg(OCH2CH3)2 
b 20.4 0.73 0.72 10.8

表 III-2-(ﾆ)-B-1(1) TiO2 光電極表面修飾による性能の変化 
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なった。以上の結果は、Al2O3 や MgO 薄膜のブロッキング効果により、TiO2 光電極か

ら電解液中の I3
-への逆電子移動が抑制されたことを示している。一方、Al2O3 や MgO

の前駆体の種類によって、金属酸化物薄膜のブロッキング効果に顕著な違いが見られ

ることが分かった。例えば、金属アルコキサイドを用いた場合は変換効率が向上した

が、金属塩化物を用いた場合は変換効率が減尐した。TiO2 光電極中での電子寿命の向

上が見られないことや、TEM 観察によっても TiO2 粒子上に薄膜の生成が確認できな

かったことから、金属酸化物の前駆体のアニオンの種類が薄膜形成に重要な役割を果

たしていることが明らかとなった。この様に本検討によって、適切な金属酸化物によ

る  TiO2 光電極の表面修飾を行うことにより、Jsc を低下させずに Voc を向上させるこ

とが可能であることが明らかになった。 

 次に、Black dye を用いた DSC のさらなる高性能化の方法として、Black dye と各種

有機色素を用いた共増感型 DSC の作製を試みた。Black dye との共増感色素として 11

種類の有機色素を検討した結果、NKX-2553 と D131 を用いた場合のみ光電変換効率が

向上し、それ以外では Black dye を単独で用いた場合よりも変換効率が低下した。次

に、Black dye と NKX-2553(あるいは D131)の濃度比を変化させた場合について検討し、

最適な濃度比の探索を行った。その結果、Black dye 単独で 10.00%であった変換効率

は NMX-2553 との共増感により 10.32%、D131 との共増感により 11.01%にそれぞれ向

上した(表 III-2-(ﾆ)-B-1(2))。変換効率の向上は、主に大幅な Jsc の向上に起因しており、

NKX-2553 や D131 を添加したにもかかわらず、Black dye の吸着量に大きな変化が見

られなかったことがその理由であると考えられる。さらに、これらの共増感型 DSC に

おいて共吸着剤 (DCA)の添加効果についても検討を行った。各最適濃度比の色素溶液

に様々な濃度で DCA を添加して DSC の作製を行った。その結果、変換効率は DCA

を添加することで向上し、一定濃度を超えると低下することが明らかとなった。DCA

共存下における Black dye と NKX-2553、及び Black dye と D131 の共増感型 DSC にお

いて変換効率は 11.18%、及び 11.33%(反射防止膜装着下では 11.57%)となり、中間目

標の 11%を超える値が得られた。DCA を添加することにより Jsc と Voc が共に向上し、

TiO2 光電極中での電子寿命も向上したことから、DCA の添加により TiO2 のコンダク

ションバンドからの逆電子移動が抑制されたと考えられる。一方、DCA の添加により、

Black dye と有機色素の吸着量は共に僅かに減尐していた。それにもかかわらず Jsc が

Entry                           Jsc Voc FF h Black dye               Organic dye

Black dye + D131             23.2         0.68        0.71       11.01                2.8                            3.3

Black dye                        20.6         0.68        0.71       10.00                 3.5    

(mA/cm2)     (V)                          (%) (x 10-7 mol/cm2)     (x 10-7 mol/cm2) 

Black dye + D131 + DCA   23.5         0.68        0.72       11.57 2.3                          2.0    

(TiO2 : 45  mm, 0.226 cm2)

Table 1. Solar cell performances of DSCs

Black dye + DCA                          21.3         0.70        0.71       10.57                 2.7    

Black dye + NKX-2553                22.1         0.66        0.71       10.32                2.8                            1.7
Black dye + NKX-2553 + DCA  23.0         0.69        0.71       11.18 2.4                          1.6    

表 III-2-(ﾆ)-B-1(2) 共増感を用いた DSC の性能変化 
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向上した理由は、DCA の添加により TiO2 表面上での Black dye の会合体形成が抑制さ

れたためと考えられる。共増感型 DSC においては、有機色素の存在により Black dye

の会合体形成は抑制されると考えられてきたが、本検討により、共増感型 DSC におい

ても共吸着剤の添加効果があることが確認された。  

 更に、Black dye を用いた DSC のさらなる高性能化の方法として電解液組成の検討

を行った。特に、これまで用いてきた基本組成の電解質の一部を新たな電解質に置換

した場合の効果について詳細な検討を行った。薄膜の TiO2 光電極を用いた場合、従来

の電解液組成では 5.69%であった変換効率が、電解液 D を用いると 6.27%となった(表

III-2-(ﾆ)-B-1(3)) 。これは主に Jsc の向上

に起因することが分かった。また、TiO2

光電極中での電子寿命が大きく向上し

ており、これが Jsc の向上に寄与したも

のと考えられる。一方、Black dye と

D131 の共増感型 DSC において電解液

D の効果を検討したところ、標準組成

の電解液で 6.54%であった変換効率は

6.74%となり、共増感型 DSC において

も電解液 D は有効であることが確認された。以上の結果を踏まえ、従来の最適条件に

電解液 D を適用して DSC を作製したところ、光電変換効率は 11.8%まで向上した。自

己測定ではあるが、この値はルテニウム錯体色素を用いた DSC において現在の世界最

高レベルの値である。図 III-2-(ﾆ)-B-1(5)にはこれら効率向上技術をまとめた図を示す。 

Table 2. Solar cell performances of the DSCs

Electrolyte                Jsc Voc FF h

(mA/cm
2
)        (V)                              (%)      

標準組成 10.80        0.735        0.716         5.69                                  

A 11.56        0.730        0.704         5.93                                  

B 8.43        0.751        0.748         4.74                                  

C 11.82        0.724        0.712         6.09                                  

D 12.53        0.712        0.702         6.27                                  

E 10.91        0.718        0.685         5.37                                  

表 III-2-(ﾆ)-B-1(3) 電解液による DSC 性能変化 
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図 III-2-(ﾆ)-B-1(5)  東京理科大における小面積セル高効率化技術開発のまとめ 
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 ②-2) 「10cm 角サブモジュールの耐久性向上の研究開発」  

 平成 22 年度の検討により、耐熱性試験(B-1 試験)中における DSC の変換効率の低

下は主に色素の脱離による Jsc の低下によるものであることを明らかにした。TiO2 光

電極からの色素の脱離は、セル作製工程における微量水分の混入により促進されると

考えられるため、本研究では湿度コントロール下においてセル作製を行い、セル作製

環境の湿度がセルの耐熱性に及ぼす影響を調べた。大気下、クリーンルーム中、グロー

ブボックス中の 3 つの環境下において作製したセルの耐熱性試験(B-1 試験)の結果を

表 III-2-(ﾆ)-B-1(4)に示す。大気下で作製したセルでは、1000 時間経過後の相対変換効

率が 82%であったのに対し、クリーンルーム中で作製したセルは 96%であり、グロー

ブボックス中で作製したセルでは変換効率の低下はほとんど見られず、B-1 試験(85 °C、

1000 時間)をクリアすることができた。この結果は、セル作製環境中の湿度とセルの

耐熱性には密接な関係があり、セル作製環境化の湿度を制御することによりセルの耐

熱性を向上させることができるということを示している。  

 また、本検討では高性能・高耐久性色素の開発を目指し、Black dye と同様のターピ

リジン配位子を持ち、またアンカー基としてオルトジカルボキシフェニル基を有する

新規色素(TUS-20、TUS-21)の合成を行った。TUS-20 はターピリジンにオルトジカル

ボキシフェニル基を導入した配位子を持つ色素であり、その吸収スペクトルは Black 

dye に比べて約 30 nm ほど全体的に短波長側にシフトしていた(図 III-2-(ﾆ)-B-1(5))。一  

HOOC

HOOC

N

N

N

Ru
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SCN

-
R

R

R = H (TUS-20), COOH (TUS-21) 0

1

2
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Black dye
TUS-21

 
(x

 1
0

4
 c

m
-1

M
-1

)

Wavelength (nm)

作製環境 85℃経過時間 Jsc[mA/c㎡] Voc[V] ff[-] η [%] 性能残存率[%]

大気下作製
4 12.94 0.68 0.66 5.78 100.00 

１０００ 10.98 0.60 0.73 4.75 82.19 

クリーン・ルー
ムで作製

8 9.84 0.63 0.67 4.14 100.00 

1002 10.45 0.56 0.67 3.98 96.25 

グローブボック
ス中で作製

0 10.72 0.66 0.63 4.48 100.00 

1000 11.66 0.59 0.71 4.46 99.40 

表 III-2-(ﾆ)-B-1(4) 各環境下で作製したセルの耐熱性試験(B-1 試験)における性能変化 

図 III-2-(ﾆ)-B-1(5) 新規色素 TUS-20, TUS-21 の構造と紫外-可視吸収スペクトル 
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方、TUS-21 はターピリジン配位子の両端のピリジン環にもカルボキシル基を有し、よ

り Black dye に近い構造を持つ色素である。TUS-21 の吸収スペクトルは Black dye と

ほぼ同じ吸収端であり、可視光領域全体において Black dye よりも大きなモル吸光係

数を持つことが分かった。  

 表 III-2-(ﾆ)-B-1(5)には TUS20、TUS-21 および Black dye を用いた 5mm 角セルの性能を示

す。TUS-20 を用いた DSC では変換効率 7.23%が得られた。Black dye を用いた DSC と

比べて Jsc の値が著しく小さく、また Voc の値も小さいことが分かった。IPCE スペクト

ルを測定したところ、TUS-20 では 650 nm

よりも長波長側における変換効率が

Black dye に比べて著しく小さかった (図

III-2-(ﾆ)-B-1(6))。この結果は、TUS-20 の

吸収スペクトルが Black dye に比べて短

波長側にシフトしていることを反映して

いると考えられる。また、TiO2 光電極中

における電子寿命が著しく短いことも確

認された。一方、TUS-20 は Black dye よ

りも TiO2 への吸着速度が遥かに大きく、

飽和吸着量も約 1.8 倍にまで増加してい

ることが分かった。さらに、TiO2 からの脱

離が完全には進行しないことも分かった。

以上の結果は、オルトジカルボキシフェニ

ル基がアンカー基として有用であり、TUS-20 が Black dye よりも高い吸着能を持つこ

とを示すものである。  

 一方、TUS-21 を用いた DSC では変換効率 9.25%が得られた(表 III-2-(ﾆ)-B-1(5))。Jsc

は Black dye の値を超える 20.80 mA/cm
2 であった。上図に示すように 520 nm よりも長

波長領域においては Black dye と同じ IPCE 値を示し、短波長領域ではより高い値を示

した。TUS-21 が可視光領域全域において Black dye よりも高いモル吸光係数を持つこ

とが IPCE の向上につながったと考えられる。一方、TUS-21 の吸着量は Black dye の

半分ほどに留まり、また、TUS-20 とは異なり TiO2 から容易に脱離することが分かっ

た。この結果は、TUS-21 が TUS-20 とは異なる様式で TiO2 に結合していることを示唆

していると考えられる。  

Table 3. Solar cell performances of the DSCs

Dye                       Jsc Voc FF h Amount of 

Black dye 20.40     0.704        0.726       10.42               2.3           

dye adsorption         
(mA/cm2)        (V)                                    (%)         (x 10-7 mol/cm2)    

TUS-20 16.18       0.635        0.707         7.23               3.3                          

TUS-21 20.80       0.666        0.669         9.25               1.1                          
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表 III-2-(ﾆ)-B-1(5) TUS20、TUS-21 および Black dye を用いた 5mm 角セルの性能 

図 III-2-(ﾆ)-B-1(6) 各種色素を用いた 5mm

角セルの IPCE スペクトル[TUS20(青線)、

TUS-21(緑線)、Black dye(黒線)] 
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対極種類
Jsc Voc FF η 対極膜厚

[mA cm-2] [V] [-] [%] [μ m]

Pt (参照）

カーボンA

18.4

19.6 

0.71

0.65 

0.68

0.62 

8.9

7.8 

ーー

10.3

カーボンB 19.4 0.68 0.64 8.4 3.1

カーボンC 19.9 0.68 0.58 7.9 6.9

カーボンD 19.0 0.67 0.60 7.6 7.3

②-3) 「低コストサブモジュール作製のための基礎材料の研究開発」 

 DSC の低コスト化に向けては、対極における触媒である白金の代替材料開発が必要

不可欠である。本検討では、白金代替材料として各種カーボン材料を用いたカーボン

対極の作製方法と高性能化について検討を行った。平成 23 年度では、4 種類のカーボ

ン材料についての検討を行い、実際にカーボン対極を作製してそのセル性能を調べた。

下表に示す通り、カーボン B を用いた対極のセルでは変換効率が 8.4%であり、白金対

極を用いたセルの 94%に相当する変換効率を達成できた。このカーボン対極を用いた

5mm 角セルの最適化を進め、

最高 9.8％の変換効率を達

成した(表 III-2-(ﾆ)-B-1(6))。

本成果により、カーボン材

料を用いて白金対極に匹敵

する性能を示す低コスト

カーボン対極を作製できる

ことが示された。 

 

 以下、特許, 論文, 外部発表などの件数を表 III-2-(ﾆ)-B-1(7)に、研究開発項目ごとの成

果・達成度を表 III-2-(ﾆ)-B-1(8)にそれぞれ示し、本項目のまとめとする。 

 

表 III-2-(ﾆ)-B-1(7) 特許、論文、外部発表等の件数 

 
H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 0 (0) 5 (0) 0 (0) 5 件 

論文（査読付き） 4 7 0 11 件 

研究発表・講演（うち国際会議） 26(7) 34(5) 4 64 件 

新聞・雑誌等への掲載 3 1 0 4 件 

受賞実績 1 2 2 5 件 

展示会への出展 2 1 0 3 件 

※平成 24 年度 7 月 25 日現在  

表 III-2-(ﾆ)-B-1(6) 各種カーボン対極を用いた DSC の性能 
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表 III-2-(ﾆ)-B-1(8) 研究開発項目ごとの成果・達成度 

中間目標 研究開発成果 達成度 コメント 

①-1 大面積・高耐久性色素増感
太陽電池モジュールの研究開発 
(株式会社フジクラ) 
30 cm 角程度のモジュールで効
率 8％以上かつ JIS C8938試験で
の相対効率低下 10％以内 

25cm 角ηap=7.2%のモジュールで  
85℃, 85%RH, 1000h 後での 
性能低下 3% 
今後、①-3 の高効率化技術を適用
する事で変換効率も達成の見込
み 

◎  

耐久性に関し
て目標を大幅
に 
超えて達成 

①-2 色素増感太陽電池モ
ジュールの屋外耐久性実証とシ
ステム化技術開発 
(株式会社フジクラ) 
1 m2程度のパネルを作製し、連
続屋外動作(1 ヶ月以上)を実証
(H24 年度より開始) 

50cm 角モジュール 4 枚を屋外に
設置し、試験中。 
（H24 年 9 月達成予定） 

△  

①-3 高耐久性色素増感太陽電
池モジュールの高効率化技術の
研究開発 
(株式会社フジクラ) 
変換効率 9%以上の高耐久性色素
増感太陽電池サブモジュール
(5cm 角程度)の開発 

耐久性材料を用いた 5 cm 角サブ
モジュールでηap = 9.2%を達成 

○  

②-1 1cm 角程度セルおよび 10cm
角サブモジュールの高効率化技
術の研究開発 
(東京理科大学) 
1cm 角セルで変換効率 11%以上、
10cm 角セルで 10%の達成 

5mm 角セル 11.8％(自己測定)、 
1cm 角セル 10.5%(AIST 測定) 
 
今後、５mm 角セル高効率技術を
10 cm 角への適用していく。 

○   

②-2 10cm 角サブモジュールの
耐久性向上の研究開発 
(東京理科大学) 
変換効率 9％の 10cm 角サブモ
ジュールで JIS C8938 試験での
相対効率低下 10％以内 

1cm 角セル(4～5%)で耐熱性試験
性能低下率 0% 
 
1cm 角セル耐久性技術を 10 cm 角
への適用する事で目標達成見込
み 

△   

②-3 低コストサブモジュール
作製のための基礎材料の研究開
発 
(東京理科大学) 
Pt 代替対極を用いた 1cm 角セル
でη=10%の達成、非 FTO セルで
8%の達成 

カーボン対極セル(5mm 角) 9.8%、 
非 FTO5mm 角セル 4.4% 
今後、1cm 角への拡大、非 FTO 基
板セル高性能化の検討により目
標達成見込み 

△  
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2．実用化・事業化見通し 

これまでの当研究開発において得られた色素増感太陽電池(DSC)の性能は、別項でも記

載の通り、高効率仕様の 5 mm 角セルでは 11.8％の変換効率が得られており、耐久性仕様

の集電配線型モジュールでは、5 cm 角で 9.2％、25 cm 角では 7.4%の変換効率が得られてい

る。この耐久性仕様モジュールは (85℃・85%RH)×1000 時間など JIS-C8938 の各種耐久性

試験をクリアできるものであり、DSC の性能として世界トップレベルの技術水準に達して

いる。この様に、当グループの技術は DSC の実用化を図る上で優位な位置付けにある。 

今後の当研究開発では、既に達成している 5 cm 角での変換効率を 25 cm 角などの大面積

でも達成可能とするとともに、各モジュールの変換効率をもうひと段引き上げることで、

より高効率かつ高耐久性を有する DSC モジュールを実現していく。さらに、本プロジェク

トの成果を基として、平成 24 年度からは「有機系太陽電池実用化先導研究開発」も並行し

て実施する。この「有機系太陽電池実用化先導研究開発」では、これまで試作段階であっ

た大面積 DSC モジュールの製造プロセスの確立を進めるとともに、屋外実証試験にて各種

条件下における発電特性、耐久性などのデータを集める事を目的としている。上記 2 つの

研究開発を実施していく事で、DSC の実用化・事業化に向けた基盤を確実なものとする。 

具体的な実用化に向けた方針としては、まず DSC の特長を活かした分野からの立ち上げ

を見込んでいる。DSC の特長として、従来の Si 系太陽電池と異なり、光の照射強度が弱

くなるとむしろ変換効率が向上し、また、入射角度が大きくなっても変換効率が安定して

いるという点が挙げられる。この利点を活かし、他の太陽電池よりも優位性の高い分野か

らの実用化を進める。実用化後、製造規模の拡大に伴い材料コストを低減していくととも

に、その特性改善を進めることで生産規模を拡大した事業化へと繋げていく。 
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3．波及効果 

 色素増感太陽電池(DSC)は、生産に関する設備投資額が尐なく、飛躍的な事業拡大の可能

性が高いデバイスと考えられる。さらに、2020 年の発電コスト 14 円/kWh の実現から 2030

年の発電コスト 7 円/kWh をも見通せるポテンシャルをもつ技術でもある。従って、研究開

発成果としてこの DSC の実用化に目処がつくことによる太陽電池産業への影響は非常に大

きく、汎用電力並みのグリッドパリティも現実的となるとともに、独自の応用の広がりに

よる新市場開拓の期待もあり、太陽電池の普及・拡大が全世界的に進むものと期待できる。 

 また、DSC は従来の太陽電池とは異なる光強度・入射角依存性を有するため、既存太陽

電池の主たる活躍フィールドではない分野での新たな利用形態を見込む事ができる。例え

ば、近年注目されているセンサーネットワークにおいて、DSC は従来の太陽電池よりも設

置場所の制約が尐ない電源用途として有望であり、配線や電池交換の手間も無くすことが

可能である(図 III-2-(ﾆ)-B-2(1))。このセンサーネットワークの拡大は、インフラ・環境管

理の高品質化に繋がり、人々の生活の安全性・利便性向上に大きく貢献できる。この様に

DSC は従来利用できなかったフィールドでの太陽電池の利用を広げることもできる技術で

あり、その関連技術・商品の提供に伴う経済効果も期待できる。 

 

 

図 III-2-(ﾆ)-B-2(1) センサーネットワークへの DSC 利用イメージ 

((株)フジクラ パンフレットより抜粋) 
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4．今後の展開 

別項でも記載の通り、当グループでは既に(85℃・85%RH)×1000 時間など JIS-C8938 に

準ずる複数の耐久性試験をクリアできる、変換効率 7％以上の高耐久性 DSC モジュールを

開発しており、DSC の性能として世界トップレベルの技術水準に達している。 

今後、平成 26 年度までの当研究開発において、既に 9.2％を達成している 5cm 角セルの

効率を新規材料の利用やセル構成の改善により 10％以上に引き上げるとともに、30 cm 角

程度のモジュールでも同等の効率が得られるように改善することで、最終目標である耐久

性を有する変換効率 10％の DSC モジュールを達成する。 

さらに、平成 24 年度から並行して 3 年間実施する「有機系太陽電池実用化先導研究開

発」において、大面積 DSC モジュールの製造プロセスの確立を進めるとともに、屋外実証

試験を行うことで DSC の各種条件下における発電特性や耐久性などのデータを集めてい

く。この上記 2 つの研究開発を実施していく事で、DSC の実用化に向けた基礎を確立する。 

 この委託事業終了後の事業化スケジュールを表 III-2-(ﾆ)-B-4(1)に記す。DSC 商品化の第

一ステップとしては、その特長を活かした分野での小規模生産を想定している。この小規

模生産によって、材料コストの低減や生産効率向上を進めるとともに、DSC の市場を拡大

していく。製造コストの低減や市場規模の拡大を達成した後、更なる事業拡大に向けた設

備増強を行いよりスケールアップした事業化へと繋げていく。 

 

 表 III-2-(ﾆ)-B-4(1) 委託事業終了後のスケジュール 

 

H27年度	 H28年度	 H29年度	 H30年度	 H31年度	

・商品化準備 

（設計・客先評価など）	

・量産化検討 

（技術開発・体制確立）	

・生産	

・販売	

生産効率向上	

★事業化判断	

スケールアップ	

顧客スケジュールに沿った 
小規模生産（サンプル等）	

市場要求に応じて 
規模拡大	

★設備増強判断	

小規模 
体制確立	

★事業継続判断	
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5. 特許論文リスト 

 

表 III-2-(ﾆ)-B-5(1)【特許】 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ 

（株）フジク

ラ 

東京理科大

学 

特 願

2012-019353 
国内 2012/1/31 出願 色素増感太陽電池 

山口岳志 

荒川裕則 

他 2 名 

２ 
（株）フジク

ラ 

特 願

2012-056502 
国内 2012/3/13 出願 

太陽電池用バックシー

ト及びバックシート付

き太陽電池 

土井克浩 

３ 
（株）フジク

ラ 

特 願

2012-078709 
国内 2012/3/30 出願 

作用極の製造方法およ

び作用極並びに色素増

感太陽電池の製造方法

および色素増感太陽電

池 

松井浩志 

４ 
（株）フジク

ラ 

特 願

2012-081443 
国内 2012/3/30 出願 色素増感太陽電池 土井克浩 

５ 

（株）フジク

ラ 

東京理科大

学 

特 願

2012-083235 
国内 2012/3/30 出願 

光増感色素及びこれを

有する色素増感太陽電

池 

山口岳志 

荒川裕則 

他 2 名 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 
 
表 III-2-(ﾆ)-B-5(2)【論文】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、ペー

ジ番号 

査

読 
発表年月 

1 

T. Yamaguchi, 
T. Miyabe, T.  
Ono, H. 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Synthesis of novel 
β-diketonate 
bis(bipyridyl) Os(II) dyes 
for utilization of 
infrared light in 
dye-sensitized solar cells 

Chem. Commun. 有 2010 年 5 月 

2 

H. Arakawa, 
T.  
Yamaguchi, T.  
Sutou, Y.  
Koishi, N. 
Tobe, D.  
matsumoto, T.  
Nagai 

東 京 理
科大学 

Efficient dye-senstized 
solar cell sub-modules 

Current 
Applied 
Physics 

有 2010 年 5 月 

3 

Takahiko Ono, 
Takeshi 
Yamaguchi, 
Hironori 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Influence of dye 
adsorption solvent on 
the performance of a 
mesoporous TiO2 
dye-sensitized solar 
cell using infrared 
organic dye 

Journal Solar 
Energy 
Engineering 

有 2010 年 5 月 

4 

T. Yamaguchi，
N. Tobe ， D. 
Matsumoto, T. 
Nagai, H. 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Highly efficient 
plastic-substrate 
dye-sensitized solar 
cells with validated 
conversion eficiency of 
7.6% 

Solar Energy 
Materials & 
Solar Cells 

有 2010 年 5 月 

5 
小野孝彦、山
口岳志、荒川
裕則 

東 京 理
科大学 

有機色素MK-2を用いた色
素増感太陽電池-色素吸着
溶媒が太陽電池の性能に
及ぼす影響- 

日本太陽エネ
ルー学会誌 

有 2010 年 9 月 
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6 
小野孝彦、山
口岳志、荒川
裕則 

東 京 理
科大学 

メソポーラスSnO2光電極
を用いた色素増感太陽電
池-SnO2光電極の酸化物薄
膜による表面修飾効果- 

日本太陽エネ
ルー 
学会誌 

有 2010 年 10 月 

7 
岡田顕一、松
井浩志、田辺
信夫 

フ ジ ク
ラ 

色素増感太陽電池の屋外
発電特性 

フ ジ ク ラ 技
報 No.120 無 2011 年 4 月 

8 

Hironobu 
Ozawa, Hiroki 
Kawaguchi, Yu 
Okuyama and 
Hironori 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Synthesis and 
Characterization of a 
Novel Ruthenium Complex 
Bearing A Curcumin 
Derivative Ligand and 
Its Application to 
Dye-Sensitized Solar 
Cells 

Chem. Lett. 有 2011 年 6 月 

9 

岡田顕一、下
平幸輝、遠藤
克佳、山田直、
田辺信夫 

フ ジ ク
ラ 

環境発電用色素増感太陽
電池モジュール 

フ ジ ク ラ 技
報 No.120 

無 2012年 2月 

10 

Hironobu 
Ozawa, Megumi 
Awa, Takahiko 
Ono and 
Hironori 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Effects of Dye 
Adsorption Solvent on 
the Performances of the 
Dye- Sensitized Solar 
Cells Based on Black Dye 

Chem. Asian 
J. 

有 2012年 1月 

11 

Hironobu 
Ozawa, Hiroki 
Kawaguchi, Yu 
Okuyama and 
Hironori 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Characterization of 
Photovoltaic 
Performance of the 
Dye-Sensitized Solar 
Cell with a Novel 
Ruthenium Complex Having 
a Bisdimethoxy- curcumin 
as a Ligand 

Ambio 有 2012年 3月 

12 

Hironobu 
Ozawa, 
Ryosuke 
Shimizu and 
Hironori 
Arakawa 

東 京 理
科大学 

Significant Improvement 
of the Conversion 
Efficiency of Black- 
Dye-Based Dye- 
Sensitized Solar Cells 
by Cosensitization with 
Organic Dye 

RSC Adv. 有 2012年 3月 

13 
H. Ozawa, Y. 
Okuyama and 
H. Arakawa 

東 京 理
科大学 

Effective Enhancement of 
the Performance of 
Black- Dye-Based 
Dye-Sensitized Solar 
Cells by Metal-Oxide 
Surface Modification of 
TiO2 Photoelectrode 

Dalton Trans. 有 2012年 4月 

 

 

【その他外部発表】 

1. 2010 年 6 月 25 日付 日刊工業新聞:研究室作製の 10 cm 角色素増感太陽電池モジュー 

ルを用いて温度サイクル試験をクリアしたことが紹介された 

2. 2010 年 6 月 30 日〜7 月 2 日:パシフィコ横浜で開催された PV Japan 2010 において 

10 cm 角色素増感太陽電池モジュール、およびポスターを出展 

3. 2011 年 2 月 16 日付 日経産業新聞: 色素増感型 太陽パネル‐薄暗くても発電、電源に‐   

4. 2011 年 3 月 2 日〜4 日: 第 4 回国際太陽電池展(PV EXPO 2011)へのブース出展 

5. 2011 年 12 月： 幕張メッセで行われた PV JAPAN 2011 において 10 cm 角色素増感太陽電池モ

ジュール、10 cm 角プラスチック基板色素増感太陽電池モジュールを出展 
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C  プラスチック基板型色素増感太陽電池の研究開発 

1．成果詳細 

 

本プロジェクトはフィルム基板を用いた色素増感太陽電池の実用化を目的に開発を進

めており、現時点における開発進捗状況と他の太陽電池との関係については以下の通りで

ある。プロジェクト開始時から比べるとモジュール性能は確実に向上しており、現在上市

しているフレキシブル有機太陽電池の効率レベルはクリアしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

また、高効率化におけるＮＥＤＯの中間目標は 7%であるが、これは、ガラス基板を想定

したものであり、本コンソーシアムではＮＥＤＯとの合意のもと独自目標を設定し、フィ

ルム基板型ＤＳＣの実用化を目指して開発に取り組んでいる。 

なお、研究項目ごとの成果・達成度を次頁の表に示す。現時点では、中間目標を達成し

ていない項目もあるが、これまでの成果を活かして開発を進めることによって、今年度中

（Ｈ25 年 3 月）には達成する見込みである。 

 中間目標を達成するために、変換効率については Jsc(電流値)、Voc(電圧値)ともに向上

することが必要である。Jsc の向上については、発電に有効な波長範囲を広げることで対

応できると考えている。昨年度までの取り組みのなかで、波長の異なる複数の増感色素を

組合せることにより、Voc を低下させずに発電波長範囲を拡大し、さらに強色増感効果が

得られることを見出しており、開発をさらに進めることにより向上可能である。Voc につ

いても半導体膜の化学修飾によって向上できると考えている。 

また､水と酸素のセル内への侵入が太陽電池の性能务化につながっていると考えており、

基板と封止層のバリア性を高めることで耐久性の向上が可能である。さらに､微量の水や酸

素の浸入では性能低下しないようにするための非ヨウ素電解液の開発も進めており、これ

らの技術の結集により、Ｈ24 年度中に中間目標を達成できると確信している。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(1) 開発状況とポジショニング 
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表Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(1) 研究開発項目ごとの成果・達成度（コンソ全体） 

中間目標 

 

研究開発成果 

 

達成度 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

①高効率化技術の開発 

・100cm2フィルムモジュール

で変換効率 5% 

 

セル変換効率 6.1%(TiO2型) 

5.3%(ZnO 型) 

モジュール変換効率 

4.0%(TiO2型) 

3.1%(ZnO 型) 

△ 

(H25 年 3 月

達成予定) 

・Jsc(電流値)の向上 

・Voc(電圧値)の向上 

②モジュール製造技術の開

発 

・効率的な生産を見据えたモ

ジュール製造技術の開発 

プリントラミ法によるモジ

ュール製造技術を構築。 

 

 

○ 

 

③耐久性向上技術の開発 

・JIS 規格Ｃ8938 において､

初期効率低下 10%以内 

温度サイクル試験 クリア 

耐光性試験 500h 

高温高湿試験 

60℃-90%クリア 

    85℃-85%未達 

△ 

(H25 年 3 月

達成予定) 

 

・バリア性の向上 

・高耐久電解質の開発 

 

 

④実証試験の実施 

・実用化に向けた課題抽出 

 

屋外実用化を想定した住宅

の窓への設置実装試験を実

施し、課題を抽出。 

 

○ 

 

 

 

 

達成度→  大幅達成：◎、  達成：○、 達成見込み：△、 達成不可：× 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(2) 研究開発項目ごとの成果・達成度（委託先別） 

中間目標 

（グンゼ株式会社） 

研究開発成果 

 

達成度 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

①高効率化技術の開発 

・100cm2フィルムモジュール

で変換効率 5% 

セル変換効率 5.3%(ZnO 型) 

モジュール変換効率 

3.1%(ZnO 型) 

△ 

(H25 年 3 月

達成予定) 

・Jsc(電流値)の向上 

・Voc(電圧値)の向上 

②モジュール製造技術開発 

・効率的な生産を見据えたモ

ジュール製造技術の開発 

プリントラミ法によるモジ

ュール製造技術を構築。 ○ 

 

③耐久性向上技術の開発 

・JIS 規格Ｃ8938 において､

初期効率低下 10%以内 

温度サイクル試験 クリア 

耐光性試験 500h 

高温高湿 60℃-90%クリア  

△ 

(H25 年 3 月

達成予定) 

・バリア性の向上 

 

④実証試験の実施 

・実用化に向けた課題抽出 

屋外実用化を想定した住宅

の窓への設置実装試験を実

施し、課題を抽出 

○  
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中間目標 

（桐蔭横浜大学） 

研究開発成果 

 

達成度 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

① 印刷法による酸化チタン

フィルム光電極の作製 

 

ITO 膜との密着強いスクリー

ン印刷用 TiO2ペースト開発 

セル変換効率 6.1%(TiO2型) 

○ 

 

②対極と高性能部材の開発 

・高性能フィルム対極の作製 

・高耐久非ヨウ素電解液の開

発 

白金コロイド/PEDOT 複合膜

による塗布型対極を開発 

安定性(～80℃)と耐久性の

高い非ヨウ素電解液の開発 

○ 

 

③モジュール設計評価技術

の開発 

・100cm2フィルムモジュール

で変換効率 5% 

・実証試験と実用性評価 

両面発電型モジュールの作

製および 1sun～1/200 sun の

光量範囲における出力安定

性を確認、モジュール変換効

率 4.0%(TiO2型) 

△ 

(H25 年 3 月

達成予定) 

 

シリーズ抵抗の低減、

モジュール効率の向

上 

 

中間目標 

（山形大学） 

研究開発成果 

 

達成度 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

①酸化亜鉛電極低温製膜技

術の開発 

・フィルム基板において効率

耐久性に優れた製膜法開発 

セル変換効率 5.3%(印刷法・

フィルム基板) 

耐久性は酸化チタンに勝る

ことを確認 

△ 

(H25 年 3 月

達成予定) 

 

・IPCE の向上 

・Voc(電圧値)の向上 

②酸化亜鉛用高効率高耐久

増感色素の開発 

・高効率化と高耐久化を同時

に達成する色素の開発 

ZnO 印刷膜を用いたセルにつ

い て 4.6 ％ (D149) → 5.8% 

(DN350)への効率向上と命綱

アンカーによる耐久性向上 

○ 
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フィルム型色素増感太陽電池を開発する上で、ガラス基板型と最も異なる点は高温焼成

できない点である。そのため、光電極の酸化半導体多孔膜は低温成膜で特性を出せるもの

でなければならない。また､フィルムはたわみやすく、そのままではガラス基板に比べてバ

リア性に务るため、耐久性確保についても難易度が高いのが現実である。しかし､これら大

きな技術的なハードルをクリアすることで、他には真似の出来ない価値ある取り組みとな

り、シリコン太陽電池との差異化が実現できると考えている。目標達成と実用化のため、

山形大学では色素開発や低温製膜技術開発を担当し、桐蔭横浜大学では電解液・対極等の

高性能部材開発およびモジュール構成技術の開発を担当し、それらフィルム基板型に特化

した開発技術を結集して、グンゼが実用型基板フィルムおよびモジュール製造技術の開発

を進めるという形で実用化に向けて精力的に開発を進めている。 

 

 

 従来、半導体層として酸化亜鉛膜と酸化チタン膜を検討していたが､より開発効率を高め

るために、どちらかに一本化する必要があると感じており､半導体膜に関して比較試験を実

施した。イオン液体型電解液を用いた系で実用性を判断するため、特にバリア機能を付与

せずに太陽電池セルを高温高湿環境（60℃-90%）に放置し、特性の変化を観察した。その

結果、現在使用しているフィルム型ＤＳＣにおいては耐久性の点で酸化亜鉛膜のほうが優

位であることがわかった。これは、酸化亜鉛膜は酸化チタン膜と比べて、科学的に不安定

な面もあるが、逆に 100℃以下の低温でも反応性が高いことが低温成膜での膜質や膜密着

性の向上につながっていると考えてい

る。 

 この比較試験の結果から、本コンソ

ーシアムでは、酸化亜鉛半導体膜を選

択し、色素増感太陽電池の実用化に向

けて、高性能フィルムモジュールの開

発を進めた。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(2) 色素増感太陽電池の構成 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(4) 酸化亜鉛膜と酸化チタン膜の耐久性評価 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(3) 開発体制図 

グンゼ株式会社
・研究開発項目

高効率高耐久化技術の開発
太陽電池用導電フィルムの開発

モジュール製造技術の開発

山形大学
・研究開発項目

高性能酸化亜鉛低温製膜技術
セル試作・精密性能評価

ＮＥＤＯ

桐蔭横浜大学
・研究開発項目

高性能部材の開発（電解質､対極）
モジュール製造技術の開発

再委託

信州大学
・研究開発項目
物理素過程評価

（電子寿命、輸送測定）

再委託

株式会社ケミクレア
・研究開発項目
高性能色素の開発

再委託

積水化学工業株式会社
・研究開発項目
住宅用耐久性評価解析
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(1)高効率化技術の開発 

(a)温水処理効果 

 酸化亜鉛ナノ微粒子のスクリーン印刷による高速成膜とこれを温水に浸し、酸化亜鉛の

溶解再析出反応を利用して非加熱でネッキング促進する手法を開発した。 温水処理によっ

て、導電パスが形成されると同時に膜の基板への密着性が向上するためであり、高温で熱

処理した場合と同等の性能が得られている。さらに温水処理に用いる温水に酸化マグネシ

ウムを飽和しておくことで、酸化亜鉛表面が改質され、再結合が抑制されて電圧を向上で

きることも見出している。  

 

 

(b)複数色素の活用 

フィルム基板酸化亜鉛型色素増感太陽電池において、主に半導体膜成膜技術と色素吸着

技術の開発により、セルの変換効率を従来の３％から５．３％（φ６ｍｍサイズ、高沸点

有機溶媒電解液、封止セル）に向上させた。これは、酸化亜鉛フィルム型セルで封止タイ

プでは世界最高水準である。 

成膜技術については、酸化亜鉛微粒子の選定とペースト材料開発による酸化亜鉛膜の構

造制御と電解液の最適化により特性を向上させた。また、酸化亜鉛型ではルテニウム色素

が好適でないため、有機色素では色素吸収波長範囲が狭く、特性低下の原因になっていた

が、長波長吸収型色素の開発と複数色素の組合せ技術により、長波長側の吸収波長範囲を

拡大し、セル特性を大幅に向上することができた。また、アクションスペクトルを確認す

ると、増感色素の感度を向上させる強色効果の存在も確認できた。 

また､色素の構造と強色効果の関連についても傾向を把握しており、今後、更なる高効率化

が可能であると考えられる。 
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(C)高性能色素の開発 

 従来より HOMO-LUMO ギャップの縮小による長波長化は様々試みられてきたが、電荷分離

効率が低下して IPCE が低下する例が多く見られていた。本検討により、電子アクセプタと

なるダブルロダニン部位に電子吸引性のジシアノ基を導入することで、長波長化と同時に

HOMO 準位のポジティブシフトを実現、D149 と同等の IPCE を保ったまま長波長化すること

に成功した。さらにインドリン N 上にフルオレンを導入することでさらなる長波長化を実

現した。 この結果、変換効率は D149 の 4.6％に対して、3 割アップの 5.8％にまで向上し

た。  

さらに、D149 は電解液中に脱離しやすく、実用的な耐久性が得られない問題があった。  

ダブルアンカー化は耐久性の向上に有効であるが、どこにサブアンカーを導入するかが課

題となっていた。検討の結果、アクセプタ部位に、π 電子系に影響を及ぼさないように長

鎖のメチレンを介して導入すると、IPCE 低下を生じることなく耐久性が大幅に向上するこ

とが分かった 。さらに向上の余地はあるものの、高効率化と高耐久化を同時に達成し、よ

り実用的な色素とするための設計方針を明らかにすることが出来た 。 

 

 

 

 

(2)モジュール製造技術の開発 

(a)メタルメッシュ基板の活用 

フィルム基板型セルとモジュールについて、主にスクリーン印刷と真空貼り合せに

よる組立試作ラインを構築し、セルとモジュールの安定な製造条件を確立した。これ

により、材料や工程の評価スピードを向上させ、前記の特性改善につなげることがで

きた。将来的には、更なる高生産性と低価格化に向けた製造技術開発を目指しており、

それに適する各種の塗布成膜方法の検討も行っている。さらに、自社製の大面積微細

印刷金属メッシュ電極フィルムの適応も透明電極代替として検討している。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(8) 酸化亜鉛フィルム型セルのＩＶ特性とアクションスペクトル 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(9) メタルメッシュ基板の製造例とメッシュパターン 
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(b)ＰＥＤＯＴ対極を用いた両面発電型モジュール試作 

フィルム型色素増感太陽電池の特徴を最大限に活かしたモジュール構成の検討および

試作を実施した。塗布型のＰＥＤＯＴ/白金複合対極を用いて、６セル直列の両面発電型フ

ィルム太陽電池（サイズ 140×55mm、厚さ 0.5mm、重量 10g）のモジュールの試作を行い、

最大出力は 0.22W（Voc≧4Ｖ）、変換効率は 3.5%以上であった。 

また､このモジュールの特徴として、1sun から低光量 1/200sun（500lux 相当）までの範

囲で、変換効率 3.5%、Voc3.5V 以上を維持し、フィルム型色素増感太陽電池が光量変動に

対して安定な出力を持ち、実用性に優れていることを証明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)耐久性向上技術の開発 

 耐久性向上の取り組みについては、水や酸素のセル内への浸入を抑える方法と、それら

がセル内に侵入しても微量であれば性能务化につながらない方法がある。これらを実現す

るために､フィルム基板の検討と非ヨウ素系電解液の開発を行った。 

まず、耐高温高湿性について、単セルでは 60℃90％ＲＨ条件の 1000 時間をクリアする

ことができた。しかし、85℃85％ＲＨ条件では务化が大きく、現在のところ、目標未達で

ある。モジュールではさらに务化しやすくなる傾向であるが、ガスバリアフィルムのラミ

ネートにより耐湿熱性も向上できることを確認した。また、耐光性については、ＵＶカッ

トフィルムの装着や表面ＵＶカットコートにより、耐光試験での効率半減务化時間を 100

時間から 500 時間に向上させることができた。いずれに関しても、耐久性向上の手法は見

出しており、今後の取り組みにより JIS 規格Ｃ8938 の達成は可能であると考えている。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(10) 両面発電型モジュールと光量変動と出力の関係 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(11) 耐久性能評価結果（60℃-90%、耐光性） 
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(b)ヨウ素フリー電解液の開発 

また、耐久性向上の取り組みとして、ＩＴＯフィルム電極と組み合わせる電解液として、

電極基板への腐食务化の害の小さいヨウ素フリー型の電解液を開発した。従来のヨウ素系

電解液に比べて耐久性が飛躍的に向上するだけでなく、0～80℃までの動作環境温度に対す

る影響も受けにくいことを確認しており、実用性という点でも非常に優れた電解液と言え

る。また､ヨウ素に対して腐食しやすい銀メッシュフィルム基板が使用できる可能性もあ

り、低コスト化が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 実証試験の実施 

本コンソーシアムは、フィルム型色素増感太陽電池の特徴である“薄い、軽量、フレキ

シブル、デザイン性“を活かして、屋内用途から短期的な屋外使用の新規用途開拓を目指

している。特に住宅用途に向けては、再委託先である積水化学工業にて、実験住宅での半

屋外的な条件にモジュールを設置し、プレ実証評価を実施した。現状、想定されているＤ

ＳＣのメリットを有効利用するため、住宅の窓にＤＳＣを設置し、他の太陽電池との違い

を評価することとした。 

実証評価にあたり、住宅の窓(屋内）に設置することを想定した信頼性試験として温度

サイクル（-10℃←→60℃）試験を実施し、フィルムモジュールは若干の低下は見られるが、

試験可能レベルと判断し、実証試験を開始した。 

実証試験では、DSC と a-Si 太陽電池について、照度の異なる条件（南面・西面、晴天時・

曇天時・雤天時）での低抵抗負荷条件における一日の出力変化測定を行った。 

本試験の結果は下記のとおりである。 

・日射の尐ない部屋および雤天時・雲天時、DSC は、a-Si とほぼ同等性能を発現した。 

 本試験では、色素増感太陽電池の実用性能を明確に把握することができただけでなく､

窓やその他の建築物に貼ることができるフィルム型色素増感太陽電池の大きなメリットを

示すことができたと考えている。 
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図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(14) 各太陽電池の一日の出力変化（曇天時、雤天時：西面窓） 

（曇） 室温23.2℃

平均照度(7:00～18:00） 4471Lux

（雨） 室温23.2℃

平均照度(7:00～18:00） 2062.7Lux

DSCはa-Si同等DSCはa-Si同等

（晴） 室温21.1℃

平均照度(7:00～18:00） 7192Lux

（雨） 室温20.2℃

平均照度(7:00～18:00） 4004Lux

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(15) 各太陽電池の一日の出力変化（晴天時、雤天時：南面窓） 
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表Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(3) 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT 出願 査読付き その他 

平成 22 年度計 2   10 8  

グンゼ 1    1 展示会 3 

岐阜大 1   8  
研究発表、講演 40 

展示会 2 

桐蔭横浜大    2 7 
研究発表、講演 8 

展示会 2 

平成 23 年度計 6   10 3  

グンゼ 4     
学会ポスター1､研究

会 2、展示会 2 

岐阜大    8  
研究発表、講演 31 

展示会 1 

桐蔭横浜大 2   2 3 
研究発表、講演 21 

展示会 3 

平成 24 年度計 0   4 3 1 

グンゼ       

山形大    3  研究発表、講演 4 

桐蔭横浜大    1 3 
研究発表、講演 4 

展示会 1 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条項） 

 また、知的財産権の確保や成果の普及についても積極的に取り組んでおり､論文提出は 

現時点で 23 件である。また、研究発表については特に力を入れており、テレビ等のメディ

アも利用してフィルム型色素増感太陽電池の実用性についてアピールしている。また､展示

会にも出展し、フィルム型ならではのアプローチについて提案している。 
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表Ⅲ-2-(ﾆ)-C-1(4) 最終目標達成の可能性 

研究課題 

 

最終目標 

（平成 26 年度末） 

対策 

①高効率化 

 

モジュール効率 10% 

（1000cm2） 

・高性能色素と協色技術開発 

・タンデム用中間電極の開発 

②耐久性の向上 JIS 規格 C8938 

相対効率低下 10%以下 

・バリア膜ラミネート技術の開発 

・固体電解質の開発 

③低コスト製造技術の開発 7,000 円/m2以下 ・メッシュフィルムの活用 

・ロール to ロール工程を活かした

生産プロセスの構築 

④実用化技術の開発 試験販売の実施 ・ユーザーニーズの把握と魅力ある

商品の提案 

 

最終目標達成について、耐久性向上の点ではグンゼが保有しているバリア膜の製膜とラ

ミネート技術の活用および、桐蔭横浜大が担当する固体電解質の開発により達成可能だと

考えている。また､高効率化に関しては、1000cm2 サイズモジュールで変換効率 10%以上と

いうフィルム基板型にとっては非常に高い目標値ではあるが、タンデム構成セルの開発に

よって達成可能できるものと考えており、そのための中間電極の開発も可能である。また､

タンデム構成を用いなくても、高性能色素の開発と酸化亜鉛膜の化学修飾による逆電子防

止技術の開発、なにより､半導体膜を酸化亜鉛膜に絞り込めたことにより、コンソーシアム

内の開発がより強固なものになっており、フィルム基板型では最高の取り組みができるた

め、最終目標の達成も可能であると考えている。 

 また､フィルムを活かした低コスト生産技術の開発についてもメタルメッシュフィルム

基板を活用するという一定の方向性を示すことができており、既存太陽電池が使用できな

い分野を中心に実用化するという点においても、プロジェクト参画の責任を果たしていき

たいと考えている。 
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2．実用化・事業化見通し 

(1)実用化の可能性 

(a)有機太陽電池の産業化に向けた基本的な考え方 

色素増感太陽電池を含めたすべての有機系太陽電池は、結晶シリコン等の無機接合太陽

電池との比較において基本的な耐久性に务ることは、材料上避けられない（JIS 耐光堅牢

試験（ブルースケール）最高級フタロシアニンをもっても無機材料に及ばない）。したがっ

て、有機系太陽電池の開発は、シリコンを置き換える可能性に向けるのではなく、シリコ

ンとの共存において、シリコンにとって困難な産業化の分野で、電源として実用化するこ

とを目指すことがもっとも社会貢献が大きく、市場の波及効果も大きいと考える。 

 

(b)色素増感太陽電池の独自性能を伸ばした産業化 

色素増感太陽電池は、固体太陽電池との比較で、明らかな優位点がある。第一に、電気

化学反応に支えられた安定な電圧（低光量下で変動しない出力電圧）、第二に、両面発電を

可能にする構造である。第三には、真空・焼成を使わない印刷・塗布工程によって、軽量

で変形可能なモジュールを安価に供給できることである。複数の実証試験によって、光量

の３桁低い条件でも、充電に必要な電圧を出力できること、また、両面発電によって、ユ

ーザーが効率から予想する以上の電力を取得できることがわかっている。 

 

(C）色素増感太陽電池の使用を求めるユーザーの現状 

グンゼコンソーシアムのメンバー企業・大学に、試験的に使用を求めるユーザーは、多

くが太陽電池を電源として搭載する機器のメーカーであり、その数は昨年の地震災害後、

急増している。ユーザーはニーズにおいてシリコン、薄膜太陽電池等が使用できないこと

を予め調査済みで、軽量フレキシブル、そして回路に依存せず低光量でも動作する安定な

出力を求めている（軽量プラスチックモジュールには本年１００万個の生産の見積もり依

頼があった）。色素増感型を求める一方で、ユーザーはガラス基板を使う太陽電池は仕様

上・安全上も論外との考えであり、この状況を見てもＤＳＣの産業実用化は、軽量プラス

チック型に絞ることが重要と認識している。グンゼが実施したユーザーヒアリングだけで

もフィルム型色素増感太陽電池のニーズについて、屋内と屋外分野を合わせて年 100 億円

程度の市場が見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-2(2)ヒアリングで得られたフィルム型 DSC の用途例 図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-2(1)フレキシブル太陽電池の市場
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(d)軽量フレキシブル有機太陽電池の世界的な現状 

この 1 年間に、商品化している軽量フレキシブル型の有機系太陽電池のモジュールをす

べて入手し、性能と耐久性の評価を実施した（桐蔭横浜大）。有機薄膜型、色素増感型（基

板はいずれもプラスチック＋金属箔の併用）ともに、モジュール変換効率は 1～２%の範囲

であり、有機薄膜型は、光量の低下によって電圧の低下と効率の低下を伴った。また、耐

久性はいずれの商品も 1 年以内に効率が 1/2 以下に低下する傾向が確認された。これと同

時に比較した本コンソーシアムの開発品のプラスチックモジュールは、効率が 2 倍以上高

く、また、耐久寿命も 1 年以上持続することがわかり、現時点では、ユーザーの求める有

機系軽量フレキシブル型としては、世界最高のレベルにあることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)実用化までのシナリオ 

まずはフィルム型実用モジュール効率５％と屋内耐久性を早期に確立して、屋内用途の

組み込み部品として製品化を進める。並行して、半屋外用途である住宅やオフィスの窓設

置用パネルの開発を進める。その後更なるモジュール性能向上を進め、屋外短期耐久性を

確立して、屋外分散型電源用途に市場拡大する。概略スケジュールを開発ロードマップの

形に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 メーカー 基板の
種類

両面発電 モジュール変換効率 耐久寿
命

色素増感型 本コンソシアム 透明樹脂 あり 3.5～4% 2年以上

G24I 樹脂/Ti金属 なし ＜2.7％ １～２年

有機薄膜型 Konarka 樹脂/Ag金属 なし 1.4% （高光量で低下） ＜1年

薄膜Si型 富士電機等 金属箔/樹脂 なし 5.5~8％ 10年以
上

CIGS型 AIST Ti金属箔 なし モジュールはなし 20年以
上

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C-2(1) フレキシブル有機太陽電池の比較 

現時点

’12/ 1st,2nd

①基礎技術開発

②製品開発

④市場展開

③生産技術開発

目標性能

を実現する

目標仕様を

満たす製品

を作る

目標コストを

満たす生産方

法の確立

売れる製品に

育てる

変換効率の向上

耐久性の向上

モジュール製造技術

の確立

屋内用途の

ユーザ評価

量産

試作

公的認証の取得

実使用の耐久性確認

モジュール量産技

術開発

高効率化

モジュールの試作と評価

屋外10年高耐久性の開発

量産

’15’12/ 3ｒｄ,4th ’13 ’14

屋外5年耐久性の開発

高出力化

屋外用途のユーザ

評価

大面積化

大面積モジュール

量産技術開発

’16 ’17 ’18

実用化 事業化
アプリ化用回路設計

技術開発

共同開発、アライア

ンスの検討

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-2(3) 実用化スケジュール 
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3．波及効果 

(1)研究開発成果が及ぼす波及効果 

 低価格で軽量のフィルム型色素増感太陽電池モジュールが製品化できれば、設置場所を

選ばず利便性の高い太陽電池として、太陽電池の普及を一挙に促進することができる。ま

た、フィルム型色素増感太陽電池は、設置場所や建物強度の問題でシリコン太陽電池の設

置が現状困難な場所への設置が可能であり、太陽電池の新しい用途を開拓することができ

る。 

(2)国内生産と波及誘発効果 

 軽量低価格なフィルム型色素増感太陽電池の量産によって、基板となる樹脂フィルム、

透明電極、酸化亜鉛、色素、電解液溶媒、触媒等の原材料の需要が高まり、国内原料メー

カーの売上増加に寄与する。また、フィルム型色素増感太陽電池の製造プロセスは、独自

の生産技術を必要とするので､成膜やセル組立工程での新規製造装置の開発と生産が必要

になり､半導体やＦＰＤ製造装置メーカーの次期主力事業になりうる。また､フィルム 

太陽電池モジュールの設置に当たっては、蓄電池やインバータ等の付帯設備や施工作業も

必要となるため､それらの業界への波及効果も見込まれる。 

 さらに、新興国の急激な経済発展と、全世界的な資源とエネルギーの需要の急騰に対し

て、設置場所を選ばない発電装置であるフィルム型色素増感太陽電池は、低価格化を実現

することによって国際競争力の高い輸出製品になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ-2-(ニ)-C-4[1] 

 

4．今後の展開 

わが国の電力消費の形態は今後大きく変化することが指摘されている。経済産業省グリ

ーン IT 推進協議会、富士経済等の調査、に基づくと、全国の電力消費量（2005 年現在で

約 10000 億ｋWh/年）に占める、照明（約 30％）、冷蔵庫、・空調等のモーター（約 60％）、

熱電等のインフラ電力量は、省エネに進歩とともに横ばいに入ってきている一方で、IT・

エレクトロニクス機器の消費電力量が急増傾向にある。IT（PC,サーバー、ディスプレイ）、

エレクトロニクス（TV、AV、携帯端末、電話）はともに電力消費でつながっており、その

消費電力量（470 億ｋWh/年）は、下図に示すように（経産省 IT 推進議）、情報量の急増（2025

年までに 2006 年比 200 倍）に相当して急増する。しかし、IT 機器は一方で、電力制御技

術として上記のインフラ設備の電力量を押し下げる重要な効果をもつ。これによる電力節

約効果は約 1000 億 kWh と見積もられる。この結果として、日本の総電力量は全体で横ばい

になりながらも、IT 機器自身の消費電力量の割合が増加すると予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、日本経済は IT 依存の活動がますます高まり、明らかに小型 IT 機器を支

援する電力供給の重要性が高まると予想できる。携帯電話、PC 等の充電、待ち受け電力、

さらには電池の消費も、すべて IT 機器の電力消費に含まれる。小型 IT 機器はすべて直流

（DC）対応であり、これらを系統電力に依存せずに駆動させるための太陽電池の供給は、 

 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-4(1) 全国の消費電力総量に占める割合 図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-4(2)ＩＴ機器の全国総電力消費量の推移 

図Ⅲ-2-(ﾆ)-C-4(3) ＩＴ機器の普及による省エネ効果（億ｋWh／全国）の予測 
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日本の電力消費軽減に大きくつながる。そして、この目的に合った太陽電池は、あらゆる

光環境で駆動が可能で、かつ安全性の高い軽量の光発電素子である。世帯が、家庭の安全

を確保していくために、IT が省エネを支える家電製品は今後も急増する方向にあり、頭脳

となる IT 機器は電力的にも極力自立型であることが望まれる。軽量 DSSC はこの目的に合

致した光発電機器であり、耐久性が 10 年程度であっても交換が容易であれば問題は生じな

い。（軽量 DSSC モジュールが、将来の電力供給と省エネに貢献する効果は、最大 100 億ｋ

Wh/年のレベルと期待でき、その経済効果は極めて大きく、開発が急務である。） 

 このエネルギー需要の動きは、既に始まっており、グンゼコンソーシアムのメンバーに

寄せられたユーザーからの問い合わせ（IT 機器支援型の光発電）は、以上の目的に関連し

たものが多い。そして、軽量フレキシブル・低光量対応可能が必須となっている。 
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5．特許論文リスト 

【特許】 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(1)（グンゼ） 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 
グンゼ株式 

会社 

 

2011-28542 
国内  

2011/ 

2/14 
出願 

色素増感太陽電池 

を使用した点灯装 

置とその表示装置 

岡部稔、岡本俊

紀、広瀬貞一 

2 
グンゼ株式 

会社 

 

2011-140186 
国内 

2011/ 

6/24  
出願 

色素増感太陽電池 

を使用したモータ 

ー回路 

岡部稔、岡本俊

紀、広瀬貞一 

3 
グンゼ株式 

会社 

 

2011-237530 
国内 

2011/ 

10/28  
出願 

色素増感太陽電池 

作製用キット 

岡本俊紀、河野

裕子 

4 
グンゼ株式 

会社 

 

2011-246822 
国内 

2011/ 

11/10  
出願 

色素増感太陽電池 

作製用キット 

岡本俊紀、河野

裕子 

5 
グンゼ株式 

会社 

 

2012-08276 
国内 

2012/ 

3/30  
出願 

色素増感太陽電池 

及び色素増感太陽

電池の製造方法 

広瀬貞一、岡本

俊紀、松根未

和、矢野亨、長

田広幸、青山洋

平 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(2)（岐阜大→山形大） 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 
株式会社 

アイテック  

 

2011-056005 
国内 

2011/ 

3/14 
出願 

「酸化チタン微粒 

子の製造方法、お 

よびその製造方法 

によって製造され 

る酸化チタン微粒 

子」 

吉田 司、萬関

一 広 、 伴 隆 

幸、杉浦 隆、

近藤洋介、飯田

勝康、澤谷清

一、大島英紀 
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表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(3)（桐蔭横浜大） 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 

学校法人桐

蔭学園、日

立造船㈱ 

2011-202497  国内 
2011/ 

9/6 
 出願 

色素増感太陽電池

における対向電極

の製造方法、色素増

感太陽電池の製造

方法および色素増

感太陽電池 

宮坂 力、池上

和志 

2 
学校法人 

桐蔭学園 

実願

2012-001203 
国内 

2012/ 

3/5 
 出願 

光発電可能な車両 

用日除け装置   

宮坂 力、手島

健次郎、池上和

志  
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【論文】 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(4)（グンゼ） 

番号 発表者 所属 タイトル 
発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

 1 岡本俊紀 グンゼ 

「ロール to ロール事例

集～プロセス応用に向

けた技術課題と対策～」 

 ㈱情報機構 

ISBN978-4-904080 

-70-2 

 2011 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(5)（岐阜→山形大） 

番号 発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 

 

査読 発表年 

 1 

A.Yamamoto, 

M.Noritake, 

Y.Harumoto, 

H.Yanagi, 

K.Mizuta, 

T.Yoshida 

Gifu 

Universit

y 

“Excitation Processes 

of Photoluminescence 

and Origin og 

Absorption Peak Shift 

in ZnO Porous Films 

Modified with Eu lons” 

Japanese Journal  

of Applied 

Physics, 

49,031106-1～4 

(2010)  

有 2010  

2  

M.Matsui, 

T.Fujita, 

Y.Kubota, 

K.Funabiki, 

J.Jin, 

T.Yoshida, 

H.Miura 

Gifu 

Universit

y, 

Shinshu 

University,  

Chemicrea 

Co., Ltd. 

“Substituent effects 

in a double rhodanine 

indoline dye on 

performance of zinc 

oxide dye-sensitized 

solar cell”  

Dyes and pigments, 

86, 143-148 (2010)  
有 2010  

3  

J. Zhang, 

L. Sun, 

K. Ichinose, 

K. Funabiki,  

T. Yoshida 

Gifu 

Universit

y  

” Effect of Anchoring 

Groups on 

Electrochemical 

Self-assembly of 

ZnO/xanthene Dye 

Hybrid Thin Film”  

Phys.Chem. Chem. 

Phys., 12, 

10494-10502 (2010) 

  

有 2010  

4  

M. Matsui,  

Y. Asamura,  

Y. Kubota, 

K. Funabiki, 

J. Jin,  

T. Yoshida, 

H. Miura  

Gifu 

Universit

y 

Shinshu 

University  

Chemicrea 

Co., Ltd. 

"Highly efficient 

substituted triple 

rhodanine indoline 

dyes in zinc oxide 

dye-sensitized solar 

cell"  

Tetrahedron, 70, 

7405-7410 (2010)  
有 2010  
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5  

Y. 

Sakuragia,  

X.-F. Wang,  

H. Miura,  

M. Matsui,  

T. Yoshida, 

Gifu 

Universit

y 

Chemicrea 

Co., Ltd. 

 

"Aggregation of 

Indoline Dyes as 

Sensitizers for ZnO 

Solar Cells" 

J. Photochem. 

Photobiol. A: 

Chem, 216., 1-7 

(2010) 

有 2010 

6 吉田司 

岐阜大

学 

 

酸化物半導体に関する

研究開発の現状と今後

の動向 

日本学術振興会次

世代の太陽光発電

システム第 175「太

陽電池の基礎と応

用」第７章、253－

258、培風館（2010

年 7 月 20 日発行） 

有 2010 

7 
S. Hori 

T. Yoshida 

Gifu 

Universit

y 

"Formation of mixed 

aggregates between 

Zn2+ and eosinY 

relevant to the 

self-assembly of 

ZnO/eosinY hybrid 

materials" 

Proc. 2009 MRS Fall 

Meeting Symposium 

R, Vol. 1211, 

R03-40 (2010) 

有 2010 

8 

S. Haller, 

T. Sugiura, 

D. Lincot, 

T. Yoshida 

IRDEP, 

Gifu 

Universit

y 

 

“Design of a 

hierarchical structure 

of ZnO by 

electrochemistry for 

ZnO-based 

dye-sensitized solar 

cells” 

Physica Status 

Solidi A, Vol.207 , 

2252-2257 (2010) 

有 2010 

9 

K.Ichinose, 

Y.Kimikado,  

T.Yoshida 

Gifu 

Universit

y 

 

"The Effect of 

Pre-treatments of 

F-Doped SnO2 Substrates 

for Cathodic 

Nucleation of Zno 

Crystals in Aqueous 

ZnCl2 Solution with 

Dissolved O2" 

Electrochemistry, 

第 79 号, 146-155. 

(Mar 2011) 

有 2011 
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10 

K. Funabiki,  

H. Mase,  

A. Hibino,  

N. Tanaka,  

N. Mizuhata,  

Y. Sakuragi,  

A. 

Nakashima,  

T. Yoshida, 

Y. Kubota, 

M. Matsui 

Gifu 

Universit

y 

 

"Synthesis of a novel 

heptamethine-cyanine 

dye for use 

innear-infrared active 

dye-sensitized solar 

cells with porous zinc 

oxide prepared at low 

temperature" 

Energ. Environ. 

Sci., 4, 2186-2192 

(2011) 

有 2011 

11 

L. Sun, 

K. Ichinose,  

T. Sekiya,  

T. Sugiura,   

T. Yoshida 

Gifu 

Universit

y 

 

“Cathodic 

electrodeposition of 

p-CuSCN nanorod and its 

dye-sensitized 

photocathodic 

property” 

Physics Pcocedia, 

14, 12-24 (2011) 
有 2011 

12 

M. Matsui,  

M. Kotani,  

Y. Kubota,  

K. Funabiki, 

J. Jin,  

T.Yoshida, 

S.Higashijim

a,  

H. Miura  

Gifu 

Universit

y 

Shinshu 

University  

Chemicrea 

Co., Ltd. 

"Comparison of 

performance between 

benzoindoline and 

indoline dyes in zinc 

oxide dye-sensitized 

solar cell" 

Dyes Pigm., 91, 

145-152 (2011) 
有 2011 

13 

S.Higashijim

a, 

H. Miura,  

T. Fujita,  

Y. Kubota,  

K.Funabiki,  

T.Yoshida,   

M.Matsui 

Chemicrea 

Co., Ltd. 

Gifu 

Universit

y 

 

“Highly efficient new 

indoline dye having 

strong 

electron-withdrawing 

group for zinc oxide 

dye-sensitized solar 

cell” 

Tetrahedron, 67, 

6289-6293 (2011) 
有 2011 

14 

T. Kuwajima,  

Y. 

Nakanishi, 

A. Yamamoto,  

K. Nobusawa,  

Gifu 

Universit

y 

 

“Fabrication of 

Carbon Nanotube/Zinc 

Oxide Composite Films 

by Electrodeposition” 

Jpn. J. Appl. 

Phys., 50, 

085504-1～3 (2011) 

有 2011 



Ⅲ-2-(ニ)-C-5[6] 

 

A. Ikeda,  

S. Tomita,  

H. Yanagi,  

K. 

Ichinose1,  

T. Yoshida 

15 

J. Zhang,  

L. Sun, 

T. Yoshida 

 

Gifu 

Universit

y 

 

“Spectroelectrochemi

cal studies on redox 

reactions of eosin Y 

and its polymerization 

with Zn2+ Ions” 

 

Journal of 

Electroanalytical 

Chemistry, 662, 

384-395 (2011) 

有 2011 

16 

T. Zhang, 

A. Kouyama, 

M. Miura  

T.Sugiura, 

Gifu 

Universit

y 

 

"Photoelectrochemical 

Properties of GaN 

Synthesized by the 

Reaction of Ga with 

LiNH2", 

Transactions of 

the Materials 

Research Society 

of Japan, 36, 

513-516 (2011) 

有 2011 

 

 

 

17 

 

 

 

 

M. Matsui, 

T. Shiota, 

Y. Kubota,  

K. Funabiki, 

J. Jin, 

T. Yoshida, 

S. 

Higashijima, 

H. Miura 

Gifu 

Universit

y 

Shinshu 

University  

Chemicrea 

Co., Ltd. 

 

“N-(2-Alkoxyphenyl)-

substituted double 

rhodanine indoline 

dyes for zinc oxide 

dye-sensitized solar 

cell” 

 

 

 

 

Tetrahedron 68 

4286-4291(2012) 

 

有 

 

 

2012 

 

 

 

 

 

18 

 

 

屋根 剛 

吉田 司 

 

Gifu 

Universit

y 

 

「スクリーン印刷法に

よる色素増感酸化亜鉛

太陽電池の作製」 

塗装工学 第47巻  

(4～12ページ)、

（2012年4月30日発

行） 

有 2012 

19 

Tiansheng 

Zhang, Akira 

Kouyama,  

Takashi 

Sugiura, 

Gifu 

Universit

y 

 

"Synthesis of 

particulate InN 

crystal by the reaction 

of InCl3 with LiNH2" 

Journal of the 

Ceramic Society of 

Japan, 120  25-29 

(2012) 

有 2012 
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表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(6)（桐蔭横浜大） 

番号 発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 

 

査読 発表年 

 1 

T. Muto, 

M. 

Ikegami, 

and T. 

Miyasaka 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

“Polythiophene-ba

sed mesoporous 

counter electrodes 

for plastic 

dye-sensitized 

solar cells” 

J. Electrochem. 

Soc., 157, B1195 
有 2010 

2  
T. 

Miyasaka 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

Quantum conversion 

management of the 

sensitized 

semiconductor 

electrodes: 

Strategies against 

energy 

dissipation” 

Electrochemistry

, 78, 960 
有 2010 

3  
T. 

Miyasaka 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

“Printable 

Materials and 

Technologies for 

Dye-Sensitized 

Photovoltaic Cells 

with Flexible 

Substrates” 

Photoelectrochem

ical Materials 

and Energy 

Conversion 

Processes 

 2010 

4  宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

プラスチック色素増

感太陽電池の高効率

化とモジュール化 

有機薄膜太陽電池

の開発動向 
 2010 

5  
宮坂 力 

桐蔭横浜

大学 

大面積フィルム型色

素増感太陽電池 

人工光合成と有機

系太陽電池 
 2010 

6 

T. 

Miyasaka 

and M. 

Ikegami 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

"Polymer-based 

engineering for 

high-efficiency 

plastic 

dye-sensitized 

solar cells" 

J. Photopolymer 

Sci. Tech., 23, 

269-277 

 2010 

7 宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

太陽電池基板とフレ

キシブル化技術―有

太陽電池と部材の

開発・製造技術 
 2010 
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機系太陽電池を中心

に― 

8 

宮坂 力、

手 島 健 次

郎、池上和

志 

桐蔭横浜

大学 

プラスチックセル創

製技術―高効率化と

高耐久化― 

色素増感太陽電池

のモジュール化・

材料開発・評価技

術 

 2010 

9 宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

フレキシブル色素増

感太陽電池の現状と

課題 

太陽電池の基礎と

応用 
 2010 

10 

Kun-Mu 

Lee, 

Ying-Chan 

Hsu, M. 

Ikegami, 

T. 

Miyasaka, 

K.R. 

Justin 

Thomas, 

Jiann T. 

Lin, and 

Kuo-Chuan 

Ho 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

“Co-sensitization 

promoted light 

harvesting for 

plastic 

dye-sensitized 

solar cells” 

Journal of Power 

Sources, 196, 

2416-2421 

有 2011 

11 
T. 

Miyasaka 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

Toward printable 

sensitized 

mesoscopic solar 

cells: 

Light-harvesting 

management with 

Thin TiO2 films 

J. Phys. Chem. 

Lett., 2, 262-269 
有 2011 

12 
T. 

Miyasaka 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

"Dye-sensitized 

solar cells built 

on plastic 

substrates by 

low-temperature 

preparation of 

semiconductor 

films" 

ey Engibneering 

Materials, vol 

451, pp1-19 

 2011 

13 宮坂 力 桐蔭横浜 色素増感太陽電池の 有機デバイス・材  2011 
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大学 耐久性向上・長寿命

化への取り組み 

料の耐久性向上お

よび長寿命化技

術」、情報機構，共

著，p158‐169 

14 宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

プリンタブル、フレ

キシブル色素増感太

陽電池の開発動向 

ロール to ロール

技術の最新動向 
 2011 

15 

A. Kojima, 

M. 

Ikegami, 

K. Teshima 

and T. 

Miyasaka 

Toin 

Yokohama 

Univercity 

“Highly 

Luminescent Lead 

Bromide Perovskite 

Nanoparticles 

Synthesized with 

Porous Alumina 

Media” 

Chem. Lett., 41, 

397-399 
有 2012 

16 宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

色素増感太陽電池の

開発 

日本写真学会誌，

76，260-265 
 2012 

 

 

 

17 

 

 

 

 

宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

色素増感太陽電池の

開発動向とプラスチ

ックモジュール化 

月刊ディスプレ

イ，3月号,10-16 
 2012 

 

18 

 

 

宮坂 力 
桐蔭横浜

大学 

プリンタブルなプラ

スチック色素増感太

陽電池とポリマー材

料技術 

Polyfile，49， 

30-36 
 2012 
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【その他発表等のリスト】 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(7)（グンゼ） 

番号 項目 内容 年度 

1 
新聞､メディ

ア 

びわこ放送「滋賀経済ＮＯＷ」番組にて、フィルムＤＳＣを

紹介 
2011 

2 展示会 Nanotech 2011（東京ビッグサイト） 2010 

3 展示会 岐阜市交流会（岐阜市商工会議所） 2010 

4 展示会 社内総合展示会（大阪サンライズビル） 2010 

5 展示会 ＫＲＰ展示会（京都リサーチパーク） 2010 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(8)（岐阜大、山形大） 

番号 項目 内容 年度 

1 受賞 
The  Fifth  East  Asia  Symposium  on  Functional 

Dyes & Advanced Materials ベストポスター賞  
2011 

2 展示会 PV JAPAN 2011（幕張メッセ） 2011 

 

表Ⅲ-2-(ﾆ)-C5(9)（桐蔭横浜大学） 

番号 項目 内容 年度 

1 
新聞､メディ

ア 

日刊工業新聞掲載「色素増感太陽電池、プラ基板で薄型化、

室内照明でも発電」 
2010 

2 
新聞､メディ

ア 

日刊工業新聞掲載「光キャパシタ－高性能化：電極に酸化ル

テニウム粒子混合」 
2012 

3 受賞 日本化学会関東支部大会学生講演賞 2010 

4 受賞 日本写真学会 2012 年度学術賞 2012 

1 展示会 
第 5 回新エネルギー世界展示会「PV JAPAN」（パシフィコ横

浜） 
2010 

2 展示会 第 4 回国際太陽電池展「PV EXPO2011」（東京ビッグサイト） 2010 

3 展示会 
The 6th Aceanian Conference on Dye-sensitized and 

Organic Solar Cells（別府）  
2011 

4 展示会 PV JAPAN 2011（幕張メッセ） 2011 

5 展示会 東芝科学館サイエンスフェスタ（東芝科学館） 2011 
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（ホ）有機薄膜太陽電池 

A  汎用型有機薄膜太陽電池の研究開発 

1．成果詳細 

 

 (1)有機薄膜太陽電池（ＯＰＶ）の特徴 

現在主流となっている結晶シリコン太陽電池と比較して、有機薄膜太陽電池は多

くの異なる特徴を有している。  

用途を考えるうえでは、  

a. 薄型、軽量であり、フレキシブル性に優れ、またカラフルであることからデザ

インの自由度が大きい。  

b. 室内光あるいは低照度下での変換効率に優れている。  

c. 塗布プロセスでの製造が可能であり、真空プロセスを使わないため製造設備へ

の投資額が尐なくて済む。また、ロール  to ロールプロセスが開発されれば、

更なる低コスト化が期待できる。  

などの特徴が重要であり、Ⅳ章で詳細を説明する。  

また、プラスチック基板を使用することにより衝撃に強く割れ難い、特殊金属を

用いることがなく、安全性が高いという点も重要である。  

更に、エネルギーペイバックタイムが半年以下と短いことから、環境面、経済性

の観点でも優れたシステムであると言える（表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(1)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)世界の中での本コンソーシアムの位置 

多くの特徴が期待される有機薄膜太陽電池ではあるが、これまで変換効率が低い時期

が長く続いたために、実用化には至らなかった。しかし、1995 年に A.J.Heeger らによ

って導電性高分子と溶解性フラーレン誘導体との混合によるバルクヘテロ接合技術が

開発され、効率向上に道が開かれるきっかけとなった。その後、各種の p 型材料、n 型

材料が開発され、また素子構成の検討も進んだために、急速に変換効率が向上してきて

おり、実用化に向けた期待が大きく膨らんできている。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(1)には、直近

５年間の変換効率の推移を、Solar Cell Efficiency Tables を参考にプロットした。セルに

おいては、アモルファスシリコン太陽電池あるいは色素増感太陽電池と肩を並べるレベ

ルに到達している。モジュールにおいてはまだ低い変換効率となっているが、効率向上

のスピードは速く、近い将来においてモジュールでも比肩するレベルに達すると期待さ

注）”Prog. Photovolt: Res. Appl. 2009; 17:372-393”より抜粋 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(1) NREU,GWP100 and Energy payback time (under 1700kWh/m
2
/yr 

irradiation ) of a flexible polymer PV system compared to other solar cell technologies  (all 

unframed and without BOS) 
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れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この効率向上の陰には、国家レベルでの開発促進が功を奏している。地域毎のプロジ

ェクトを以下にまとめる。  

1)欧州 

欧州では有機薄膜太陽電池の開発の歴史は比較的古く、M.Green の第３世代 PV project.

がきっかけとなり、Eurocell Initiative: Integrated project formation.の中で OrgaPVnet プロ

グラムが 2003 年、Jerdan Sariciftci の呼びかけでスタートした。その後 EU のプロジェ

クトとしては、 以下の 3 つが動いている。 

a. X10D Program:  

IMEC が中心となり、c-Si と競合できるに十分な OPV の開発を目的に、タンデム

でセル効率 12%、モジュール効率 9％(100cm2)、0.70Eu/Wp 耐久性: 20 年（ガラス

基板）10 年(foil 基板)、パートナーとして HELIATEK, Solarpress 等と薄膜太陽電池

の市場をねらう製品と位置づけられている。 

b. Sunflower (Sustainabel Novel Flexible Organic Watts Efficiently Reliable) 

Agfa, BASF, DuPont, TeijinFilm, Amcor Flexible Kreuzlinge, Konarka Tech, など 17 社

のパートナーが効率 12%（10%：モジュール効率)、耐久性 20 年、コスト 0.7EU/Wp

を目標とした OPV 開発を、2011 年より総額 110M ユーロの FP7 支援プログラムの

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(1) 変換効率の推移 
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（コンソ）

ｻﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙ

（コンソ）
有機薄膜

中間目標

最終目標

色素増感 セル

色素増感

ｻﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙ
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三菱化学

Konarka

住友化学
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Solarmer
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Plextronics

シャープ

出典： Solar Cell Efficiency Tables
（但しコンソとHeliatekは自社・他機関による測定値を含む）
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一環として実施している。  

c. HIFLEX Project: （FP7-ITC-2009.3.8：ECProject No. 248678） 

Application-driven Project と銘打って、On-the-go charging mobile application を目指

し、 5 カ国の 7partner(ISE, ECN, RISO, HOLST(ITO-free 基板 )、MATRI(用途 )

、Dr. Schenk(R2R inline processing)で運営されている。  

d. その他 Quant Sol WS、Siemens, Linz: Polymer cell での活動、OPV 関連雑誌として

Printed Electronics World, Plastic Electronics Magazine など、周辺活動も活発である  

以上、欧州の状況をまとめると、  

a. 産学官連携が強い。  

b. Consortium の規模もそれだけ大きい。  

c. IMEC, 欧 Konarka, Solaronix, Heliatek のように、特徴をはっきりした活発なグルー

プが存在している。  

2)米国 

国家レベルでは、DOE の Sunshot Initiative をサポートする立場の NREL の有機薄膜太

陽電池のプログラムが挙げられるが、多くのベンチャーが中心である。なんと言って

も、最近のニュースは Konarka の破産であろう。その他に、開発グループは無数にあ

り、現在 5%以上の効率を示す材料を持つグループだけでも、30 以上あり、欧州に比

べるとより競争的な環境にあり、多くは大学と組んでいる場合が多い。  

例）a. Konarka: UCSB、b. Plextronics:、c. Solarmer: UCLA, U. Cicago, 

3)日本 

我が国のＯＰＶ有機薄膜太陽電池の研究開発プロジェクトの歴史は、欧米より 10

年遅く、2004-2005 NEDO 革新的次世代太陽光発電システム技術研究開発「有機薄

膜太陽電池の研究開発」（産総研、金沢大、日本触媒）に端著を発し、 2006-2009 

NEDO 太陽光発電システム未来技術研究開発「超階層ナノ構造素子の開発」（京都

大、分子研、ENEOS）、「高効率、高耐久有機薄膜太陽電池の研究開発」（産総研、

松下電工）、2009-CREST「有機薄膜太陽電池の高効率化の研究」（京都大、大阪市

工研、東工大）において先駆的な取り組みが行われて来た。現在、大型プロジェ

クトとしては、当該 NEDO プロジェクトの他、最先端研究支援プログラム「低炭

素社会に資する有機系太陽電池の開発」（瀬川教授）、 JST-CREST、JST-ALCA、S-

イノベ、JST-さきがけ等様々なプログラムがあるが、有機薄膜太陽電池の研究開発

コンソーシアムとしては当該 NEDO コンソーシアムが最大規模のものと言える。  

4)本コンソーシアムの特徴 

他のプロジェクトと比較して、本コンソーシアムは次の強みを持つ。 

a. 現在有機系の最高セル・モジュール効率認証データは全て日本の企業のも

のである。  

b. 材料からプロセス、モジュールまで広範な技術をカバーしている。  

c. 基礎から応用まで、大学、産総研、企業からなる広範なグループが連携し

ている。  

今後、このような強みを生かし、独自材料技術の上に、製造技術を加えた、実用化へ

の道筋を踏まえた広範なコンソーシアム形成が重要であろう。  
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(3)本コンソーシアムの概要および開発体制 

本コンソーシアムの目的は、安価で資源制約の尐ない有機薄膜太陽電池モジュー

ルを実用化するために必要となる光電変換組成物およびモジュール製造の要素技

術に関する研究開発を行うことである。  

光電変換組成物は大別して、高分子系と低分子系が存在する。また、製造プロセ

スも、塗布プロセスと蒸着プロセスが存在している。世界の開発動向を俯瞰した場

合、高分子系－塗布プロセス、低分子系－蒸着プロセスおよび低分子系－塗布プロ

セスの全ての組み合わせが開発対象になっており、その優务は確定していない状況

にある。よって、本コンソーシアムにおいても、系を限定せずに、それぞれの可能

性を追求している。また、モジュールにおける変換効率は依然低いレベルにあり、

短期間のうちに効率を向上させるためには、組成物開発とモジュール開発が密に連

携していくことが求められる。  

以上のことから、高分子系材料の開発に強みを持つ住友化学、低分子系材料に強

みを持つ出光興産、ｎ型有機半導体に強みを持つ京都大学、およびモジュール開発

からインテグレーターとしても強みを持つ東芝が、それぞれの強みを活かした役割

分担で研究開発を進めている。また、組成物開発とモジュール開発を有機的に結び

付けるために、機構解明および材料構造最適化を京都大学が担当し、評価、解析を

産業技術総合研究所（出光興産再委託先）が担当している。これらの役割の繋がり

を分かりやすくするために、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(2)に模式図を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(2) 本コンソーシアムの開発体制 
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(4)目標の到達度 

 

 

中間目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために 

解決すべき課題 

(1)セル変換効率 

８％以上 

（1cm 角程度） 

①高分子系セルの研

究開発（住友化学） 

新規長波長吸収ポリマーを開発

し、側鎖基の修飾によるモルフ

ォロジー制御によりシングルセ

ルで８．６％（２ｍｍ角）を達

成した。また独自短波長吸収ポ

リマーと組み合わせた高分子タ

ンデムセルで９．１％（１ｃｍ

角）を達成した。  

◎ なし 

②低分子系セルの研

究開発（出光興産）  

シングルセルで効率６．３％（

２ｍｍ角、自社測定）を達成し

た。 

また、タンデム素子は新規に蒸

着型の中間層を開発し、波長分

離が十分でない材料組合せにお

いても効率６．１％（５ｍｍ角

セル、自社測定）を達成した。 

高分子―低分子によるハイブリ

ットタンデムでは上記波長分離

の問題を改善でき、効率８．２

％（２ｍｍ角セル、自社測定）

を達成した。 

△ 

H24 年

9 月達

成見

込 

左記８．２％を確認してい

るハイブリットタンデムミ

ニセル（２ｍｍ角）を１ｃ

ｍ角で試作し、目標を達成

する見込みである。 

十分に波長分離された組み

合わせを実現し、低分子タ

ンデムの高効率化を達成す

る。 

③新構造セルの研究

開発（東芝） 

高起電力で大電流を得られる新

規Ｐ型ポリマーを開発。また活

性層モルフォロジーの最適化と

インターレイヤーのバンドマッ

チング、光マネージメントによ

り、シングルセル構造で変換効

率９．０％（１ｃｍ角、自社測

定）を達成した。  

◎ なし 

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(2) 研究開発項目ごとの成果・達成度  
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(2)モジュール変換効

率６％以上 

（30cm 角程度） 

①高分子系モジュー

ルの研究開発（住友化

学） 

サブモジュールのパターンの検

討および基板の低抵抗化により

ＡＩＳＴ認定として５．２％ 

（２０ｃｍ角、294.5cm2(da)）

を達成した。 

△ 

H25 年

2 月達

成見

込 

・サブモジュールのパター

ンの高集積化および開口率

向上 

・面内膜厚の均一性の向上 

②低分子系モジュー

ルの研究開発（出光興

産） 

低分子タンデム構成にて、モジ

ュール変換効率４．６％（２０

ｃｍ角、219cm2(da)、自社測定）

を得た。 

なお、２ｍｍ角セルから２０ｃ

ｍ角モジュールへ発電面積の拡

大に伴う効率低下が１０％程度

に抑制できるモジュール設計技

術を確立した。 

△ 

H25 年

2 月達

成見

込 

これまでに確認された面積

アップによる変換効率の低

下度合と開口率から、高効

率セルと同一構成を適用し

た場合に６．６％の変換効

率が期待される。実際に２

０ｃｍ角モジュールで確認

し、目標を達成する見込み

である。 

③新構造モジュール

の研究開発（東芝）  

メニスカス塗布法による高精度

塗布印刷技術を開発し、スクラ

イビングなしでモジュールの開

口率を９０％に向上させた。ま

た、リーク電流を低減する絶縁

層を設けた基板を、シミュレー

ションを駆使して開発。更に光

マネージメントで光利用効率を

高めた結果、変換効率６．６％

を達成した。（２０ｃｍ角、396 

cm2(da)、自社測定）また３０ｃ

ｍ角モジュールの変換効率をシ

ミュレーションにより予測した

結果６．５％が得られており、

中間目標と実質的に等価な成果

であると考えられる。 

○ なし 
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(3)ＪＩＳ規格Ｃ８９

３８の環境試験・耐久

性試験（温湿度サイク

ル、耐熱性、耐湿性、

温度サイクル、光照射

の各試験）において相

対効率低下１０％以

内 

①高分子系モジュー

ルの研究開発（住友化

学） 

高耐熱ポリマーの適用と素子作

製条件を改良したことで試験１

項目を達成した。  

温度サイクル試験：未達成  

温湿度サイクル試験：達成  

（低下９％） 

光照射試験：未達成  

耐熱性試験：未達成  

耐湿性試験：未達成 

△ 

H25 年

2 月達

成見

込 

主な課題：封止不良 

解決策：封止技術開発、耐

熱バッファ層の開発、プロ

セス雰囲気制御、等により

達成する。 

②低分子系モジュー

ルの研究開発（出光興

産） 

封止技術の工夫により、１項目

において目標を達成した。  

温度サイクル試験：未達成 

温湿度サイクル試験：低下８％ 

光照射試験：未達成 

耐熱性試験：未達成 

耐湿性試験：未達成 

△ 

H25 年

2 月達

成見

込 

目標を達成できていない項

目について、封止技術の改

善、耐熱材料の導入などに

より、今年度内に目標を達

成する見込みである。 

③新構造モジュール

の研究開発（東芝） 

高耐熱性ポリマーで素子の発電

層最適化を行い、ガラス封止構

造とすることで、２種のサイク

ル試験に於いて目標をクリアし

た。さらなる材料の耐熱性向上

と封止材料、構造の検討を行い

残りの３項目について、目標達

成を目指す。 

温度サイクル試験：低下９％  

温湿度サイクル試験：低下５％  

光照射試験：未達成 

耐熱性試験：未達成 

耐湿性試験：未達成 

△ 

H25 年

2 月達

成見

込 

課題…耐熱耐湿耐光性向上 

解決策…封止技術開発、耐

熱耐湿耐光材料開発、プロ

セス雰囲気制御、によって

解決する 
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(4)材料・構造最適化

技術の研究開発 

①p型材料の開発 

（京都大学） 

新規４材料を提案し、うち効率

６％以上の材料を新たに、２種

開発した(特許申請中)。 

HOMO-LUMOバンドギャップ調整

によりVoc0.8 V以上を達成し、

吸収波長領域拡大によるJ向上

で13 mA cm-2を達成しており、

早期に、独自ポリマーで効率10

％を目指す。 

○ 課題：効率 12%実現 

方策：新規 n 型材料とのマ

ッチング、高開放電圧（VOC

）モデルの高効率化・高安

定化（耐久性強化）に関し

て、東芝と連携して開発を

加速。 

塗布可能な低分子 p 型半導

体材料の高電流密度（JSC）

モデル化合物に関して、現

在、出光興産と連携して長

波長吸収材料の開発を加 

速。 

②ｎ型材料の開発 

（京都大学） 

新規6種類の骨格を有するフラ

ーレン誘導体を新たに開発し、

PCBMを20%上回る新材料の開発

に成功した。 

住化ポリマーA との組み合わせ

で、6.2％の効率が可能となった

ことから、高分子タンデムで、

12%の実現が視野に入ってきた。 

バンドギャップ調整によりVoc

＝0.9 Vを達成した。 

高 純 度 化 に よ る J 向 上 に よ

りJsc=16 mA cm-2以上を達成し

た。 

◎ 課題：p 型材料とのマッチ

ング 

方策：側鎖の異なる材料開

発を行うとともに、Voc＝

1.0 V をめざした開発を進

めていく。 

③素子構造の開発 

（京都大学） 

MOx中間層、電子輸送層の界面

制御を行い、酸化チタン層によ

るシングルセルの最適化で、

高FF、耐久性を達成した。 

○ 課題：タンデム素子の高効

率化 

方策：タンデム中間層とし

ての高性能化を進め、今年

度内に高 FF を達成する。 

④機構解明の研究 

（京都大学） 

独自の固体NMR法、CELIVキャリ

ア移動特性評価法を確立し、

in-situ相分離構造解析・耐久性

評価を可能とした。 

◎ 構造情報を経時的に把え、

素子の変化や务化を解析す

ることに応用し、ＪＩＳ規

格Ｃ８９３８の環境試験・

耐久性試験の目標達成に向

けて他の委託先との連携を

進める。 
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⑤素子特性の最適化 

（京都大学） 

光ファイバー型分光感度測定装

置を開発し、ライブラリーの迅

速評価を可能とするとともに、

多元セル作成に用いることの出

来る、新規塗布法による多元傾

斜組成薄膜作成評価法を実現し

た。 

○ 課題：最適化プロセスの迅

速化 

方策：開発した HTS 装置を

コンソーシアムに開放し

、pn 材料の最適化プロセス

を迅速化することにより、

早期に、効率 12%を実現す

る。 

達成度→  大幅達成：◎、   達成：○、 達成見込み：△、 達成不可：× 

 

 

セル変換効率（１ｃｍ角程度）については、９．１％を実現しており、目標値で

ある８％以上を達成した。  

モジュール変換効率（３０ｃｍ角程度）については、２０ｃｍ角で６．６％を実

現した。大面積化するにつれ変換効率は低下するが、低下率は徐々に緩やかになる

ことが確認されている。６ｃｍ角および２０ｃｍ角の結果から３０ｃｍ角モジュー

ルの変換効率を予測した結果、目標値を達成できる可能性が示唆された（図Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-1(3)）。これまで２０ｃｍ角で検討してきたのは設備上の問題である。

３０ｃｍ角に対応した設備導入を進めており、２４年度中に３０ｃｍモジュールの

試作に着手する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(3) ３０ｃｍ角モジュールの効率予測  
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ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験・耐久性試験において、現状未達の一部試験項目

については今年度中に相対低下率１０％以内を達成可能であるとした。その達成のため

の具体的な対応策に関して以下に記す。 

a. 封止技術の改善（耐湿性試験への対応策） 

未達の主要因として考えられる “封止の不完全さ”を改善するために、ＵＶ光

硬化型の封止剤および封止方法の見直しを行う。また、务化要因となり得る封止

剤に直接ソーラーシュミレータの光が当たらない様に、遮光マスクを設置する。 

b. 耐熱性材料の導入（耐熱性試験への対応策） 

低分子系材料において、太陽電池と電極の間に挿入されるｎ型バッファ層のガラ

ス転移点が低く（８０℃未満）务化要因となり得る。より耐熱性の高いｎ型ドー

プ材料の導入により耐熱性を向上させる。高分子系材料の場合も同様に、ガラス

転移点の高いｐ型ポリマー材料の導入により、太陽電池層自体の耐熱性を向上さ

せる。 

c. プロセス雰囲気制御（光照射試験および耐熱性試験への対応策） 

高分子系では、作製をグローブボックス中で行っているが、有機溶媒の調整から

デバイス作製、封止までの雰囲気を完全に制御出来ていない。デバイス性能に影

響を及ぼす微量な残留水分および酸素を除去するため、有機溶媒の脱酸素および

脱水、デバイス作製から封止までのプロセス雰囲気制御を行い务化要因を取り除

く。 

 

(5)目標毎の開発状況 

1)セル変換効率 

①高分子系材料開発 

Ｐ型材料として、４種類のポリマーの開発を進めている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポリマーＡは、吸収末端として９００ｎｍ、効率のポテンシャルとしては１５％

を超える効率が期待できる材料である（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(4)）。種々の改良を加え

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(4) ポリマーＡの吸収スペクトル 
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モルフォロジーを改善したことにより、シングルセルで変換効率は８．６％を実現

した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(16)）。ポリマーＣは、短波長吸収に特徴を持つ材料であり

、ポリマーＡとの組み合わせによるタンデム構成材料として開発を進めている（図

Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(28)）。 

また、ＮＰ１１９は、大電流を得るため長波長吸収性に優れた縮環構造を有するドナ

ー－アクセプター型ポリマーであり、既知材料と比較し、長波長吸収を高めるために共

役系を拡張し、更に高起電力を得るためドナーユニットのドナー性を弱めた側鎖を導入

した新規Ｐ型有機半導体ポリマーである。既知材料に対して、極大吸収波長が２５．５

ｎｍ長波長化することに成功した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(5)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰ１１９を素子化した場合、従来に比べて高起電力を得られることを確認した（図 

Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(14)）。また、ポリマー分子間でトラップされる電荷を減尐させ、効率良

く電流を取り出すことを目的として、多段精製技術を駆使して低分子成分を除き、分子

量分布をシャープにした結果、変換効率が約１．１倍向上することを確認した。  

安定性の高い、新規構造探索を行い、これまでナフトビスチアジアゾール（NTz）を

アクセプターユニットとするドナー・アクセプター型ポリマー、すなわちドナーユニッ

トにビチオフェンを持つポリマーである PNTz4T、及びドナーユニットにナフトジチオフ

ェン（NDT3）を有するポリマーである PNDT3NTz を開発し（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(6)）、PC61BM

とのバルクへテロ接合素子にて最大 6.3%のエネルギー変換効率（PCE）を得ており、こ

れら NTz 系ポリマーの構造最適化を行うことで、卖接合で 10%を超える PCE を目指てい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(5) ＮＰ１１９の吸収スペクトル 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(6)  ナフトビスチアジアゾール系高性能 p 型ポリマー 
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 表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(3)に PNTz4T 及び PNDT3NTz の物性及び PNTz4T/PC61BM 及び PNDT3NTz

素子の特性、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(7)にそれぞれのポリマー素子の電流−電圧特性を示す。

PNDT3NTz は FF が低いのが問題点であるが、VOCが大きく、JSC も PNTz4T とさほど変わら

ないことから、PNDT3NTz をベースに最適化することが最有力と考えられる。 

 

 

ポリマー Eg (eV) LUMO 

(eV) 

HOMO 

(eV) 

JSC 

(mA/cm2) 

 VOC  

(V) 

FF PCE 

(%) 

PNTz4T 1.54 –3.61 –5.15 12.0 0.76 0.69 6.3 

PNDT3NTz 1.67 –3.58 –5.25 11.3 0.83 0.50 4.9 

新高分子 1.5 –3.8 –5.3 ~16 ~0.9 ~0.7 ~10 

 

 

 

ｎ型材料の開発では、フラーレン誘導体の高純度化と新規構造のフラーレン誘導

体開発の２つのアプローチで取り組んでいる。 

これまでにＰＣＢＭ類では高純度化が効率向上に寄与することを見出している。標準

材料として使用している純度９９．５％のＰＣ７０ＢＭをカラム精製して高純度化し、

酸化物などの不純物を除去して９９．９７％とした。本材料を用いてＮＰ１１９との素

子を作製した結果、ＪｓｃとＦＦが向上し変換効率が１．３７倍向上した。これは不純

物による電荷トラップが減尐した効果と推察される。また、ポリマーＣとの組み合わせ

では、ＦＦが 1.04 倍になり、変換効率 η は 5.86%→6.13%に向上した。今後、これをタ

ンデムに用いることで 10%以上の効率を期待できる。 

更に BisPC70BM の高純度合成に成功し、分取精製を行い、現在評価中である。また、

ＩＣＢＡの異性体分離を行い、代表的な４つのピークについてサンプルを収集し、現在

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(3)ナフトビスチアジアゾール系ポリマーの物性とポリマー素子の特性  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(7)  ナフトビスチアジアゾール系ポリマー素子の電流−電圧特性 
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評価中である（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(8)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規構造のフラーレン誘導体の特徴は、標準材料として使用しているＰＣ７０ＢＭに

比べ、ＬＵＭＯ準位が高いＣ７０系フラーレン誘導体で、起電力の増大（Ｐ型のＨＯＭ

ＯとＮ型のＬＵＭＯの差の絶対値の増加）が期待できる。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(9)に試作し

た素子のＩＶ特性を示した。Ｐ型有機半導体はＰＴＢ７を用い、８種類のフラーレン誘

導体を検討した結果、標準材料のＰＣ７０ＢＭ（黒線）と比較して、高起電力が得られ

ることを確認した。しかしＪｓｃの低下傾向が認められ、変換効率はＰＣ７０ＢＭより

も低くなってしまった。今後、Ｐ型有機半導体ポリマーとのモルフォロジーを見直し電

流を改善していく。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(9)  高ＬＵＭＯフラーレン誘導体のＩＶ特性  
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活性層のモルフォロジー最適化も重要な開発項目となっている。  

ＮＰ１１９とＰＣ７０ＢＭによるバルクヘテロ接合型素子において、沸点の異なる３

種類の溶媒で揮発条件を変化させることによりドメインサイズをコントロールし、生成

した表面形状をＡＦＭで観察、効率との相関を追った。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(10)に試作した

素子のＡＦＭ表面形状画像を示した。変換効率は溶媒Ａで６．６％、溶媒Ｂで４．８％

、溶媒Ｃで３．１％となり、高沸点溶媒を含む溶媒Ａの変換効率が高かった。溶媒Ａで

は均一な粒子が全面に広がっているのに対し、溶媒Ｂ、Ｃでは粗いドメインが存在して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、ＡＦＭ画像から、ドメインの平均面積と表面の平均粗さを見積もった（図Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-1(11)）。ドメインの面積は溶媒Ａでは小さいが、表面の粗さは溶媒Ａが最も

大きくなっている。溶媒Ａでは面積は小さいが縦方向に大きい粒子が存在している可能

性が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、ＵＶ－ＶＩＳ光吸収スペクトルでも、溶媒による違いが観測された（図Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-1(12)）。溶媒ＡはＰ型有機半導体に相当する波長の吸収が増加している。こ

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(10) ＡＦＭ表面形状像. １０ミクロン角 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(11) ＡＦＭから求めたドメインの平均面積および表面の平均粗さ  



  

 

Ⅲ-2-(ホ)-A-1[15] 

 

れは溶媒Ａがポリマー中に若干残留し、ポリマーの側鎖と相互作用した結果、ポリマー

芳香環の平面性が高まりπ電子共役長が伸び長波長側の吸収が増加して、発電効率が向

上したと推察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間層の最適化は、正孔輸送層（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）とＰ型有機半導体材料とのバ

ンドマッチングを行うことで、効率が向上することを見出した。また電子輸送層はアル

カリ金属や、アルカリ土類金属、ＬｉＦ、酸化チタンなどを検討した。  

最後にこれら複数の知見をベースに最適化したＮＰ１１９を用いたセルを試作した。  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(13)右は試作した１ｃｍ角セルの平面図で２４ｍｍ角のＩＴＯ付きガ

ラスを基板としている。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(13)左は素子の断面図で層構成は「ガラス／Ｉ

ＴＯ／ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ／ＮＰ１１９：ＰＣ７０ＢＭ／ＬｉＦ／Ａｌ／封止材／封止

基板」となっている。活性層まではスピンコートによる塗布膜で、電子輸送層および陰

極は抵抗加熱のよる蒸着法で成膜している。  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(14) は最適化した素子のＩＶ特性を示した。従来品と比較して起電力

が向上し、変換効率９．０％を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(12)  セルのＵＶ－ＶＩＳ吸収の違い  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(13) 有機薄膜太陽電池の基本構成 
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(14) ＩＶ特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポリマーＡにおいても、モルフォロジーの最適化により変換効率が向上した。 

ポリマーＡを用いた素子の量子効率（ＩＰＣＥ）は、５０％に留まっており、そ

の原因解析として活性層の蛍  

光分析を行った。その結果、  

ポリマーＡの蛍光は５０％程  

度しか消光されておらず、活  

性層のモルフォロジーに改善  

余地のあることが示唆された。  

そこで、各種溶媒組成による  

モルフォロジー改良やポリマー  

の高分子量化を検討した結果、  

ＩＰＣＥの向上に伴うＪｓｃ  

が向上し、効率として８．１％  

の世界最高レベルの効率を達成  

した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(15)）。  

更には、ポリマー側鎖の修飾に  

よりモルフォロジーを制御し、高効率化することを試みた。ポリマー側鎖の修飾は

モルフォロジーのみならず、移動度などの物性および製膜性への良い効果も期待で

きる。各種ポリマー側鎖の修飾検討の結果、モルフォロジーの制御が可能となり、

９０％を超える消光率が得られるようになった。高い消光率は、光吸収されて生成

した励起子が効率よく p/n 界面に到達して失活（電荷分離）しているためと推測さ

れ、良好な相分離サイズが実現されているものと考えられる。このような改良によ

り、８．６％を達成した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(16)）。また、今後の更なる高効率化へ

の指針を得るため現状の光電変換ロス要因の解析を行なった。その結果、入射光が
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十分吸収されずに透過している透過ロス、光吸収・電荷分離は起こっているが、  

分離した電荷が再結合する  

ために電流として取り出せ  

ていない再結合ロスがある  

こともわかった。今後は、  

光マネージメントによる透  

過ロスの低減、不純物低減  

などによる再結合ロスの低  

減等を図り、効率向上を目  

指したい。  

 バルクヘテロ型有機薄膜 

太陽電池におけるアクティブ 

層内のドナー/アクセプター 

(D/A)の階層構造は、その太 

陽電池特性と密接に関係している。同じ材料を用いた場合でも、これらの構造を制御す

ることにより、特性を飛躍的に向上させうることが期待できる。また、その構造情報を

経時的に把えることにより、素子の変化や务化を解析することも可能となる。 

 独自に開発した、固体 NMR 測定によるバルクヘテロ型素子の D/A 相分離構造解析手法

を rrP3HT：PC61BM 系に適用し、熱処理による変換効率向上が、20-40 nm オーダーでの

相分離に起因することを示した。同手法を３位アルキル側鎖長の異なるポリチオフェン 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(16) 小面積セルの効率 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(17) 個体 NMR による D/A 相分離構造解析 
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：PC61BM 系に適用し、側鎖の違いが D/A 相分離構造に大きく影響し、さらには効率向上

に反映することを明らかにした。高分子の側鎖は、溶解度、移動度のバランスの観点で

検討されることが多いが、今回の検討で、相分離構造にも大きく影響していることが明

確となった（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(17)）。 

 これまでの研究により、有機薄膜太陽電池におけるアクティブ層内のドナー/アクセ

プター(D/A)の階層構造を解析するための固体 NMR 法が確立できた。今後、本 NEDO コン

ソーシアム内の共同研究により、耐久性試験の評価に展開していく予定である。 

②低分子系材料開発  

低分子系の材料開発では、  

ヘテロタンデム方式により、  

高効率化の目標を達成する  

考えである。これは、  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(18)に示す  

波長分離の考え方に則り、  

異種Ｐ型材料から形成され  

るタンデムセルにて高効率  

化を達成するものである。  

すなわち長波長及び短波長側にて光吸収し、光電変換を行う太陽電池セルをそれぞ

れトップおよびボトム側に配置し、両者で太陽光の広い波長範囲を活用し、高効率

に発電し、目標を達成する見込みである。  

長波長側と短波長側をそれぞれ吸収し、高効率な発電に寄与するｐ材料を開発す

る必要がある。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(19)に、これまでに開発したＰ型材料の薄膜状態の

吸収スペクトルの一部を示す。すべて真空蒸着法により成膜している。５００ｎｍ

から８００ｎｍ以上にわたり強い吸収を有する多くのＰ型材料を合成、評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(20)および表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(4)に代表的な３材料に対する分光感度

およびシングルセルの性能を示す。これらのデータは後述するように、ナノ構造制

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(19) 開発したｐ材料の吸収スペクトル（薄膜状態）  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(18)タンデムセルの波長分離イメージ  
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御或いは素子構成検討等の最適化により得られた各材料を用いた現段階における

シングル素子の到達点を示している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高効率なＰ型材料の開発は以上のような吸収波長および吸光度の観点だけではな

く、薄膜形成時の分子の配向の制御も重要なことがわかった。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(21)

に示すようにＮＰＶ－０３の場合、分子が基板に対し平行に配向する傾向があるこ

とがわかっている。これはＳｉ基板上の蒸着膜にエリプソメトリー測定が、消衰係

数ＫｘｙとＫｚで大きな異方性があることより推定される。分子の配向ではよく議論

されるのは、電荷の輸送性の面であるが、ＮＰＶ－０３の分子層における光吸収強

度の向上にも寄与おり、結果的にＪｓｃの増加に繋がることがわかる。  

後述するように基板加熱蒸着等のプロセス的なアプローチもこのような配向性の

制御を目的の一つする。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(22)に示すように薄膜状態の配向性を制御

するため、分子設計段階から配向性を考慮する必要がある。吸収波長、吸光度及び

予てから主張しているＨＯＭＯ、ＬＵＭＯなどの電子準位の考慮に加え、新たに分

子配向性の制御も考慮したうえで、引き続き波長分離がなされたＰ型材料の開発に

取り組んでいく予定である。  

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(20) ｐ材料 3 種のシングルセルのＩＰＣＥ  

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(4) ｐ材料 3 種のシングルセルの性能 

NPV-03 NPV-04 NPV-05

Voc（V) 0.80 0.97 0.83

Jsc(mA/cm
2
) 13.66 10.30 11.3

FF 0.58 0.53 0.52

η (%) 6.28 5.30 4.88
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また、ナノ構造制御も、高分子材料と同様に重要である。ア．光電変換の場と考

えられるｐ／ｎ界面（ｐ材料とｎ材料の界面）を如何に増やすか。イ．生成された

正孔および電子を各電極へ如何に効率よく輸送し、取り出すか。両方の因子をバラ

ンスよく向上させるのがポイントとなる。ここでア．の界面の増加は短絡電流密度

Ｊｓｃの向上に関係し、イ．はＦＦと関係すると考えられる。  

具体的には、具体的には、2010 年度に導入した熱処理機構を用いた基板加熱蒸着

より行っている。本装置は蒸着時の基板加熱だけでなく、蒸着時以外にも赤外線ラ

ンプによる基板加熱が可能であり、素子形成後のアニール処理も可能である。また

グローブボックスと接続させているので、グローブボックスでの種々のナノ構造を

誘起する基板の処理を大気に触れさせることなく実施可能である（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A 

-1(23)）。  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(21)  配向性とエリプソメトリースペクトル  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(22) 配向性を考慮した分子設計のイメージ  
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 表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(5)および図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(24)にＮＰＶ－０３のｉ層を基板加熱

蒸着した場合のｐｉｎ素子の太陽電池特性およびＪＶ特性を示す。本素子は吸収波

長が７００ｎｍ以下の短波長側の吸収材料素子であるが、基板加熱を実施しない同

一構成の素子と比較して、効率がほぼ１．４倍に向上した。太陽電池特性としては

、Ｖｏｃは殆ど変化せず、ＪｓｃおよびＦＦが向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(23) 熱処理機構 

Voc（V)
Jsc

(mA/cm2)
FF η （％）

Ts=25℃ 0.80 13.66 0.58 6.28

Ts=50℃ 0.77 12.79 0.44 4.36

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(5)  ＮＰＶ－０３素子の太陽電池特性  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(24)  
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これまで陽極として検討している ITO 透明電極はｎ型の縮退した半導体であり、

本来は陰極としても機能するはずである。そこで以下説明する逆構成、即ち ITO を

陰極側および上部電極 Al を正極とする素子構成を、ｐ材料にＮＰＶ－０３を適用

し検討した。同じ光活性層の順構成（ITO を正極、Al を負極）より、FF が向上する

ことを確認した。(図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(25)参照) 今後、この逆構成を異なるｐ材料へ

適用し、更なる高効率化を達成する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高純度化は、材料本来の性能を評価するには不純  

物の混入を可能な限り回避するために、高分子系  

材料と同様に、高純度化は必要である。有機ＥＬ  

はじめ有機電子機能材料で問題となるのは、  

ＨＯＭＯ－ＬＵＭＯ間の本来であれば、準位が存  

在しない、不純物が形成するギャップ準位の存在  

である。太陽電池においても正孔或いは電子の移  

動に対しトラップを形成し、結果的にＪｓｃ或い  

はＦＦの低下につながる可能がある。  

分子科学研究所の平本教授からフラーレンの昇華  

精製に関し、装置の操作等、指導を受け、同様の  

結晶析出型の昇華精製装置を導入した。図Ⅲ-2 

-(ﾎ)-A-1(26) に装置全体を示す。系内を高真空  

領域まで排気した後、大気圧近傍まで不活性ガス  

（窒素）を導入し、仕込んだ材料に極力均等に熱  

を加えることで結晶化を促進し、材料の純化を図るのが本装置のポイントである。

今後、フラーレンに対し様々な精製条件で運転し、太陽電池性能との相関を調べ、

運転条件を確定する。その後開発した材料へ展開していく。  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(25)  逆構成素子の JV 特性と素子構成  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(26) 結晶 

析出型昇華精製装置 
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③高効率化検討  

各委託先が持つ材料、技術を融合して高効率化を実現するために、コンソーシア

ム内にプロジェクトを結成してタンデムセルの検討を進めている。  

高分子－高分子の組み合わせによる高効率タンデムセル開発の課題は、バックセ

ルの塗布時にフロントセルの溶解をブロックし、ロール  to ロールプロセスにも適

用可能な高効率塗布型中間層の開発である。この条件を満たす塗布型中間層の検討

を進めた結果、ボトムセルにポリマーＡ、トップセルにポリマーＣを用いた系で、

変換効率９．１％を達成した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(27)）。  

 トップセル、ボトムセルのそれぞれの卖セルの性能を考慮すると、タンデムセル

でそれらが理想的に発現されれば、更に高い効率も期待できる。今後、中間層の探

索や膜厚の最適化などの検討を継続する予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低分子－低分子の組み合わせによるタンデムセルの開発においても、高分子－高

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(27) 高分子－高分子タンデムセルの効率  

ポリマーA ポリマーC 
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分子と同に中間層の開発が重要な課題となっている。  

ｐタイプドーパントとして新規材料ＮＰＶ－０７を開発し、ｐ材料としてＮＰＶ

－０１をホスト材料とし組み合わせ、高導電性の正孔輸送層を開発した。更に再結

合界面を形成するために電子輸送層と組み合わせ、ロスなくフロントセルの電子と

バックセルの正孔を再結合させる高効率な中間層を開発することができた。  

以下にＮＰＶ－０３およびＮＰＶ－０４の二つの５％レベルのシングルセルを組

合せたタンデムセルの検討結果を示す。中間層の膜厚を実験的に変化させ、陰極Ａ

ｌと陽極ＩＴＯ含むタンデム素子の光学干渉を調整し、バックセルにも有効に光が

入射するように試みた。結果を表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(6)に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(20)に示したようにＮＰＶ－０３とＮＰＶ－０４シングルセルの

ＩＰＣＥは殆ど重なり、波長分離は十分とは言えない。それにも関わらず、タンデ

ム化に伴う電流値の低下を顕著に抑制できた。更にＦＦに関しては、ＦＦが小さな

トップセルに引きずられるわけではなく、ボトムセルの値よりもむしろ良い値とな

っていおり、この中間層は高透過率かつ高導電率の再結合層として機能していると

推定した。 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(28)に、表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(6)と同じ構成の１ｃｍ角のセルに対する産

業技術総合研究所における精密測定結果を示す。同一セルの自社測定値は５．７％

であったが、産業技術総合研究所での精密測定では５．５％となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(6)ヘテロタンデムセルの素子性能（自社評価結果５ｍｍ角セル）  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(28) タンデムセル（１ｃｍ角）の精密測定結果  
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更に、高分子－低分子の組み合わせによるハイブリットタンデムの開発も進めて

いる。高分子層を塗布プロセスによって製膜した後に、低分子層を蒸着プロセスに

よって製膜することにより、ハイブリットタンデム素子を作製した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A 

-1(29)）。  

トップセルがポリマーＡ、ボトムセルが短波長低分子材料ＮＰＶ‐０３の組み合

せにおいて、変換効率８．２％を実現した。この値は、これまで明らかとなったハ

イブリットタンデムにおいては世界最高と考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハイブリットタンデムでは次のような優位な点が挙げられるため、引き続きトッ

プおよびボトムセル用の材料及び素子構造の最適化を図り、更なる高効率化を達成

する計画である。  

まず、本コンソーシアムの強みである高分子材料および低分子材料を組み合わせ

ることで、他には実現できない可能性が期待できる。次に、塗布－塗布のタンデム

で問題となっているような下地（トップセル）を溶解させるリスクを、中間層以降

をドライ成膜である蒸着で形成することで、完全に回避している。最後に、コスト

的な観点では、塗布と蒸着を組み合わせること自体は、現状の塗布においても電極

が概ね蒸着で形成せざるを得ない状況であり、ボトムセルの蒸着工程を塗布工程に

さらに付加しても大きなコストアップとはならないと期待できる。  

④開発スピード向上に向けた取り組み  

セル開発を効率的に進めるための技術開発にも取り組んできた。  

まず、素子構成検討へフィードバックを行い高効率化或いは耐久性を達成するた

めに、有機薄膜太陽電池の動作機構の解明に取り組んだ。最終的には有機太陽電池

を形成する材料の分子設計へのフィードバックに繋げたいと考えている。これまで

変位電流法による標準デバイス（ＣｕＰｃ／Ｃ６０）の電荷輸送挙動の検討および

ケルビン法或いは光収量電子分光法による有機薄膜太陽電池を形成する材料の電

子構造の検討を行った。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(30)に変位電流法の測定原理を示す。変位

電流法は出光で検討している周波数次元の情報が加わったインピーダンス分光と

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(29) ハイブリットタンデムセル素子構成及び効率  
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比較しながら、正孔および電子の注入挙動を解明すべく引き続き検討中である。図

Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(31)はケルビン法を用いて標準材料による太陽電池素子形成時の各層

の表面電位を測定した結果である。その結果、ＣｕＰｃとＣ６０で、バンドベンデ

ィングの存在を確認でき、発電に寄与する内部電場と考えられる。またバッファ層

ＢＣＰでは巨大表面分極（ＧＳＰ）の存在を示唆する結果が得られ、その方向は陰

極での電子取出しが容易となる向きとなっている。光収量電子分光法等で検証する

予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、素子特性の最適化には、迅速な材料・構造の最適化技術の開発が不可欠で

ある。これは、最も時間のかかるプロセスであるため、通常これまで無視されてきた。

そこで、これを、迅速化するコンビ手法を開発し、新規塗布法 MIST 法による傾斜組成

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(30) 変位電流測定法について 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(31) ケルビン法による太陽電池材料の電子準位  
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薄膜形性・評価法を実現した(特許申請中)。すなわち、二重噴霧装置を新たに設計･開

発し、これを用いることにより活性層となる P3HT と PCBM の二成分についての傾斜薄膜

作成に成功した。今後、企業からの優れた材料を用いて、変換効率 12％の早期実現を目

指す。 

 更に、素子の全試作工程を不活性ガス下で行うグローブボックスシステム（図Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-1(32)）が完成し、光ファイバー型分光感度特性測定装置（Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(33)

）を導入により、製造プロセスのみならず、変換効率および外部量子収率（アクション

スペクトル）の評価プロセスについても不活性ガス下で実施可能となった。既に測定を 

行っているが、FF の大幅な向上が観測されており、今後効率 12%の早期実現を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(32)  セル作製／評価用グローブボックスシステム  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(33) 分光感度特性測定装置の構成概要（左）とグローブボック

ス照射用光ファイバーの写真（右）  
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最後に、大面積セル作製を指向したスピンコート代替成膜プロセスである付加的溶媒

スプレー塗布法による、マルチセルの作製とミスト法による傾斜薄膜の作製ならびに 2

次元評価を実施した。スピンコート法と対比すると活性層の膜厚が２-３倍厚い

200-300 nm の素子で変換効率 1-3%を得た。これを用いた、多元セルを実現し、迅速評

価法を確立する。 

 以上の技術を統合して、最も時間のかかる素子特性の最適化過程を、迅速化できるコ

ンビ手法を開発することにより企業との連携を強化して、変換効率 12％の早期実現を目

指す。 

2)モジュール変換効率 

①塗布プロセス  

大型モジュールについては、小面積セルで一般的に使用されるスピンコートは使

用できないため、大面積化に適した塗布印刷方法を検討する必要がある。また、塗

布方法の違いによる、溶媒の乾燥挙動の相違によるモルフォロジー差、そのことに

起因する性能差が予想されるため、塗布方法の開発と並行して大型化に適したイン

ク溶媒組成の検討等が必要となる。更に、有機薄膜太陽電池においても高効率なモ

ジュールを開発するには、無機系太陽電池と同様に集積構造が必須であり、有効受

光面積をできるだけ大きくする等の、効率が最大となるモジュール設計を進める。 

現在、ロール  to ロールプロセスに適用可能な塗布法ならびにメニスカス塗布法

の２種類の塗布法の開発に取り組んでいる。  

まず、ロール  to ロールプロセスに適用可能な塗布法での開発状況を説明する。  

ポリマーＡを用い、開口  

率が７０％程度のサブモ  

ジュールで、効率３．５％  

（ap）、４．８％（ac）と、  

有機薄膜太陽電池の大型サ  

ブモジュールとしては世界  

最高レベルの効率を達成し  

た（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(34)）。  

 高い開口率が期待できる  

スクライブによるパターニ  

ングを検討した結果、開口  

率８０％まで開口率の向上  

に成功した。  

更にこれまでに検討した  

高効率化技術も適用した結  

果、産総研の精密測定にて効率４．２％ (ap)を達成した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(35)）。  

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(34)大型サブモジュールの最新効率  
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この効率は、その時点での有機薄膜太陽電池サブモジュール世界最高として Solar 

cell efficiency tables (version 39)（Prog. Photovolt: Res. Appl. 2012; 20:12–20）に掲載

された。  

更に基板の低抵抗化などにより、ＦＦが０．４７７から０．６４２に大幅に向上

し、産総研での精密測定にて効率５．２％を達成した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(36)）。  

今後は、更なる開口率の向上を検討し、高効率化を図りたい。前回よりも効率は

向上したものの、スピンコートを用いた小面積セルの効率よりも低い結果であり、

塗布方法の違いによるモルフォロジーの差異等の原因の解析も進めている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次にメニスカス塗布法の開発状況を説明する。  

モジュール開発の中間目標である「モジュール変換効率６％以上」を前倒しで実現す

べく、平面型モジュールの開発を行い、試作した２０ｃｍ角モジュールで変換効率６．

６％を達成した。また、産総研に正式測定を依頼し、６．７ｃｍ角サブモジュールで変

換効率５．３％を得た。いずれも、これまでの有機薄膜太陽電池サブモジュール効率の

Ｓｉ（ｒｅｆ．）

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(36) 基板の低抵抗化 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(35) 大型サブモジュールの効率 
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公式記録である４．２％を凌駕し、世界最高レベルにある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標達成のために今年度開発した主要なモジュール化技術は、a. 高精度印刷技術、b. 

モジュール構造(デバイス)設計技術、c. 電界および光学シミュレーション技術、の３

種である。 

高精度印刷技術においては、中間層、活性層を形成するキー技術であるメニスカス塗

布法(図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(37)、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(38)）の制御により、塗布膜の塗布幅精度

、膜厚分布精度を大幅に高めることに成功した。メニスカス塗布法は、ナノサイズの厚

さの薄膜を均一に塗布できる独自技術であり、図のような分割アプリケータを用いるこ

とでストライプ状のパターン塗布を行うことが可能である。開発初期には塗布長

140mm の条件で塗布幅精度 0.2mm、塗布厚ムラ１１％程度であったプロセス能力が、塗

布幅精度 0.03mm、塗布厚ムラ３％となった。この技術により、長さ２０ｃｍの短冊状セ

ルを直列 

接続したモジュール構造において、従来は７２％であったモジュールの開口率を、９

０％まで 

向上することができた。高精度パターニングが可能になったことから、塗布後にセル

を分割す 

るスクライブの工程が不要になり、簡素で低コストのモジュール製造プロセスを実現

できる可 

能性が高まったことは大きな成果と言える。 

塗布精度の向上に寄与した主要な制御パラメータは、塗布ギャップ（アプリケータと

基板表面の距離）、塗布速度、塗布時の基板とアプリケータの温度である。これらのパ

ラメータを、活性層、陰極側中間層、陽極側中間層の各々について最適化することで上

記の塗布精度を実現した。このようにして作製した２０ｃｍ角モジュールの実物写真を

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(39)に示す。今後、さらに塗布精度を向上することにより、モジュール

基板 塗膜 アプリケータ

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(37)メニスカス塗布法 図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(38) メニスカス塗布 

装置の概観 
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開口率９３％の実現、ひいてはモジュール効率の更なる向上が可能と考えている。 

モジュール構造設計では、まず図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(39)に示すストライプ状のセルを直列

接続する構造を基本とし、セルの効率特性を可能な限りモジュールにおいても再現する

ことを目指した。具体的には、開口率（セル有効部の面積率）の向上と、発電時の局所

的なリーク電流の抑制を念頭に置 

いて設計した。 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(40)に、開発し 

た直列モジュールの断面構造を図 

示した。発電部の幅（ストライプ 

セル幅）を 11.88mm と従来よりも 

狭い値に設定することでＩＴＯ陽 

極における電流損失を抑制すると 

共に、非発電部を極力狭く(1.32mm) 

設計することで開口率の向上を図っ 

た。非発電部を狭くしたことで、活 

性層や中間層の塗布幅精度を著しく 

向上する必要が生じたが、上記メニ 

スカス塗布の開発によりこれを実現 

できた。また、有機薄膜太陽電池においては上下の電極が１００ｎｍ程度の薄膜を介し

て対峙するため、セル端部における電界集中などで電流リークが生じ、ＦＦの低下ひい

ては変換効率の低下を招来する可能性が高いことを勘案し、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(40)に図示

するように該当箇所に絶縁層を設けた。絶縁層のサイズや材料を最適化することで、高

開口率を維持したままＦＦの低下を抑制出来た。さらに、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(40)に「高導

電層」と記載した部分、すなわち陰極を隣接するセルの陽極に接続する部分にＭｏ/Ａ

ｌ/Ｍｏの層を設けセル間の電気的接続を改良するとともに、モジュール周縁部の電極

取り出し位置にも同層を設けＩＴＯ層における電流損失を抑制した。 

これらの設計により開口率９０％を実現するとともに、モジュールの並列抵抗（Ｒsh）

と開放電圧（Ｖoc）、曲率因子（ＦＦ）に有意な改善が観察された。 
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(40)  ２０ｃｍ角モジュールの断面設計図  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(39) ２０ｃｍ角モジュール 

の実物写真 
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シミュレーション技術の開発は、上記のモジュール設計やメニスカス塗布技術の開発

に対して重要な指針を与えるもので、有機薄膜太陽電池開発には必要不可欠な開発アイ

テムである。特に、モジュールのストライプセルの幅、セル間ギャップ幅、ＩＴＯ電極

抵抗、陰極抵抗、補助電極の抵抗値などの設計値を決定するにあたり、実験で全てを最

適化することは事実上不可能であり、シミュレーションによる最適化が極めて有効であ

った。 

シミュレーションの手法は、電極内の微小領域（dx,dy,dz）に出入りする電流の保存

則を書き下すことによって得られる連立偏微分方程式を有限要素法を用いて解き、上記

のパラメータと変換効率の関係を導出するものである。セル幅の最適化を目的とした解

析結果の一例を図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(41) 

に示す。これらのシミュレーション 

を駆使して図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(40)の 

モジュール構造における発電部の幅 

（11.88mm）を決定した。また、非発 

電部の設計にあたっては、図Ⅲ-2 

-(ﾎ)-A-1(42)に示すセル端部におけ 

る電流・電圧分布の解析結果から決 

定した。この解析から、セル端部の外 

側 0.2mm の範囲の発電はセル効率に寄 

与するため、効率測定においてはこの 

端部効果を除去できるマスクの使用 

が必要であることを再確認するととも 

に、中間層の導電率が 1000[S/m]以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(42)セル端部における電流・電圧分布のシミュレーション結果  
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(41)  セル幅の影響の 

シミュレーション結果 
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になると隣接するセル間で電流のリークが発生し、変換効率が低下することが明らかに

なった。 

さらに、このシミュレーションによって、ミニセルの効率値からモジュール効率を推

定することも可能になった。定量的にも実験結果と良く一致しており、開発の効率化に

対し多大の効果が得られた。 

以上の技術開発により、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(43)に示すＰＶモジュール特性を得ることが

できた。 ２０ｃｍ角モジュールの変換効率は６．６％に達し、中間目標の６％をクリ

アできた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の開発に先立ち、６７ｍｍ角のサブモジ 

ュールを試作し、独立行政法人産業技術総合研 

究所に提出して変換効率の正式測定を行った。 

本体写真を図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(44)に、測定結果を 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(45)に示す。得られた効率値は 

５．３％であり、Solar cell efficiency tables 

(ver.39)に掲載されている有機薄膜太陽電池サ 

ブモジュール効率の公式世界記録４．２％を大 

きく凌駕した。今後は、上記の効率６．６％モ 

ジュール、もしくはこれを超えるサブモジュー 

ルを産業技術総合研究所に提出し、測定を依頼す 

る予定である。 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(43) ６．６％モジュールの I-V 特性 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(44)  産総研で 

測定したサブモジュール 
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なお、中間目標は厳密には「３０ｃｍ角モジュールで効率６％以上」であるが、メニ

スカス塗布装置、封止ロボット、蒸着装置、ソーラーシミュレーターの全ての装置を、

３０ｃｍ角対応でそろえることが金額的・時間的に困難であったため、今まで２０ｃｍ

角モジュールで代用してきた。 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(46)に示すように、上記の 1ｃｍ角、６．７ｃｍ角、及び２０ｃｍ角

の効率から Active Area の変換効率を算出し、３０ｃｍ角モジュールの変換効率をシミ

ュレートした結果、予測値として６．５％が得られた。従って、上記の結果は中間目標

と実質的に等価な成果であると考えられる。 

また、２４年度中に３０ｃｍ角に対応できるメニスカス塗布装置、封止ロボット、蒸

着装置、ソーラーシミュレーターを導入し、３０ｃｍ角モジュールの試作に着手する予

定である。 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(45) 産総研における効率５．３％サブモジュールの測定結果  
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②蒸着プロセス 

中間目標である「モジュール変換効率（３０ｃｍ角程度）６％以上」に対しては、

既存装置の改造をしなくても成膜可能な２０ｃｍ角のモジュールサイズにて、まず目標

値を達成することにした。  

試作にあたり委託初年度は以下の二点を確認した。２０ｃｍ角領域での標準構成素子

（ＩＴＯ／ＣｕＰｃ（３０）／Ｃ６０（６０）／ＢＣＰ（１０）／Ａｌ （ ）内は膜

厚（ｎｍ））を構成する有機材料の成膜膜厚のばらつきが４％以下であること。次に２

０ｃｍ角領域に１８点配置した１ｃｍ角の標準構成セルも変換効率のばらつきも標準

偏差が０．００２５であり、顕著に抑制されていることを確認した。図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(47)

に標準構成素子の配置を示し、図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(48)に太陽電池の各特性パラメーターの

分布を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(46) ３０ｃｍ角モジュールの効率予測 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(47) ２０ｃｍ角基板における１ｃｍ角素子の配置  



  

 

Ⅲ-2-(ホ)-A-1[36] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０ｃｍ角基板の中に構成の異なる１０ｃｍ角サブモジュールを、標準素子（Ｃｕ

Ｐｃ／Ｃ６０）およびＮＰＶ－０３系のシングル素子の素子構成でモジュールデザイン

を確認した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(49）)。ＮＰＶ－０３系のシングル素子の結果を、表Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-1(7)に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(48) ２０ｃｍ角基板に配置した標準素子の性能  

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(49) １０ｃｍサブモジュールで作製したデモパネル 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(7) シングル構成によるセルおよびモジュール性能 

上段：１ｃｍ角セル、下段：１０ｃｍ角サブモジュール 
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最終的にセル化技術の開発で述べたＮＰＶ－０３およびＮＰＶ－０４のヘテロタ

ンデム構成で２０ｃｍ角モジュール（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(50)）の試作を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開口率７６％の２０角モジュールでは５．１％（ａｃ）の効率が得られ、１ｃｍ

角セルの効率に比べても、集積化に伴う効率低下が抑制されたモジュールを試作できた

（表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(8)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に開口率９１％の２０ｃｍ角モジュール（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(51)）でも、アクテ

ィブ効率５．１％に、開口率９１％を乗じた値となるモジュール効率４．６％（ｄ

ａ）が得られた。  

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(8) ヘテロタンデム構成を用いたセルおよびモジュール性能  

上段：１ｃｍ角セル、下段：２０ｃｍ角モジュール 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(50) ２０ｃｍ角モジュールデザイン（開口率７６％）  
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このように大型化しても効率の低下が抑制されるのは、モジュールを構成する基本

セル幅をある一定以上の値とすると効率の低下が発生することを簡卖なシミュレーシ

ョンで確認し、そのデザインルールを適用してモジュール設計を行ったことが一因と考

えている。また以下のような成膜上の要因も考えられる。塗布法においては成膜サイズ

により、成膜方法が異なるのが一般的である。それに対し当社の検討している真空蒸着

はモジュールサイズに依らず、セルの場合と同じ蒸着源が使える性能の変化は殆どない

ためと考察している。  

 

3) ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験・耐久性試験 

統一した試験方法で評価を進める必要性があるため、コンソーシアム内にワーキ

ンググループ（ＷＧ）を結成して活動を進めている。 

① 趣旨および活動概要 

ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験・耐久性試験の概要を表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(9)に示す。 

対象となる試験項目は以下の５項目：温度サイクル試験、温湿度サイクル試験、光照

射試験、耐熱性試験、耐湿性試験であり、それらにおいて相対効率低下１０％以内を目

指すことを耐久性の中間目標として挙げている。有機薄膜太陽電池に対する耐久性試験

方法は現時点でまだ規格化されていない。目標に挙げられているＣ８９３８はアモルフ

ァスシリコン太陽電池を対象としたものであり、本試験の加速条件下で相対効率低下１

０％以内が達成されることでおよそ 10 年の製品寿命を予測するものである。有機薄膜

太陽電池とアモルファスシリコン太陽電池では動作機構が異なることから本試験を適

用することの妥当性を議論することが必要である。例えば光照射前に施す前処理でアモ

ルファスシリコン太陽電池は安定化されるが、有機薄膜太陽電池には同様の効果が認め

られない。また寿命に影響を与える务化要因も異なることが予測されるため、加速条件

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(51) ２０ｃｍ角モジュールデザイン（開口率９１％）  
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の適切性を評価することも重要である。耐久性試験を行うに先立って、コンソーシアム

内で試験条件を統一し、その妥当性を議論することを目的としたＷＧを立ち上げた。 

 

 

 

 

平成２３年１０月に第一回会議を産業技術総合研究所にて開催し（京都大学はテレビ

会議設備にて参加）、各機関が所有および導入予定の装置情報を共有し、光照射試験の

実施条件について議論を行った。Ｃ８９３８の光照射試験では光源としてカーボンアー

クを用いた場合の光強度が規定され、キセノン光源やメタルハライド光源も使用可能と

されている。コンソーシアム内にカーボンアークがないことからキセノン光源とメタル

ハライド光源を用い、強度は１Sun、庫内温度はブラックパネルで６３度とすることと

した。光照射前に施す前処理は有機薄膜太陽電池に対して光安定化効果を及ぼさないた

め、行わないこととした。また欧米から提案されている試験条件とＣ８９３８、Ｃ８９

９１の比較分析を行った。 

 

 

 

JIS C8938（アモルファス太陽電池モジュールの環境試験方法及び耐久試験方法）

項目 試験名 試験条件 試験時間

A-1 温度サイクル試験 -40℃～90℃、200サイクル（6h以内/サイクル）、開放 1ヶ月

A-2 温湿度サイクル試験 -40℃ or -20℃～85℃、85%RH、10サイクル（6h以内/サイクル）、開放 2日

A-3 端子強度試験 引張強さ、曲げ強さ、ねじり強度

A-4 塩水噴霧試験 40℃、93%RH、濃度5%、7日間

A-5 光照射試験
(63℃ & 83℃)、50%RH、255W/m2(300～700nm）、500時間、開放、カーボ
ンアーク（キセノン、ハロゲンでも可） 3週間

A-6 ホットスポット試験 参考試験

A-7 耐風圧試験 指定の加圧線図、または静荷重試験

A-8 降ひょう試験 氷球の直径φ 25mm、終速度23m/s、10ヶ所

A-9 防水試験 防沫形または防雤形

A-10 ねじり試験 指定の変位量

A-11 耐火試験 700℃、20分

B-1 耐熱性試験 85℃、1000時間、開放 1.5ヶ月

B-2 耐湿性試験 85℃、85%RH、1000時間、開放 1.5ヶ月

D-1 シーケンス試験 参考試験
規格：　初期効率に対し、10％以内の効率低下。

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(9) ＪＩＳ規格Ｃ８９３８環境試験・耐久性試験の概要 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(52) 光照射装置の一例：出光興産所有（キセノン光源） 
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第二回会議は平成２４年３月に産業技術総合研究所にて開催し（京都大学はテレビ会

議設備にて参加）、各機関から光照射試験の結果を報告した。代表的な P 型材料である

PTB7 セルに関する実験を３機関が行って比較したところ、添加剤や陰極の材料が寿命お

よび务化する電気特性に大きく影響するという知見が得られた。また耐熱性試験の条件

を議論して次回に試験結果を報告することを取り決めた。 

第三回会議は平成２４年４月に京都大学 東京オフィスにて開催した。これに先立っ

て各機関から提案された試験計画を擦り合わせ、コンソーシアム内で５項目の試験を分

担する計画を策定した。住友化学と東芝、出光興産と産業技術総合研究所で分担して試

験を実施し、一部の試験は依頼機関に外注することとした。Ｃ８９３８では耐熱性試験

と耐湿性試験については連続１０００時間の試験を規定している。規定に忠実な試験を

行った場合に得られる知見は試験前と１０００時間経過後の２点のデータに留まる。有

機薄膜太陽電池がこれらの負荷によって务化する途中経過を知ることは性能向上に欠

かせない情報であると考え、途中経過を観測するためのモニタ用素子を同条件で試験す

ることとした。２４～７２時間毎にモニタ用素子を取り出して室温に戻した後に電気測

定を行い、再び試験装置にいれる作業を繰り返した。この抜き取りによる扉開閉作業で

庫内温度および湿度が１～５分変動したが、試験全体に及ぼす影響は十分に小さいこと

を確認した。 

温度温度サイクル試験および温湿度サイクル試験は試験条件に幅があるため、それぞ

れ予備実験に基づいて条件を定めた。 

温度サイクル試験：サイクル時間 4h、1.2℃／min、さらし時間各 10min 

温湿度サイクル試験：サイクル時間最長、1.4℃／min、低温－20 度／－40 度 

また試験後の素子を解析してプロセス改善につなげるための务化解析手法について京

大を中心に議論した。さらに標準化活動についても国内外の進捗情報を共有した。 

第四回会議は平成２４年６月に京都大学 東京オフィスにて開催した。各機関から耐

熱性試験、耐湿性試験、温度サイクル試験の試験結果および途中経過の報告を行い、現

時点での务化原因と考えられる封止技術の問題点と今後の改善案について、スパンの長

さに分けて対策を議論した。 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(53)  恒温恒湿槽の一例：東芝所有（－４０～１５０度） 
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②信頼性試験の内容比較 

本項では、コンソーシアムで実施した試験結果を報告する。Ｃ８９３８の５項目のう

ち、平成２４年３月時点では光照射試験しか実施されていなかったが、コンソーシアム

内で分担することにより５項目すべての試験を実施し、有機薄膜太陽電池の耐久性の現

状を把握することができた。 

 

 

試験項目 達成度 低下率 

温度サイクル試験 ○ ９％ 

温湿度サイクル試験 ○ ５％ 

光照射試験 △ 

１０％以上 耐熱性試験 △ 

耐湿性試験 △ 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(10)に、コンソーシアム全体での試験結果をまとめる。現時点で目標

を達成できたのは温度サイクル試験、温湿度サイクル試験で、他の項目については相対

効率低下が１０％を上回る結果となった。プロセスが耐久性の観点から最適化されてい

ないことが原因であると考え、試験後の素子を電気的および化学的に分析することによ

って务化要因を明らかにし、プロセスを改善することで相対効率低下を軽減して目標を

達成することを計画している。 

③中間目標達成に向けた対応策 

中間評価に向けた信頼性試験の実施結果を受けて、現状未達の試験項目については本

年度中に相対低下率１０％以内を達成可能であるとした。その達成のための具体的な対

応策に関して以下に記す。 

a. 封止技術の改善 

現状、各社独自にガラス封止技術を用いて有機薄膜太陽電池の信頼性試験を実施して

いるが、中間評価の段階で未達の要因として考えられるのは“封止の不完全さ”にあ

ると言える。ＵＶ光硬化型樹脂をベースとした封止剤をＵＶ光照射により硬化させる

ものであるが、試験結果から判断すると未硬化な部位の存在や接着強度の不十分さに

あると考えられる。今後、有機ＥＬグレードの高い封止技術を導入し、封止剤に直接

ソーラーシュミレータの光が当たらない様に遮光マスクを設置するなどして封止技術

を早急に改善し、光照射試験および耐湿性試験における中間目標を達成する。 

b. 耐熱性材料の導入 

低分子系材料の場合、太陽電池と電極の間に挿入されるバッファ層は、電子機能を優

先するために耐熱性に乏しい材料が用いられている。具体的には、バソキュプロイン

（ＢＣＰ）を電子取出し側のバッファ層として用いるが、ガラス転移点は８０℃未満

の所にあり、耐久性試験などに対しては务化要因となり得る。既に、代替材料として

耐熱性の高いｎ型ドープ材料の導入を検討しており、これにより耐熱性試験における

中間目標を達成する。高分子系材料の場合も同様に、よりガラス転移点の高いｐ型ポ

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(10) 試験結果 
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リマーを導入し、太陽電池層自体の耐熱性を向上させることで目標を達成する。 

c. プロセス雰囲気制御 

高分子系では、グローブボックスでの作製により水分、酸素などの制御を行っている

が、有機溶媒の調整からデバイス作製、封止までを完全に制御している訳では無い。

残留する水分がデバイス性能に影響を及ぼしていることが十分に予測される。有機溶

媒の脱酸素および脱水、作製から封止まで完全に制御することで、务化要因を無くし

耐久性を向上させることで中間目標を達成する。 

 

4)有機薄膜太陽電池パネルの評価  

再委託先である住友共同電力で、太陽電池パネルの評価設備を活用し、１ｍ角サ

イズ（２０ｃｍ角×２４枚）の有機薄膜太陽電パネルの屋外曝露試験を開始した。 

試験条件詳細は以下の通りである。 

a. モジュールサイズ：1200mm × 1000mm 

b. 暴露条件： 

－照射角度は 34°（経緯 33.95°より） 

－負荷方式は１回目測定より算出した Vmax を連続負荷 

c. 評価項目： 

－モニター項目は、温度（大気とサンプル）、湿度、照度（全天日射計）、 

 風量（超音波風向風速計） 

－IV 測定は、Outside（10 分毎、6:00～18:00）ただし、日射量 1mW/cm2 以上  

 のみ計測 

現在、９ヶ月経過後も順調に動作しており、約 6800 時間経過後の変換効率の低

下率は 15%にとどまっている（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(54)）。米国の Konarka 社からは約

9900 時間経過後に低下率 20%、Solarmer 社からは約 5500 時間経過後に効率低下 15%

が、ぞれぞれ報告されており、ほぼ同等の耐久性が確認されている。今後、併設し

たシリコン系パネルのデータとの対比により有機薄膜太陽電池パネルの特徴把握

や課題抽出を行う。 
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(54) 屋外曝露試験の耐久性試験の結果と有機薄膜太陽電池パネル  
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(6)成果の意義 

前項で示したとおり、コンソーシアム発足当初は４～６％台であったセル変換効

率は９．１％台に到達し、中間目標を前倒しで達成することができた。モジュール

効率も２０ｃｍ角で６．６％に到達し、中間目標をほぼ達成することができた。残

された課題である耐久性についても平成２５年２月までに達成できる見込みであ

り、最終目標実現に向け着実に進歩している。最終目標を達成することにより、無

機系にはない特徴を生かした新たな太陽電池市場の創造が期待できる。  

有機薄膜太陽電池に対する期待は全世界において高まっており、多くの開発プロ

ジェクトが進行している。他プロジェクトの到達度と比較した場合、モジュール効

率６．６％は世界最高にある。また、セル効率９．１％は世界最高に準ずるレベル

（現世界記録は１０．０％）にある。  

本コンソーシアムで獲得された成果は、有機半導体材料技術、モルフォロジー制

御技術、大面積薄膜形成技術、モジュール化技術、評価技術などの新たな領域を開

拓することが期待できるものである。また、これらの成果は、有機薄膜系太陽電池

モジュールに限定することなく、次世代有機デバイス全般に応用され得る汎用性を

有し、特に、有機半導体デバイス、有機ＥＬディスプレイ、有機ＥＬ照明、システ

ムオンフィルムなどへの広範な展開も期待できる。  

本コンソーシアムへの投入予算（１０．４億円）により、上記の材料・プロセス

・デバイス技術を大きく進展させると共に、試作ラインやロール  to ロール検討体

制の前倒構築を実現し、プロトタイプ作製を可能にするなど、多大の成果を得た。 

変換効率の絶対値は未だ競合技術に务るが、その改良速度は他の技術を大きく凌

駕している。結晶シリコン太陽電池の 1/1000 以下の厚さの超薄膜を塗布あるいは

蒸着で形成する技術開発の成果は、低コスト、軽量、フレキシブル、低照度発電、

無害といった、他の技術では困難な優位性の実現を可能にするものと言える。  

 

(7)知的財産権等の取得 

これまでの特許出願状況を表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(11)に示した。  

 

 

 H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 13(0) 36(19) 3(1) 52 件 

論文（査読付き） 20 34 7 61 件 

研究発表・講演（うち国際会議） 95(40) 68(33) 2(1) 165 件 

新聞・雑誌等への掲載 0 11 1 12 件 

受賞実績 4 5 0 9 件 

展示会への出展 1 2 3 6 件 

 

出願件数は、外国・PCT 出願２０件を含め総件数は５２件に達しており、知的財産

権確保に向け積極的な活動を推進している。 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(11) 特許、論文、外部発表等の件数 
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これら特許出願の内、国内出願の内容を表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(12)に示した。 

 

 

委託先名 材料 セル モジュール 

住友化学 １０ ３ ０ 

出光興産 ３ ４ ０ 

東芝 ２ １ ３ 

京都大学 ５ １ ０ 

 

特許出願は委託先毎の事業戦略に沿って行われているが、二つの特徴が見てとれ

る。まず、材料およびセルに関する特許の出願件数が多くなっている点である。そ

の傾向は、材料開発に力点を置いている住友化学、出光興産および京都大学に顕著

である。二点目は、モジュール、システム開発も視野に入れている東芝では、モジ

ュールに関する特許の出願件数が多くなっている点である。  

このような各委託先の特許戦略がうまく連動し、材料からモジュールまでの広範

囲かつ網羅的な知的財産権網を構築することができている。  

 

(8)標準化の取組 

1)コンソーシアム内での活動 

各委託先での信頼性試験を統一的に進めること、および情報の共有化を図るため

に、コンソーシアム内に信頼性試験ＷＧを設置し活動に取り組んでいる。また、

耐久性向上を図るため、京都大学を中心に务化機構の解析を進めている。  

2)標準化に向けた活動 

①国内での標準化  

有機薄膜系太陽電池の信頼性試験の規格標準化に関しては、当該標準化を推進

予定の最先端研究支援プログラムと連携を図っている。  

②国際標準化  

国際標準化の動きとしては、ドイツからＩＥＣ /ＴＣ１１３（電気電子製品シス

テムに関するナノテクノロジー）に提案された”Nano-enabled Photovoltaic 

Devices”の信頼性試験に関する議論が開始され、各国にエキスパート選出の要

請があった段階である。ＮＥＤＯ主催により、今回の動きへの対応について協議

が行われ、本コンソーシアムの全事業者が参加した。現時点では流動的な状況で

あり情報収集に努めるという決定がなされた。  

 

(9)成果の普及 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(11)に示した通り、論文および研究発表等を合計すると、これま

でに２４４件の発表を行ってきた。また、各事業者内外の事業化母体に対し技術成

果を普及すると共に、有機薄膜系太陽電池に適した市場領域や製品化計画について

議論・共有化を進めてきた。  

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(12) 国内出願の状況 
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これまでの成果・活動に対し、９件の賞を受賞することができた。  

 

(10)最終目標の達成可能性 

①セル変換効率の向上 

高効率化には、高Ｖｏｃ化、高Ｊｓｃ化、高ＦＦ化及び素子特性の最適化が課題

である。 

これまでの検討で、Ｖｏｃは発電層用材料のＰ型材料やＮ型材料のエネルギーレ

ベルで制御できることがわかっており、高Ｖｏｃ化のためには低ＨＯＭＯのＰ型材

料、高ＬＵＭＯのＮ型材料の開発を行う。また、最適化のためのコンビケム・アプ

ローチを開発する。 

高Ｊｓｃ化のために、以下の開発に取り組んでいく。 

a. π共役系を拡張した長波長域まで光を吸収するｌｏｗ－ｂａｎｄｇａｐ化Ｐ

型材料の開発 

b. 光透過ロス低減のための光マネージメント（光閉じ込め構造等の検討） 

c. 再結合ロス低減のための不純物低減 

高ＦＦ化については、以下の開発に取り組んでいく。 

a. 直列抵抗低減のための素子界面のバンドマッチング 

b. 並列抵抗改善のための欠陥や不純物低減 

c. ナノ相分離構造の最適化 

d. 素子作成・評価環境の改善 

材料・構造最適化技術については、以下の開発に取り組んでいく。 

a. 多元セルを同一環境下で多数作成する手法開発。 

b. 多元セルを同一環境下で迅速に評価する手法開発 

c. 最適セルのナノ構造解析 

並行してタンデム型素子の開発を行い、材料の波長分割による効率的な光吸収、高起

電力化を実現するために発電層・中間層材料を検討、目標達成を目指す。  

これまで低分子型 p 材料に関しての高効率化はすべて蒸着法を前提にして説明してき

た。しかし低分子を用いた塗布法による成膜もカリフォルニア大学等において継続的に

検討されている。開示されているこれら塗布用の低分子はいずれも比較的分子量は大き

く、蒸着は困難と推定される。しかし高分子に比較し、再結晶法等精製が容易であり、

純度を向上させることが可能と考えられる。したがって低分子塗布は、低分子の特長を

残しつつ、成膜の面では高分子の良さを取り込んだ方法と言える。塗布法が低コストと

いうだけでなく、同一構造の高分子 p 材料は分子量が大きいほど結晶性が向上し、ナノ

相分離の構造が形成し易くなり、変換効率が向上するという報告がある。またナノ

構造を制御するというプロセス面では、蒸着法では適用が難しい第三成分の添加、

溶媒蒸気処理等、適用可能な手段が増える。また既に述べたようにヘテロタンデム

セルでは、波長を分離することがポイントであったが、蒸着用の低分子では対応が

難しかった長波長吸収を有する材料も、分子量の制約が緩くなった分、分子設計が

容易となると考えられる。 

以上の課題と方策を図式化した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(55)）。これらの課題を解決し、
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最終目標であるセル変換効率１２％以上を達成する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②モジュール変換効率の向上 

蒸着プロセスは、有機ＥＬディスプレイ等で既に工業化されているプロセスであり、

改めて開発を要する要素技術はない。高開口率が達成できるモジュール設計の最適化と

光マネージメントの適用を進めていく。蒸着法がモジュール変換効率の向上の面で優れ

ていることとして、以下のようなことが考えられる。塗布法がセルからモジュールへ集

積化されるに従い、その成膜法が大面積対応のものに変化するのに対し、蒸着は蒸着源

のサイズが変化するだけであるので、集積化に伴う変換効率の低下が抑えられるという

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(55) セル効率向上フロー 
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特長がある。また膜厚均一性がモジュール変換効率に影響を与えることは十分考えられ

るが、蒸着の膜厚均一性は 300mm□で±２％というレベルで達成されている。  

塗 布 プ ロ セ ス に お け る モ ジ ュ ー ル 変 換 効 率 １ ０ ％ 達 成 へ の 施 策 を 図 Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-1(56)に示した。現状では２０ｃｍ角モジュールで変換効率６．６％を得てい

る。またミニセル変換効率からモジュール変換効率を算出するシミュレーションツール

を立ち上げた。モジュール高効率化の基本施策として、a. 電極端面のリーク電流低減

による電流向上、b. メニスカス塗布装置の印刷精度、膜厚精度向上、インクジェット

装置による高精細塗布、部分膜厚制御による実効開口率の極大化、c. 光学＆電界計算で

、高効率材料の特性に合わせたモジュール基板、素子設計、d. 反射防止、光閉じ込め

等による光マネージメントを実施する。  

これらの施策により１ｃｍ角セルで変換効率１２％の材料／素子構造を用いて、３０

ｃｍ角モジュールを作製した場合、モジュール変換効率１０．２～１０．８％を得られ

目標を達成できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更に、中間評価以後は、フィルム基板を用いたフレキシブル・モジュール化技術の開

発も進める。フィルム基板上にサブモジュールを製作する上で、フィルムとガラスの特

性（耐熱性、光透過性、ガス透過性、平坦性等）に違いがあるものの、モジュール変換

効率に対する課題は共通しており、ガラス基板で適用した均一製膜、開口率極大設計の

知見を適用する。 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(56) モジュール効率１０％達成の為の開発フロー  

シミュレーションによるモジュール設計
→リーク電流低減／開口率極大化
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高精度塗布技術開発
→開口率・均一性向上

メニスカス塗布の精度向上

セル効率１２％ 面内ﾊﾞﾗﾂｷ＜10％ﾓｼﾞｭｰﾙ開口率≧92％ ﾓｼﾞｭｰﾙ効率１０％可能

20cm角モジュール写真
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また、従来の枚葉方式に加え、ロール to ロール方式によるモジュール連続製造技術

を開発する（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(57)）。特に連続製膜では、乾燥工程が枚葉処理と大きく

異なる為、乾燥温度プロファイルと膜性能（活性層のモルフォロジー等）の相関を明ら

かにする。また、高集積化の為に、基板伸縮、搬送蛇行、基板上での液伸縮等のパター

ン変動要素に対し、連続制御可能なアライメント技術と連続に適したデバイス構造の両

者から高集積モジュール化技術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(57)  ロール to ロールプロセス概要 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-1(58)  ロール to ロールスクリーン印刷ライン（H23 年度導入） 
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③耐久性の向上 

中間評価以降、高効率かつ長寿命の有機薄膜太陽電池の開発を達成するにあたり、特

に耐久性向上に向けた課題の明確化が必要であると考える。そこで、各環境試験・耐久

性試験における有機薄膜太陽電池での課題の抽出を行い、開発すべき技術項目を整理す

ることが重要である。 

まず、課題に関しては、現時点では以下の様に整理される。 

a. 光照射試験（△）； 

有機半導体材料の光酸化务化（特に、フラーレンの务化）  

b. 耐熱性試験（△）； 

有機半導体層の結晶性および相分離構造の変化 

c. 耐湿性試験（△）； 

封止の不完全性（水分透過）による有機半導体特性の务化 

d. 温度サイクル試験（○）； 

  b. と同様の課題、電極およびバッファ層との界面务化  

e. 温湿度サイクル試験（○）；  

  b. ～d. と同様の課題 

但し、有機薄膜太陽電池の务化に関しては未解明の部分が多く、更に、材料毎に結晶

性、相分離構造などの务化挙動が異なるため、基礎的な構造解析および务化解析を行う

必要がある。従って、基礎的な構造解析および务化解析に関しては、今後京都大学の評

価グループを中心に取り組む予定である。 

次に上記課題への対応策として、以下の技術項目の開発が必要であると考えられる。 

a. 封止技術 

有機ＥＬグレードの封止技術を用いているが、ガスバリア性を含めて有機薄膜太陽電

池に必要な性能指数は明らかになっていない。ガスバリア性との相関を明らかにし、

特に耐湿性試験に耐え得る封止技術の検討を行う必要がある。封止材料の見直し、封

止プロセスの再検討などを行い、実用化に耐え得る封止技術を開発する。 

b. 高耐久性デバイス構造 

酸素や水分をブロックする効果が期待される酸化チタン、酸化モリブデン等の金属酸

化物層をバッファ層として、有機薄膜太陽電池層を挟み込んだ、いわゆる「逆構造型

セル」の導入を行う。可能なら塗布可能な金属酸化物のゾルゲル法またはナノ粒子塗

布法などによりこれを形成する技術を構築する。更に、金属酸化物を代替する有機部

材および複合部材が開発されれば、その導入も行う予定である。 

c. 耐光性技術 

試験結果を踏まえて、当面はフィルターまたは紫外線吸収剤による紫外線カットが必

須であると考える。また、可視光領域での光务化に対しては、光务化が生じる吸収波

長の同定が必要であり、その务化要因が酸素などの外部因子による場合はその抑制が

重要となる（高耐久性デバイス構造と同様）。他方で、内部要因であるフラーレンお

よびポリマーの材料务化の場合、改めて耐光性フラーレンおよびポリマーの分子設計

などが必要となることも想定される。 

 



  

 

Ⅲ-2-(ホ)-A-1[50] 

 

d. 耐熱性技術 

耐熱性はポリマー材料のガラス転移点や、バルクヘテロ接合の様な混合状態での転移

温度など、材料依存性が大きいため、材料毎の設計指針が必要となる。基本的な方向

性としては、耐熱性試験温度である摂氏８５℃以上の熱アニーリング処理による最適

化は必須であると考える。従って、ガラス転移点などがそれ以上のポリマー材料、低

分子材料、フラーレンの開発が必要である。 
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(1) 各種有機薄膜太陽電池作品 

2．実用化・事業化見通し 

 

前節でも述べた通り、結晶シリコン太陽電池と比較して、有機薄膜太陽電池は多

くの特徴を有している。その中でも、用途、アプリケーションを検討するうえで重

要となる特徴を具体的に説明する。  

第一の特徴は、薄型、軽量であり、フレキシブル化に優れ、またカラフルである

ことからデザインの自由度が大きい点である。この特徴を活かして、多くの企業、

研究機関から、種々の試作品が発表されている（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(1)）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二に、室内光あるいは低照度下での変換効率に優れていることである。今回作

製したモジュールを使い、室内光および低照度下での発電効率を結晶シリコン太陽

電池、及びアモルファスシリコン太陽電池と比較検討した。 

変換 効率を太陽光（1 sun）及び LED 室内照明（1000lux、200lux）の下で測定し

た結果を図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(2)示す。結晶シリコン太陽電池の場合、室内光下（1000lux

）では太陽光下の 0.69 倍に低下するが、有機薄膜太陽電池の場合には 1.62 倍に上

昇し、ａ－Ｓｉ太陽電池をも凌駕する高効率（12.7%）が得られた。この結果は、

LED 照明の発光波長範囲と有機薄膜太陽電池の感光波長範囲が、結晶シリコン太陽

電池の場合に比べて似通っていることに起因しており、室内照明下では有機薄膜太

陽電池が他の太陽電池よりも有利であることを示している。また、同図から有機薄

膜太陽電池では低照度（200lux）においても効率の低下が小さいことがわかる。 

 今後、本コンソーシアムの最終目標であるセル効率１２％が実現されれば室内照

明下では１８％以上の高効率が得られると予想され、屋内設置型への応用が有力な

候補であることが実証された。 
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最後に、塗布プロセスでの製造が可能であり、真空プロセスを使わないため製造

設備への投資額が尐なくて済む。また、ロール to ロールプロセスが開発されれば、

更に低コスト化が進むと期待されている。今回、コスト低減がどこまで可能かを試

算した。  

有機薄膜太陽電池（ＯＰＶ）のモジュールの製造コストを、フィルム基板およびガラ

ス基板それぞれについて計算した。結晶シリコン太陽電池のモジュールの製造コストに

ついては「太陽電池・発電業界の変革シナリオ 2009」（日系 BP 社）を参照した。 

 前提条件としていずれの場合も 2015年および 2020年に工場を新設するとして製造コ

ストを計算した。生産規模約 300MW で、モジュールの変換効率は、結晶シリコン太陽電

池で約 20%、OPV で 2015 年と 2020 年にそれぞれ 10%、12%とし、減価償却は５年定率と

した。 

モジュールの製造コストの比較を表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(1)および表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(2)に示

す。2015 年の時点で有機薄膜太陽電池（ガラス基板）の製造コストは、すでに結晶シリ

コン太陽電池の６割程度までの低コストが可能である。2020 年になると有機薄膜太陽電

池（フィルム基板）は、量産効果による主要材料の価格低下および生産性の向上により

モジュールの製造コストは結晶シリコン系の半分以下まで下げることが可能である。 

したがって有機薄膜太陽電池のモジュールの製造コストは、将来量産化が進めば結晶

シリコン太陽電と比較して大幅に低減することが可能である。 

 

 

 

 

 

結晶Si OPV（フィルム） OPV（ガラス）
モジュール効率(%) 20 10 10
生産規模（MW/y) 286 300 200
モジュール 134 133 74

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(2)  室内照明下における変換効率 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(1)モジュールのコスト計算（卖位は円／Ｗ、2015 年新設での比較） 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(2)モジュールのコスト計算（卖位は円／Ｗ、2020 年新設での比較） 
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なお、産総研は「太陽光発電工学研究センター成果報告会 2012」において、有機薄膜

太陽電池のコスト予測を発表し、将来（2017 年）にはモジュールコスト２９円／Ｗも可

能であるとした（表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(3)）。一対のフレキシブルフィルム上に形成したセ

ルを貼り合わせるといった手法で低コスト化を実現しようとするもので、上記の試算を

凌ぐ低コスト化も可能であることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

有機薄膜太陽電池の用途として、透明で薄膜・軽量であることの特徴をいかして窓ガ

ラスと一体化した太陽電池を想定して推定市場を見積もった。 

前提条件として、板ガラスの世界市場は 2010 年で 5500 万トン、過去２０年の平均成

長率は 4.8%であることから（日本板硝子のＨＰより）、今後も同様の伸び率を維持する

と仮定して 2020 年までの市場を計算した。板ガラスのうち建材用途は、全体の 83%とし

（日本板硝子のＨＰより）、比重 2.5、厚みを 10mm と仮定して窓ガラスの面積を計算し

た。太陽電池の設置は单面（1/4）のみとし、2014 年頃から普及が始まり 2020 年までに

一定割合で成長し普及率が 10%になると仮定した。 

 上記の前提条件で計算した推定市場を、太陽電池の発電量で示したのが表Ⅲ

-2-(ﾎ)-A-2(4)である。2015 年の時点ですでに市場規模は 1GW と大きく、2020 年までに

普及が進めば 10GW に迫る規模にまで成長する。 

 したがって有機薄膜太陽電池の推定市場規模は、結晶シリコン太陽電池にはない特徴

をいかして普及が進めば、非常に大きなものになることが期待できる。 

 

 

 

 

 

結晶Si OPV（フィルム） OPV（ガラス）
効率 20 12 12
生産規模（MW/y) 308 300 300
モジュール 99 47 54

セル １ｍ２/１００Ｗ ６円/Ｗ

モジュール １．３ｍ２/１００Ｗ １０．５円/Ｗ
人件費 ３シフト ３円/Ｗ
償却費 ７年均等 ５．５円/Ｗ
その他 ４円/Ｗ

２９円/Ｗ　　　　　　コスト合計

材料費

光熱費・冶工具・補材・工場経費・他

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(4) 窓ガラスと一体化した有機薄膜太陽電池の推定市場 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(3) 産総研によるモジュールコスト試算 
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有機薄膜太陽電池の特徴である低コスト、軽量、フレキシブル、無害、低光量発

電性といった特徴を活かしたアプリケーションについて検討した。  

事業部や関連会社との協議、並びにＮＥＤＯ殿主催による有機太陽電池ワークシ

ョップへの参加などにより、住宅用屋内設置型（内壁、半透明窓、カーテン、ブラ

インド、遮光シートなど）、屋外・屋内用電子機器組込型（広告、標識、街灯、携

帯電子機器、電子タグ、センサなど）、住宅用建材一体型太陽電池（外壁等）など

が有望であるとの知見を得た（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(3)）。これらのうち、屋内用電子

機器組込型について当社の関連会社より具体的な提案があり、スペック等を調査し

有機薄膜太陽電池の基本的な適性を確認して、基礎実験の準備を開始した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、これらの用途への実用化には、表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(5)のように、まだ多くの

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
板ガラス市場（百万トン） 66 70 73 76 80 84 88
建材用（百万トン） 55 58 60 63 66 70 73
ガラス面積（百万㎡） 2654 2781 2915 3055 3201 3355 3516
南面ガラス面積（百万㎡） 663 695 729 764 800 839 879
設置率 0.9% 1.3% 2% 3% 4% 7% 10%
BIPVのOPV発電規模（MW） 582 916 1439 2263 3557 5591 8790

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(3) 有機薄膜太陽電池の特徴とアプリケーション検討 
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課題が残されている。用途に応じて、それぞれの課題に対する目標レベルが異なる

と考えられるが、目標レベルが必ずしも明確になっていない。今後、情報収集を継

続し、目標レベルを明確化し、目標をクリアするための検討を進めたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 多くの課題の中でも有機薄膜系太陽電池の特徴を生かすためにはフレキシブル

化が極めて重要であり、フレキシブル有機薄膜系太陽電池の実用化を見極める必要

がある。  

フレキシブル有機薄膜太陽電池特徴は、軽量、ロール  to ロールプロセスによる

高速生産で安価な点があげられる。一方、実用化に向けた課題は、 a. 製造プロセ

ス開発による低コスト化実証、b. 有機薄膜系太陽電池の特徴把握と用途開発が挙

げられる。  

a. については、既に導入済みであるロール  to ロール検討設備を使い、今年度よ

りプロセス開発と低コスト化ポテンシャルの実証を進める。独自のコスト試算

では、結晶シリコン太陽電池と比較して、固定費が一桁安価であり、特に小規

模生産の場合に有利と考えられる。  

b. については、住友化学が住友共同電力との共同で、有機薄膜系太陽電池パネル

の屋外曝露試験を始めており、シリコン系太陽電池に対する特徴把握を開始し

た。また、有機薄膜系太陽電池の用途として想定される  水平な屋根、垂直な

壁、窓などへ設置など、実用化を想定した評価を進めたい。  

 耐久性については、ガラス基板での有機薄膜太陽電池では、屋外でも比較的安定

な結果が得られつつあるが、フレキシブル基板については、基板に必要なバリアレ

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(5)  実用化への課題と解決方針 

課題
解決方針

屋外設置型 屋内設置型 電子機器組込型

高効率化
材料、タンデム、光マネ
ジメント開発で、セル効
率１２％へ。

室内光向け材料開発で
セル効率１８％を達成し
窓・壁等に設置。

室内光向け材料開発
で屋内セル効率１８％
実現。多様な製品化。

低コスト化
効率１０％の低コストモ
ジュール開発。
Ｒ２Ｒ製造技術開発。

室内セル効率１８％と
低コストモジュール開発
。Ｒ２Ｒ技術開発。

低コストの組込用小面
積セル開発。室内セ
ル効率１８％達成。

耐久性

向上

劣化要因解明。封止改
良。交換前提のビジネ
スモデル。

屋内用耐久性仕様の設
定。難燃性等の屋内ス
ペッククリア。

用途別耐久性仕様の
設定。温度特性等の
スペッククリア。

フレキシビリ
ティー

フレキと効率・コスト・耐
久性の優先順位を用途
別に判断。

フレキシビリティー必須
。効率・耐久性との両立
。交換前提の設計。

用途毎にフレキの必
要性判断。セル構造と
製造技術を最適化。

デザイン性
効率を優先し、形状・色
・透明性・交換容易性と
の両立を判断。

デザイン性重要。デザ
イナーとの議論で形状・
色・透明性を設定。

機器への組込位置と
形状が重要。デザイナ
と議論し仕様設定。

課題
解決方針

屋外設置型 屋内設置型 電子機器組込型

高効率化
材料、タンデム、光マネ
ジメント開発で、セル効
率１２％へ。

室内光向け材料開発で
セル効率１８％を達成し
窓・壁等に設置。

室内光向け材料開発
で屋内セル効率１８％
実現。多様な製品化。

低コスト化
効率１０％の低コストモ
ジュール開発。
Ｒ２Ｒ製造技術開発。

室内セル効率１８％と
低コストモジュール開発
。Ｒ２Ｒ技術開発。

低コストの組込用小面
積セル開発。室内セ
ル効率１８％達成。

耐久性

向上

劣化要因解明。封止改
良。交換前提のビジネ
スモデル。

屋内用耐久性仕様の設
定。難燃性等の屋内ス
ペッククリア。

用途別耐久性仕様の
設定。温度特性等の
スペッククリア。

フレキシビリ
ティー

フレキと効率・コスト・耐
久性の優先順位を用途
別に判断。

フレキシビリティー必須
。効率・耐久性との両立
。交換前提の設計。

用途毎にフレキの必
要性判断。セル構造と
製造技術を最適化。

デザイン性
効率を優先し、形状・色
・透明性・交換容易性と
の両立を判断。

デザイン性重要。デザ
イナーとの議論で形状・
色・透明性を設定。

機器への組込位置と
形状が重要。デザイナ
と議論し仕様設定。
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ベルの見極めを至急進める必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-2(4) フレキシブルとロール to ロールに関する課題と解決方針 
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3．波及効果 

(1)技術的・経済的・社会的波及効果 

a. 次世代太陽電池市場における我国の覇権奪還につながる成果と期待する。  

b. 技術的には、卖に有機薄膜太陽電池セル技術の開発に留まらず、周辺材料・周

辺部材・システムにおいても技術革新を誘発するとともに、安全で低コストの 

発電システムや充電の不要な電子機器の開発を促す。さらに、印刷による低コ 

スト製造技術の開発は、他の電子デバイスの製造技術にも変革をもたらし、シ

ステムオンフィルムといった究極の高機能・低コストデバイスの実現を可能に

する。  

c. 経済的には、グリッドパリティーを実現し再生可能エネルギーによる我が国の

経済発展を促すとともに、化石燃料に依存しない安定な経済構造をもたらす。  

d. 社会的には、新規市場の創出によって雇用を回復すると共に、放射能等の危険 

性から国民を解放し、新たな活力ある社会を生み出す。  

(2)当該分野の研究開発や人材育成の促進 

近年の有機薄膜太陽電池開発の進展は、当該分野における研究者人口の爆発的増

加を招来し、広く有機デバイス全般の研究開発や人材育成にも多大の効果をもたら

しつつある。有機薄膜太陽電池開発の成功は、有機半導体技術の本格的な実用化を

促すのみならず、技術的には有機薄膜太陽電池に先行してきた有機ＥＬディスプレ

イや有機ＥＬ照明などの進展にも寄与することは疑いない。  

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-3(1) 波及効果 
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4．今後の展開 

これまでの調査より、室内用エネルギーハーベスティング技術（屋内設置型ＥＩ

ＰＶ）への展開を第１フェーズ、限界集落用独立電源（オフグリッド中小発電シス

テム）や建材一体型（垂直な外壁、北側斜面、内壁）といった中小規模発電システ

ムへの展開を第２フェーズ、住宅の屋根置きやメガソーラ（オングリッド発電シス

テム）への展開を第３フェーズとする事業化計画を作成した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-4(1)）

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当面は高効率化を最重要課題としてガラス基板、タンデム及び塗布型の構

成に重点特化して開発を進め、数年後にフレキシブルプラ基板による低価格化に移

行する方針で開発を急ぐ予定である。 

アプリケーション開発に加え、有機薄膜太陽電池の特性を考慮したビジネスモデルの

検討も行った。特に有機薄膜太陽電池の寿命特性を考慮すると、イニシャルコストは極

力低く抑えて（出来ればゼロ）市場を立ち上げ、パネルの定期交換を含むメンテナンス

やソリューションビジネスで適正な利潤を回収するモデルが適していると思われる。こ

の場合パネルの低コスト化が必須となるが、このようなビジネスモデルと組み合わせる

ことによって他国に対して差別化を図り、ＰＶ市場における我が国の覇権を奪還するこ

とを目指す。 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-4(1) 事業化時期を盛り込んだコンソーシアムとしての開発計画 
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本コンソーシアムでは、各委託先が連携して技術開発を進めている。今後事業化ステ

ージにおいても、各委託先が持つ強みを最大限に活かしながら連携を深め、新市場創出

を目指していく（図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-4(2)）。 

 

 
図Ⅲ-2-(ﾎ)-A-4(2)  コンソーシアム内での事業における連携 
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5．特許論文リスト 

(1)特許 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(1) 住友化学 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 住友化学 
特願

2010-230291 
国内 

平成 22 年 

10月 13日 
出願 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

2 住友化学 
特願

2010-245934 
国内 

平成 22 年 

11 月 2 日 
出願 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

3 住友化学 
特願

2010-263266 
国内 

平成 22 年 

11月 26日 
出願 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

4 住友化学 
特願

2011-005739 
国内 

平成 23 年 

1 月 14 日 
出願 

有機光電変換素子 
上谷保則 

5 住友化学 
特願

2011-071898 
国内 

平成 23 年 

3 月 29 日 
出願 

有機光電変換素子およ

びその製造方 
上谷保則 

6 住友化学 
特願

2011-097977 
国内 

平成 23 年 

4 月 26 日 
出願 

マルチ接合構造光電変

換素子およびその製造

方法 

上谷保則 

7 住友化学 
特願

2011-214046 
国内 

平成 23 年 

9 月 29 日 
出願 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

8 
住友化学 

京都大学 

特願

2011-216631 
国内 

平成 23 年 

9 月 30 日 
出願 

有機光電変換素子 梅山有和 

今堀博 

三宅邦仁 

9 住友化学 
PCT/JP2011/ 

073278 
PCT 

平成 23 年 

10 月 4 日 
公開 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

10 住友化学 
100136430 

台湾 
外国 

平成 23 年 

10 月 7 日 
公開 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

11 住友化学 
特願 

2011-229440 
国内 

平成 23 年 

10月 19日 
出願 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

12 住友化学 
PCT/JP2011/ 

074888 
PCT 

平成 23 年 

10月 21日 
公開 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

上谷保則 

吉村研 
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素子 

13 住友化学 
特願

2011-238429 
国内 

平成 23 年 

10月 31日 
出願 

高分子化合物及びそれ

を用いた光電変換素子 

上谷保則 

吉村研 

14 
住友化学 

鳥取大学 

特願

2011-238300 
国内 

平成 23 年 

10月 31日 
出願 

フラーレン誘導体 伊藤敏幸 

上谷保則 

15 住友化学 
PCT/JP2011/ 

075884 
PCT 

平成 23 年 

11 月 2 日 
公開 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

16 住友化学 
100143080 

台湾 
外国 

平成 23 年 

11月 24日 
公開 

高分子化合物及びそれ

を用いた有機光電変換

素子 

上谷保則 

吉村研 

17 住友化学 
PCT/JP2012/ 

050533 
PCT 

平成 24 年 

1 月 5 日 
出願 

有機光電変換素子 
上谷保則 

18 住友化学 
101100757 

台湾 
外国 

平成 24 年 

1 月 9 日 
出願 

有機光電変換素子 
上谷保則 

19 住友化学 
PCT/JP2012/ 

056047 
PCT 

平成 24 年 

3 月 2 日 
出願 

有機光電変換素子およ

びその製造方法 
上谷保則 

20 住友化学 
101107426 

台湾 
外国 

平成 24 年 

3 月 6 日 
出願 

有機光電変換素子およ

びその製造方法 
上谷保則 

21 住友化学 
PCT/JP2012/ 

061003 
PCT 

平成 24 年 

4 月 18 日 
出願 

マルチ接合構造光電変

換素子およびその製造

方法 

上谷保則 

22 住友化学 
特願 

2012-126748 
国内 

平成 24 年 

6 月 4 日 
出願 

組成物及びそれを用い

た電子素子 

池滝何以 

吉村研 

23 
住友化学 

京都大学 

特願 

2012-126978 
国内 

平成 24 年 

6 月 4 日 
出願 

光電変換素子 今堀博 

三宅邦仁 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(2)出光興産 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 出光興産 
特願

2011-197703 
国内 

平成 23 年 

9 月 9 日 
出願 

有機薄膜太陽電池材料 安川圭一 

池田秀嗣 

前田竜志 

2 出光興産 
特願

2012-001311 
国内 

平成 24 年 

1 月 6 日 
出願 

有機光電変換素子及び

有機薄膜太陽電池モジ

ュール 

前田竜志 

東海林弘 

安川圭一 

3 出光興産 
特願

2012-029340 
国内 

平成 24 年 

2 月 14 日 
出願 

光電変換素子、及びそ

の製造方法 

町田佳美 

東海林弘 
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4 出光興産 
特願

2012-029522 
国内 

平成 24 年 

2 月 14 日 
出願 

有機薄膜太陽電池素子

用材料、及びそれを用

いた有機薄膜太陽電池 

奥田文雄 

柴田充 

町田佳美 

前田竜志 

5 出光興産 
特願

2012-030357 
国内 

平成 24 年 

2 月 15 日 
出願 

有機薄膜太陽電池材料

及びそれを用いた有機

薄膜太陽電池 

安川圭一 

奥田文雄 

町田佳美 

6 出光興産 
特願

2012-046511 
国内 

平成 24 年 

3 月 2 日 
出願 

有機薄膜太陽電池 前田竜志 

東海林弘 

7 出光興産 
PCT/JP2012/ 

002175 
PCT 

平成 24 年 

3 月 29 日 
出願 

有機薄膜太陽電池及び

有機薄膜太陽電池モジ

ュール 

前田竜志 

東海林弘 

8 出光興産 
101111574 

台湾 
外国 

平成 24 年 

3 月 30 日 
出願 

有機薄膜太陽電池及び

有機薄膜太陽電池モジ

ュール 

前田竜志 

東海林弘 

9 出光興産 
特願

2012-121141 
国内 

平成 24 年 

5 月 25 日 
出願 

有機薄膜太陽電池及び

有機薄膜太陽電池モジ

ュール 

前 田 竜 志

安 川 圭 一

池田秀嗣 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(3)東芝 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 東芝 
特願

2011-057039 
国内 

平成 23 年 

3 月 15 日 
出願 

有機薄膜太陽電池モジ

ュール及びサブモジュ

ール 

高山暁 

中尾英之 

小野昭彦 

稲葉道彦 

2 東芝 
特願

2011-059905 
国内 

平成 23 年    

3 月 17 日 
出願 

太陽電池モジュール 大岡青日 

斉藤三長 

細矢雅弘 

岩永寛規 

稲葉道彦 

3 東芝 
特願

2011-073426 
国内 

平成 23 年     

3 月 29 日 
出願 

ポリマーおよびそれを

用いた太陽電池、太陽光

発電システム 

岩永寛規 

相賀史彦 

細矢雅弘 

斉藤三長 

大岡青日 

小野昭彦 

4 東芝 
特願

P2011-206437 
国内 

平成 23 年 

9 月 2 日 
出願 

薄膜太陽電池モジュー

ル 

高山暁 

大岡青日 
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中尾英之 

新井由紀 

稲葉道彦 

5 東芝 
特願

P2011-206541 
国内 

平成 23 年    

9 月 2 日 
出願 

有機薄膜太陽電池 石橋妙子 

小野昭彦 

斉藤三長 

細矢雅弘 

稲葉道彦 

6 東芝 
201210066992.9

中国 
外国 

平成 24 年     

3 月 14 日 
出願 

有機薄膜太陽電池モジ

ュール及びサブモジュ

ール 

高山暁 

中尾英之 

小野昭彦 

稲葉道彦 

7 東芝 
13/419,473 

アメリカ合衆国 
外国 

平成 24 年     

3 月 14 日 
出願 

有機薄膜太陽電池モジ

ュール及びサブモジュ

ール 

高山暁 

中尾英之 

小野昭彦 

稲葉道彦 

8 東芝 
201210071371.X

中国 
外国 

平成 24 年     

3 月 16 日 
出願 

太陽電池モジュール 大岡青日 

斉藤三長 

細矢雅弘 

岩永寛規 

稲葉道彦 

9 東芝 
13/422,127 

アメリカ合衆国 
外国 

平成 24 年     

3 月 16 日 
出願 

太陽電池モジュール 大岡青日 

斉藤三長 

細矢雅弘 

岩永寛規 

稲葉道彦 

10 東芝 
13/429,653 

アメリカ合衆国 
外国 

平成 24 年     

3 月 26 日 
出願 

ポリマーおよびそれを

用いた太陽電池、太陽光

発電システム 

岩永寛規 

小野昭彦 

相賀史彦 

11 東芝 
特願

2012-074491 
国内 

平成 24 年     

3 月 28 日 
出願 

ポリマーおよびそれを

用いた太陽電池、太陽光

発電システム 

岩永寛規 

小野昭彦 

相賀史彦 
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表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(4)京都大学 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 

永岡昭二 

熊本大学 

京都大学 

西日本長

瀬産業 

特願

2010-204842 
国内 

平成 22 年 

9 月 13 日 
出願 

研磨剤およびその製

造方法、ならびに研磨

液 

永岡昭二 

城崎智洋 

堀川真希 

永田正典 

伊原博隆 

高藤誠 

佐川尚 

吉川暹 

佐藤賢 

田上梨紗 

2 
京都大学 

増田喜男 

特願

2010-246866 
国内 

平成 22 年 

11 月 2 日 
出願 

太陽電池および太陽

電池の製造方法 

吉川暹 

佐川尚 

藤田静雄 

李在衡 

池之上卓己 

増田喜男 

3 

大阪市立

工業研究

所 

京都大学 

JX 日鉱日

石エネル

ギー 

特願

2011-008117 
国内 

平成 23 年 

1 月 18 日 
出願 

フラーレン誘導体お

よびそれを用いた光

電変換素子 

大野敏信 

高尾優子 

森脇和之 

松元深 

伊藤貴敏 

岩井利之 

吉川暹 

佐川尚 

中村勉 

内田聡一 

池田哲 

4 京都大学 
特願

2011-046888 
国内 

平成 23 年 

3 月 3 日 
出願 

新規化合物，電荷輸送

材料および有機デバ

イス 

若宮淳志 

西村秀隆 

村田靖次郎 

福島達也 

梶弘典 
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5 
京都大学 

東京大学 

特願

2011-053597 
国内 

平成 23 年 

3 月 10 日 
出願 

有機色素材料および

それを用いた色素増

感型太陽電池 

若宮淳志 

谷口拓弘 

ジョアン・

ティング・

ディ 

瀬川浩司 

6 
住友化学 

京都大学 

特願

2011-216631 
国内 

平成 23 年 

9 月 30 日 
出願 

光電変換素子 梅山有和 

今堀博 

三宅邦仁 

7 
京セラ 

京都大学 

06756852.7 

欧州 

 

特許番号

1900859 

外国 
平成 23 年 

8 月 10 日 
出願 

Composite Comprising 

Array of 

Needle-like Crystal, 

Method for 

Producing the Same, 

Photovoltaic Conversio

n Element, 

Light Emitting Element

, and Capacitor 

Yoshikawa, 

Susumu; 

Aranami, 

Junji 

8 
京セラ 

京都大学 

200680018681.8

中国 
外国 平成 23 年 出願 

Composite Comprising 

Array of 

Needle-like Crystal, 

Method for 

Producing the Same, 

Photovoltaic Conversio

n Element, 

Light Emitting Element

, and Capacitor 

Yoshikawa, 

Susumu; 

Aranami, 

Junji 

9 

大阪市立

工業研究

所 

京都大学 

JX 日鉱日

石エネル

ギー 

PCT/ 

JP2012/050800 

米国 

PCT 平成 23 年 出願 

フラーレン誘導体及

びそれを用いた光電

変換素子 

大野敏信 

高尾優子 

森脇和之 

松元深 

伊藤貴敏 

岩井利之 

吉川暹 

佐川尚 

中村勉 

内田聡一 

池田哲 

≪特許査定日：2011 年 2 月、出願国：US、出願番号：11/991,365、発明の名称：有
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機薄膜光電変換素子及びその製造方法、発明者：吉川暹、上原赫、早川明伸、基礎

出願：特願 2005-258527, 2006-066674≫ 

 

(2)論文・受賞 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(5)住友化学 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 

査

読 
発表年 

1 

K.Yoshimura, 

K. Matsumoto, 

Y. Uetani, 

S. Sakumichi, 

S. Hayase, 

M. Kawatsura, 

T. Itoh 

住友化学 

Thiophene-Substituted Fuller

opyrrolidine Derivatives as 

Acceptor Molecule in 

a ThinFilm Organic Solar Ce

ll 

Tetrahedron ,Vol.68

, in press. 

(査読付原著論文) 

DOI: 

10.1016/j.tet.2012.0

2.080 

○ H24 年 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(6)東芝 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 

査

読 
発表年 

1 

斉藤三長 

大岡青日 

細矢雅弘 

東芝 

低コストと高性能を実現

する有機薄膜太陽電池技

術 

東芝レビュー2012   

VOL.67 No.1、

P30-P33 

 H24 年 

 

○受賞 

・平成 22 年 7 月 2 日 国際学会 Renewable Energy 2010 Best Paper Award 受賞 

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-A-5(7)京都大学（総数６０報、主要な論文のみ掲載） 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 

査

読 
発表年 

1 

I. Osaka, 

M. Shimawaki, 

H. Mori, 

I. Doi, 

E. Miyazaki, 

T. Koganezawa,

K. Takimiya 

 

京都大学 

Synthesis, Characterization

, and Transistor 

and Solar Cell Applications

of A Naphthobisthiadiazole 

-Based Semiconducting 

Polymer 

J. Am .Chem. Soc., 

134, 3498–3507 

(2012) 

○ H24 年 

2 
T. Umeyama, 

K. Hirose, 
京都大学 

Thermal Conversion of 

Precursor 

J. Phys. Chem. C, 

116, 1256-1264 
○ H24 年 
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K. Noda, 

K. Matsushige, 

T. Shishido, 

Y. Matano, 

N. Ono, 

H. Imahori 

Polymer to Low Bandgap C

onjugated 

Polymer Containing Isothia

naphthene Dimer Subunits 

(2012). 

3 

T. Umeyama, 

M. Oodoi, 

N.V.Tkachencko, 

H. Lemmetyinen,  

H. Imahori, et.al. 

京都大学 

Synthesis and Photovoltaic 

Properties of Thiophene– I

mide-Fused Thiophene Alte

rnating Copolymers with D

ifferent Alkyl Side Chains 

J. Mater. Chem., 

21, 12454-12461 

(2011). ○ H23 年 

4 

M. Murata, 

Y.Morinaka, 

Y. Murata, 

O. Yoshikawa, 

T. Sagawa,  

S. Yoshikawa 

京都大学 

Modification of 

σ-Framework of 

[60]Fullerene for Bulk-Het

erojunction Solar Cells.  

Chem. Commun., 

47, 7335-7337 

(2011). 
○ H23 年 

5 

P. Ruankham, 

L. Macaraig, 

T. Sagawa,  

H. Nakazumi, 

S. Yoshikawa 

京都大学 

Surface Modification of 

ZnO Nanorods with Small 

Organic Molecular Dyes 

for Polymer–Inorganic 

Hybrid Solar Cells 

The Journal of 

Physical Chemistry

 C, Vol. 115 

(48), pp. 

23809-23816, 2011 

○ H23 年 

6 

T. Fukushima, 

H. Kimura, 

Y. Shimahara, 

H. Kaji 

京都大学 

Solid-state NMR of phase 

separation behavior of  

regioregular P3HT :PCBM 

in bulk heterojunction 

organicSC  

APPLIED 

PHYSICS 

LETTERS 99, 

223301/1-3 (2011) 

○ H23 年 

7 

Y.T. Tsai, 

K. Goto, 

T. Sagawa, 

S. Yoshikawa 

et.al. 

京都大学 

Charge Transporting Prope

rties and 

Output Characteristics in 

Polythiophene:Fullerene D

erivative Solar Cells  

Japanese Journal 

of Applied Physics , 

Vol. 50, 

01BC13/1-4, 2011 

○ H23 年 

○受賞 

・2010 年 8 月 8 日 

森中裕太 「第 42 回構造有機化学若手の会 優秀ポスター賞」 

・2010 年 9 月 6 日 

森中裕太「第 39 回フラーレン・ナノチューブ総合シンポジウム 若手奨励賞」 

・2010 年 9 月 14 日 

Pipat Ruankham「Group Poster  Prize of Electrochem 2010:  
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3rd GCOE International Symposium, Suwon, Korea  

Surface Modification of ZnO Nanoros with Organic Dye Molecules for 

Polymer/Inorganic Hybrid Solar Cells  

・平成２３年度９月２２日 

村田靖次郎  基礎有機化学 第 7 回野副記念奨励賞 

「フラーレンの構造変換に関する研究」 

・22 November 2011 

Jae-hyeong Lee, Poster Paper Award, First Prize,  

Taiwan Association for Coatings and Thin Films Technology (TACT2011)  

International Thin Films Conference, Kent ing, Taiwan 

Optimization of Bulk Heterojunction for Highly Efficient Spray Coated 

Polymer Solar Cells 

・30 January 2012 

Jae-hyeong Lee, Poster Award 

2011 Annual Meeting of GCOE, Kihada Hall, Uji, Kyoto, Japan  

Thickness dependence of photovoltaic performance  of additionally spray coated 

solar cells 

・01 February 2012 

Pipat Ruankham, Presentation Award 

Ajou-KIT-Kyoto University Joint International Symposium, Kihada Hall, Uji,  

Kyoto, Japan 

Materials Design and Evaluation of Device Structures for Photovoltaic Sys tems:  

Polymer based Organic Photovoltaic Cells and Metaloxide based 

Photocatalysts for Hydrogen Generation  
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B 蓄電機能付有機薄膜太陽電池の研究開発 

1．成果詳細  

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(1) 研究開発項目ごとの成果・達成度 

中間目標 

 

研究開発成果 

 

達成度＊１ 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

A．変換効率向上 

可視光下での変換効率

20％（出力：12μW/cm2

の実現 

（パナソニック・早稲田

大学） 

・変換効率 10.5%（6.1μW/cm2）

実現 

・20%達成要件を平滑電極にて実

証（Voc=950mV,Jsc=0.2μA/cm2） 

△ 

H24 年 12

月達成予

定 

・色素光学損失排除 

・電解液組成、高分子

ﾒﾃﾞｨｴｰﾀ構造制御 

 

B. 耐久性向上 

JIS C8938 試験での相対

効率低下 10％以内の実

現 

（パナソニック） 

・高 Voc 相対効率低下 10%以内

実現 

・電解液保持率＊３95%の実現 

△ 

H24 年 12

月達成予

定 

・電解液組成、色素固

定官能基改良 

 

 

C.低コスト化 

・塗布工法での 80%T,10

Ω/□基板の作製技術開

発（パナソニック） 

・空隙率 80%以上の多孔

質集電電極の作製技術

開発 

（パナソニック） 

 

・40％T,10Ω/□を実現 

 

 

 

・89%空隙率実現。孔径分布と素

子特性との相関把握。 

△ 

H24 年 12

月達成予

定 

 

◎ 

・SiO2配列技術確立 

 

 

 

 

（変換効率実証に活

用） 

D. 蓄電機能付与 

・1.26mWh の蓄電機能実

現のための材料技術開

発 

（早稲田大学） 

・ラジカルポリマーにて 1.32ｍ

Wh 実現 

・急速放電（100mA）に優れた特

性実証 

◎ 

（デモ品駆動による

有効性実証） 

＊１ 達成度 

◎：数値目標クリアに加えて想定以上の付加価値を実証、○：数値目標クリア、△：数値目標未達 
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A.変換効率向上 

 変換効率向上方策として、１）平滑電極における電荷分離界面の構築（分子構造検討）、

２）多孔質電極による Jsc 増大（素子構造検討）、に切り分け、活動を推進してきた。個別

目標を下記に示す。 

 

１）平滑電極における電荷分離界面の構築（目標 Voc950:mV、Jsc:0.2μA/cm2） 

 ・電荷分離分子設計による Jsc 向上（目標 Jsc 0.2μA/cm2） 

 ・漏れ反応抑制による Voc 向上（目標 Voc 950mV） 

２）多孔質電極による Jsc の増大（目標 Jsc:18μA/cm2） 

 ・メディエータを内部まで浸透 

 ・光学損失要因となる色素の排除 

 

H24年 6月時点で、可視光下 Voc570mV、Jsc16.2μA/cm2、変換効率 10.5%（出力 6.1μW/cm2）

を達成した。それぞれの検討内容について以下に詳細を述べる。なお残課題として、「光学

損失要因となる色素の排除」があり、H24 年度末に変換効率 20%（12μW/cm2）を達成する

見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(2) 素子特性の俯瞰図 
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１）平滑電極による電荷分離界面の構築（Voc 950mV、Jsc 0.2μA/cm2） 

・電荷分離分子設計による Jsc 向上（Jsc 0.2μA/cm2） 

 電解分離における化学構造として、インドリン系色素と有機ラジカル分子であるビオロ

ゲンに着目し、２分子を化学結合で連結させることにより、平滑電極における Jsc 向上に

関する検討を行った。（図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(4)参照） 

 

 

 

色素として広く可視光を吸収することができる D131、有機ラジカル分子としてビオロゲ

ンを用いた連結分子を新規に合成した。合成した分子の過渡吸収測定を行ったところ、色

素が励起する 400nm のパルス光照射に対し、ｎ型分子が電子を受け取った状態（ビオロゲ

ンカチオンラジカル 600nm 付近）のピークが観測され、色素-ｎ型分子間での光による電荷

分離を確認した。またこの連結分子を用いた素子においては、正方向に 0.03μA/cm2 の電

流値が観測され、連結分子の光電荷分離機能の発現を実証した。また、色素として D131

に代わり、長波長側に吸収端を持つ D205 を導入することにより、0.07μA/cm2の電流値が

１）平滑電極における電荷分離界面の構築 

 （Voc950mV、Jsc0.2μA/cm2） 

２）多孔質電極によるJscの増大 

 （18μA/cm2） 

反応界面の増大 

(100倍) 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(3) 変換効率向上方策の概念図 

ｎ型分子
色素分子

平滑集電極

色素分子ｎ型分子 ﾒﾃﾞｨｴｰﾀ

 

集電極

ｎ型分子

色素分子

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(4) 色素-ｎ型分子-透明導電膜分子設計概念図 
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観測され、光吸収量の増大による電流向上を確認した。 

 加えて、さらなる電荷分離効率の向上方策として連結分子内のｎ型分子/色素分子の個数

比に関する種々の検討を行ったところ、0.30μA/cm2のフラット集電極における高い電流値

が得られた。これは、従来の TiO2を用いた同様の実験結果である 0.20μA/cm2と比較して

高い数値であり、色素－ｎ型分子連結構造の有効性を実証した（図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(5)参照）。 

 

 

 

・漏れ反応抑制による Voc 向上（Voc 950mV） 

 光電変換素子の Voc は、ｎ型／ｐ型の酸化還元電位差から、電極とメディエータとの漏

れ反応による電圧損失を差し引いた値に起因する。そのため、漏れ反応量の抑制は Voc 向

上に大きく寄与することが期待できる。漏れ反応抑制の方策として、メディエータを高分

子化することによって電極との反応量を低減できることを新たに見出し、平滑界面におけ

る電圧向上の検討を行った。（概念図：図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(6)参照） 

 

 

 

 メ デ ィ エ ー タ (2,2,6,6-tetramethylpiperidine 1-oxyl) を 高 分 子 化 し 、 図 Ⅲ

-2-(ﾎ)-B-1(7)に示す化合物群を新規に合成した。それら高分子メディエータの電極との反

0.20 μA/cm2 

0.30 μA/cm2 

0.07 μA/cm2 

TiO2-色素 

ZnO-n型分子-色素 

色素 ｎ型分子 

結合 

TiO2 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(5) 電荷分離界面状態と平滑電極での電流値のまとめ 

ZnO 

ZnO 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(6) メディエータ高分子化による電極との反応抑制 

メディエータ
カチオン

メディエータ
サイズの増大

電極との反応を抑制

集電極

色素n型分子

高分子
メディエータ

電極と反応

メディエータ
分子量の増大
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応量を電気化学測定により評価したところ、低分子体と比較して反応量は１／３以下とな

り、分子サイズが大きくなることによる電極との反応量抑制を確認した。また、これら高

分子メディエータを用いた素子の Voc を測定したところ、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(7)のような結果

となった。低分子量体では Vocが 650

ｍV 程度に留まるのに対し、分子量

Ｍｎが大きくなると Voc が目標値の

950ｍＶを超える値を得た。 

 

２）多孔質電極による Jsc の増大 

 フラットな界面における電荷分離

構造を多孔質な電極に展開すること

により、光電変換の場が増大するこ

とで、電流の向上が期待できる。多

孔質集電極においては、その高い光

電変換場を有効に活用するために電

解液中に存在する・メディエータを内部まで浸透する必要があるとともに、メディエータ

により再生されない・光学損失要因となる色素の排除を行う必要がある。（図Ⅲ

-2-(ﾎ)-B-1(8) 参照）このうち、メディエータを内部まで浸透する電極における検証を行

った。 

 

 

 

・メディエータを内部まで浸透 

 １）の結果より、Voc=950mV 達成には、高分子メディエータ活用が重要な鍵である。一

方、多孔質電極の有効活用にはメディエータを多孔質内部へ浸透させる必要があり、分子

サイズの大きな高分子メディエータ活用には、大きな細孔をもつ電極の導入が求められる

ことが推測される。実験においても、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(9)に示すように、小さな細孔をもつ

多孔質電極ではメディエータ分子量が大きくなるに従い電流が低下するのに対し、大きな

細孔をもつ多孔質電極では、メディエータ分子量が大きくなっても電流値は一定であり、

高分子メディエータが浸透する電極構造であることが示唆された（電極構造の詳細につい

ては C.多孔質集電極において記述する）。 

 これらのメディエータの浸透する電極を用い、電解液の最適化等を検討することにより、

 ﾒﾃﾞｨｴｰﾀ

色素-ビオロゲン連結分子

多孔質電極内に浸透丌可 多孔質電極内に浸透可

ﾒﾃﾞｨｴｰﾀ

空隙率の低い多孔質電極 空隙率の高い多孔質電極
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(8) 多孔質集電極内の電荷分離界面の概念図 
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Jsc=16.2μA/cm2、変換効率 10.5％を達成した。 

 

 

B．耐久性 

 本素子の耐久性においては、構成材料に電解液を含むことから、電解液漏れによる素子

劣化が危惧される。そこで、高い電解液保持率を有する封止構造の実現と、前記封止構造

を用いた素子での Voc 維持率の検討を行った。 

 

高い電解液保持率実現のため、

封着樹脂に着目した。新たにアク

リレート系ＵＶ硬化樹脂を導入し、

基材同士の接着性を向上させるこ

とにより、電解液保持率では 85℃

500hr にて 95％を実現した（図Ⅲ

-2-(ﾎ)-B-1(10)参照）。 

また、前記封止構造を用い、さ

らに電解液構成成分に着目し種々

の検討を行うことにより、Ｖoc 維

持率は 85℃100ｈ経過後も相対効

率低下 10％以内を維持した（8 月 500ｈ

相対効率低下 10％以内を達成予定）。 

 

 

C.低コスト 

・透明導電膜基板の開発 

 ナノ粒子の自己配列技術を応用し、シリカナノ粒子を塗布により基板上に分散配置する。

金属薄膜を製膜後、最終的にシリカナノ粒子を除去することで「パンチングナノメタル」
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を形成し、導電と光透過の両立を図った（図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(11)）。 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(11) パンチングメタルの模式図 

 

製膜条件検討によりガラス基板にシリカナノ粒子を単層で高密度に配置できた。密度向

上により低抵抗状態を保ちつつ 40％まで透過率が向上したが、それ以上で変曲し抵抗が大

幅上昇し透過率も向上しない状況が確認された(図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(12))。これはシリカ除去

時にシリカナノ粒子間の金属が剥離し、導電に寄与しない孤立金属部の形成による導電と

透過性の損失が原因であった。現在、孤立金属部をなくすための粒子間静電反発を制御し

シリカナノ粒子高密度配置時の間隔制御を検討しており、単分散状態で密度を向上してい

る。 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(12) パンチングメタル構造の特性と表面状態 

 

・多孔質集電極の開発 

電解液中のメディエータを多孔質電極内に浸透しやすくするため多孔質体の空隙率の

向上を検討し以下の結果を得た。 

電極を構成するナノ粒子と鋳型となるサブミクロンの粒径のポリマー粒子を複合化し

つつ、高空隙でありながら厚膜形成時のクラックを抑制した製膜技術を開発することでミ

クロンサイズの厚みの多孔質電極を作製できた。以上の検討により目標値を上回る 89％の

空隙率を到達できた(図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(13))。 
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(13) 多孔質電極の高空隙化と膜の SEM 像 

 

今後はメディエータが浸透しにくく色素のみが入り込む細孔が素子の光学損失を生ん

でいる課題を解決するため、主に電極を構成するナノ粒子の形状や分散粒径を調整するこ

とで小さな細孔を低減した多孔質電極を早期に作製し、Jsc（18μA/cm2）向上を実現する。 

 

 

D.蓄電機能付与 

 蓄電機能を発現する材料として発電材料と同材料であるｎ型／ｐ型材料を選択した蓄電

発電一体型素子を作製し、蓄電かつ発電の機能を実証した。また蓄電性能においては、目

標値を超える 1.32ｍＷｈを達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ -2-( ﾎ )-B-1(14) (左 )に示すような構成で、ｐ型材料として TEMPO ポリマー

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(14) 蓄電一体型素子の概念図（左）と光充電挙動（右） 
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(2,2,6,6-tetramethylpiperidine 1-oxyl polymer)を用い、蓄電発電一体型素子の試作を

行った。ｐ型材料／ｎ型材料を導入することにより、光発電極により発電した電荷を蓄電

することが可能であり、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(14)（右）に示すように光照射によって蓄電され

ることを確認し、蓄電発電一体型素子の駆動を実証した。 

また上記材料を用いた蓄電素子性能については、ｎ型材料／ｐ型材料の酸化還元電位差

に相当する電圧を発現し、その容量は膜厚 50uｍ・10cm2において、1.32mWｈであった。 

さらに充放電特性評価では、高速放電（100C、126mA）においても放電容量／充電容量

は 70％以上を保持し高いレート特性を発現した。この高いレート特性は、図Ⅲ

-2-(ﾎ)-B-1(15)に示すような、大電流を短時間放電することを求められるセンサ駆動用電

源として適合性が高く、本素子がセンサ用の電源として有用であることが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-1(15) センサ駆動に必要な電流―時間特性の一例 
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2．実用化・事業化見通し 

 

本節では、実用化の見通しを「A.事業化までのシナリオ」、「B.成果の実用化可能性」の

二つの観点から説明する。「A.事業化シナリオ」では当プロジェクトの目指す方向性をパナ

ソニック事業戦略に則り説明し、「B.実用化可能性」では当該プロジェクト成果の意義およ

び検証法を述べる。 

 

A.事業化までのシナリオ 

A-1. パナソニックにおけるエネルギーマネジメント事業戦略（市場ニーズとの合致） 

 パナソニックでは図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(1)に示す構想を掲げ、家電製品の連携駆動、電力消費

に見合う発電システム運用など家庭・地域で、効率的にエネルギーを活用するためのエネ

ルギーマネジメントシステムの普及拡大を推し進めている。現在、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(1)の赤

線で示した「HEMS+自然エネルギーの活用」実現に向けた価値創造を推進するステージにあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本ステージでは、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(2)に示す機器のスイッチの ON/OFF といった人の動作

によるエコ環境創出から、多数の環境モニタリングセンサを活用した環境状態の把握に基

づく人の動作を介さない「快適&エコ」の創出を目指している。 

  

 

・HEMS 

home energy management system 
CEMS 

community energy management system・ 

 

（出展）「創・蓄・省エネ技術を活用したスマートエコハウス開発の取り組み（パ
ナソニック電工）」次世代電力ネットワーク研究会講演資料（2011.10.13）。 
時期については加筆。 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(1) パナソニックにおけるエネルギーマネジメント（EMS）

の戦略 

2010 年～ 

2015年頃～ 

2020年頃～ 

2025年頃～ 
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その際に、個々のセンサをセンシングに適した場所に自由に敷設でき、電池交換等の維

持管理の必要のないワイヤレス化・メンテナンスフリー化を実現する電源が必要になる。

前記ニーズに対し、当プロジェクトでは室内環境に溢れる光エネルギーからの発電と自ら

発電した電力を自ら充電できる図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(3)（a）の「光発電＋蓄電」の電源を構築

し、以って図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(3)（b）の自立化（ワイヤレス・メンテナンスフリー化）セン

サを実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-2. 競合技術との比較 

 本提案では、センサの自立化を実現する、①室内光を光源として高い変換効率の実現、

②蓄電機能の一体化（安定的電力供給の実現）、の観点で素子を設計した。故に提案素子は、

表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(4)に示すように、従来のシリコン系太陽電池および色素増感太陽電池、有

快適&エコの創出実現システム 
 

自立駆動センサを活用した機器の連携制

御 

・「蓄電＋光発電」電池：★による 

センサの自立駆動 

太陽電池 エネファーム 

照明 

ブラインド 

エアコン 

テレビ 

人感ｾﾝｻ★ 

温度ｾﾝｻ★ 

湿度ｾﾝｻ★ 

温度ｾﾝｻ★ 

照度ｾﾝｻ★ 

照明 

ブラインド 

エアコン 

テレビ 

人動作依存のエコ環境 
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図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(2) 環境モニタリングセンサを活用したエネルギーマネジメントシステム 

【Before】 【After】 

人感センサ 

蓄電＋光発電 

（ａ）蓄電＋光発電素子 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(3) 提案素子外観自立センサ外観 

（ｂ）自立化センサ 
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機薄膜太陽電池に対する優位性を持つものであり、かつ、パナソニック事業実現の基本要

件を満たすスペックとなっている。  

 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(1) 競合技術との比較（2012 年 6 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B.成果の実用化可能性 

B-1. 産業技術としての見極め（実用化要件、目標の妥当性）：41A 

環境モニタリングセンサの消費電力は、通信電力により決定される。表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(5)

に無線機器の消費電力を示す。これらは、低消費電力化の思想の中、ID 情報のみの通信を

一定時間間隔で行う機器であるが、概ねその消費電力は１日当たり 1.8ｍWh と見積もるこ

とができる。 
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 図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(6)に示すように、室内環境における平均的光照射量を 500ｌｘ、1 日当

たり 8hr の受光が可能だとすると、表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(5)に示す無線機器の消費電力 1.8mWh/

日を上回る発電電力を実現するためには、変換効率 18%以上が必要である。提案素子では

2012 年度内に変換効率 20％を達成することでセンサ自立化要件を満たす目論見である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B-2. 実用化に向けた課題 

 実環境に廃棄されているエネルギーより効率的に電力を取り出し活用するエナジーハー

ベストの思想において電源を実現した商品例は尐ない。実用化に向けた課題の一つが有用

性の実証にある。そこで、2012 年度までに達成した原理検証をもとに、2013～2014 年度に

モデル住宅におけるフィールド試験を実施し、センサのワイヤレス・メンテナンスフリー

化に有用性を示すデータ取得を行う。 

開発計画としては、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(1)に示す通り 2015 年頃より「HEMS＋自然エネルギ

ーの活用」事業立ち上げを睨み、素子の基本設計を 2012 年度までに行い、2014 年度に実
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メーカー

外観

60*20*5ｔ

PC管理

コイン電池
CR2032

重量 30ｇ 16ｇ15ｇ 25ｇ 11ｇ16ｇ

パナソニック
電工

コイン電池
CR2032

約1年

約1.8mWh

搭載電池

電源寿命

１日当たりの
消費電力量

無線タグ

富士通
フロンテック

東京特殊電線

サイズ

用途

パナソニック
パナソニック
電工

58*64*5ｔ 50*30*9ｔ40*30*5ｔ 60*40*10ｔ

コイン電池
CR2450

入退室管理、勤怠管理、老人ホーム・園児管理

キュービック
アイディシステム

47*28*9ｔ

メーカー

外観

60*20*5ｔ

PC管理

コイン電池
CR2032

重量 30ｇ 16ｇ15ｇ 25ｇ 11ｇ16ｇ

パナソニック
電工

表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(4) 無線機器の消費電力 

照
度
（L

x
）

1000

750

500

250

0
9：00 15：00 18：0012：00

外光有り事務所

外光無し部屋

窓無し廊下

照
度
（L

x
）

1000

750

500

250

0
9：00 15：00 18：0012：00

外光有り事務所

外光無し部屋

窓無し廊下

平均光照射量：500lx×8hr 

素子設置可能面積：12cm2 

自立駆動のために必要な変換効率は 

「変換効率」×500Lx×8hr×12cm2×0.7

（回路損失）＞1.8mWh/ｄ 

変換効率＞18％ 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(5) 室内環境における光発電電力の見積もり 
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証試験にて有用性を判断する予定である。 

表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-2(2) 開発計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H25 H27 ～ H29 ～ H32H26H25 H27 ～ H29 ～ H32H26

蓄電

耐久性

低コスト化

変換効率向上

H24H23H22

蓄電

耐久性

低コスト化

変換効率向上

H24H23H22

最
終
目
標

波及効果

EMS
実用化

セキュリティ分野
物流分野
生体分野

自立電源
実用化

実証試験

モデル試作

寿命予測
劣化機構
解明

：原理検証 ：機能実証

中
間
目
標

分子設計 膜設計

評価手法確立

材料評価 素子評価

粒子配列技術

多孔質化実現

材料選定 素子評価

素子設計

EMS
事業化

実用化 事業化
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3．波及効果 

 

A. 関連分野への波及効果 

本提案素子は、環境モニタリグセンサの自立化のみならず ID 情報の無線機器であるアクテ

ィブタグ、無線で表示内容の書き換えを行う液晶ディスプレイの自立駆動を実現する。す

なわち、図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-3(1)に示すようにセキュリティ分野、物流分野、生体データ管理分

野など“人・もの”の状態管理の分野で広く展開が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立化電源搭載したタグの市場規模を見積もると、表Ⅲ-2-(ﾎ)-B-3(3)に示す通り、平

成 28 年度に 340 億円程度が見積もれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ﾎ)-B-3(1) 「光発電＋蓄電」電源の活用領域 

表 タグ・自立センサ用電源デバイス市場導入量（単位：個数）

312,800,637129,937,67522,709,726市場全体

45,44010,5971,056構造物管理

230,898164,35312,145食・農業

15,034,8412,819,143375,977医療・福祉

9,900,0004,950,000495,000自立移動支援

10,001,4185,000,709500,142物流・マーケティング

51,273,67515,085,7441,709,387施設制御

9,480,0914,740,0469,480,009事務・業務

131,514,27459,457,08410,631,110防犯セキュリティ

平成36年平成32年平成28年

312,800,637129,937,67522,709,726市場全体

45,44010,5971,056構造物管理

230,898164,35312,145食・農業

15,034,8412,819,143375,977医療・福祉

9,900,0004,950,000495,000自立移動支援

10,001,4185,000,709500,142物流・マーケティング

51,273,67515,085,7441,709,387施設制御

9,480,0914,740,0469,480,009事務・業務

131,514,27459,457,08410,631,110防犯セキュリティ

平成36年平成32年平成28年

表．Ⅲ-2-(ﾎ)-B-3(1) タグ・自立センサ用電源市場導入量（単位：個数） 

７

静的 履歴

単一処理

複合処理

室内環境監視

入退室管理

通学児童
老人見守り

火災報知機 人感センサ

機密情報管理

“人・もの”の状態管理“人・もの”の状態管理

健康管理
物流管理

建造物管理

検品

認証・識別

取り扱う情報

棚札液晶

搬送温度履歴

情報表示

リアルタイム

連携処理

安全・安心

生体データ管理

活動量計
万歩計、心電図
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B. 当該分野の研究開発への波及効果 

提案素子は、材料および素子構成ともに独自性のある構成となっている。現状、知財に

ついては、NEDO 成果も含め国内１４件、外国出願２２件と国内外で特許性を認められてい

る。センサネットワーク、エネルギーマネジメントシステム、エナジーハーベストといっ

た新規市場の立ち上がりの中で、本技術は新しく日本の強みを発現できる有機エレクトロ

ニクス分野への起爆剤になると考える。 

 

表 タグ・自立センサ用電源デバイス市場規模＊１

2,502＊２1,299＊２340＊２市場規模（億円）

平成36年平成32年平成28年

2,502＊２1,299＊２340＊２市場規模（億円）

平成36年平成32年平成28年

＊１ 想定デバイス単価：平成28年1500円、平成32年1000円、平成36年800円

表．Ⅲ-2-(ﾎ)-B-3(2) タグ・自立センサ用電源市場規模 
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4．今後の展開 

 

A. 応用範囲の拡大 

「光発電＋蓄電」の電源として活用に際しては、受光し機能を発現することが使用上の制

約条件として存在する。2013～2014 年度のフィールド試験にて広く価値を訴求するための

データ収集を実施するとともに、サンプルワークを通したユーザーへの提供価値見極めも

実施する。 
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5．特許論文リスト 

表．Ⅲ-2-(ﾎ)-B-5(1) 特許、論文、外部発表等の件数（内訳）：平成 24 年 7 月 25 日時点 

  H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 0(0) 5(0) 0(0) 5 件 

論文（査読付き） 0 0 3 3 件 

研究発表・講演（うち国際会議） 3(0) 6(5) 2(0) 16 件 

新聞・雑誌等への掲載 0 0 0 0 件 

受賞実績 0 0 0 0 件 

展示会への出展 0 0 0 0 件 

 

【自社成果】 

特許（内訳）： 国内:９件、外国:２２件 

自社成果特許は、本プロジェクトスタート前に早稲田大学とパナソニックとの共同で出願

したものである。本知財の存在は、早稲田大学およびパナソニックのコンセプトを明文化

したものであり、活動方向性を指し示し、明確な役割分担と連携のとれた活動の礎となっ

ている。 
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表．Ⅲ-2-(ﾎ)-B-5(2)【特許】 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

１ 
パナソニック 

東京大学 
2011-287212 国内 H23.12.28 審査中 

無機酸化物構造体

の製造方法 

大久保、下嶋、王 

矢部 

２ 
パナソニック 

早稲田 
2011-287220 国内 H23.12.28 審査中 

電極複合体及びこ

れを備える光電気

素子 

西出、小柳津、加藤 

山木、関口、鈴鹿 

３ 
パナソニック 

早稲田 
2011-287221 国内 H23.12.28 審査中 

光電気素子及びそ

の製造方法 

西出、小柳津、加藤 

山木、関口、鈴鹿 

４ 
パナソニック 

早稲田 
2011-287222 国内 H23.12.28 審査中 光電気素子 

西出、小柳津、加藤 

山木、関口、鈴鹿 

５ 
パナソニック 

早稲田 
2011-287223 国内 H23.12.28 審査中 光電気素子 

西出、小柳津、加藤 

山木、関口、鈴鹿 
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表．Ⅲ-2-(ﾎ)-B-5(3)【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名 査読 発表年 

1 

Naoki Sano, Miu 
Suzuki, Wataru 
Tomita, Kenichi 
Oyaizu, Hiroyuki 
Nishide 

早 稲 田
大学 

Indoline Dye-Coupled 
Polyviologen: its 
Electrochemical Property 
and Electropolymerization 

Japanese 
Journal of 
Applied Physics 

有 2012 年 

2 

Satoshi Nakajima, 
Takefumi Furuta, 
Yutarou Horie, 
Kenichi OyaizμAnd 
Hiroyuki Nishide 

早 稲 田
大学 

Syntheses of Coupling 
Molecules of Indoline Dyes 
with Viologen 
and Their Self-Assembling 
Monolayer 

Journal of 
Organic 
Chemistry 

有 2012 年 

3 

Naoki Sano, Miu 
Suzuki, Kenichi 
Oyaizu, Hiroyuki 
Nishide 

早 稲 田
大学 

Photoelectrochemical 
Properties of 
Electropolymerizable 
Indoline Dye-Viologen 
coupled Molecules on 
Current Collectors 

Organic Letters 有 2012 年 

4 

Michio Suzuka, Shu 
Hara, Naoki Sano, 
Takashi Sekiguchi, 
Kenichi Oyaizu, 
Hiroyuki Nishide 

早 稲 田
大学、パ
ナ ソ ニ
ック 

Heterogeneous electrode 
redox reaction selectivity 
of organic radical 
moleculars on the metal 
oxide electrodes 

Journal of 
Materials 
Chemistry 
 

有 投稿中 

5 

Fumiaki Kato, Akira 
Takahashi, Michio 
Suzuka, Takashi 
Sekiguchi, Kenichi 
Oyaizu, Hiroyuki 
Nishide 

早 稲 田
大学、パ
ナ ソ ニ
ック 

TiO2-Free Dye-Sensitized 
Solar Cell Based on n- and 
p-Type Redox-Active Organic 
Radical Molecules 

Advanced 
Materials 

有 投稿中 

6 

Junzheng Wang, 
Hiroki Yabe, Takashi 
Sekiguchi, Atsushi 
Shimojima, Tatsuya 
Okubo 

東 京 大
学、パナ
ソ ニ ッ
ク 

Basic Amino Acid-Mediated 
1D Self-Assembly of       
 Tin Oxide 
Nanoparticles 

Chemistry 
Materials 

有 投稿中 
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 (へ)共通基盤技術 

A 超ハイガスバリア太陽電池部材の研究開発 

1．成果詳細 

 

表 Ⅲ-2-(へ)-A-1(1) 研究開発項目ごとの成果・達成度 

中間目標 

 

研究開発成果 

 

達成度 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

①Cat-CVD とシリカ蒸着の

複合膜による超ハイガス

バリアフィルムの基本構

成確立 

・水蒸気透過度 10-6g/(m2・

d)以下 

・85℃×85%RH 3000hr で

の水蒸気透過度

10-5g/(m2・d)以下 

・耐候性試験機 3000hr で

の水蒸気透過度

10-5g/(m2・d)以下 

現時点で 10-5g(m2･day）

台以下であることまで

確認済み。 

現有装置測定下限以下

のため、さらにバリア性

能を高めた試料を外注

評価機関にて評価中。 

2012年 8月中に水蒸気透

過度 10-6g/(m2・d)以下達

成を確認出来る見込み。 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

10-6g/(m2・d)以下の超ハイバ

リアフィルムに、開発項目②

で開発の高耐候化技術を応用

し、今後、耐候性耐久性を確

認する。 

また 10-6g/(m2・d)台の超ハイ

ガスバリアフィルムを量産時

の数量にも対応して評価可能

なバリア性能評価法を確立す

る。 

 

②耐候性バックシート、フ

ロントシートの基本構成

確立 

・85℃×85%RH 3000hr で

の機械物性変化 30%以下 

・耐候性試験機 3000hr で

の機械物性変化 30%以下 

中間目標性能達成済み。 

また、封止材との十分な

密着強度を維持可能な

構成も確立。 

 

  

 

 

 ○ 

 

 

開発した構成を①で開発の超

ハイガスバリアフィルムに応

用しバリア性能を確認する。 

 

③耐熱性耐候性基材の基

本構成確立 

・プラスチックス基材の線

膨張係数が 20ppm 以下、

200℃の熱収縮率が 0.1%以

下 

 

2011 年度中に目標性能

を達成済み。 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

なし。到達済み。 

 

 

達成度→  大幅達成：◎、  達成：○、 達成見込み：△、 達成不可：× 
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表 Ⅲ-2-(へ)-A-1(2) 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） ０（０） １８（２） １１（０） ２９件 

論文（査読付き） ０ ０ ０ ０件 

研究発表・講演（うち国際会議） ０（０） ３（０） ２（１） ５件 

新聞・雑誌等への掲載 ０ ０ ０ ０件 

受賞実績 ０ ０ ０ ０件 

展示会への出展 ０ ０ ２ ２件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条項） 

 

①Cat-CVD とシリカ蒸着の複合膜による超ハイガスバリアフィルムの基本構成確立 

本開発では水蒸気透過度（以下 WVTR）10-6g/(m2・day)以下となる超ハイガスバリアフィ

ルムを開発するため、三菱樹脂社に自社導入した実験機（ロードロック式真空マルチチャ

ンバー成膜装置）に Cat-CVD ユニットを新たに導入し、Cat-CVD／シリカ蒸着複合膜フィ

ルムを作製してガスバリア特性の評価を実施した。 

バリア性能を向上させるためには、バリア層の積層化が有効であることが良く知られて

おり、Cat-CVD 法による SiN/SiON 複合層においてもバリア性能の向上が確認されている。

これは、異種材料層を積層することにより形成される積層界面により、下地バリア層から

の欠陥成長を遮断することにより、その上に積層されるバリア層の膜品質を向上出来るこ

と、バリア膜中のガス透過経路を多層化により複雑化し、迷路効果を生むことなどによる

ものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本開発では、三菱樹脂社のバリアフィルム製造で実績のあるシリカ蒸着膜を基に、緻密

かつ被覆性の高い無機バリア層を成膜できる Cat-CVD 法を用いて、シリカ蒸着複合膜の多

層化を進めることにより 10-6g/(m2・day)以下の超ハイガスバリアフィルム製造を可能とす

る技術検討を行った。 

ロードロック式真空マルチチャンバー成膜機は、既設のシリカ蒸着室と、本事業で導入

した Cat-CVD 成膜ユニットを持つ Cat-CVD 室を有し、これら二室の間の積層を大気開放す

ることなく真空中に維持したまま実施可能としている。Cat-CVD 法の装置模式図を下図に

示す。 

SiOxNy

SiNx

Al 300 nm

SiOxNy

SiNx

Al 300 nm

図 Ⅲ-2-(へ)-A-1(1) 
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Cat-CVD 法は装置内に設置した原料ガス導入部と加熱触媒体から成り、通電加熱した触

媒体により、導入した原料ガスを触媒分解することにより成膜対象基板上に、各種材料層

を成膜させる化学気相成膜法である。特徴として、原料ガスの分解にプラズマを用いない

ことから、樹脂フィルム上の成膜では問題となるプラズマによる樹脂フィルムへのダメー

ジがないこと、その一方で CVD 法の特徴である緻密で被覆性の高い無機層が成膜可能であ

る。また装置構成としては非常にシンプルな構成となっており、大型化も容易であること

から、量産化に適していると考えられる。本検討では、今後の実用化を考え、原料ガスと

しては有害性のないヘキサメチルジシラザン(HMDS)を用い、Cat－CVD 法による Si 酸化膜

の成膜条件の最適化検討と、シリカ蒸着を含めた無機薄膜成膜の積層化検討を実施した。 

一般的にバリア層の膜厚が厚いほど、また、上述の通り複合膜を構成するバリア膜の層

数が多い程バリア性能は向上するはずである。下図に Cat-CVD とシリカ蒸着の複合膜の積

層構造と、合計膜厚に対する水蒸気透過度（WVTR）の関係の一例を示す。 

 

 

 

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (2) 

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (3) 図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (4) 
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合計膜厚 120nm 程度までは３層積層、５層積層構造とも、合計膜厚の増加とともに水蒸

気透過度（WVTR）は減少し、同膜厚では５層積層構造の方が低い WVTR を示しているものの、

合計膜厚 120nm 以上からは WVTR が上昇しバリア性能が悪化することから、単純にバリア層

を積層していくだけでは 10-6g/(m2・day)以下となるようなバリア性能は達成出来ないこと

が分かる。同様の傾向は単層膜の膜厚を増加させていった場合にも見られることから、

Cat-CVD／シリカ膜の多層複合膜場合においても、膜応力の蓄積により膜中に応力破壊が生

じ、バリア性能を务化させるものと考えられる。 

一般にシリカ膜等の無機酸化膜を蒸着成膜する場合、その膜応力は圧縮応力を示すため、

同じ圧縮応力を持つ無機酸化膜層同士の積層構造では、一方的に応力が蓄積することにな

る。本開発では、このような応力蓄積によるバリア性能务化を回避するため、引っ張り応

力層との積層による応力補償構造の導入を検討した。 

Cat-CVD 法による SiON 膜成膜条件において、ガス流量条件、基板温度条件、成膜圧力条

件、基板温度等の各成膜条件を検討し、引張り応力を有する SiON 膜を成膜できる条件を見

出した。下図に Cat-CVD 法による SiON 膜の、O2 流量に対する応力依存性を示す。 
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上記にて検討した Cat-CVD 法による引張り応力を有する SiON 膜とシリア蒸着膜により

積層化した複合膜によるバリア性能向上検討を行った結果、積層数と膜厚の増加によるバ

リア性能务化がはじめる臨界点を延ばすことに成功し、結果として合計６層の積層複合膜

バリアフィルムにおいて、10-5g/(m2・day)台以下を達成していることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記構造はシリカ蒸着膜以外の他の高いバリア性能を示す無機バリア膜との積層にお

いても有効であるため、さらに優れたバリア性能を示す成膜材料、成膜方法と組み合わせ

て複合化したバリアフィルムを検討中。現有の水蒸気透過度評価装置では、10-5g/(m2・day)

以下の測定は測定下限以下のため、試作した複合膜バリアフィルムを外部評価期間に依頼

しており、２０１２年８月中に 10-6g/(m2・day)台以下達成を確認出来る見込みである。 

 

②耐侯性バックシート、フロントシートの開発 

 本開発では、高耐候性バックシート、およびフロントシートの層構成設計と、各種

加速耐久試験（短期実曝試験を含む）による評価を実施し、高耐候性バックシート、

およびフロントシートの基本構成を確立することを目的に検討を行った。 

下図に一般的なＰＶモジュールにおいてのフロントシートとバックシートの構成を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅰ、Ⅲはそれぞれフロントシート、バックシートであり、本研究開発項目の目標に

も設定されている高い耐候性とともに、バリアフィルムとの密着性が維持されること 

が求められる。特に後者の特性はフロントシートにおいてより重要である。 

耐候性フィルム

Barrier film

接着層

封止材

耐候性フィルム

Barrier film

接着層

機能性コート

封止材

Cell

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

耐候性フィルム

Barrier film

接着層

封止材

耐候性フィルム

Barrier film

接着層

機能性コート

封止材

Cell

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (7) 

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (8) 

6x106x10--5 5 g/(mg/(m22・・day)day)以下以下
（現有評価装置測定下限）（現有評価装置測定下限）



Ⅲ-2-(ヘ)-A-1[6] 

 

 また、本研究開発項目の目標には設定されていないが、実際のモジュールメーカー

がバリアシートを用いてＰＶセルを封止する上で、その封止材との密着性が維持され

ることがバリア性能と同様に重要である。 

 これらの要求特性に対応するため、Ⅰフロントシート、Ⅱ機能性コート、Ⅲバック

シートについてそれぞれ開発検討を行い、耐候性試験にて評価を実施した。 

下図に一般的な耐候性試験法を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本開発では高温高湿試験として８５度８５％ＲＨ環境下（DH）試験３０００時間後、

耐候性試験機試験としては当初 SWON 試験としていたが、現在は Xenon WM が主流のた

め、Xenon WM 試験 ３０００時間後の機械物性変化を評価することとした。 

 I フロントシート開発では、上記耐候性試験条件のもとでも機械特性・透明性・UV

遮蔽特性が十分に保持可能な耐候性フィルム材料の選定と、その耐候性フィルムとの

接着強度を向上させるための接着層選定とその加工方法を検討した。耐候性フィルム

としては耐候性の点でフッ素系樹脂が適しているため、数種類のフッ素系樹脂を選定

して評価を行った。一方、一般的にフッ素系樹脂は接着し難くいため、フッ素樹脂と

の接着であっても十分な接着強度を得られるような表面処理法と接着剤を選定し、こ

れらの組み合わせにて耐候性試験を行い評価した。結果、もっとも良好な組み合わせ

において、下図の結果が得られた。 
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 この結果、DH 試験３０００時間後、及び Xe WM３０００時間後において、機械物性

変化の指標としている引張強度、及び層間強度（耐候性フィルムとバリアフィルムの

密着強度）の変化率共に、本研究開発項目の目標である３０％以下を達成したことを

確認した。 

 

 Ⅱの機能性コート検討では、封止材との十分な密着強度を得られるよう、当初基材

の表面処理加工及び易接着コート加工により改良を実施していたが、DH 試験３０００

時間後、及び XeWM 試験３０００時間後においても密着強度を維持可能な加工条件を見

出すには至らなかった。しかしながら、さらに検討を進め、新規の易接着加工技術を

開発することにより、DH 試験３０００時間後、及び XeWM 試験３０００時間後におい

ても、封止材との十分な密着強度を維持できる技術を確立した。 

 上述のように、封止材との密着性は、PV モジュールの寿命においては、バリア性能

とともに重要である。本技術により製造するフロントシートは、各モジュールメーカ

ーにて特段の処理を必要とせずに封止材との密着性を維持可能な汎用シートとして供

給可能であり、多くの PV モジュールメーカーのモジュール寿命改善に寄与できると思

われる。 

高い耐候性能、及び封止材との密着強度の両方を有する点で本開発技術は他の競合技

術に比べ優れており、今後①で開発の超ハイガスバリアフィルムと組み合わせること

で、世界最高水準の高耐候性超ハイバリアフロントシートが製造可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ バックシート検討では、Ⅰのフロントシート検討と同様、耐候性フィルムと接

着剤の選定と組み合わせにて耐候性試験を実施した。結果、2010 年度の実績では DH

試験２０００時間後に急激な务化が見られたものの（耐候性フィルム B）、これを別の

耐候性フィルムとすることで、DH 試験３０００時間後においても、目標である機械物

性（破断強度）変化率３０％以下を達成した。 
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③高耐熱高耐侯性基材の開発 

本開発では、超ハイガスバリアフィルムのプラスチック基材について、線膨張係数及び

熱収縮率の低減化と、さらにロール to ロールプロセスを想定したフィルム化技術の開発を

目的とし以下の検討を行った。 

本検討では高分子材料同士の複合化を用いて、高温環境下における熱寸法安定性を有す

る構成の探索を行った。 

さらなる耐熱性を向上させるためには、この基本構成に無機材料を導入することが有効

と考えられるが、高分子材料に無機材料を導入するためには、材料同士の相溶性、分散性、

を最適化させることが必要であったためこの検討を実施した。 

さらに上記材料設計に加え、フィルムの加工プロセスを工夫することによっても、耐熱

化が可能なことが明らかになった。 

以上の検討の結果、得られた評価結果を下図に示す。本研究開発項目のＨ２４年度まで

の中間目標値である、プラスチック基材の線膨張係数が２０ｐｐｍ以下（図中 有機無機

複合フィルム）、２００℃の熱収縮率が０．１％以下（図中、有機無機複合２）をＨ２３年

度内に達成することが出来た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ＭＤ方向 ＴＭＡ曲線 ●ＴＤ方向 ＴＭＡ曲線

有機無機複合フィルム
耐熱性複合フィルム
基材フィルムA

有機無機複合フィルム
耐熱性複合フィルム
基材フィルムA

0.00

0.04

-

ＴＤ

0.00

0.00

-

ＭＤ

有機。無機複合2

0.39

0.09

-

ＴＤ

0.36

0.14

-

ＭＤ

有機・無機複合1

収縮率(%)

200

150

100

(℃)

測定温度

0.00

0.04

-

ＴＤ

0.00

0.00

-

ＭＤ

有機。無機複合2

0.39

0.09

-

ＴＤ

0.36

0.14

-

ＭＤ

有機・無機複合1

収縮率(%)

200

150

100

(℃)

測定温度

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (12) 

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (13) 

図Ⅲ-2-(へ)-A-1 (14) 



Ⅲ-2-(ヘ)-A-1[9] 

 

高耐熱性基材としては、ポリイミドフィルム等が挙げられるが、カラーレスの透明樹脂フ

ィルムとして、これほどの耐熱性能（低線熱膨張係数、低収縮率）を有するものは他には

無く、世界最高レベルのカラーレス透明耐熱樹脂フィルムと言える。 

 

以上、本研究開発項目にて開発の技術を組み合わせることにより、高耐候性超ハイガスバ

リアシート、及び高耐熱透明超ハイガスバリアフィルムの製造が可能となる。 

今後の開発が期待される有機ＰＶモジュールの軽量、フレキシブル化に貢献し、開発、実

用化を促すことが期待される。 

また、現時点において高効率 PV モジュールとして製品開発がなされている CIGS 系 PV

等の化合物系 PV モジュールにおいても、長期信頼性を確保するためには、10-5g/(m2・day)

台の高いバリア性能が必要と言われており、ITO 電極を使用したモジュールでは２０年保

障のために 4x10-5g/(m2・day)のバリア性能が、AZO 電極を使用したモジュールにおいては、

1x10-5g/(m2・day)のバリア性能が必要とも予測されている。 

GIGS系等の化合物 PVモジュールは 2013年から急激に販売量が伸びると予想されており、

本研究開発にて開発の超ハイガスバリアフィルム及びシートを応用することにより、軽量、

フレキシブル、かつ長寿命の PV モジュールを開発、製造することが出来る。 

PV システムの導入費用は、PV モジュールの価格低下により年々減少して行くと予想さ

れている一方、その施工費については大きな低下は見込めないため、最終的には施工費が

大きな割合を占めることになると予想されている。PV モジュールを軽量化できることによ

り、PV モジュールを設置するための施工費を低減できると考えられるため、PV システムを

導入するためのトータルコストを抑え、PV システムの導入を促す効果が期待できる。三菱

樹脂社ですでに販売を行っている 10-4g/(m2・day)のハイガスバリアシートを用いた GIGS

系 PV モジュールでは、その重量は 2.8kg/m2程度であり、3m2サイズでも 10kg 以下である。

これまで耐加重の点で補強をしなければ設置が出来なかった既存住宅の屋根にも、特段の

補強もなく設置できると思われること、あるいは軽量であることから壁面等への設置可能

もこととなどから、需要の拡大を促すものと期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-2-6-A(15) 

ガラス⇒バリアフィルムへの置き換えによ
りPVモジュールを軽量化

(上記モジュール： 2.8kg/m2)

施工費の低減が可能
・人件費、工数の削減
・躯体改修が不要
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2．実用化・事業化見通し 

 研究開発項目①Cat-CVD とシリカ蒸着の複合膜による超ハイガスバリアフィルムの基本

構成確立と、②耐侯性バックシート、フロントシートの開発について、実用化・事業化に

向けたロードマップを下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三菱樹脂社ではすでに 10-4g/(m2・day)の高耐候性ハイガスバリアシートの量産販売を開

始している。この量産を行っているロール to ロールのバリアフィルム量産機に、本研究開

発で開発した技術を応用するため、量産機実証用の Cat-CVD 成膜ユニット等の新規成膜ユ

ニットを 2012 年度中に大型量産機に導入し、2013 年度より実用化検討を開始する。この

実用化検討の結果を基に、2013 年度から 2014 年度を目処に事業化のための本格改造を行

い、2015 年度を目処に 10-6g/(m2・day)以下の超ハイバリアフィルムの量産を開始し事業化

する。 

高耐候性シート製造技術については、すでに一部を現行の 10-4g/(m2・day)と組み合わせ

て実用化体制を整えており、各 CIGS モジュールメーカーにて求評いただいている。同試作

品は展示会でも出品し、広く成果の普及と拡販に向けた取り組みを行っている。同技術を、

2015 年度を目処に事業化する超ハイガスバリアフィルムと組み合わせることで、同じく

2015 年に 10-6g/(m2・day)の高耐候性超ハイガスバリアシートを上市し、事業化する予定

である。 
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③高耐熱高耐侯性基材の開発については、2011 年中に設定した中間目標を達成のため、

先行して実用化を念頭においたロール to ロールプロセスでの量産化条件の試作検討に移

行している。 

現有の生産機にて試作を行い、初期実験では実験室で作製したフィルム構成自体を再現

することは可能であったが、耐熱性においてやや不十分な結果となった。生産機のライン

速度が速いため、十分に耐熱処理ができなかったためと思われる。現在は十分な耐熱処理

が可能な条件とすることで、生産機でも実験機の性能をほぼ再現出来ている。今後は生産

性の向上とコスト低減検討を行うことにより実用化を進める予定であり、展示会にも出品

し、広く成果の普及と拡販に向けた取り組みを行っている。 
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図Ⅲ-2-(へ)-A-2 (4) 



Ⅲ-2-(ヘ)-A-3[1] 

 

3．波及効果 

本研究開発項目にて開発の技術を組み合わせることにより、高耐候性超ハイガスバリア

シート、及び高耐熱透明超ハイガスバリアフィルムの製造が可能となる。これら超ハイガ

スバリア製品は有機ＥＬ照明、有機ＥＬディスプレイ、あるいは有機ＴＦＴ等の有機エレ

クトロニクスデバイスにも応用可能であり、特に高耐熱透明超ハイガスバリアフィルムは、

ロールフィルム上に、直接ＩＴＯ等の透明導電膜とＥＬ素子を形成できる可能性が生まれ

ることから、有機ＥＬデバイス製造プロセスの改良とコストダウンを促す効果が期待でき

る。 

 また、本研究開発は国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学に一部再委託を行ってお

り、本研究開発を通じ、太陽電池分野、あるいは有機デバイス分野に精通した学生、研究

者の育成に貢献した。
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4．今後の展開 

 今後は本研究開発項目で開発した技術を実用化するための、量産機への設備導入と、量

産化条件検討を推進する。最終的には１ｍ超幅の高耐候性超ハイガスバリアフロントシー

ト、高耐候性超ハイガスバリアフィルム、及び高耐熱透明超ハイガスバリアシートを三菱

樹脂社の製品ラインアップに入れ事業化し、超ハイガスバリア製品郡を必要とするアプリ

ケーション広く応用できるよう展開する予定である。 
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5．特許論文リスト 

 

表 Ⅲ-2-(へ)-A-5(1) 【特許】 

 

出願者 

 

出願番号 

国内 

外国 

PCT 

 

出願日 

 

状態 

 

名称 

 

発明者 

三菱樹脂（株） 特願2011-173773 国内 2011/8/9 出願 透明耐熱積層フィルム 山本頼安他 

三菱樹脂（株） 特願2011-180645 国内 2011/8/22 出願 積層フィルム 木下昇平他 

三菱樹脂（株） 特願2011-180863 国内 2011/8/24 出願 耐熱積層フィルム 山本頼安他 

三菱樹脂（株） 特願2011-182873 国内 2011/8/24 出願 透明耐熱積層フィルム 山本頼安他 

三菱樹脂（株） 特願2011-203160 国内 2011/9/16 出願 太陽電池用保護材 赤池 治他 

三菱樹脂（株） 特願2011-245857 国内 2011/11/9 出願 太陽電池用保護材 二宮直哉他 

三菱樹脂（株） 特願2011-251424 国内 2011/11/17 出願 ガスバリアフィルムの製造

方法 

堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2011-275947 国内 2011/12/16 出願 ガスバリア性フィルム 堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2011-290036 国内 2011/12/28 出願 太陽電池用保護材 赤池 治他 

三菱樹脂（株） 特願2012-026376 国内 2012/2/9 出願 ガスバリア性フィルム 金井慎一郎他 

三菱樹脂（株） 特願2012-71862 国内 2012/3/27 出願 保護シート 二宮直哉他 

三菱樹脂（株） 特願2012-77147 国内 2012/3/29 出願 ガスバリア性フィルム 金井慎一郎他 

三菱樹脂（株） PCT/JP2012/0584

77 

PCT 2012/3/29 出願 ガスバリア積層フィルムと

その製造方法 

天内英隆他 

三菱樹脂（株） PCT/JP2012/0584

78 

PCT 2012/3/29 出願 ガスバリア積層フィルムと

その製造方法 

天内英隆他 

三菱樹脂（株） 特願2012-081499 国内 2012/3/30 出願 ガスバリア積層フィルムと

その製造方法 

天内英隆他 

三菱樹脂（株） 特願2012-081509 国内 2012/3/30 出願 太陽電池用保護用積層体 綾 哲也他 

三菱樹脂（株） 特願2012-082924 国内 2012/3/30 出願 積層防湿フィルム 綾 哲也他 

三菱樹脂（株） 特願2012-082946 国内 2012/3/30 出願 太陽電池用封止材・表面保護

材積層体 

綾 哲也他 

三菱樹脂（株） 特願2012-103705 国内 2012/4/27 出願 ガスバリア積層フィルム及

びその製造方法 

堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2012-105308 国内 2012/5/3 出願 ガスバリア性フィルム 金井慎一郎他 

三菱樹脂（株） 特願2012-106907 国内 2012/5/8 出願 ガスバリア性フィルム 堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2012-107103 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム 金井慎一郎他 

三菱樹脂（株） 特願2012-108046 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム及び

ガスバリア性フィルムの製

造方法 

杉田健太郎他 

三菱樹脂（株） 特願2012-108047 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム及び

ガスバリア性フィルムの製

杉田健太郎他 
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造方法 

三菱樹脂（株） 特願2012-108048 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム及び

その製造方法 

堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2012-108049 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム及び

その製造方法 

堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2012-108050 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム及び

その製造方法 

堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2012-108051 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム 堤 健智他 

三菱樹脂（株） 特願2012-108052 国内 2012/5/9 出願 ガスバリア性フィルム 金井慎一郎他 

 

 

【論文】 

   該当なし 

 

表 Ⅲ-2-(へ)-A-5(2)【その他外部発表】 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2011 年 6 月 17 日 第 8 回 Cat-CVD 研究会 Cat-CVD を用いたガスバリア膜にお
ける基板凹凸の影響 

渡部 五常, 大平 圭介,松村 
英樹 

2011年8月29日 2011年秋季 第72回応
用物理学会学術講演会 

Cat-CVDガスバリア膜のバリア性へ
の基板凹凸の影響 

渡部 五常, 大平 圭介,松村 
英樹 

2011年11月18日 応用物理学会 北陸・信
越支部 学術講演会 

Cat-CVD法とN2プラズマを用いたガ
スバリア膜の作製 

渡部 五常, 大平 圭介,松村 
英樹 

2012年5月1日 2012SVC Study of the relationship 
between a gas-barrier property 
and the residual stress of films 
made by a Cat-CVD method 
 

T. Tsutsumi, H. Yanagihara 
H, Amanai,  
et.al 

2012年5月8日 2012年高機能フィルム
技術展 

フレキシブル太陽電池用フロントシ
ート VIEW-BARRIER 

展示会出展 

2012年5月8日 2012年高機能フィルム
技術展 

PRINTABLE ELECTRONICS FILM 展示会出展 

2012年6月23日 第９回Cat-CVD研究会 Study of the relationship 
between a gas-barrier property 
and the residual stress of films 
made by a Cat-CVD method 
 

堤健智、柳原英人、天内英隆、
他 

 

 

以上 



Ⅲ-2-(ヘ)-B-1[1] 

 

B ロールツーロールプロセスを可能とする封止材一体型保護シートの研究開発 

 

1．成果詳細 

 

太陽電池普及拡大のためには大幅なコスト削減が求められている。大幅コスト削減

のためには、モジュール生産プロセスの生産性向上が有効であると考え、ロールツー

ロールプロセスによる生産革新を目指している。本研究開発の対象である「封止材及

び保護シートからなる一体型シート」は、このロールツーロールプロセス実現のキー

マテリアルとなる。従来プロセスでは、セル作成工程及びモジュール化工程が各々バ

ッチプロセスとなっており、生産性が低くトータルプロセスコストは高い。  

それに対し、ロールツーロールプロセスでは、セル作成工程、モジュール化工程を

それぞれ連続工程にできるため飛躍的に生産性が向上し大幅なコスト削減が見込める。

現在、セル作成工程にはロールツーロールプロセス技術が既に実用化されているが、

モジュール化工程についてはロールツーロール技術が未開発である。それはロールツ

ーロールプロセスでのラミネート封止が極めて困難であることに起因している。本研

究開発ではモジュール化工程のロールツーロールプロセス化を実現するキーマテリ

アルである封止材及び保護シートを一体型として開発すること、およびロールツーロ

ール封止技術を確立することを目的とした。本研究開発内容は、①封止材の開発、②

保護シートの開発、③封止材／保護層の一体化、④ラミネート封止技術の開発、およ

び平成２４年から追加した⑤リジッド太陽電池用封止材の開発の５項目からなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ-2-(ヘ)-B-1[2] 

 

1-1. 中間目標に対する達成状況 

 

以下の表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(1)に中間目標に対する達成状況を１ .薄膜シリコン太陽電

池用一体型シートの品質達成状況と、最近の結晶系リジット型ヘのニーズの高まりを

鑑みて平成２４年度に追加した２ .リジット太陽電池用封止材の品質達成状況に分けて

示す。 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(1) 中間目標に対する達成状況 

１．薄膜シリコン太陽電池用一体型シート品質の達成状況 

項目 中間目標 成果 達成度

１．厚味精度 ±５％ ±４％ ○

２．接着速度 ３ ｍ/分 ３ ｍ/分 ○

３．接着強度 ５ N/10mm ２０N/10mm ◎

４．透明性 ９０％ ９３％ ○

５．バリア性 ３ ｇ/ｍ
２
ｄａｙ １．８g/ｍ

2
/day ○

 

  ２．リジット太陽電池用封止材品質の達成状況（平成２４年度追加目標） 

項目 中間目標 成果 達成度

１．ラミネート適性 架橋工程不要 架橋不要 ○

２．長期信頼性 高温高湿1000H合格 高温高湿 1000Hまで ○

３．耐熱性 ＥＶＡ同等 熱挙動EVA同等以上 ○
 

平成２４年度に上市を目指している１．薄膜シリコン太陽電池用一体型シートについ

ては、モジュール化工程のロールツーロールプロセス化を実現できる世界で唯一の材

料開発に成功しており、ラミネート速度としては、目標とする３ｍ／分を達成し、キ

ーマテリアルである封止材及び保護シート一体品の品質においては、接着強度の信頼

性にて大幅に目標値を上回っており、他の要求品質と合わせても表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(1)

の１で示したように全品質項目について達成している。 

 さらに、平成２４年度から検討を開始した２．リジット太陽電池用封止材品質につ

いては、薄膜シリコン太陽電池用封止材の技術を水平展開し、現行品であるＥＶＡ同

等以上の熱挙動を維持し、架橋工程を必要としないことを確認している。現在８５℃、

８５％ＲＨにおけるダンプヒート促進試験環境下での長期信頼性確認試験を実施中

であり、現時点において中間目標である１０００Ｈまでの品質安定性が確認された。 
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本プロジェクトの最終目標は、太陽電池モジュールの低コスト生産が可能となる技術を開

発することにより、２０２０年における発電コスト１４円 /kWh に貢献することにある。そ

のための開発ステップとして、以下の図Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(1)に示す５つのステップを目標と

しており、 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(1) 開発ステップと目標 

これまで、高速封止材を開発し、保護層との一体化、ロールツーロール封止を可能

とすることにより、ステップ３段階のフレキシブル太陽電池のロールツーロール封止

を達成した。 現在はステップ４の段階にあり、超ガスバリア性を有する保護層を開

発することにより、化合物系、有機系太陽電池にも対応できる技術の完成を目指して

いる。同時にロールツーロール封止技術の結晶系太陽電池ヘの展開にも注力している。 
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1-2. 開発項目毎の達成度 

 

① 封止材の開発に関しては、 

ロールツーロールプロセスによる封止を可能とするため、瞬間的な封止が可能であ

り、長時間においても充分な接着強度を保持する高速封止材の設計に取り組んだ。検

討の結果、開発した高速封止材においてタクトタイムの７５％を削減できることが実

証された。 

 

② 保護シートの開発に関しては、 

薄膜シリコン太陽電池用一体型シートとしては、現行品質であるバリア性３ｇ／ｍ

２ｄａｙに対し、１．８ｇ／ｍ２ｄａｙと約２倍の優れたバリア性を有する保護シー

トの開発に成功している。  

化合物系太陽電池や有機薄膜太陽電池向けについては、高透明でかつ水蒸気透過率

１０ -５ｇ／ｍ２・ｄａｙレベルの超ガスバリア性を有する保護シートが必要とされて

いる。一方で当社は有機無機ハイブリット膜と緻密無機膜からなる多層膜での検討を

実施し、高い透明性と優れたバリア性を有することを確認している。  

 

③ 封止材／保護層の一体化検討に関しては、 

検討①②で得られた封止材と保護層を一体多層化するための検討をラミネーショ

ン法にて実施した。その結果、促進試験にて２０００時間を超える非常に安定的な接

着強度を有する封止材／保護層一体化シートの製造に成功している。 

 

④ ラミネート封止技術の開発に関しては、 

当社が独自に開発したロールツーロールラミネート設備と①で開発した瞬間接着

性ポリマーにより、世界初となるロールツーロールプロセスによるモジュールの封止

を実現することに成功した。 さらに中間目標とする３ｍ/分のロール封止速度を達

成しており、生産性を飛躍的に高めることに成功した。 

 

⑤ リジット太陽電池用封止材の開発に関しては、 

封止材組成に関する最適化検討を、原料である接着性ポリマーの製造技術も含めて

検討を進めており、ラボ検証により封止速度を２０倍まで高めることができることが

分かった。さらに、ロール封止技術で培ったロールツーロールラミネート技術を応用

してリジット太陽電池ヘ適用可能なラミネート設備の設計に着手し始めている。  

長期信頼性についても、中間目標である１０００時間に合格が確認されている。 
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1-3. 研究開発成果の意義 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(2)に、本研究開発を通じての技術の進捗をモジュール製造時間の推

移として示す。比較は、①従来プロセスによるモジュール製造時間、②従来プロセス

による高速封止材を使った場合のモジュール製造時間および③ロールツーロール封

止技術を使った保護層／封止材一体化製品によるモジュール製造時間の推移で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ①       ②      ③ 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(2) モジュール製造時間の推移 

 図Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(2)から明らかなように、高速封止できる保護層／封止材一体化製

品を採用することにより、従来プロセスにおいても封止時間を３分の１に短縮するこ

とができる。 さらに、世界初となるロールツーロール封止技術を導入すれば、実質

的にモジュール製造工程は端子ボックスの装着のみが律速となり、労働コストを極限

まで低減することが可能となる。 
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1-4. 最終目標の達成可能性 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(2)に残る研究課題と最終目標およびその達成の見通しについて示

す。 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(2) 研究課題と最終目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究課題 最終目標 達成見通し

 ①超ガスバリア量産 10-5g/m2/day ラボ多層化にて10-5g/m2/dayに目処

 ②接着信頼性確認
Damp Heat 試験

3000H合格
同種材料で効果確認済み

 ③ ロール封止高速化 ６m/分の実現 問題点抽出済/解決手法着手

 ④封止材の低コスト化 １４円/KWh 材料コスト削減着手
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1-5．知的財産権 

 

 表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(3)に平成 24 年 7 月 25 日現在における、年度毎の特許、論文、外

部発表等の件数について記載する。尚、赤の囲いが NEDO 共同研究期間を示す。 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(3) 年度毎の特許、論文、外部発表等の件数 

H20 H21 H22 H23 H24 計

論文投稿 1 1 0 0 0 2件

研究発表 1 1 0 0 0 2件

特許出願 0 2 12 10 3 27件

海外特許 1 1 2 7 1 12件

特許登録 0 0 0 1 0 1件

新聞発表 0 0 0 1 0 1件
 

 

 表Ⅲ-2-(ヘ)-B-1(3)から分かるように共同研究開始以前に、当社において基礎検討

までを行っており、この期間に基礎的な研究報告、論文投稿および基礎出願について

海外出願を中心に進めてきた。共同開発採択後は実用化検討に重点的に取り組み、国

内外の特許出願に注力している。現時点で世界初となるロールツーロールラミネート

用封止材および封止技術の基礎特許が成立しており、さらに平成２４年１月１９日に

日本経済新聞の紙面において、新技術開発と上市目処についての新聞発表を行ってい

る。 
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2．実用化・事業化見通し 

 

事業化に至るまでの当社のシナリオについて、事業化計画および製品ロードマップと

して図Ⅲ-2-(ヘ)-B-2(1)に示す。 

H24上 H24下 H25 H26 H27 H28年度

製品
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

事業化計画

技術ロードマップ
ロール封止　6m/分

高速封止

ａSi系

化合物系フレキシブル

保護/封止一体化

リジット系ロール封止

ｃSi系リジット（ロール封止）

ロール封止

●

●

▲

●

事業化 事業化

事業化

事業化

 

●：基本技術確立 ▲：基本原理確認 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-2(1) 事業化へのシナリオ 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-2(1)に示すとおり、部材の一体化と高速封止、さらに世界で初めてと

なるロールツーロール封止による大幅なコスト低減策が大きな優位化ポイントにな

ると考えており、平成２５年以降の事業化を予定している。 
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3．波及効果 

 

開発した高速封止技術およびロール封止技術を生かし、薄膜系のアモルファス薄膜

太陽電池用から第２世代の化合物系、有機系ヘと展開する。 さらに平成２４年度か

ら検討をはじめた結晶シリコン系リジット太陽電池ヘもこの技術を応用し、図Ⅲ

-2-(ヘ)-B-3(1)に示した様に、最終的に全てのタイプの太陽電池にこの技術を展開す

ることで、２０２０年における発電コスト１４円/ＫＷｈの大幅コストダウン実現に

貢献することを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-3(1) 波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：現状
：15年ｲﾒｰｼﾞ

2020年（業務用電力並）

2030年（事業用電力並）

a-Si 化合物

有機系

(円/kWh)

結晶Si
46

23

14

7
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4．今後の展開 

 

  図Ⅲ-2-(ヘ)-B-4(1)に本技術の今後の展開を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-4(1) 本技術の展開 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-B-4(1)に示したように、第一ターゲットとして薄膜系太陽電池を狙う。

アモルファスシリコン系から化合物系まで幅広い分野ヘの応用展開を期待しており、

開発した一体化製品とロール封止技術の実現によるプロセスコストの低減を狙って

いる。 さらに、結晶シリコン系ヘのロール封止技術の展開を模索しており、ロール

封止による大幅コストダウンによる太陽電池業界全般ヘの大幅コストダウンの波及

を狙っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

太陽電池 現開発ﾃｰﾏ 12～13 14～15 16～18

<第１世代>
 ・結晶Ｓｉ

<第２世代>

　・薄膜Ｓｉ

・化合物

a-Si封止封止材一体
保護ｼｰﾄ

ｶﾞｽﾊﾞﾘｱ
ﾌﾚｷ基材

ＣＩＧＳ封止

ﾊﾞﾘｱ技術
構築

NEDO(10-14年）

NEDO(09-10年）

ﾛｰﾙ封止

主ﾀｰｹﾞｯﾄ
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5．特許論文リスト 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-5(1)に、平成２４年７月２５日時点での共同開発期間の特許論文リ

ストを示す。 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-5(1)特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

    

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-5(1)※1 に示した様に戦略的に特許出願を行っている。  

※２は、日本経済新聞 平成２４年１月１９日付の発表を示す。 
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さらに、表Ⅲ-2-(ヘ)-B-5(2)に共同研究期間中の平成２４年６月３０日時点での出

願特許リストを載せる。 

表Ⅲ-2-(ヘ)-B-5(2) 出願特許リスト 

番

号  
出願者  出願番号  

国内

外国

PCT 

出願日  
状

態  
名    称  発明者  

1 積水化学工業  特願 2010-208233 国内  2010/9/16 
公

開  

太 陽電 池 用 封 止材、太 陽 電 池 保 護

シート及び太陽電池モジュールの製

造方法  

飛鳥政宏他  

2 積水化学工業  特願 2010-212714 国内  2010/9/22 
放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
野村高弘他  

3 積水化学工業  特願 2010-223103 国内  2010/9/30 
放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
上ノ町清巳他  

4 積水化学工業  特願 2010-223104 国内  2010/9/30 
放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
澤田貴彦他  

5 積水化学工業  特願 2010-226819 国内  2010/10/6 
放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
飛鳥政宏他  

6 積水化学工業  特願 2010-226820 国内  2010/10/6 
放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
飛鳥政宏他  

7 積水化学工業  特願 2010-226821 国内  2010/10/6 
放

棄  

太 陽 電池 封 止 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
澤田貴彦他  

8 積水化学工業  特願 2010-257991 国内  2010/11/18 
放

棄  

太 陽 電 池 封 止 シ ー ト 、 そ の 製 造 方

法、及び、フレキシブル太陽電池モジ

ュールの製造方法  

平池宏至他  

9 積水化学工業  特願 2011-511927 国内  2011/1/26 
登

録  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

1

0 
積水化学工業  PCT/2011/051529 PCT 2011/1/26 

公

開  

太 陽電 池 用 封 止材、太 陽 電 池 保 護

シート及び太陽電池モジュールの製

造方法  

平池宏至他  

1

1 
積水化学工業  台湾 100104724 外国  2011/2/14 

出

願  
太陽電池保護シートの製造方法  平池宏至他  

1

2 
積水化学工業  特願 2011-061594 国内  2011/3/18 

放

棄  

太 陽 電池 封 止 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
上ノ町清巳他  

1

3 
積水化学工業  特願 2011-061597 国内  2011/3/18 

放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
上ノ町清巳他  

1

4 
積水化学工業  特願 2011-068516 国内  2011/3/25 

放

棄  
太陽電池モジュール用充填材シート 野村高弘他  
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1

5 
積水化学工業  特願 2011-084718 国内  2011/4/6 

放

棄  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

1

6 
積水化学工業  特願 2011-086381 国内  2011/4/8 

出

願  
フレキシブル太陽電池モジュール 飛鳥政宏他  

1

7 
積水化学工業  特願 2011-086382 国内  2011/4/8 

出

願  
フレキシブル太陽電池モジュール 飛鳥政宏他  

1

8 
積水化学工業  特願 2011-092377 国内  2011/4/18 

出

願  

太 陽 電池 封 止 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
郭嘉謨他  

1

9 
積水化学工業  特願 2011-196414 国内  2011/9/8 

出

願  

フレキシブル太陽 電 池 モジュール及

び太陽電池保護シート 
飛鳥政宏他  

2

0 
積水化学工業  特願 2011-539835 国内  2011/9/16 

出

願  

太 陽 電池 封 止 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
平池宏至他  

2

1 
積水化学工業  特願 2011-539826 国内  2011/9/16 

公

開  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

2

2 
積水化学工業  PCT/2011/071274 PCT 2011/9/16 

公

開  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

2

3 
積水化学工業  PCT/2011/071267 PCT 2011/9/16 

公

開  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

2

4 
積水化学工業  特願 2011-540243 国内  2011/9/20 

出

願  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
上ノ町清巳他  

2

5 
積水化学工業  特願 2011-540257 国内  2011/9/20 

出

願  

太 陽 電 池 封 止 シ ー ト 、 そ の 製 造 方

法、及び、フレキシブル太陽電池モジ

ュールの製造方法  

平池宏至他  

2

6 
積水化学工業  特願 2011-540256 国内  2011/9/20 

出

願  

太 陽電 池 用 封 止材、太 陽 電 池 保 護

シート及び太陽電池モジュールの製

造方法  

平池宏至他  

2

7 
積水化学工業  PCT/2011/071378 PCT 2011/9/20 

公

開  

太 陽 電池 封 止 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
上ノ町清巳他  

2

8 
積水化学工業  PCT/2011/071361 PCT 2011/9/20 

公

開  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

2

9 
積水化学工業  PCT/2011/071366 PCT 2011/9/20 

出

願  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

3

0 
積水化学工業  台湾 100133853 外国  2011/9/21 

出

願  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

3

1 
積水化学工業  台湾 100133854 外国  2011/9/21 

出

願  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  
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3

2 
積水化学工業  特願 2011-222089 国内  2011/10/6 

出

願  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

3

3 
積水化学工業  特願 2011-272088 国内  2011/12/13 

出

願  

太 陽 電池 封 止 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
平池宏至他  

3

4 
積水化学工業  特願 2012-068088 国内  2012/3/23 

出

願  

太 陽 電池 保 護 シート及 びフレキシブ

ル太陽電池モジュール 
郭嘉謨他  

3

5 
積水化学工業  特願 2012-070249 国内  2012/3/26 

出

願  
太陽電池モジュール用充填材シート 平池宏至他  

3

6 
積水化学工業  特願 2012-093305 国内  2012/4/16 

審

査  

請

求  

太陽電池封止シート及び太陽電池封

止シートの製造方法  
平池宏至他  

3

7 
積水化学工業  米国（予定） 外国  2012/7/26 

審

査  

請

求  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

3

8 
積水化学工業  EP（予定） 外国  2012/7/26 

審

査  

請

求  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  

3

9 
積水化学工業  中国（予定） 外国  2012/7/26 

公

開  

フレキシブル太 陽 電 池 モジュールの

製造方法  
平池宏至他  
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C 太陽光発電システムの据付工程簡便化に関する研究開発 

1．成果詳細 

 

（1）中間目標の達成状況と本成果の意義 

 

サブテーマ1：据付部品の機能複合化による部品点数の削減および据付作業時間の低減 

① 部品点数削減率（50%以上）および据付作業に必要な人員・時間の低減率（20%以上）

の目標値の妥当性を検証し、最終目標値を確定 

＜中間目標の達成状況＞ 

ガラス繊維強化ポリエステル押出グレード（硬質樹脂）と建材用途で実績のあるエラスト

マー材料を選定し、押出成形技術の開発を株式会社タケチ（再委託先）と開始。要素技術

として、1）モジュールを支持する部分にファスナーのような取り付け方が可能なジッパ

ーガスケットとそれを強度面で保持するポリエステル材料によるガイドレール、2）樹脂

の特性を生かしたボルト・ナットレスの据付部品のプロトタイプを開発し、従来据付技術

に対して最大62%の部品点数削減を達成。23年度に特許申請が完了した。 

続いて、部品点数最大62％削減の人員・時間低減率への影響を調査するため、試作品に

て4枚の模擬モジュールを金属折板屋根に取り付ける据付実験を行った。同時にこの開発

システムを基にモジュールメーカーおよびシステムインテグレーターとの対話を通し、対

象市場により時間低減率は異なるが、モジュール取り付け工程20％の低減目標は妥当であ

ることを確認した。 

 

＜本成果の意義＞ 

樹脂を用いた太陽電池据付システムは特に国内ではほとんど類を見ない上に、ボルトレ

ス・ナットレスの樹脂製据付システムは世界初で競争力のある技術といえる。据付工程の

簡便化は太陽電池システムのトータルコストダウンに寄与し、太陽光発電の市場拡大を加

速させる。 

 

② 新規開発した機能複合化部品について10～20年相当以上の耐久性の実証 

＜中間目標の達成状況＞ 

据付部品の耐火炎試験を実施した。現在の樹脂製据付部品の試作品にバックーシート系モ

ジュールを模したダミーモジュールを設置し、IEC61730-2に規定される火炎伝播試験を行

い、クラスCに合格することを確認した。 

加えて、候補材料の耐加水分解性検証試験を行った。IEC61215準拠の高温高湿試験

（85℃,85%）を行い、3000ｈ後でも91%の引張強度を維持することを確認。また、据付部

品材料選定を効率的に行うため、PCT試験を導入し高温高湿試験との相関をとるなど、樹

脂耐候性の試験手法の研究も着手した。 

 

＜本成果の意義＞ 

樹脂を太陽電池モジュールの据付用途に用いる事例は、特に国内ではこれまでほとんど無

かったため、国内モジュールメーカーやシステムインテグレーターが開発・採用に慎重に
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なりがちである。樹脂の信頼性実証は、太陽電池据付分野への樹脂部材の普及を加速させ

る。 

 

 

サブテーマ2：据付工法の自由度を向上する太陽電池モジュール構造の検討 

① 新規モジュール構造について、従来型ガラス／ガラス構造のモジュールと比較し50%

以上の軽量化、かつ10～20年相当以上の耐久性の実証 

＜中間目標の達成状況＞ 

据付工法の自由度を向上するための第1段階として、モジュールの耐荷重性の向上による

軽量化を行った。材料選定の結果、アイオノマー樹脂と1.1mm薄板ガラスで構成されたモ

ジュールにて、現行のガラス/ガラスモジュールに対して50%の軽量化しつつ特定のサイ

ズ・構成で荷重試験に合格することを確認した。現在、この技術を元に、様々なサイズ・

据付け方法・フレームの有無などの条件に対して、強度上必要なガラス・樹脂厚みを簡

易的な実験と計算から予測する手法を開発している。 

また同モジュールでIEC61215準拠の高温高湿試験1000時間、温度サイクル試験200サイ

クルにフレーム有り・無しのどちらにおいても合格（出力低下5％以下を達成）すること

を確認した。 

 

＜成果の意義＞ 

本開発では弊社アイオノマー樹脂と薄板ガラスの組み合わせで世界最軽量レベルガラス

/ガラスモジュールを実現。この耐荷重性向上技術はあらゆる据付システムに適したモジ

ュールを設計手法に発展させることができる点で汎用性を有する。また、フレームなし

（フレームレス）での信頼性実証は据付部材デザインの設計自由度を高める。 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-C-1(1) 本プロジェクトで開発した3つの要素技術 

 

非公開 
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表Ⅲ-2-(ヘ)-C-1(1) 研究開発項目ごとの成果・達成度 

テーマ 中間目標 成果 達成度 

据付部品の

機能複合化

による部品

点数の削減

および据付

作業時間の

低減 

部品点数削減率（50%以上）

および据付作業に必要な人

員・時間の低減率（20%以上）

の目標値の妥当性を検証

し、最終目標値を確定 

・ボルトナットレスで部品点数

が最大 62%削減された据付部品

プロトタイプを開発 

・20％の取り付け工程削減を最

終目標とすることで確定 

◎ 

新規開発した機能複合化部

品について 10～20 年相当

以上の耐久性を実証する 

・IEC61730 準拠の火炎伝播試験

クラス C に合格することを確認 

・高温高湿試験 3000h で 91%の

引張強度を維持することを確認 

○ 

据付工法の

自由度を向

上する太陽

電池モジュ

ール構造の

検討 

新規モジュール構造につい

て、従来ガラス/ガラス構造

のモジュールと比較して

50％以上の軽量化、かつ 10

年～20年相当以上の耐久性

（高温高湿試験 1000 時間

後に出力低下 5％以下を達

成）を実証する 

・従来型ガラス／ガラス構造の

モジュールと比較し特定サイズ

で約 50%の軽量化を達成 

・フレームあり・なしの両方で、

高温高湿試験 1000 時間・温度サ

イクル試験 200 サイクルに合格

（出力低下 5%以下） 

○ 

達成度→  大幅達成：◎、  達成：○、 達成見込み：△、 達成不可：× 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-C-1(2) 各成果の意義と評価項目との対応 

 テーマ 成果 成果の意義 評価項目 

据付部品の機

能複合化によ

る部品点数の

削減および据

付作業時間の

低減 

樹脂を用いたボルト

ナットレスの据付シ

ステムにより部品点

数を最大 62％削減 

樹脂によるボルトレス・ナ

ットレスの据付部材は世界

でも類を見ない 

世界初 

技術領域の開拓 

競合優位性 

太陽光発電のトータルコス

トダウンに寄与し、市場の

拡大を加速させる 

市場拡大・創造 

樹脂信頼性を火炎伝

播試験と高温高湿試

験で確認 

樹脂の信頼性実証は、太陽

電池据付分野への樹脂部材

の普及を加速させる 

市場拡大・創造 

競合優位性 



Ⅲ-2-(ヘ)-C-1[4] 

 

据付工法の自

由度を向上す

る太陽電池モ

ジュール構造

の検討 

アイオノマー樹脂に

よる耐荷重性向上技

術とガラス薄肉化に

よる軽量化と、フレ

ームあり・なしで高

温高湿試験 1000 時

間、温度サイクル試

験 200 サイクルへの

合格 

あらゆる据付システムに適

したモジュールの設計手法

に発展可能 

成果の汎用性 

技術領域の開拓 

最軽量レベルガラス/ガラ

スモジュールを実現 

競合優位性 

世界最高水準 

据付部材デザインの設計自

由度向上 

成果の汎用性 

技術領域の開拓 

 

 

（2）成果の普及 

表Ⅲ-2-(ヘ)-C-1(3) 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 
H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 0 1 0* 1 件 

論文（査読付き） 0 0 0 0 件 

研究発表・講演（うち国際会議） 0 0 0 0 件 

新聞・雑誌等への掲載 0 0 0 0 件 

受賞実績 0 0 0 0 件 

展示会への出展 0 1 0 1 件 

平成 24 年度 6 月 20 日現在 

*現在 2 件準備中 

PV EXPO 2012 出展 

名称：PV EXPO 2012 

会期：平成 24 年 2 月 29 日～平成 24 年 3 月 2 日 

会場：東京ビッグサイト東西ホール 

内容：弊社ブースにて鉄板屋根設置の樹脂据付部材とフレームレスモジュールを展

示 

意義：数々のモジュールメーカー、システムインテグレーターの注目を集め、こ

の展示会をきっかけにこれら顧客との対話が始まった 
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図Ⅲ-2-(ヘ)-C-1(2) PV EXPO 2012 での展示の様子 

 

（3）平成 26 年度最終目標達成見通し 

表Ⅲ-2-(ヘ)-C-1(4) 平成 26 年度最終目標達成見通し 

最終目標（平成 26 年度末） 達成見通し 

機能複合化による部品点数の削減率

（50％以上）、および据付作業に必要な人

員、時間の低減率（20%以上）を達成する 

すでに要素技術は開発しており、後はそれ

らをモジュールメーカーおよびシステム

インテグレーターとの協業を通して最適

化することで目標が達成できると考える 

前期研究開発で開発した機能複合化部

品、および、モジュール構成を組み合わ

せた太陽光発電システムとして 10～20

年相当以上の耐久性を達成する 

 

すでに 10 年以上の屋外使用実績のある弊

社の樹脂を使用した部品を入手・分析し、

加速劣化試験との相関を取り、必要な加速

試験の条件を決定し、その条件で、据付シ

ステムとモジュールを組み合わせて試験

することで目標が達成ができると考える 
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2．実用化・事業化見通し 

 

（1）ユーザーニーズへの合致 

太陽光発電のシステムコストは年々低下しているが、依然として他のエネルギー源と比較

すると発電コストは割高であるため、太陽光発電を更に普及させていくためには、システ

ムコストの低減が喫緊の課題であることに変わりない。現在、住宅用システムは約 480 円

／Ｗ、公共産業用システムは約 325 円／Ｗと言われている。一方、太陽電池モジュールの

価格低下は急激に進み、現在の国内メーカーのモジュール価格は平均 172 円／Ｗである。

太陽光発電システム価格におけるモジュール以外のコストの割合は、住宅用では 64%、公

共産業用で 47％と高い割合を占めている。 

 その一方、太陽電池市場の爆発的拡大に伴い、据付の人手が不足が見込まれるており品

質の低下が懸念されているにつながっている。工期短縮が実現されれば、太陽光発電の導

入スピードをより早めることが可能となる。 

 太陽電池取り付け工程の最も手間のかかる部分として、ボルト締め・ナット締めが挙げ

られる。屋根の上など作業しにくい場所において、細かいボルト・ナット・ワッシャー類

を取り扱うのは煩雑であり、締め忘れが発生したりする。 

本プロジェクトで目指すボルト・ナットレスの据付システムは据付工程を信頼を維持し

たまま簡便化し、太陽光発電のコストダウンおよび拡大普及に大きく貢献する。 

 

 

（2）本プロジェクトにおける実用化の定義と実用化のシナリオ 

本プロジェクトにおける実用化・事業化の定義は、本プロジェクトで開発した 3 つの要素

技術をモジュールメーカー、システムインテグレーターにて製品化することとする。 

 

本コンセプトの実用化・事業化は材料メーカーである弊社だけでは困難であり、太陽光

発電の川上から川下まであらゆる企業とのパートナーシップが重要となる。一方、これま

でなかった樹脂による据付部材のコンセプトは具体的な形や価値が明確にならない限り、

モジュールメーカーやシステムインテグレーターとの協業は難しい。よって本プロジェク

トでプロトタイプを開発し、タケチ株式会社をはじめとする協業の輪をひとつずつ川下側

に広げていく戦略をとった。 
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図Ⅲ-2-(ヘ)-C-2(1) 本開発のパートナーシップのスキーム 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-C-2(2) 実用化・事業化の定義とシナリオ 
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（3）競合技術に対する優位性 

本プロジェクトで開発した要素技術の競合優位性は下記のとおり。 

a. 金属では困難なボルト・ナットレスの工法により、従来の据付工法と比べ工期の短縮

が見込まれる 

b. 簡便な工法により、取付けの人為ミスを減らし、システムの取付け不良率削減効果が

見込まれる 

c. モジュールの軽量化により施工時の取り扱いが容易になる 

d. 屋根置き用途の場合、取り付け部品の軽量化、モジュール軽量化により建屋への負担

が少ない 

 

 

（4）実用化・事業化までの課題 

a. 最終的仕様の決定と製品化 

今年度までに開発した要素技術を基に、設置箇所・用途別に最終的仕様を決定し製品化す

る。 

 

b. 樹脂据付部材の信頼性データの取得 

樹脂を太陽電池モジュールの据付用途に用いる事例は、特に国内ではこれまでほとんど無

かったために、国内モジュールメーカーやシステムインテグレーターが開発・採用に慎重

になりがちである。説得力を持たせるために、樹脂耐候性の検証データがひとつの大きな

材料となる。 

 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-C-2(1) 実用化に向けた課題と解決手段 

 課題 解決手段 

(1) 最終的仕様の決定と製品化 モジュールメーカー、システムインテグ

レーターとの協業による製品開発 

(2) 樹脂部材の長期耐久性への

懸念の払拭 

樹脂据付部材の信頼性データの取得 
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3．波及効果 

 

（1）関連分野での波及効果 

a. 長期耐久が必要な屋外用途 

モジュール軽量化による太陽電池設置箇所の拡大。特に屋根置き用途において建屋の耐荷

重が不十分なために太陽電池が設置できない事例があり、モジュール軽量化はそのような

箇所への設置を可能にする。すでに軽量化モジュールとしてモジュールメーカーからの引

きあいが来ており、モジュールメーカーの簡便据付システムとの組み合わせですでに実用

化が決まった。最初の実績としてハイパーギア株式会社の軽井沢オフィスに施工された。

太陽電池の据付のみならず、太陽熱発電など屋外に長年置いておく機器、建材用途等、他

分野での応用展開が期待される。 

 

b.その他軽量化用途 

自動車用ガラス軽量化および高信頼性化、ディスプレイ用前面保護ガラス軽量化および高

信頼性化への展開が期待されている 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-C-3(1) 本プロジェクトの波及効果 
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（2）人材育成 

本プロジェクトでは、材料技術に強みを持つ弊社が太陽電池のシステム側への提案と開発

を行い、その際パートナー企業との協業が生じた。その結果、弊社材料技術者はシステム

に寄り添った材料開発のできるようになり、またパートナー企業もより材料を理解した設

計ができるようになった。 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-C-3(2) 人材育成 
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4．今後の展開 

 

（1）モジュールメーカー、システムインテグレーターを通して製品化 

今年度までに開発した要素技術を基に、今後はモジュールメーカーおよびシステムインテ

グレーターにおいて、設置箇所・用途別に製品開発を行う。すでにモジュールメーカーや

システムインテグレーターとの対話を開始しており、多くが関心を示している。 

 

（2）樹脂据付部材の信頼性データの取得 

樹脂の長期耐久性を検証する。高温高湿試験、UV照射試験などの加速劣化試験と実際の屋

外暴露試験との相関をとる。またその根拠となる化学的メカニズムを解明することで、樹

脂据付部材の信頼性を裏づける。 

 

（3）あらゆる据付システムに対応するモジュール設計技術の確立 

本年度までに開発した太陽電池モジュールの耐荷重性向上技術を基に、あらゆる据付シ

ステムに対応するモジュールの耐荷重評価・予測・設計技術を確立する。また、最も高

い耐候性が求められるフレームレスでの耐候性を様々なモジュール構成において評価し

高温高湿試験1000時間以上、温度サイクル試験200サイクル以上の耐久性を検証する。 
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5．特許論文リスト 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-C-5 (1) 特許リスト 

番号 出願者 
出願 

番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 
デュポン株式会社 

株式会社タケチ 

特願 

2011 

-276423 

国内 
平成 23 年 

11 月 30 日 
出願 

MOUNTING 

BRACKET FOR 

PHOTOVOLTAIC 

MODULES 

勘田 真史 

藤田 進 

武智 義加 

池端 早苗 

*他 2 件を準備中 
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D 発電量評価技術等の開発及び信頼性及び寿命評価技術の開発 

1. 成果詳細 

 

表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（1）研究開発項目ごとの成果・達成度 

 

中間目標 研究開発成果 

達

成

度 

目標達成の

ために解決

すべき課題 

Ⅰ）発電量評価技術の開発  

イ）発電量評価 

Ⅰ‐イ）-a.発電量定格技術 （AIST、JWA) 

（i）発電量定格方式の研究開発（AIST）：モード発電

量を 5％未満の精度で算出する測定法を開発する。 

(ii)日射スペクトルデータの全国整備に関する研究

（JWA）：発電量定格のための各地域の日射スペクトル

データを整備する。 

（i）発電量定格方式の研究開発：結晶シリコン系太陽

電池のモード発電量を±5%未満の精度で算出する測定

法及び算出法を開発・検証した。 

(ii)日射スペクトルデータの全国整備に関する研究：

今年度前半にモデルの開発見込み。日射量を観測して

いる気象官署（約 50 地点）について、1 年分の日射ス

ペクトルデータを 2013 年 2 月に完成見込み。 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

なし 

Ⅰ‐イ） -b. 発電量予測技術  （AIST,GU,JWA、

UT,MRI） 

当日の日射量・気象データから特定地域の翌日の発電

量を推定する技術を開発する。 

（i）分散・広域発電量予測技術の研究開発（AIST）：

現状の気象パラメータを利用した、分散発電量予測モ

デル、広域発電量予測技術モデルを開発する。 

（ii）気象パラメータ予測技術の研究開発（MRI）：気

象パラメータ予測モデルを試作、改良する。 

（iii）分散日射量予測技術の研究開発（GU）：分解能

10km の気象パラメータから、分解能 2km の気象パラメ

ータを推定可能とする。24 時間以上先の直達・散乱日

射スペクトル強度を予測可能とする技術を開発する。 

（iv）広域日射量予測技術の研究開発（JWA）：気象モ

デルの改良による広域日射量予測精度の向上。気象衛

星観測データから算出した広域日射量メッシュの整

備。 

（v）分散・広域発電量応用評価技術（UT）：電力シス

テム解析・評価モデルを開発し，発電量予測技術仕様

の設定。発電量予測のための発電量のモニタリング手

法の策定。 

 

（i）分散・広域発電量予測技術の研究開発：試作モデ

ルを開発し、分散予測誤差が 0.15kWh/kW、広域予測誤

差が約 0.07kWh/kW であることを示した。 

（ii）気象パラメータ予測技術の研究開発：、予測誤

差の大きな日について詳細なシミュレーションを実施

し、各気象パラメーターの影響度を評価した。 

（iii）分散日射量予測技術の研究開発：空間分解能 1km

で気象パラメータの推定を可能とした。33 時間先での

直達・散乱日射スペクトル強度を予測することを可能

とした。 

（iv）広域日射量予測技術の研究開発：気象モデルの

改良を行った。日射量予測データを産総研、東大へ提

供する。衛星日射量メッシュを作成し、さらなる精度

向上を検討中。 

（v）分散・広域発電量応用評価技術：電力システム解

析・評価モデル開発を完了し、国内の一部地域のデー

タに基づく分析を可能とする。上記データにより、シ

ステムの安定性、経済性などの面から発電予測の要求

仕様を設定し，発電量予測を実施するための発電量モ

ニタリング手法を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なし 

 

ロ）太陽電池の性能評価 （AIST） 

Ⅰ‐ロ）-a.太陽電池性能評価技術（AIST） 

（i）太陽電池実効性能評価技術の研究開発：ＩＥＣ

規格等に定められた光照射条件・範囲が性能におよぼ

す影響を定量化する。太陽電池モジュール分光感度の

温度依存性測定技術を明らかにする。 

(ii)屋外高精度性能評価技術の研究開発：屋外測定に

おける各種測定条件が屋外測定結果におよぼす影響

を定量化し、補正技術を明らかにする。 

(iii)各種新型太陽電池性能評価技術の研究開発：Ｎ

ＥＤＯの開発成果も含めて基礎データを収集、分析、

評価し、必要に応じ規格化を図りつつ基本的評価手法

を確立する。 

（i）太陽電池実効性能評価技術の研究開発：IEC 規格

等に定められた光照射条件の影響を定量化。条件範囲

内で５％以上差が出る場合があることを見出した。各

種太陽電池モジュールの分光感度温度依存性を精度良

く測定できる技術を開発した。 

(ii)屋外高精度性能評価技術の研究開発：現状の屋外

性能評価技術を検証し，Isc 測定誤差（１～３％）、次

いで Voc（～１％）が影響を与えることを明らかにした。 

(iii)各種新型太陽電池性能評価技術の研究開発：ＮＥ

ＤＯ開発品等各種新型太陽電池等の測定約１９０件を

施，高精度化のための要素技術を開発すると共に，IEC

規格 60904-8（分光感度測定法）等に開発成果を日本か

ら標準化にむけ提案。欧米，アジアとのモジュール国

際比較測定等により、国際整合性を検証。今後の課題

を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

なし 
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平成２４年度中間目標 研究開発成果 

達

成

度 

目標達成の

ために解決

すべき課題 

Ⅰ‐ロ）-b.基準太陽電池校正技術（AIST） 

（i）精密構造型 WRR 絶対放射計測技術：精密構造型 WRR 絶

対放射計を実現し、性能を実証する。超高温定点黒体炉の

併用による一次基準太陽電池セル校正技術の不確かさ改善

を実証する。 

（ii）絶対分光感度法による一次校正技術：絶対分光感度

測定可能波長 3 波長以上を達成する。 

（iii）二次基準モジュールの校正精度：相対分光感度測定

可能面積 6cm 角以上で相対測定精度 1％を達成する。 

（i）精密構造型 WRR 絶対放射計を実現し、性能

を実証できた。超高温定点黒体炉の導入を完了見

込。導入後の一次校正の不確かさのシミュレーシ

ョンに基づくモンテカルロ法での推定で、0.72％

から 0.65％への改善見込。 

（ii）絶対分光感度法による一次校正技術：トラ

ップディテクタと基準波長レーザの組み合わせで

5 波長を達成見込み 

（iii）二次基準モジュールの校正精度：相対分

光感度測定精度 1％以内を達成。１セルモジュー

ル校正の不確かさ 0.90%。 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

なし 

II）信頼性評価技術と長寿命化技術の開発 

イ）モジュール・機器耐久性評価技術 

II-イ）-a  高信頼性モジュールの認証試験技術（ＰＶＴ

ＥＣ） 

・モジュールやシステムの屋外曝露試験を行い、電気的物

理的な劣化状況に関するデータを収集、分析、評価等を行

うとともに、システムも含めた劣化要因について抽出する。 

II-イ）-b. 新規信頼性試験方法の開発（AIST）： 

(i) 新加速試験技術の研究開発：ミニモジュールでサイク

リック試験の結果をとりまとめ、フルサイズモジュールへ

の適用可能性を判断し，装置要件抽出を行う。新規加速試

験方法のフィージビリティ・スタディを行い、そのうち 1

種以上について、実験・評価を行う。 

(ii) モジュール内水蒸気浸入経路調査方法の研究開発： 

透過率に換算して 10-2 g/m2day までの水蒸気の浸入を検出

可能なモジュール内水蒸気浸入経路調査方法を確立する。

結晶系、薄膜系の双方において、バックシートタイプ、ダ

ブルガラスタイプいずれものテストモジュールの作製方法

を確立し、当該調査に適用する。 

 

・高信頼性モジュールの認証試験技術（ＰＶＴＥ

Ｃ）国内外の PV システム、文献調査を継続実施し、

26 サイトを目標に事例収集する。試験・調査結果

から得られたモジュール出力と、ストレス（紫外

線、モジュール温度、温度差、湿度）との関係を

取り纏め、劣化事象の発生要因を推定する。 

(i) 新加速試験技術の研究開発：サイクリック試

験および逆バイアス定電流試験により，屋外での

実使用条件下で起こる外観劣化（焦げ，膨らみ）

および IV 特性の劣化（直列抵抗，シャント抵抗）

加速試験として有効であることを確認。フルサイ

ズモジュールへの適用性を確認，要件抽出した。

加重抜重方式の実験評価を行った。 

(ii) モジュール内水蒸気浸入経路調査方法：透

過率 10-2g/m2day までの水蒸気の浸入経路の調査

方法、テストモジュールの作製方法を確立し、調

査を実施した。信頼性改善に有用な新知見を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

高信頼性

モジュー

ルの認証

試験技術

は予定通

り進捗し

ており，２

４年度中

に達成見

込。

(i)(ii)は

達成済 

Ⅱ-ロ） システム点検技術（AIST、PVTEC）：10 年程度経

過した PVシステム約 300件の発電データ収集および分析を

行う。また、オンサイト点検において気象センサを利用し

て発電性能 10％低下を検出可能な手法の開発を行う。 

Ⅱ-ハ） 次世代太陽光発電システムに向けた基盤技術開発

の調査（PVTEC）：PV モジュール、周辺システムを含めた高

信頼性 PV システムを実現するための技術課題を明示し、必

要な基盤技術の確立を目指した調査を実施する 

Ⅱ-ロ） システム点検技術（AIST、PVTEC）：IV

カーブ測定によるシステムの点検に関して、線形

内挿法を基本とした技術開発を行い，発電性能

10％低下を検出可能な手法を開発した。約 300 件

の長期的な実運転性能データベースを構築する。 

Ⅱ-ハ） 次世代太陽光発電システムに向けた基

盤技術開発の調査（PVTEC）：3 つにブレークダウ

ンし、個別に分科会で調査検討を実施し，本年度

中の完了を見込んでいる 

 

 

 

△ 

発電運転

データ収

集，調査共

に予定通

り進捗し

ており，２

４年度中

に達成見

込 

Ⅲ リユースモジュール健全性試験技術（PVTEC） 

・リユースモジュールに要求される性能の最も基本的な要

求である絶縁性能を決定したガイドライン案の策定に必要

なデータを提供する 

Ⅲ  リ ユ ー ス モ ジ ュ ー ル 健 全 性 試 験 技 術

（PVTEC）：リユースモジュールが具備すべき最も

基本的な要求である絶縁性能の要求値の決定を目

標とし，必要なデータを収集した。 

 

△ 

データ収

集が予定

通り進捗

しており，

２４年度

中に達成

見込 
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イ）発電量評価 

Ⅰ‐イ）-a.発電量定格技術（AIST、JWA) 

（i）発電量定格方式の研究開発（AIST） 

 太陽光電池モジュールの性能は，通常は標準試験条件における定格出力[W]で評価されている

がより実用的な発電量[Wh]による性能評価技術の開発の必要性が高まっており、国際規格

(IEC61853)において規格化が議論されている。太陽電池モジュールの性能を発電量で評価する

には、出力を算出するための気象条件（日射強度、モジュール温度、日射スペクトル等）を時

系列で定義し、定義された気象条件における出力[W]を時系列に沿って積分して発電量[Wh]と

して算出する必要がある。その際に、算出された発電量が実際に計測される発電量と整合する

か、様々な地域において検証を行う必要がある。 

 現在、日本における 5 日射気候区の気象データの計測を、一般財団法人日本気象協会(JWA)

が行っている（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1(1))。産業技術総合研究所(AIST)は気象計測システムと併

設してつくばサイト(図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1(2))と九州サイト(図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1(4))に、表Ⅲ-2-

（ヘ）-D-1(2)で示される 6 種類 10 型式の太陽電池モジュールを 2012 年初頭に設置し、その

発電量の計測を行っている。発電量はモジュールケーブル末端から 4 端子で、モジュール裏面

温度は T 型熱電対で測定している。 

1 つの型番につき 7 枚ずつ購入し、最初に標準試験条件における初期定格出力の測定を行った。

1 番から 6 番の結晶シリコン系太陽電池はプレコンディショニングを行わずパルスソーラーシ

ミュレータ（パルス幅約 100ms）を用いて測定した。近年、薄膜太陽電池の光照射効果・熱ア

ニール効果による性能変動が注目されているが、CIGS 太陽電池のそれらの効果の時定数は小さ

いと考えられている。よって 7 番 8 番の CIGS 太陽電池は快晴日 1 日の屋外暴露の後に室内測

定を行った。9 番 10 番の薄膜シリコン太陽電池は、光照射効果・熱アニール効果による出力変

動の時定数が大きいために、プレコンディショニングは行わず初期定格出力の測定を行った。 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（1）  気象データ計測を行っている 5 日射気候区 

 

表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（2）  発電量計測をおこなっている太陽電池モジュール 
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 Kind Manufacturer Pmax Efficiency

1 a-Si:H/sc-Si A 215 16.76

2 sc-Si B 210 16.88

3 sc-Si C 209 14.99

4 pc-Si D 208.4 14.03

5 pc-Si E 190 14.36

6 pc-Si F 190 14.61

7 CIGS G 130 10.59

8 CIGS H 130 11.60

9 a-Si:H/μc-Si:H I 130 8.25

10 a-Si:H J 75 6.15

 

 

測定した定格出力と気象計測システムで計測されている気象データを用いて、各モジュールの

2012 年 4 月の月間発電量を算出した。算出式は 

   

E =  P u t , v t , w t ,  dt
t=20120430

t=20120401

 
 

ここで、E は算出発電量[Wh]、P は算出出力[W]であり u（日射強度[W/m2]）、v（モジュール温

度[°C]）、w（日射スペクトル[mW/m2/nm]）の換算式から構成される関数である。本研究では出

力を算出する関数 P は以下の式で与えた。 

P = 𝑃max (STC ) ×
G

1000
×  1− γ × (Tmod − 25) SF  

 

算出発電量と実測発電量はともに 5 分インターバルであり、つくばサイトと九州サイトにお

ける実測発電量／算出発電量の比を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（3）と図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（5）にそれ

ぞれ示した。通常の p 型基板結晶シリコン太陽電池は、単結晶・多結晶ともに±3%以内で発電

量が算出された。特に、多接合太陽電池で課題を残す日射スペクトルの影響は定量化していな

いが、薄膜シリコン太陽電池の発電量は±5%以内で算出された。CIGS 太陽電池の実測発電量は

算出発電量よりも 5%以上高かった。これは快晴日 1 日のプレコンディショニングでは不十分で

あることを示し、光照射効果・熱アニール効果の定量化が今後の課題とされる。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（2） つくばサイトの写真   図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（3）つくばサイトにおける発電量比較 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（4）  九州サイトの写真  図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（5）  九州サイトにおける発電量比較 

 

九州サイト（産総研九州センター）では、太陽電池モジュール単位の発電量計測に加えて、ア

レイ単位（単結晶、多結晶、薄膜シリコン多接合、CIGS、薄膜シリコン：各 5kW）での発電量

計測を 2010 年 10 月から行っている。前述のモジュール単位での発電量計測は、5 分間隔の I-V

特性測定の間は解放状態であり実運用状態と尐し異なっている。また、太陽光発電システムで

はモジュールでアレイを組んで運用するために、モジュールの性能にばらつきが大きい場にア

レイを組むことによる発電量の損失が発生する。九州サイトの太陽電池アレイ発電量計測シス

テムでは、10 分間隔のアレイ単位での I-V 特性測定を行い、その間はパワーコンディショナに

接続し系統連系を行い、実際の発電システムとして運用している。この実運用状態に近い発電

量計測システムは、アレイを構成することによる損失の定量化や各種太陽電池の長期信頼性の

評価を行うのに最適な環境である。 

 本研究では、2011 年の各種類の太陽電池アレイ単位の年間発電量を行った。図Ⅲ-2-（ヘ）

-D-1（6）に月発電量が示されている。一般的に知られているように、薄膜シリコン太陽電池

の発電量は、日射スペクトルや熱アニール効果の影響のために、夏季に結晶シリコン系太陽電

池より大きくなり冬季に小さくなる傾向を示す。図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（7）に年発電量が示され

ている。多結晶シリコン太陽電池がやや小さい傾向を示したが、各種太陽電池アレイの年発電

量はほぼ等しくおよそ定格出力 1[W]あたり 1300[Wh]の発電量が得られることが示された。 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

kW
h

Month/2011

Monthly Output Energy (kWh)

sc-Si

pc-Si

a-Si:H/μc-Si:H

CIGS

a-Si:H

  

5000

5200

5400

5600

5800

6000

6200

6400

6600

6800

7000

kW
h

2011

Yearly Output Energy (kWh)

sc-Si

pc-Si

a-Si:H/μc-Si:H

CIGS

a-Si:H

 



Ⅲ-2-(ヘ)-D-1[6] 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（6）  太陽電池アレイ月発電量 図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（7）  太陽電池アレイ年発電量 

 

（ii）日射スペクトルデータの全国整備に関する研究開発（ＪＷＡ） 

・精密観測の実施とデータベースの構築 

分光日射計等を用いた精密観測地点として、図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（1）に示した 5 地点で水平

面における日射スペクトルの計測を開始した。日常的なデータの監視、定期的な清掃作業を実

施した。計測データについては表示ソフトを含めた「日射スペクトルデータベース」として整

備中である。表示ソフトのサンプル画面を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（8）に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（8）「日射スペクトルデータベース」の表示例 

左：地点選択画面 右：時刻別の日射スペクトルの表示例 

 

・日射スペクトル推定モデルの開発 

 計測データを基に、水平面全天日射から日射スペクトルを推定するモデルの検討を行

っている。現在、（仮称）変換係数用いた解析を行っている。解析例の一部を図Ⅲ-2-（ヘ）

-D-1（9）に示す。当日は、時刻毎に異なる日射スペクトルであったが、変換係数を用いる

と類似した形状として表現できることが示唆される。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（9） 変換係数を用いた解析例 

左：時刻別の日射スペクトル 右：時刻別の変換係数 

変換係数：Ｐ（λ）の定義 

I（λ）＝I・Ｐ（λ） 
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I（λ）：波長（λ）の日射強度（W/㎡/μm）； I:全天日射強度（W/㎡） 

 

Ⅰ‐イ）-b. 発電量予測技術（AIST、GU、JWA、UT、MRI） 

(i)分散・広域発電量推定技術の研究開発（AIST） 

 PV システムの発電量予測における、予測された気象パラメータおよび日射量データを日射量

/発電量に変換する技術開発の検討を行った、今年度は、サポートベクターマシンの学習方法、

入力データ拡充について検討を行った。回帰、ニューラルネット等の検討結果、サポートベク

ターマシン（SVM）を用いた手法を最適変換技術とした。また、MSM の日射量ガイダンスについ

て検討を実施し、年間 RMES 0.10kWh/m2の結果を得た(図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（10）)。また、発電

電力量のデータセットとして約 900 サイト分のデータ整理を行った。広域予測については、重

心からの距離合計を指標に予測誤差限界の基礎検討を行った。東日本において日射量予測誤差

は標準偏差にて 0.06kWh/m2の見込みを得た。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（10） 開発した発電予測による誤差分布（つくば、2010 年） 

 

(ii)気象パラメータ予測技術の研究開発（AIST、気象研） 

気象庁が現業運用しているメソ数値予報モデル（水平解像度 5km）で予測される日射量に関す

る検証ツール及びデータベースを構築し、予測日射量について日本全国を対象として主として

2008 年から 2010 年までの 3 年間について通年評価を実施し、地域特性や季節依存性などの特

徴を明らかにした。 

 

• 快晴時及び降水があるような厚い雲が存在する時には、1 時間平均値と日積算値の予

測日射量は、それぞれ観測と非常によく合致する。直達光と散乱光についても、同様

の結果である。 

• 関東地方で予測誤差が比較的大きくなるのは、降水をもたらさないような雲（巻雲、

高層雲、高積雲、層積雲など）が、ほぼ全天を覆っている場合が多いことがわかった。

冬季（夏季）には予測値は過大（過小）傾向を示す。 

• 関東地方で、1 時間平均日射量の予測誤差は、どの季節でも平均的には大気上端での

値の 0.2 – 0.3 倍、最大で大気上端での値の約 0.5 倍であった。 
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• 関東地方で、日積算全天日射量の誤差の絶対値を大気上端の値で規格化した値が 0.2

以上となるときを「大はずれ」と定義した場合、大外れの出現頻度は各月ごとにたか

だか 10%であった。 

• MSM による日射量の予測誤差は、特に南西諸島で大きいことがわかった。 

• 日射量の予測誤差の大きい日について、放射過程に関与するさまざまなモデルパラメ

ータを変更して感度実験を行い、パラメータごとの影響度を調査した。 

 

 

 
RMSE ME 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（11） MSM による予測日射量の ME （左）と RMSE（右）通年の検証結果 

（2010 年 03 UTC 初期値） 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（12） モデルの予測精度が悪かった事例について、モデル内の放射過程に関与す

るさまざまなパラメータを変えて行った実験結果（黒い線が観測値、検証地点；つくば） 

左図の事例について、衛星赤外画像（左）と MSM 結果から再現した衛星赤外画像（右） 

 

（iii）分散日射量予測技術の研究開発（GU） 

 本研究開発では気象計算モデルとして、現在代表的なメソ気象モデル WRF（Weather for 

Research and Forecasting Model）を用いている。そして日射強度・気象因子の翌日予測をタ

ーゲットとして、水平解像度 2km、出力時間間隔 30 分で 33 時間先までの予測を行った。対象
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領域は中部地域とした。その日射計算結果の一例を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（13）に示す。この計

算では、気象庁から提供される水平解像度 5km のデータを元に気象予報を行っており、気象庁

のデータには含まれない日射強度を始めとする気象データを、水平解像度 2kmで解析しており、

ほぼピンポイントでの気象予報・日射強度予報が提供できる。本年度は水平解像度 1km での気

象予測も実施しその可能性も示している。ただし、研究の効率性・便宜上、継続的な研究では

水平解像度 2km にて行っている。 

メソ気象モデル WRF による日射強度予測の誤差は発電量予測の誤差に直結する。そこでこの予

測誤差の特性の一つとして、その誤差分布について検討した。その結果を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1

（14）に示す。この図に示すように、WRF による予測誤差の分布は Gauss 分布から外れており、

時に大きく予測をはずすことがあることがわかる。この様な特性の解析は、研究開発グループ

内の東京大学に、系統電力安定化の発電機起動停止モデルのためのデータとして利用されてい

る。 

またピンポイントでの日射強度の特性として、直達・散乱日射のスペクトル強度および短期

変動についても推定手法の開発を行っている。直達・散乱日射スペクトル強度の予測技術を開

発し、33 時間先のスペクトル強度の推定が可能となっている。今後は任意の地点でのスペクト

ル強度が可能となるように技術の汎用化を進める。日射強度の短期変動については現地観測デ

ータからその特性を解析するとともに、メソ気象モデルから得られる気象パラメータとの関連

について検討している。そのひとつとして、相対湿度の鉛直最大値と直達日射強度時系列変化

の標準偏差を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（15）に示す。この図のように日射強度の短期変動強度を示

す日射時系列の標準偏差には相対湿度との関連が見られる。この関係から、短期変動強度の予

測が可能であるか、現在検討を行っている。 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（13） メソ気象モデル WRF による日射強度予測の一例（2010/6/21 12:30） 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（14） （左図）WRF による分散日射量の予測誤差分布（2010 年，岐阜大学） 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（15） （右図）WRF で予測される相対湿度の鉛直最大値と直達日射強度時系

列変化の標準偏差との関係（2010 年，岐阜大学） 

 

(iv)広域日射量予測技術の研究開発（JWA） 

(1)日射量予測モデルの改良（精度検証） 

現在、運用している当協会独自の気象予測システム「SYNFOS-3D」の改良を行った。今回、改

良を行った主な点は、以下のとおりである。 

 

• 気象数値モデル（ＷＲＦ）の最新バージョンの導入 

• 物理過程オプション検討・変更 

• 鉛直層の細分化 

• 放射過程の計算時間間隔を細かく 

 

この改良結果を Ver.1 として気象官署の日射量データから予測精度の精度検証を行った。 

検証地点は、各電力管内から 1 地点を選定した。検証を行った地点、期間及び方法等は以下の

とおりである。 

 

• 地点：北海道電力管内（札幌）、東北電力管内（仙台）、東京電力管内（東京） 

• 北陸電力管内（富山）、中部電力管内（名古屋）、関西電力管内（大阪） 

• 中国電力管内（広島）、四国電力管内（高松）、九州電力管内（福岡） 

• 沖縄電力管内（那覇） 

• 期間：2010 年 4 月～2011 年 3 月 

• 予測データ：前日 12 時初期値の当日、日の出～日の入までの毎時日射強度予測値。

なお、予測値は検証対象メッシュとその周辺 8 メッシュを含む 9 メッシュ平均値を用

いた。 

• 検証方法：相関係数，RMSE（二乗平均平方根誤差） 

 

ＲＭＳＥ＝√((E12+E22+…+En2)÷(n)) 

E1、E2・・・は「予測値―観測値」。n はデータ数（日数） 
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図Ｘに各地点での相関係数と RMSE を示す。相関係数、RMSE とも北日本で 10％弱、西日本で 20％

弱程度の改善（精度向上）ができた。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（16）  各気象官署での相関係数、ＲＭＳＥ 
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(v)分散・広域発電量応用評価技術の研究開発（UT） 

(1)データ整備と基礎評価 

我が国の 10 電力システムを対象として、発電予測の評価に有効な特徴として，2030 年断面

での PV 導入量，風力導入量、ベース電源比率、抑制電力量などによる比較評価をほぼ終了し

た。 

並行して，風力発電の導入が期待される東北、ベース電源比率が低い東京、ベース電源比率の

高い関西などについて、特徴のある日々の需給調整力の確保状況、それに対する PV 発電予測

の影響に関する評価を行った。平成 24 年度は、電源構成の想定を決定してデータの再整備を

行う。 

 

(2) 電力システム時系列モデルの開発 

(1)で整備されたデータに基づき、再生可能エネルギーの出力予測とその誤差、需要の能動

化、蓄電装置を考慮して、火力機の稼働時系列を求める起動停止問題モデルを開発した。 

本モデルを用いて、再生可能エネルギーの出力変動が与える系統運用へのインパクトを評価し

た。予測精度が高ければ需給調整力を過大に見積もらない経済的な運用が可能となること、再

生可能エネルギーの急激な出力低下による稼動機数の増加は需要能動化や蓄電装置を用いて

抑制できること、など期待される効果を定量的に確認した。平成 24 年度は、実際の電力系統

を対象にして、予測誤差の系統運用へのインパクトの評価を行い、発電予測の仕様を決定

する。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（17） 太陽光発電の出力抑制量の推移（月次内訳）（上図） 

急激な出力低下による火力機の稼動台数の増加(下図) 
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ロ）太陽電池の性能評価 

Ⅰ‐ロ）-a.太陽電池性能評価技術（AIST） 

(ⅰ)太陽電池実効性能評価技術の研究開発 

 光照射効果を含めた性能評価技術については、アモルファスおよび CIGS 太陽電池ミニモジュ

ールの光照射・熱アニールにおいて照度温度等の条件が及ぼす基本的効果を検討した。市販構

造のアモルファス太陽電池の型式試験には通常 IEC61646「地上設置の薄膜太陽電池(PV)モジュ

ールの設計適格性確認および形式認証のための要求事項」が使用されており，その中で光安定

化を目的とした光照射試験条件が定められている。その条件は（光照度 600W/m2～1,000W/m2モ

ジュール温度 40～60℃、43kWh/m2以上の光照射と性能測定を繰り返し行い、最大出力 Pmax が

安定（差が 2％以内）するまで繰り返す、というものである。光照射効果の度合いは、太陽電

池の材料・構造および光照射時の照度・温度等によって大きく異なることが知られている。本

研究の光照射効果を含めた高精度な性能評価技術開発のために、まず現在市販されている構造

とほぼ同じアモルファス Siおよび CIGSモジュールについて、上記の光照射条件の許容範囲が、

光照射後の太陽電池出力に及ぼす影響を定量的に検証した。その結果を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（18）

に示す。アモルファス Si（単接合）では上記条件の範囲内でも光照射後の出力に 5％以上，場

合により１割近い幅があるが、CIGS 太陽電池ではほぼ差がなかった。現在アニール効果を含め

た定量化とタンデム太陽電池を含めた検討を実施しており、薄膜 Si，CIGS ともにモジュール

サイズでの検証と定量化を平成２４年度中に実施する予定である。CIGS 太陽電池では薄膜Ｓｉ

系に比べて数時間～数百時間での光照射効果は小さかったが，性能測定時のソーラシミュレー

タ光による短時間の光照射によって、Isc、Voc、Pmax 等が数％変化する兆候が見られた。その

際に光・熱の他にバイアス電圧が影響している可能性もあり、今後の研究課題である。その際

に薄膜 Si、CIGS だけでなく各種太陽電池に共通して適用できる技術が重要である。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（18） アモルファスＳｉ太陽電池における光照射効果，アニール効果 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（19） アモルファス Si 太陽電池における光照射効果、アニール効果 

 

 太陽電池は幅広い温度で稼働するため、温度による分光感度の変化が実効性能を評価するう

えで非常に重要である。また、国際規格 IEC61853-2（発電量定格）においても必要な要素技術

である。従来 AIST で開発したモジュール分光感度測定技術をベースとして、モジュール分光

感度の部分的な温度依存性を測定する技術の開発を行った。図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（20）の様に

両面から温度を調整することによりモジュール内の一部のセルを加熱し温度を調整すること

で、モジュール内部のセルの温度を±1℃以内と精度よく測定できる技術を開発した。単結晶、

CIGS、多接合太陽電池モジュールの分光感度の温度依存性測定結果の一例を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1

（21）に示す。 

 

加熱装置

ラバ^ヒータ

0

10

20

30

40

50

60

70

80

10 20 30 40 50 60 70 80

表
面
温
度
、
セ
ル
温
度

[℃
]

裏面温度[℃]

表面温度

セル温度

 
図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（20） モジュール分光感度の温度依存性測定技術の原理図(左図)とモジュールの

表面・裏面・セルの温度調整の精度検証の一例。モジュールの表面（ガラス）と裏面（バックシート）の

両面から加熱を行うことで、内部のセルの温度を±1℃以内で調整可能である。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（21） 単結晶、CIGS、多接合太陽電池モジュールの分光感度の 

温度依存性測定結果の一例 

 

（ii）屋外高精度性能評価技術の研究開発 

 太陽光発電産業の発展に伴い、様々な屋外暴露システムにおいて、変換効率等の性能を屋外

の設置場所において正確に測定する技術の必要性が高まっている。一方で屋外における太陽電

池モジュールに入射する日射の照度・スペクトル・角度は多岐にわたるため、現在の屋外性能

評価技術では屋外設置状態において光電変換効率等の重要な性能を正確に測定することが困

難である。23 年度までに測定項目の予備検討を行い、測定設備を導入した（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1

（22）左図）。屋内測定結果と屋外測定結果の基本的な検証の結果、基本的な比較検証から、

現状の屋外性能評価技術では，快晴日においても短絡電流(Isc)で約±3％、次いで開放電圧

(Voc)が約±1％測定誤差を与えることが明らかとなった（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（22）右図）。Isc

については、日射強度を日射計により測定したことによるもので、スペクトルミスマッチ補正

を含めた基準セル・基準モジュール等の使用や補正法の開発により高精度化が可能となる見込

みである。また、Voc については系統的な差があり、これはモジュール温度の測定方法（内部

温度と裏面温度）の違いの影響によるものと考えられるため、温度計測技術の高精度化を図る

予定である。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（22） 太陽電池屋外高精度性能評価装置（左図）と、屋外測定と屋内測定の各太

陽電池パラメータの比較結果（単結晶 Si モジュール） 

 

（iii）各種新型太陽電池性能評価技術の研究開発 

 NEDO プロジェクト開発品を始めとして、様々な新型太陽電池や、多接合太陽電池、大型サブ

モジュールを高精度に評価する技術を検討し、実証・測定を行い、これらの最新の太陽電池の

高精度な性能評価技術を検証するとともに、中立で高精度な測定結果を提供し、デバイス開

発・高性能化にも貢献した。これらの測定は、今後の高精度化のためのニーズや要素技術の把

握にも重要である。新型高性能結晶 Si、有機薄膜、色素増感、CIGS、Si 薄膜、ⅢⅤ族等を材

料とした太陽電池や、それらの積層構造（タンデム、トリプル）等について、Ｈ22 年は 45 サ

ンプル，Ｈ23 年は 65 サンプル、平成 24 年は約 80 サンプル（見込み）の測定を実施した。測

定結果の電流電圧特性の一例を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（23）に示す。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（23） 電流電圧特性測定結果の一例  

 

 開発した技術の標準化・国際的整合性推進のために、標準化への技術的貢献および太陽電池

の持ち回りによる国際比較測定を実施した。プロジェクトに先立って開発したモジュール分光

感度測定技術の基本的手順の標準化のため、IEC/TC82/WG2 で改訂審議中の IEC60904-8 に日本

案として提案し、現在 CDV として submit されている。国際比較測定としては結晶 Si 太陽電池

モジュール、薄膜太陽電池モジュール、結晶 Si ベアセルについて実施中、およびホスト機関
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においてデータ解析中である。国際比較測定は企画・参画機関の調整・サンプルの輸送・測定・

解析に 1～3 年以上要することが多く、継続的な取り組みが必要とされている。一例として 2009

年～2011 年にかけてアジア地域５カ国９機関で実施した結晶 Si 太陽電池モジュールの国際比

較測定の結果を図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（24）に示す。測定結果は Pmax で±2～3％のばらつきを示

し、その主な原因は Isc の差であった。更に国際的整合性を改善するための要素技術として、

基準セルの使用方法、ソーラシミュレータの均一性、スペクトル測定、スペクトルミスマッチ

補正等が主なものであることが明らかになった。 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（24） アジア地域の PV 測定機関による、結晶 Si モジュール国際比較測定の参画

機関と結果の一例 

 

 集光型太陽電池（CPV）について、日米の屋外 CPV システムを用いて発電量定格技術等の研究

を行っている。CPV サブモジュールのアラインメント等がおよぼす効果を明らかにするために、

日米における実証データの蓄積と解析を実施している。その結果アライメントによる損出は最

大 8％と大きく、現在審議中の IEC62670-1 等での標準化にむけて、更に定量的に評価する必要

があることが明らかになった。更にこれらの集光型・平板型多接合太陽電池の基本的な高精度

化のためには、以前に開発した高精度分光感度分離技術に加え、分光放射照度を正確に測定し

て各要素セルに入射する光エネルギーを高精度に計算・評価し、性能を評価する技術開発が必

要である。光の重ね合わせ原理を用いた線形性測定装置を用いて、分光放射照度測定装置の精

度検証する技術を開発した。 

 

Ⅰ‐ロ）-b.基準太陽電池校正技術（AIST） 

(ⅰ)精密構造型 WRR 絶対放射計測技術に関する研究開発 

 ソーラシミュレータ法による校正技術の高度化のため、上位の計量標準の開発状況調査を行

った。その結果、産総研の計量計測標準部門が温度標準として開発した超高温定点黒体炉を放

射源として活用することで、従来からの課題であった相対分光放射照度分布の再現性を改善可

能であることが明らかになった。また、計量計測標準部門との連携により、波長依存性の無い

熱型検知器（絶対放射計など）をレーザ標準で校正し、それを放射照度の絶対校正に活用する

ことによって、スイスで 5年に一度しか機会がなかった絶対放射計の校正頻度を年周期として、
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その経年変化を正確な把握も実現できる。 

開発した精密構造型絶対放射計の入射角特性や対光強度直線性を評価した。その結果、再現

性の高いアライメントが可能な構造が実現されたことが確認できた。これにより、直達太陽光

による WRR スケールでの校正のみならず、レーザ標準による校正にも適用可能な構造が実現で

きた。これらの開発技術と超高温定点黒体炉による分光放射計測不確かさ改善の組み合わせに

より、従来法であるソーラシミュレータ法の抜本的な高精度化が図れる（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1

（25））。 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（25） 一次基準セル屋内校正の抜本的な高精度化 

 

（ii）絶対分光感度法による一次校正技術に関する研究開発 

 ソーラシミュレータと白色レーザ光源のそれぞれの照射下における基準太陽電池の応答特性

を評価し、白色レーザ光源のからのパルス照射の光源としての適合性を実証した。これを受け、

絶対分光感度法の実現のための光源として、波長範囲 460nm～2000nm、全出力パワー6.5W、繰

り返し周波数 65Mhz、スペクトル平坦性 55dB の性能をもつ白光レーザ光源を開発し、所期の性

能を達成した。また、この白色レーザ光源からの照射を基準太陽電池に均一に照射するため、

ソーラシミュレータで実績が多いインテグレータレンズ方式の光学系を開発した。光線追跡に

よって最適化を行い、460nm～2,000nm の波長範囲に亘って極めて均一な照射（±0.5%）を実現

した。この光学系は、絶対分光感度測定に用いる異なる波長のレーザ光の伝達光学系としても

十分な性能を実現している（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（26））。 
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(ⅲ)二次基準モジュールの校正精度の向上に関する研究開発 

 モンテカルロ・シミュレーションによる解析を含む不確さ要因全ての解析を完了し、ソーラ

シミュレータ法による基準モジュールの二次校正の最高校正能力（不確かさ）が 1.1%であるこ

とを明らかにした。また、スペクトルと均一性に影響を与えることなく、その強度を広範囲で

可変のバイアス光源を開発し、高強度・高均一単色光照射機構との組み合わせによって１セル

モジュールの相対分光感度を高精度に測定可能とした。１セルモジュールの校正の最大の不確

かさ要因はパルス光測定であることを検証し、その最高校正能力が、二次校正で 0.9%、一次校

正で 0.78%となることを明らかにした。パルス光による 1 セルモジュールの一次校正の実現可

能性が明確になったことで、基準太陽電池と被校正・測定太陽電池モジュールの光学的透過性

を完全に確保できることになった。以上により、最終年度を待たず、目標を大幅に達成した（図

Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（27））。  

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（26） 校正コスト減・省エネ・高精度を目指した絶対分光感度法の技術開発 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（27） 基準モジュールの最高校正能力不確かさの解析 
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Ⅱ）信頼性評価技術と長寿命化技術の開発 

イ）モジュール・機器耐久性評価技術 

II-イ）-a 高信頼性モジュールの認証試験技術（ＰＶＴＥＣ） 

 本研究の最終目標は、「20～30 年の屋外暴露に相当する寿命評価試験方法の確立」である。

この最終目標に向け，前フェーズ（平成 18 年～21 年）では、寿命評価試験方法の確立の STEP

１として、暴露試験、太陽光発電システム調査、文献調査による「劣化事象の収集」を実施し

た。 

本フェーズの前半（中間目標）は、この調査結果から、劣化事象の収集作業の継続とともに、

STEP2 としての「劣化要因の推定」作業を実施することとして、以下の目標を設定した。 

 

• 暴露試験、国内外の太陽光発電システムの調査、文献調査を継続的に実施し、26 サイ

トを調査することを目標に事例収集を行う。 

• これまでに劣化要因として示唆した紫外線、モジュール温度差の影響を見るために現

在モジュールの認証試験に定められている紫外線強度試験、温度サイクル試験の条件

を５倍程度まで印加した試験を実施し、劣化症状と比較し、劣化因子の推定を行う。 

 

当該、目標に対する成果は、表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（3）に示す通り、計画に従い、概ね順調に

進んでいる。なお、残課題にあっても平成 24 年度中に達成の予定である。 

さらに、本フェーズ後半（最終目標）は、STEP2 として「劣化要因の特定」を目指した劣化

要因の不変性を確認することを目標とした。 

 

表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（3） 本項目の成果 

目  標 研究開発成果 達成度 

・国内外の 26PV システムの調査 

・認証試験５倍程度まで試験実施 

・国内外の 22PV システム調査完了  

・認証試験条件の２倍まで完了 

・H24/12 達成見込み。 

・H25/3 達成見込み 

 

前フェーズの実施（暴露試験、太陽光発電システム調査、文献調査）で得られた劣化事象か

ら、示唆する劣化要因に対し、劣化要因の推定に向けた検討を実施した。検討結果は、表Ⅲ-2-

（ヘ）-D-1（4）に示す通り、必ずしも劣化要因の推定作業の結果が一致しない場合があった。

この一致しなかった理由については、今後の STEP3 の「劣化要因の特定」で検討を実施するこ

ととする。また、劣化要因の推定作業で、劣化要因が特定できなかった 3 項目を除き、劣化要

因を推定するに至る結論を得ることができた。一方、劣化要因が特定できなかった 3 項目、暴

露試験で得られた「Rsh（並列抵抗）の低下」、太陽光発電システム調査で得られた「セル異常、 

その他異常」に対しては、本年度より、新たに「ベアセルへの耐環境試験」等を追加開始し、

年度末達成を目指し試験中である。 
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表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1(4) 研究開発項目毎の成果。注 表中の「Ｍ」は、モジュールを示す。「既知要

因」とは、モジュールの認証規格にも採用されている「紫外線、高温高湿、温度サイクル」をいう。 

劣化事象 示唆する劣化要因 劣化要因の推定作業
検討手法 結果 達成度

Iscの低下 紫外線 暴露試験 紫外線の影響を再確認 〇
Rsの上昇 Ｍ温度差 暴露試験 気象環境による差なし 〇

Rshの低下 相対湿度 高温高湿試験 要因を特定できず △
ベアセルへの耐環境試験 試験の継続中

界面異常 既知要因以外 暴露試験 気象環境による差なし 〇

封止材異常 既知要因以外 耐紫外線試験 要因を特定できず 〇
暴露試験 紫外線の影響を再確認

導電部異常 既知要因以外 腐食現象）塩水噴霧試験 試験の継続中 〇
過熱現象）暴露試験 気象環境による差なし

セル異常 Ｍ温度×相対湿度 ベアセルへの耐環境試験 試験の継続中 △
その他異常 既知要因以外 耐紫外線試験 試験の継続中 △

結晶Si系出力低下 冷帯の気象環境
試験サイトの気象条件比較 年間モジュール温度差

〇
明暗冷試験 試験の継続中

薄膜Si系出力低下 乾燥帯の気象環境 試験サイトの気象条件比較 低モジュール温度 〇
明暗冷試験 低モジュールを確認)

 

 

II-イ）-b.新規信頼性試験方法の開発（AIST） 

(i)新加速試験技術の研究開発 

 屋外で運転中のモジュールで観察される不具合事例としては，ガラス割れ，セル割れ，電極

はがれ，EVA 変色，電極周辺のこげ，気泡，フィンガー電極消失，バスバー周辺汚れなどが報

告されている。電極周辺のこげについては，前フェーズ（平成 18 年～21 年）で検討した単セ

ル・モジュールの劣化の様子から，順方向・逆方向電圧電流サイクリック試験が有効と考えら

れたため，本フェーズではこの試験方法を 4 セルないしは 6 セルのモジュールへ展開し，スケ

ールアップに伴う，技術課題の技術課題を抽出・解決し，最終的には，フルサイズ（1.0m×1.1m

程度）モジュールへの適用可能性を判断することを目標として研究を進めた。 

 新規に導入した試験装置は単セル用試験装置の時に見られたような，逆バイアス時の発信現

象も起こらず，順調に試験を行えることを確認した。今後，フルサイズへ拡張する場合は電源

容量を対応するサイズに変更するだけで可能と考える。 

 電流電圧サイクリック試験を 4 セル・モジュールに適用した結果，外観劣化（焦げ，膨らみ）

の発生を確認するとともに，I-V 特性の劣化（Rsh,Rs）を促進する試験として有効であること

を確認した。図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（28）に試験時間と I-V 特性の劣化の関係を示す。 

 図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（29）は上記 I-V 特性の測定と同じタイミングで EL 撮影を行った結果を

示す。左下（1 番）セルの右側（４番セル側）から暗部が発生し，その後，徐々に１番セルが

暗くなり，最後には真っ暗となり，発電特性が大きく劣化する様子を見て取れる。 

 本試験方法は屋外での実使用条件下で起こる外観劣化（焦げ，膨らみ）を確認するとともに，

IV 特性の劣化（直列抵抗，シャント抵抗）を促進する試験として有効であることを確認した。

本外観劣化症状を再現する試験法は世界で唯一の手法である。 

 新規加速試験法として，加重・抜重方式および加圧雰囲気利用方式について検討した。試験

の結果，裏面材のブリスター（膨れ）と EVA 内の気泡発生が確認された。水蒸気浸入量と生成

物滞留量などを計測し，詳細な分析を行い，高温高湿試験の短縮化の試験としての有用性確認

を進めつつあり，中間評価の目標を達成可能と考える。 



Ⅲ-2-(ヘ)-D-1[23] 

0

5

10

0 0.5 1 1.5 2 2.5

0h
100h
198h
298h
398h

V [V]

逆バイアス定電流試験
負荷180W（3A）

0

20

40

60

80

100

0 200 400

①セル
②セル
③セル
④セル

Time [h]

1

2 3

4

0

5

10

15

0 200 400

①セル
②セル
③セル
④セル

Time [h]  

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（28） 試験時間と I-V特性の劣化の関係。試験条件：逆バイアス定電流試験（負荷

180W(3A)）(a)I-V カーブの経時変化，(b)シャント抵抗の経時変化，(c)直列抵抗の経時変化をプロット。

I-V 特性の劣化は，左下（1 番）セルの Rsh の急激な低下と Rs の増大によることが分かる。 

 

 

試験サンプル 

100hr 

198hr 298hr 398hr 

0hr 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（29） 試験時間とEL画像の変化。左上は初期（0hr）の可視画像。そのほかは初期

および 100 時間毎の EL画像の変化を示す。 

 

(ii)モジュール内水蒸気浸入経路調査方法の研究開発 

 太陽電池モジュールの寿命・信頼性に影響を与えると考えられる水蒸気のモジュール内への

浸入経路を明確化するとともに、浸入量を定量化可能な技術を開発し、太陽電池モジュール部

材の設計指針を見出すことを目標に研究を進めた。 

 塩化コバルト試験紙をカバーガラス／封止材（EVA）／セル／封止材／裏面材の各界面に

挿入したテストモジュールを試作した。裏面材にバックシートを用いたタイプのモジュールで

は、結晶系、薄膜系の双方でテストモジュールの作製方法を確立した。裏面材にガラスを用い

たいわゆるダブルガラスモジュールでは、結晶系においてテストモジュールの作製方法を確立

した。裏面材に用いたバックシートの水蒸気透過率は 0.1～14g/m2day の範囲で変化させた。

塩化コバルトは当初青色であるが、水蒸気との反応により薄紅色に変色するため、水蒸気の浸

入経路は定性的には塩化コバルト試験紙の変色により判定した。水蒸気透過率が 14g/m2day と

比較的大きいバックシートを用いた場合は、端面よりも裏面からの水蒸気浸入が支配的なこと

を明らかにした。また、水蒸気の浸入はバックシートの水蒸気透過率に依存することも見出し
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た。バックシートから浸入した水蒸気はセルそのものによって遮断されるものの、セルとセル

の隙間から光入射面側に拡散することも見出した。一方、裏面材からの水蒸気の浸入が無視で

きるアルミニウム入バックシートを用いた場合やダブルガラスモジュールにおいては、端面か

らの水蒸気浸入が支配的で、モジュール端面から中央部に向かって水蒸気が拡散する様子を可

視化できた。また、一層高いバリア性、すなわち低い水蒸気透過率を有するバックシートを用

いたモジュールにおける水蒸気浸入経路を調査するために、カルシウムを試薬に用いたテスト

モジュールを試作可能な装置を世界で初めて導入した。予備試験により、水蒸気との反応によ

りカルシウムの金属光沢が無色化することを用いて、モジュール内の水蒸気浸入がバックシー

トの水蒸気透過率に依存することや、モジュール端面から中央部に向かって水蒸気が拡散する

状況を確認した。 

 

裏面材の水蒸気透過率が低い場合 裏面材の水蒸気透過率が高い場合

封止材

裏面材

封止材

ガラス

セルセル× ×封止材

裏面材

封止材

ガラス

× × ×× ×

セルセル

青：外部の水蒸気
赤：裏面材から浸入した水蒸気
緑：端面から浸入した水蒸気

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（30） 太陽電池モジュール内への水蒸気浸入経路の模式図 

 

水蒸気との反応による 690nm 近傍における塩化コバルトの反射率スペクトルの変化と、吸湿

による塩化コバルトの重量変化の関係から検量線を作成し、モジュール内に浸入した水蒸気量

の定量化を試みた。この結果は、バックシートの水蒸気透過率から予想される水蒸気浸入量と

良く一致し、本定量化手法の有効性が実証された。 

 さらに、モジュールに 85℃、85%の高温高湿試験を施した結果、裏面材に用いたバックシー

トの水蒸気透過率が低くバリア性が高いほど、モジュールが早期に劣化することを見出した。

ただし、アルミニウム入バックシートを用いた場合やダブルガラスモジュールにおいてはこの

限りではない。このことは、モジュールの長寿命化には、水蒸気透過率が低く高いバリア性を

有するバックシートが必要であるとのこれまでの常識を覆す画期的な発見である。赤外分光に

よる EVA の加水分解状況の解析やモジュール内に残留する酸の定量化を行った結果、バリア性

の高いバックシートでは、水蒸気の浸入量は尐ないものの、EVA の加水分解により発生した酸

がモジュール内に滞留しやすく、この酸によってモジュールが劣化することが推測される。一

方、バリア性が低いバックシートを用いた場合には、水蒸気の浸入量は多いものの、発生した

酸もモジュール外部に脱離しやすくモジュール内への滞留が尐ないため、結果的にモジュール

の劣化は小さいものと考えられる。アルミニウム入バックシートを用いた場合やダブルガラス

モジュールでは、根本的に水蒸気の浸入が遮断されるので、酸も発生せず、モジュールの劣化

は抑制できる。これらの結果は、水蒸気そのものではなく、水蒸気との反応により EVA が加水

分解することで発生する酸によりモジュールが劣化することを示唆するとともに、バックシー

トのバリア性や封止材の材料そのものの設計指針の大幅な見直しを迫るものであり、関係者に

与えるインパクトは極めて大きい。 

註）：有機や薄膜太陽電池では、水分自体が問題となるため、それぞれ、10-5～10-6g/m2day 台、 、
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10-3～10-4g/m2day 台のハイガスバリア性が必須。水分浸入により酸が発生する封止材を用いる

場合も、ハイガスバリア性は水分の遮断に有効と考えられるが、ごく微量の水分により発生す

る酸の滞留・放出の傾向や滞留による影響については未確認であり、 ハイガスバリアフィル

ムの開発とともに、今後の検討課題の一つである。 

 

ロ）システム点検技術（AIST、PVTEC） 

Ⅱ-ロ）-a.オンサイト発電性能点検技術（AIST） 

 システム点検技術に関して、約 10 年程度経過した約 200 サイトの住宅用システムを対象に発

電量のデータの経年特性の評価を行った。また、日射量等のデータを利用した場合のオンサイ

ト発電性能点検技術として、線形内挿法の適用について検討を行った。屋内モジュールＩＶデ

ータを利用したケースおよび、実アレイＩＶカーブを利用したケースについて検討を行った。

実証設備を利用して、模擬的な不具合を発生して、日射計ベースにて短絡電流低下モードにお

ける 10％出力低下について発見可能である見通しを得た（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（31））。 

 

   

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（31） 模擬的な不具合（電流低下模擬）データと線形内挿法による IV カーブ比較 

 

Ⅱ-ロ）-b.発電データ分析技術（PVTEC） 

• 住宅用 PV システムの詳細計測：平成 21 年度まで NEDO が実施していた住宅用太陽光

発電システム 47 サイトの実フィールドにおける運転データ計測を受継ぎ、実運転デ

ータを計測・収集し、長期的な実運転性能データベースを構築した。（図Ⅲ-2-（ヘ）

-D-1（32）参照） 

• 計測システムの改造：データ計測システムにおけるデータ収集の通信手段として利用

していたＮＴＴドコモが提供している無線電話回線 DoPa 通信サービスが平成 24 年 3

月末に終了し、その代替えとして、同社が提供している FoMa 通信サービスへ移行す

るにあたり、必要最低限（ホスト及びサイト端末 29 サイト分の通信機能部分）の改

造を完了した。なお、計測項目、保存ファイル形式等、通信機能変更に関連しない部

分については、従前のままとした。（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（33）参照） 

• 発電データ分析：住宅用 PV システムの詳細計測で構築している実運転性能データベ

ースのデータを利用して、サイト毎に 47 サイトの長期運転性能について発電量、シ

ステム出力係数等各種指標、推定発電量との乖離度、SV 法による解析等を実施した。

（図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（34）参照） 
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 図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（32） 住宅用 PV システムの詳細計測（左） 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（33）計測システムの改造（右） 

 

  

 

  

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（34） 発電データ分析 
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Ⅱ-ハ） 次世代太陽光発電システムに向けた基盤技術開発の調査（PVTEC） 

NEDO PV2030+に掲げられた 2030 年「7 円/kWh」実現のため必要なコスト削減に有効な手段の

一つは、PV システムの長寿命化である。初期システムコストが同等で、長期運転できれば、運

転時間に比例して総発電量が増加するため、相対的に発電コストが下がる。近年、モジュール

メーカーの一部は出力の 20 年等の長期保証を謳うようになってきたが、これは製品品質・寿

命に裏打ちされたものではない。またそれを保証する信頼性評価法も明確には確立されていな

い。そこで、長寿命化と、信頼性評価の確立を成すことで、PV の確実な低コスト化を実現・保

証でき、我が国の太陽光発電産業が品質に裏打ちされた優位性を持つことができる。 

PV モジュールの長寿命化技術開発は，現状では主として各モジュールメーカーがそれぞれ独

自の経験・ノウハウに基づいて行っており，総合的な開発方向性の明確化はされていない。さ

らに，モジュール単体ではなく，トータルでの PV システムの耐久性向上に関わる総合的な開

発指針は未だ系統的に検討されていない。本項目では、これら PV モジュール、周辺システム

を含めた高信頼性 PV システムを実現するための技術課題を明示し、必要な基盤技術の確立を

目指して検討を行った。より具体的には、下記の 3 つの分科会により各々討議を行って本年 11

月を目処に成果を取りまとめ、親委員会によりこれを取りまとめて年度内に報告書の形を取り、

広く PV 関連の産官学関係者へ開発指針を示す予定である。 

 

高信頼・長寿命PVシステム総合調査委員会

社会システム構
築分科会

高信頼PVモ
ジュール分科会

高信頼PC/BOS分
科会

（親委員会）

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（35） 委員会・分科会組織図 

 

分科会ごとの進捗と、その成果について、表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（5）にまとめる。 
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表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（5） 分科会ごとの成果まとめ 

 目標 

（分科会ごとに具体化） 

成果 達成度、残案件 

Ｐ
Ｖ
モ
ジ
ュ
ー
ル 

○暴露サイトモジュールの劣

化に関する調査結果を取りま

とめるて主たる劣化要因を特

定し、20 年寿命を実現する課

題を特定する 

○調査結果より劣化要因に対

する評価方法、長寿命モジュ

ール実現のための課題を提起 

H24/11 達成見込み 

○評価方法や寿命の考え方

を、異分野の現状等も参考に

しながら討議検討。 

 

Ｐ
Ｃ
／
Ｂ
Ｏ
Ｓ 

○小型パワーコンディショナー

に特化し、PV モジュールに合

わせた寿命(20 年)を前提とす

るケースと途中交換のケース

でのコストシミュレーションと、

各々実現のための課題抽出を

行う 

○関連機関・メーカー聞き取り

から故障・寿命の実態を把握

し、必要な技術課題を取りまと

めコストを算出する 

H24/11 達成見込み 

○聞取り調査を拡張しデータ

確保し、検討 

○寿命を延長するのに必要な

技術的課題提起の検討と、

各々のコスト算出 

 

社
会
シ
ス
テ
ム 

○NEDO の PV2030+を実現す

るための障害要因(社会インフ

ラ、法規制、商習慣など)を洗

い出す 

 

○PV の優位性をさらに伸ばす

ための社会システム整備の方

策を提起 

○その整備に障害要因となる

現時点での規制等を洗い出

し、どのように変えていくべき

かを提言する 

H24/11 達成見込み 

○社会システムの現状と改善

すべき点の整理と討議 

 

 

Ⅲ リユースモジュール健全性試験技術（PVTEC） 

 近年、モジュールは、20 年とも、25 年とも言われる寿命を要求されるに至った。しかし、現

行モジュールの認証規格は、当該寿命の検証が不可能ある。また、システム設置後、多くの場

合でメンテナンスさせずに運転が継続されている。 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（36）に示す通り、現行の認証試験規格に長期間の運転性能を検証できる

要求等を追加した「（高信頼性）認証試験」、運転中の太陽光発電システムに対する「定期点検」

の実施、定期点検で継続運転に不適合と判断されたモジュールに対する補修作業後の、あるい

は設置者が不要となったモジュール（リユースモジュール）の設置前に、今後継続的に安全に

運転できることを判定する「健全性試験」を組み入れれば、要求される寿命期間、安心して運

転の継続が可能となるものと考えた。 

 さらに、近年、リユースモジュール（中古モジュールの再販）が新たなビジネスモデルとし

て認知され、今後の普及・拡大が予想される中で、当該リユースモジュールに対する統一的な

評価方法が望まれている。 

 そこで、本研究では、前段に示した項目の内、リユースモジュールに対する健全性試験技術
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として、中古モジュールの再販時に必要なモジュール性能等を示すガイドライン作成に必要な

データの提供を目指し研究を開始した。 

 現在、新品のモジュールを販売するためには、各国認証機関での試験を受け適合する必要が

ある。この試験方法である IEC61215(JISC8990)「地上設置の結晶シリコン太陽電池モジュール

－設計適格性確認及び形式認証のための要求事項」等には、多くの「機械的作用又は環境の影

響で発生する感電、火災及び人的傷害を査定するための具体的な項目」がある。しかし、この

項目をすべて、中古モジュールの再販業者に求めることは難しい。そこで、ガイドラインとし

て必要な最低限の①外観状態の判断方法、②絶縁性能の要求値、③出力測定方法の提案、③バ

イパスダイオードの機能の確認方法に対するデータ（情報）の提供を目指すこととした。 

 さらに、本フェーズ（前半）では、前段に示す項目中上記項目から、電気製品として最も基

本的な要求である「③絶縁性能の要求値」の決定に必要なデータを収集し、要求値の決定を目

標とした。 

 当該、目標に対する成果は、サンプル数が十分とは言えないが、目標を達成した。 運転場

所の相違：絶縁抵抗値（乾燥時）は、比較を実施した北見市、鳥栖市、宮古島の内、宮古島の

モジュールに低い値が集中した。一方、湿潤漏れ電流試験の値（湿潤時）は、特定サイトへの

集中を認めなかった。 

 

• 製造年の相違：図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（37）に示す通り、乾燥時は微小な低下、湿潤時

はほとんど変化を認めなかった。 

• 湿潤時のばらつき：図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（38）に示す通り、１標準偏差 0.14 で、低い

ばらつきに留まった。 

• バックシートの色差の相違：図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（39）に示す通り、色差の上昇に対

し、微小な低下に留まった。 

 

 これらの結果から、運転期間 10 年程度のモジュールであれば、新品モジュールに対する要

求値を満たすことを確認した。よって、運転期間 10 年程度のモジュールであれば、新品モジ

ュールと同程度の絶縁性能を保持すべきとの結論を得ることができた。また、一方で、湿潤漏

れ電流試験は、乾燥時に比べ 102 程度の差を示すとともに、乾燥時の絶縁抵抗試験では発見で

きないバックシートの傷等を発見できる優れた試験であることを確認した。 
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開発

製品化

廃棄

リサイクル

リユース

定期点検

補修作業

健全性試験

認証試験

NGOK

図 高信頼性モジュール実現に向けたフロー

本フェーズの研究範囲

従前フロー
提案フロー  

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（36） 高信頼性性モジュール実現に向けたフロー 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（37） 製造年度の相違による絶縁性能の差 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（38） 絶縁性能のばらつき 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（39） バックシートの変色と絶縁性能 

 

表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（6） 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 0（0） 1（0） 0（0） 1(0)件 

論文（査読付き） 11（1） 39(10) 21(5) 71(16)件 

研究発表・講演（うち国際会議） 8(1) 32(8) 15(1) 55(10)件 

新聞・雑誌等への掲載 0 1 1 2 件 

受賞実績 0 4 1 5 件 

展示会への出展 0 1 0 1 件 

 

 表Ⅲ-2-（ヘ）-D-1（7） 別表 その他成果（内訳） 

 H22 H23 H24 計 

NEDO 開発品新型太陽電池等測定 45 65 80 190 件 

ＪＩＳ 5 0 0 5 件 

IEC 0 0 

1（CDV

審 議

中） 

1 件 

基準セル校正（波及効果） 37 72 2 111 件 
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2. 実用化・事業化見通し 

 本研究の実用化は，開発した太陽電池評価技術が JIS 規格・IEC 規格等の標準に採用されて

産業界に使用されること，および評価技術が普及して太陽電池開発・大量導入に貢献すること

を指す。 

 

Ⅰ）発電量評価技術の開発 

イ）発電量評価 

a.発電量定格技術（AIST、JWA) 

 ＪＩＳ，ＩＥＣ規格（61853 等）への標準化による実用化が重要である。審議中の規格に本

研究の結果を提案することによる実用化の可能性は高い。 

b.発電量予測技術 （AIST,GU,JWA、UT,MRI） 

 気象パラメータ予測技術を改良・開発した放射過程モデルを気象庁モデルへの実装により実

用化する。分散日射量予測技術は、スマートコミュニティや各戸レベルにピンポイント予測情

報の提供が可能となる。また、日射強度のほか，直達・散乱日射スペクトル強度などの付加情

報の提供が可能となる。広域日射量予測は、電力会社やスマートコミュニティなどへの広域予

測への情報ができ、ＪＷＡの現状のシステムへの実装により事業化が可能となる。発電推定・

変換技術は、エネルギーマネージメントを行うアグリゲータが各シーンで利用されることで，

技術移転の形で実用化が期待できる。また電力システム解析評価モデルは、再生可能エネルギ

ーの橙導入を含めた長期の電力需給計画を支えるモデルとなる。設備台帳、設備管理、故障管

理、発電量把握などのとの統合により、電力会社、コミュニティ、個別需要家、事業者などが

利用可能な社会インフラとして、太陽光発電システムの価値向上の実現することで実用化とな

る。 

 

ロ）太陽電池の性能評価 （AIST） 

a.太陽電池性能評価，b.基準太陽電池校正技術 

 JIS 規格・IEC 規格等の標準化に技術的に貢献するために，国内・アジア地域内および欧米と

の比較測定・技術協力等による評価技術普及と整合性確保が重要である。現在規格審議，国際

比較測定等進行中であり，実用化の可能性が高い。一次校正方法をソーラシミュレータ法から

省エネ・低コスト化手法として開発している絶対分光感度法に転換するため，その不確かさの

推定と国際比較による整合性確保が課題である。基準モジュールについては、速やかな校正事

業者への技術移転などが重要である。 

 

Ⅱ）信頼性評価技術と長寿命化技術の開発 

イ）モジュール・機器耐久性評価技術 

a. 高信頼性モジュールの認証試験技術（ＰＶＴＥＣ） 

 本研究の実用化・事業化は、本研究で開発した試験方法が、業界標準となった場合と考える

が、この標準の策定には、研究以外に多くの手続きがある。そこで、本研究の実用化・事業化

は、業界への標準案の提出と定義する。この標準は、「１．事業全体の成果」で、述べた通り、

早急の制定が望まれている。しかし、当該、寿命評価試験方法開発には、4 つのステップ（劣
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化事象の収集「劣化要因と示唆する要因の抽出」、劣化要因の推定、特定、再現）での達成を

目指している。これら作業は、決して短時間で成せることではない。一方、NEDO PV2030+の研

究開発目標の１つに、長寿命モジュール製造開発として、モジュール寿命を 30 年（2020 年）

としている。よって、これら状況を踏まえ、次フェーズ末（2019 年度末）までに、劣化要因の

再現方法を組み込んだ標準案の作成、2020 年に業界への標準案の提案を目指す。 

 

b. 新規信頼性試験方法の開発（AIST） 

 新加速試験技術の研究開発：4 セル・モジュールへの展開において、試験装置の導入に支障

は無かったため、本フェーズ後期では、フルサイズ用の適切な電源装置と制御装置を導入し，

フルサイズモジュールで，試験を実施し、スケールアップに伴う技術要件の抽出・解決とサイ

クリック加速試験を実施し、EVA 変色、気泡、電極周辺のこげなどが再現できる試験方法とし

ての有効性を確認予定。本プロジェクト終了後、実使用下で、焦げなどを起こさないように、

モジュールを構成する部材（EVA、セルなど）の相性を屋内試験する手法を提供する。ＪＩＳ，

ＩＥＣ規格（61215,61646,61730 等）への標準化による実用化を目指す。 

 モジュール内水蒸気浸入経路調査方法の研究開発：本研究により、モジュール内への水蒸気

浸入経路の明確化、水蒸気浸入量の定量化、さらには、モジュールの劣化を抑制するためのバ

ックシートや封止材の設計指針が得られた。これらの成果を適用することにより、現行では屋

外環境で 20年程度の寿命であるヘテロ接合結晶系や薄膜系等の新型太陽電池の寿命を 30年以

上に伸ばすことができる。さらには、屋外環境で 10 年以上の寿命を有する有機系太陽電池を

実用化できる。 

 

ロ） システム点検技術（AIST、PVTEC） 

プロジェクト終了直後にガイドラインとして公開し、オンサイト点検技術とて広く利用され

る。故障の早期発見が可能となる。また、健全な普及が進むことで、本来の PV システム導入

に役立つ。 

 

ハ） 次世代太陽光発電システムに向けた基盤技術開発の調査（PVTEC） 

 本検討は PV システムの信頼性に・寿命に関する業界の普遍的な開発方針を提示できることを

目標としている。従って、ここで提起された開発方針を NEDO 次期プロジェクトを始め、各関

連業界の指針となることが最終的な事業化に結びつくと考える。 

 課題の明確化により、目標や道筋が明らかになるため、実用化の可能性は高い。 

 本項目で検討している内容はすべての PV システム関連の開発に活かすことができるため、

NEDO PV2030+を実現する上で必要な普遍的な開発方針となりうるため、波及効果は大きい。 

 

Ⅲ リユースモジュールの健全性試験技術 

本研究の実用化・事業化は、本研究で得られたデータが、ガイドラインとして発行された時

点と考えるが、このガイドライン作成には、研究以外に多くの手続きがある。そこで、本研究

の実用化・事業化は、当該ガイドラインに必要なデータを業界に提出した時と定義する。 

このガイドラインの目的であるリユースモジュール（中古モジュールの再販）は、新たなビ

ジネスモデルとして認知され、今後の普及・拡大が予想されている。しかし、現在のモジュー
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ル製造者の保証は、出力関してであり、本研究で検討対象としている絶縁性能等は保証外であ

る。さらに、現行モジュールの構造から、実フィールドで発生した故障に対する補修は、難し

いのが現状である。したがって、現状を正確にとらえることが必要であり、これら作業は決し

て短時間で成せることではない。 

一方、NEDO PV2030+のリサイクルやリユースなどの基盤技術開発は、2017 年としている。よ

って、これら状況を踏まえ、「3.今後の展開」に示す本フェーズ後半の目標を組み込んだデー

タを含め 2015 年度に業界への提出を目指す。プロジェクト終了直後にガイドラインとして公

開し、オンサイト点検技術とて広く利用される。故障の早期発見が可能となる。また、健全な

普及が進むことで、本来の PV システム導入に役立つ。 

本フェーズにおける研究では、現在モジュールに期待される 20 年～30 年寿命に向かっての１

つのアイテムの提案である。しかし、現行では一部のモジュール再販業者の責任によって、リ

ユースモジュール（中古モジュールの再販）が実施されている。これを、一定なレベルでの統

一を図り、設置者に不利益を与えないビジネスとするものである。これによって、設置者に対

し、より安全で、不利益のないモジュールの提供が可能となり、設置者の信頼度が向上し、リ

ユースモジュール（中古モジュールの再販）をさらに発展させることが可能で、しいては、太

陽光発電の発展・拡大に繋がるものと考えている。 

 

波及

時間20302020

PVエネルギー価値向上
PVの社会的信頼性向上

国際競争力向上
普及導入の円滑化
技術開発支援

普及基盤整備

国際標準化

プロジェクト実施期間

成果

成果

発電量評価技術

信頼性評価技術

デバイス・機器
開発

ＰＶ大量導入
発電コスト低減

共通基盤技術 実用化

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-2（1） 本事業の実用化・事業化のイメージ 
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3. 波及効果 

 本事業では、図Ⅲ-2-（ヘ）-D-3（1）に示す通り、共通技術の事業化および基盤整備、ま

た国際標準化などを目的に技術開発を行っている。100GW の導入に向けた導入促進の面で

は、発電予測やリサイクルリユースなど基盤的に利用可能な技術開発により、系統連系や

廃棄物処理等、将来的に導入を阻害する障壁を取り除く効果があり、導入促進策と相まっ

て導入量拡大の波及効果が期待できる。 

 また、デバイス・機器開発において、国際競争力強化を見据えた性能向上を目指すに当

たり、科学的根拠に基づいた国際的に通用する各種性能評価指標が必要となる。本事業に

おいては、ＩＥＣなど国際標準を出口とした発電性能や信頼性性能を評価する技術開発を

行っている。これら評価技術の提供により、デバイス・機器開発に明確な目標や評価方法

が提供され、国際競争力強化への波及効果が PV ライフサイクル全体で期待できる（図Ⅲ-2-

（ヘ）-D-3（2））。 

 

発電コスト低減
7円/kWh～

100GW～
導入量拡大

デバイス・機器開発
性能評価
技術開発

導入促進
共通基盤
技術開発

～デバイス・機器技術開発～
低コスト化
高効率化
長寿命化

～共通基盤技術～
評価技術・ 共通技術開発

～導入促進～
支援策

2030+

発
電
コ
ス
ト
導
入
量

系統連系最適運用

リユース・リサイクル

発電性能

信頼性性能

相乗効果

スムースな導入支援
基盤技術提供

課題：導入を阻害する障壁

国際的に通用する
公平かつ正確な評価方法の提供

ニーズ：国際競争を見据えた
機器開発における明確な指標

モジュール・機器耐久性評価技術

リユースモジュール試験技術

太陽電池性能評価・校正技術

システム点検技術

発電予測技術

発電推定技術

リサイクル技術

システム安全性評価

スマグリ,スマコミ、協調技術

国際標準化

共通技術の事業化
基盤整備

共通基盤技術の重要性

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-3（1） 本事業の波及効果 

 

 



Ⅲ-2-(ヘ)-D-3[2] 

製品ライフサイクル全体で活用

設計 製造
流通
施工

使用
再生
廃棄

【LCA】
Ⅲ　LCA調査

【品質保証】
Ⅰ‐ロ）　太陽電池の性能評価
Ⅱ‐イ）　モジュール・機器耐久性評価技術

【高性能化】
          Ⅳ‐①　超ハイガスバリアフィルム　

【低コスト化】
Ⅳ‐②　RtoRプロセス対応の
               封止材一体型保護シート

【低コスト化】
Ⅳ‐③

　据付工程簡便化

【系統連系最適運用】
Ⅰ‐イ）b.　発電量予測技術

【トラブル対応】
Ⅱ‐ロ）　システム点検技術

【リユース】
Ⅲ　リユースモジュール
　　　　　  健全性試験技術

【リサイクル】
Ⅲ　低コスト汎用リサイクル
　　　　　  処理技術

Ⅱ‐ハ）　社会システムの調査

NEDOプロ内での位置付け

標準化事業化

標準化 事業化事業化標準化

でふぁくと事業化

でふぁくと事業化

標準化

スマグリ
波及 標準化標準化事業化

事業化

事業化

 

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-3（2） PV 製品ライフサイクルにおける本事業の位置づけ
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4. 今後の展開 

 本事業の今後の展開としては、図Ⅲ-2-（ヘ）-D-4（1）に示す通り、IEC のような国際標

準化としてデジュールスタンダード化を出口とする項目および、共通技術の事業化や基盤

整備によりデファクトスタンダード化を出口とする技術開発に分類できる。太陽電池の校

正や性能評価手法、また発電量定格技術はＩＥＣにすでに提案している項目であり、技術

開発を含めたデータ提示により国際標準化を推進する。また、モジュール機器・耐久性な

ど信頼性評価技術は、要素技術開発の段階であるため、妥当性、有効性を確認し、順次国

際標準化を見据えた活動を行っていく。 

 一方、システム点検技術やリユースモジュール健全性試験技術は、本事業により開発し

た技術をデジュールとはしないまでも、ガイドライン等、デファクト化を進め、技術の活

用、基盤整備を行う。また、発電予測技術に関しては、気象庁モデルへの適用は広く活用

され、また民間事業者を通して、技術が事業化されることで、社会に還元される。発電量

評価技術・信頼性評価技術の２本の柱が相互協調してセル・モジュールからシステム、社

会システムに亘る健全・頑強な PV を実現する。 

 

国際標準化 （デジュール）

Ⅰ‐ロ） 太陽電池の性能評価

Ⅱ‐ロ） システム点検技術 Ⅲ リユースモジュール
健全性試験技術

高性能機器製造 システム設計 システム運用性能評価・品質管理

設置時の性能予測および保証値設定設置時の性能予測および保証値設定 運用時の性能確保および予測運用時の性能確保および予測
大量導入に必要な

社会基盤
大量導入に必要な

社会基盤

共通技術の事業化基盤整備 （デファクト）

Ⅰ‐イ）a.発電量定格技術

Ⅰ‐イ）b.発電量予測技術

IEC提案

IEC提案

共通技術事業化

基盤技術開発

Ⅱ‐イ） モジュール・機器耐久性評価技術

要素技術開発

基盤整備

 

 

図Ⅲ-2-（ヘ）-D-4（1） 本事業の今後の展開、出口イメージ 
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図Ⅲ-2-（ヘ）-D-4（2） 本事業展開の全体イメージ
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5. 特許論文リスト 

 

表Ⅲ-2-（ヘ）-D-5（1） 【特許】 

番号 出願者 出願番号 国内外国 PCT 出願日 状態 名称 発明者 

 1 薛 雁群  2011002027  国内  平 23.11.21  受理中 
 分光放射計

の校正法 

 薛 雁群， 大谷 

謙仁 

 

 

表Ⅲ-2-（ヘ）-D-5（2） 【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 
発表誌名 

ページ番号 
査読 発表年 

1 津野, 菱川 AIST 
アジア機関による結晶 Si太陽電池

モジュールの国際比較測定 

第 7 回 次世代の太

陽光発電システム シ

ンポジウム 

無 2010 

2 津野, 菱川 AIST 

Comparison of Curve Correction 

Procedures for Current- Voltage 

Characteristics of Photovoltaic 

Devices 

21st International 

Photovoltaic Science 

and Engineering 

Conference 

有 2011 

3 
Ishii, Otani, Itagaki, 

Utsunomiya 
AIST 

A methodology for estimating the 

influence of solar spectrum on PV 

module performance by using 

average photon energy and a water 

absorption band 

Jpn. J. Appl. Phys., 

accepted 
有 2012 

4 Ishii, Otani, Takashima AIST 

Solar spectral influence on the 

performance of photovoltaic (PV) 

modules under fine weather and 

cloudy weather conditions 

Prog. Photovolt: Res. 

Appl., available online 
有 2012 

5 Ishii, Takashima, Otani AIST 

Long-term performance 

degradation of various kinds of 

photovoltaic modules under 

moderate climatic conditions 

Prog. Photovolt: Res. 

Appl. 19, 170-179 
有 2011 

6 
Ishii, Otani, 

Takashima, Xue 
AIST 

Effects of solar spectrum and 

module temperature on outdoor 

performance of photovoltaic 

modules in round-robin 

measurements in Japan 

Prog. Photovolt: Res. 

Appl. 19, 141-148 
有 2011 

7 
Ishii, Otani, 

Takashima, Kawai 
AIST 

Estimation of the maximum power 

temperature coefficients of PV 

modules at different time scales 

Sol. Energy Mater. 

Sol. Cells 95, 386-389 
有 2011 

8 
Fonseca, 大関, 高島, 

荻本 
AIST, 東大 

Study on the Effect of the Training 

Period on the Accuracy of 

Insolation Forecasts with Artificial 

Neural Networks 

平成 22 電気学会電

力エネルギー部門大

会 

無 2010 

9 
Fonseca, 大関, 高島, 

荻本 
AIST, 東大 

Solar irradiation forecasts with 

neural networks and numerically 

predicted Cloudiness data 

5th World Conference 

on Photovoltaic 

Energy Conversion 

有 2010 

10 
Fonseca, 大関, 高島, 

荻本 
AIST, 東大 

サポートベクターマシンを用いた日

射量予測に関する研究 

メタボリズム社会・環

境システム研究会 
無 2011 

11 Fonseca, , Oozeki, AIST, JPOWER, Photovoltaic power production 37th IEEE 有 2011 
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Takashima, Koshimizu, 

Uchida, Ogimoto 

東大 forecasts with support vector 

Regression: a study on the forecast 

horizon 

Photovoltaic 

Specialist Conference 

12 

Fonseca ,Oozeki, 

Takashima, Koshimizu, 

Uchida, Ogimoto 

AIST, JPOWER, 

東大 

Analysis of the Use of Support 

Vector Regression and Neural 

Networks to Forecast Insolation 

for 25 Locations in Japan 

Solar World Congress 

2011 
有 2011 

13 

Fonseca, Oozeki, 

Takashima 

, Koshimizu, Uchida, 

Ogimoto 

AIST, JPOWER, 

東大 

Forecast of Power Production of a 

Photovoltaic Power Plant in Japan 

with Multilayer Perceptron 

Artificial Neural Networks and 

Support Vector Machines 

26th European 

Photovoltaic Solar 

Energy Conference 

and Exhibition 

 

有 2011 

14 
Fonseca, 大関, 大竹, 

髙島, 加藤, 荻本 
AIST, 東大 

サポートベクターマシンを用いた日

射量予測におけるカーネル関数選

択の検討 

電気学会の新エネル

ギ－・環境/メタボリズ

ム社会・環境システム

合同研究会 

無 2011 

15 

Fonseca, 

Oozeki, Takashima, 

Koshimizu, Uchida, 

Ogimoto 

AIST, JPOWER, 

東大 

Use of support vector regression 

and numerically predicted 

cloudiness to forecast power 

output of a photovoltaic power 

plant in Kitakyushu, Japan 

Prog. Photovolt: Res. 

Appl. 
有 2011 

16 
大関, Fonseca, 高島, 

加藤，荻本 
AIST, 東大 

太陽光発電システムの広域発電予

測技術の研究 

第 9 回「次世代の太

陽光発電システム」シ

ンポジウム予稿集 

無 2011 

17 

Oozeki, Otani, 

Takashima, Hishikawa, 

Koshimizu, Uchida , 

Ogimoto 

AIST, JPOWER, 

東大 

A SMOOTHING EFFECT ON 

FORECASTING ERROR OF 

REGIONAL PV SYSTEM OUTPUT 

IN JAPAN0 

26th European 

Photovoltaic Solar 

Energy Conference 

and Exhibition 

有 2011 

18 
大関, Ｆｏｎｓｅｃａ, 高

島, 加藤, 荻本 
AIST, 東大 

太陽光発電システムの発電予測に

おける広域エリアと予測誤差の低

減効果 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2011 
無 2011 

19 
大関, Fonseca, 高島, 

荻本 
AIST, 東大 

太陽光発電システムの代表的な発

電量データセットに関する検討 

電気学会 新エネル

ギー・環境・メタボリズ

ム社会・環境システム

合同研究会 

無 2011 

20 
大関, 高島, Fonseca, 

大竹, 荻本 
AIST, 東大 

日射量予測における MSM 入力デ

ータの気圧面データ利用による予

測誤差低減効果の検証 

電気学会 新エネル

ギー・環境・メタボリズ

ム社会・環境システム

合同研究会 

無 2011 

21 
大関, 高島, 五十嵐, 

若林 
AIST, JET 

太陽光発電システムのオンサイト

点検技術に関する検討～線形内

挿法のアレイへの適用～ 

第 9 回「次世代の太

陽光発電システム」シ

ンポジウム予稿集 

無 2012 

22 
大関, Fonseca, 大竹, 

下瀬, 高島, 荻本 
AIST, 東大 

太陽光発電システムの広域発電予

測の予測誤差限界に関する検討 

第 9 回「次世代の太

陽光発電システム」シ

ンポジウム予稿集 

無 2012 

23 

Oozeki, Fonseca, 

Takashima, Kato, 

Ogimoto 

AIST, 東大 

An Evaluation result of regional 

Photovoltaic output forecasting in 

Japan 

21st International 

Photovoltaic Science 

and Engineering 

Conference 

無 2011 

24 
大竹, 村上, 折笠, 斉

藤, 橋本, 加藤 
AIST, 気象研 

夏季の高知上空における航空機観

測と雲解像モデルとの統計的な

validation 

日本気象学会 2011

年度春季大会 予稿

集 99,p335 

無 
2011 

 

25 

Ohtake, Murakami, 

Orikasa, Saito, Kato, 

Hshimoto 

AIST, 気象研 

Statistical validation of a cloud 

resolving model against aircraft 

observations of orographic snow 

clouds 

Proceedings of 

International Union of 

Geodesy and 

Geophysics 

無 2011 
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Conference (IUGG) 

2011,#2379. 

26 Ohtake AIST 

Statistical validation of a cloud 

resolving model against aircraft 

observations of orographic snow 

clouds 

Proceedings of Asia 

Oceania Geosciences 

Society (AOGS) 

2011,AS04-A003.. 

無 2011 

27 
大竹, 山下, 山田, 

Fonseca, 高島, 大関 
AIST, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた短波

放射量予測の検証 -週間予報モ

デル(GSM) - 

日本気象学会 2011

年度秋季大会予稿

集,100,p526. 

無 2011 

28 
大竹, 山下, 山田, 

Fonseca, 高島, 大関 
AIST, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた短波

放射量予測の検証 ―メソ気象数

値予報モデル(MSM)― 

日本気象学会 2011

年度秋季大会予稿

集,100,p432. 

無 2011 

29 
大竹, 山下, 山田, 

Fonseca, 高島, 大関 
AIST, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた短波

放射量予測の検証 

第 13回非静力学モデ

ルに関するワークショ

ップ,13,52-53. 

無 2011 

30 

Otake, Yamada, 

Hashimoto, Hayashi, 

Kato, Hara, Oozeki 

AIST, 気象研 

Prediction accuracy of shortwave 

radiation of the Japan 

Meteorological Agency meso-scale 

model in the Kanto region, Japan. 

ICEM 2011 

Conference 

Programme and 

Abstracts Handbook, 

p70. 

無 2011 

31 
大竹, Fonseca, 高島, 

大関, 山田 
AIST, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた短波

放射量予測の検証 

新エネルギ－・環境/

メタボリズム社会・環

境システム合同研究

会 講演論文集, 

FTE-11-34/MES-11-

20 ,25-30. 

有 2011 

32 
大竹, Fonseca, 高島, 

大関, 山田 
AIST, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた気象

庁メソ数値予報モデルの日射量予

測の地域特性 

平成２４年電気学会

全国大会 講演論文

集,6-023. 

有 2012 

33 
大竹, 下瀬, Fonseca, 

高島, 大関, 山田 
AIST, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた気象

庁メソ数値予報モデルの日射量予

測の地域・季節特性 

日本気象学会 2012

年度春季大会 講演

予稿集 ,101,p310. 

無 2012 

34 
大竹, 下瀬, Fonseca, 

高島, 大関, 山田 
AIST, 気象研 

気象庁メソ数値予報モデルの日射

量予測の季節・地域特性 

第９回「次世代の太陽

光発電システム」シン

ポジウム講演論文

集 ,87-88 

無 2012 

35 大竹, 嶋田 AIST, 岐大 
第 1回 エネルギーと気象学の国際

会議（ICEM）への参加報告 
天気,59 ,351-355. 有 2012 

36 
下瀬, 大竹, 山田, 

Fonseca, 髙島, 大関 
ＡＩＳＴ, 気象研 

太陽光発電量予測に向けた気象

庁メソ数値予報モデルの短波放射

量の検証－つくばでの誤差要因の

解析－ 

2012年度春季大会講

演予稿集，144 
無 

2012 

 

37 
下瀬, 大竹, 山田, 

Fonseca, 髙島, 大関 
ＡＩＳＴ, 気象研 

PV発電予測に向けた気象庁メソ数

値予報モデルの日射量予測精度

検証－つくばでの大外し事例の解

析－ 

第 9 回「次世代の太

陽光発電システム」シ

ンポジウム予稿集，

172-173 

無 2012 

38 
三矢, 橋本, 小林, 板

垣, 山田, 荒木 

岐大, JWA, 大

同特殊鋼 

日射スペクトル強度の直達・散乱

成分測定 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2010. 
無 

2010 

 

39 
高巣, 橋本, 小林, 吉

野 
岐大 

太陽光・風力発電の面的変動特性

の把握 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2010. 
無 2010 

40 
森田, 嶋田, 吉野, 小

林 
岐大 

局地気象予報モデルによる太陽光

発電量予測と検証 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2011，

pp.51-54. 

無 2011 
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41 山田, 吉野, 小林 
瀬戸市役所, 

岐大 

気象予報モデルを用いた詳細な太

陽光発電量マップの作成 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2011，

pp.55-59. 

無 2011 

42 
嶋田, 劉, 吉野, 小

林, 板垣, 宇都宮 
岐大, JWA 

メソ気象モデル WRF による日射量

予測の制度検証 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2011，

pp.171-174. 

無 2011 

43 東原, 小林 岐大 画像解析を用いた雲移動予測 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2011，

pp.175-179. 

無 2011 

44 
水谷, 小林, 板垣, 宇

都宮 

稲沢市役所, 

岐大, JWA 
日射強度短周期変動の統計特性 

太陽／風力エネルギ

ー講演論文集 2011，

pp.205-209. 

無 2011 

45 
荻本, 片岡, 池上, 

東, 福留 
東大, JPBS 

長期の電力需給計画におけるＰＶ

大量導入の課題と解決の可能性に

関する予備検討 

第 27 回エネルギーシ

ステム・経済・環境コ

ンファレンス講演論文

集，No.31-5，519-522 

無 2011 

46 
荻本, 片岡, 池上, 

東, 福留 
東大, JPBS 

長期の電力需給計画における低炭

素化実現の予備検討 

第 27 回エネルギーシ

ステム・経済・環境コ

ンファレンス講演論文

集，No.31-6，523-526 

無 2011 

47 荻本, 関, 平口, 林 
東大, 東電, 電

中研, JWA 

再生可能エネルギー導入における

電力システムの課題 - 需給計画・

運用の高度化と再生可能エネルギ

ー出力予測 - 

電気学会 メタボリズ

ム社会・環境システム

研究会，MES-11-01，

*-* 

無 2011 

48 荻本, 片岡, 池上 東大 
将来の電力システムの需給調整力

と向上対策に関する試算 

平成 23 年電気学会

全国大会講演論文

集，No.6-090，

157-158 

無 2011 

49 荻本, 池田 東大 
エネルギーシステムの発展とスマ

ートグリッド 

オペレーションズリサ

ーチ，Vol.56，No.7，

369-378 

無 2011 

50 
荻本, 池田, 片岡, 池

上 
東大 

我が国の長期の電力需給ベストミ

ックスの予備検討 

電気学会 電力技術・

電力系統技術合同研

究会，PE-11-135，

PSE-11-152，No.3，

69-74 

無 2011 

51 
池上, 片岡, 岩船, 荻

本 
東京大学 

太陽熱集熱器とヒートポンプ給湯

機併用住宅におけるエネルギー需

給に関する解析 

土木学会論文集 G，

Vol.67，II_351-II_362 
有 2011 

52 福留, 東, 池田 JPBS, 東大 
長期電力需給解析のための電力

需要曲線の想定手法 

電気学会 新エネル

ギー・環境・メタボリズ

ム社会・環境システム

合同研究会，

FTE-11-46，

MES-11-32，*-* 

無 2011 

53 
荻本, 池田, 片岡, 池

上, 赤井 
東大, AIST 

我が国の長期電力需給ベストミック

スの検討 

第 28 回エネルギーシ

ステム・経済・環境コ

ンファレンス講演論文

集，No.32-1，499-502 

無 2012 

54 
池田, 荻本, 片岡, 池

上 
東大 

再生可能エネルギーの連系と需要

の能動化を考慮した電力システム

の経済運用モデル 

第 28 回エネルギーシ

ステム・経済・環境コ

ンファレンス講演論文

集，No.32-3，507-508 

無 2012 

55 
荻本, 池田, 片岡, 

池上, 野中, 東 

東大, Jpower, 

JPBS 

長期の電力需給計画における再

生可能エネルギー大量導入の課

題解決の可能性検討 

第 28 回エネルギー

システム・経済・環

境コンファレンス講

無 
2012 
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演論文集，No.32-4，

509-512 

56 
池田, 荻本, 片岡, 

池上 
東大 

再生可能エネルギーの連系と蓄

電装置を用いた需要の能動化を

考慮した発電機起動停止モデル 

平成 24 年電気学会

全国大会講演論文

集，No.6-153，

272-273 

無 2012 

57 
Ikeda, Ikegami, 

Kataoka, Ogimoto 
東大 

A Unit Commitment Model with 

Demand Response for the 

Integration of Renewable 

Energies 

The 2012 IEEE PES 

General Meeting 
有 

2012 

掲載予定 

58 
鴨居, 西川, 井関, 

石原, 加藤 

日大, 同志社, 

JET 

太陽電池モジュールの互換性に

関する実証試験-短絡電流の違い

による逆電圧の発生条件の調査- 

平成 22年度電気学会

Ｂ部門大会 
無 2010 

59 
鴨居, 井関, 加藤, 

西川, 石原 

日大, 同志社, 

JET 

太陽電池モジュールの互換性に

関する検討－逆電圧の発生確率

の調査－ 

平成 22年度日本太陽

エネルギー学会 
無 2010 

60 井関, 高橋, 藤原 同志社 

太陽電池モジュールの互換性に

関する検討－シミュレーション

による逆電あ発生状況の調査－ 

平成 22年度日本太陽

エネルギー学会 
無 2010 

61 

堀江, 井関, 高橋, 

藤原, 石原, 高橋, 

鴨井, 西川, 加藤 

日大, 同志社, 

JET 

太陽電池モジュールの互換性に

関する検討－逆電圧が発生しな

い異種モジュールの定格値の調

査－ 

平成 23年度電気学会

全国大会 
無 2012 

62 

高橋, 鴨井, 西川, 

堀江, 井関, 石原, 

加藤 

日大, 同志社, 

JET 

太陽電池モジュールの互換性に

関する検討—逆電圧の解消確率の

調査— 

平成 23年度電気学会

全国大会 
無 2012 

63 津野, 菱川 AIST 

Comparison of Curve Correction 

Procedures for Current- Voltage 

Characteristics of 

Photovoltaic Devices 

Jpn. J. Appl. Phys. 有 2012 

64 Y. Hishikawa AIST Effect of non-uniformity of 

electric potential  

within crystalline Si bare 

cells 

and correction of I-V curves for 

measurement error 

37th IEEE PVSC 

Seattle (2011) 
無 2011 

65 菱川善博 

志村陽哉 

産総研 分光放射計の線形性が 

太陽電池性能評価結果に及ぼす

影響 

平成 23年度日本太陽

エネルギー学会 
無 2011 

66 Y. Hishikawa AIST Precision Measurement of PV 

Devices and Adjustment of Solar 

Simulator Spectral Irradiance 

21st PVSEC, Fukuoka 

(2011) 
無 2011 

67 Y. Hishikawa AIST EFFECTS OF THE DISTRIBUTION OF 

ELECTRIC POTENTIAL ON THE I-V 

MEASUREMENT OF CRYSTALLINE 

SILICON BARE CELLS  

25th EUPVSEC, 

Valencia (2010) 
無 2010 

68 Y. Hishikawa AIST INFLUENCE OF THE MEASUREMENT 

SPEED AND DIRECTION ON THE I-V 

CHARACTERISTICS OF VARIOUS PV 

MODULES 

Renewable Energy 

2010, Yokohama 
無 2010 

69 Y. Hishikawa AIST INFLUENCE OF NONUNIFORMITY OF 

IRRADIANCE WITHIN A CELL ON THE 

ACCU-RATE I-V CURVE MEASUREMENT 

UNDER 1 SUN ILLUMINATION 

35th IEEE PVSC, 

Honolulu (2010) 
無 2010 
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70 Y. Hishikawa et al. AIST Round-robin measurement 

intercomparison of c-Si PV 

modules among Asian testing 

laboratories 

Progress in 

Photovotaics: 

Research and 

Applications (2012) 

有 2012 

71 M. Green, Y. 

Hishikawa et al. 

AIST Solar cell efficiency tables 

(version 39)  

Progress in 

Photovotaics: 

Research and 

Applications 20 

(2012)12-20 

有 2012 
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E PV システム汎用リサイクル処理手法に関する研究開発 

 

1. 成果詳細 

本研究では、今後大量廃棄が予想される PV システムのリサイクル処理手法の確立に向

けて、低コストかつ各種モジュールに対応可能な汎用リサイクル処理技術を開発すると共

に、広域的な回収法やリサイクル取り扱い規定の法制化及び規制緩和等、新たな社会シス

テム構築のための提案とその基礎検証を行なう。これまでに得られた成果は以下の通り。 

a. 低コスト汎用リサイクル処理技術の基本技術開発 

a-1) CIS モジュール高速分離装置の改造による連続運転機能向上 

(1)構成装置と移設 

既実施の NEDO 共通基盤技術開発プロジェクト（H13-H17）において使用された[CIS モジ

ュール高速分離装置]は、[EVA 加熱分解装置」、[分解生成ガス除害装置]、[冷却水槽]、[活

性炭脱臭装置]、[ウォータースクラバー]の 5 つの装置から構成される。これらの装置を長

期間安定して稼働させるためには、1)やや粘性のある強酸性物質であるチャーの発生抑制、

2)排ガス導出配管での分解が不十分な物質による閉塞抑制、3）EVA 樹脂分解ガスのさらな

る分解促進、4）運転状態の可視化が必要であった。そのため既設装置を改造し、動作確認

後、他の新規導入装置と連携させた一環処理技術開発のため、平成 23 年 1 月北九州市内の

リサイクル実験場へ移設した。 

(2)CIS モジュール高速分離装置改造 

チャーの生成防止対策、及び分解ガスのさらなる分解による無害化対策として以下の改

造を行った。1)[分解生成ガス除害装置]の炉内温度を、旧厚生省通達を参考に、800℃から

1100℃への高温化することによる分解能力向上、2)分解ガスの低流速化による 1100℃下で

の十分な分解時間の確保と、分解不十分な物質による配管閉塞防止のためのガス配管径を

25mmφから 100mmφへ拡大、3)[EVA 加熱分解装置」内の窒素ガス拡散のためのガス導入口

を 1 か所から 3 か所へ増加、4)[冷却水槽]出口配管への系内圧力制御バルブ設置、5)[冷却

水槽]出口配管と[活性炭脱臭装置]内との差圧監視用差圧計の設置。 

(3)改造後の運転性能確認結果 

改造後 15 回のＰＶモジュール模擬サンプル処理試験を実施し、以下の結果を得た。 

1) [ウォータースクラバー]循環水槽の pH はほとんど変化なく(pH7.3)、屋外排気煙突

から放出されるガスは無色透明・無臭で環境的問題はなかった。 

2) 冷却水槽下部のドレイン口からのチャー流出は無かったが、今後稼働回数を増やし

た時には、チャー発生有無の観察は必要である。 

3) 今回実験でのカバーガラスの良好な分離状況、則ち、ガラスに煤等の付着、着色、

EVA 残渣はなく、カバーガラスとサーキット基板ガラスとが容易に分離可能である

ことから、[EVA 加熱分解装置」の炉内温度 450℃、同炉内への窒素ガス投入流量 0.5

ﾘｯﾄﾙ/分、0.05MPa、[分解生成ガス除害装置]の炉内温度 1100℃、差圧 5Pa を標準運

転条件とした。図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(1)に上記の運転条件で処理したサーキット・ガラス

基板とカバーガラスの状態を示す。 
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図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(1) 450℃で 2 時間保持して分離した CIS 系 PV モジュールの例 

  

4) 実用化を見据えた安全運転・制御指針を得るため、酸素濃度計及び炭化水素濃度計

を設置して運転状態を計測した結果、[EVA 加熱分解装置」のシール性向上等の改善

が必要なことが判明し、追加改造を実施した。 

(4) EVA 加熱・処理の基礎検討 

EVA の基礎的熱分解試験結果を含め、上記装置を用いて実際のパネルの EVA 加熱・処理

試験から得られた結果を以下に示す。 

・EVA は 300℃近傍から酢酸ビニル系の分解（酢酸が分離）が顕著となり、400℃前後か

らポリエチレン系が急激に分解し始める。 

・酢酸及びポリエチレン系の分解ガスは爆発生が高く、且つ、400℃前後から分解する

ガスは急激・多量に発生するため、加熱分解炉は爆発防止の目的で酸素を排除した雰

囲気制御型にする必要がある。 

・酢酸の爆発限界データから分解炉内の酸素濃度は 3％以下にする必要がある。 

これらのデータをベースに後述の低コスト汎用 EVA 熱処理装置開発を開発した。 

a-2) 低コスト汎用バックシート剥離装置の開発 

(1) 加熱式バックシート剥離装置の開発 

既実施の NEDO 共通基盤技術研究開発において、有価のガラスカレットとして回収する

には、CIS 膜を混入させてはならず、CIS 膜をガラス基板から剥ぎ取る必要が有ることが分

かっている。そのためには PV リサイクル処理プロセスで、ガラス基板が割れないようにす

る必要があり、EVA の高温熱処理時にバックシートとガラスとの熱膨張差でガラスが割れ

ないよう、事前にバックシートを剥離しておく必要がある。そこで図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(2)及び

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(3)に示すような、下記仕様の加熱式バックシート剥離装置の開発を試みた。 

1) モジュールサイズ 

  新製品も含めた各種の PV モジュールを対象とするため、モジュールサイズは、長

さ最大モジュールが 1,657mm×858mm×46mm、重量 17㎏、幅最大モジュールが 1,414mm

×1,114mm×35mm、重量 21 ㎏とする。 
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2) 加熱方法 

  ガラスとバックシートを接着し、太陽電池セルを封止するための EVA 樹脂を柔ら

かくし、ガラスからバックシートを剥離するのを容易にする手段として、PV モジュ

ール全体を 200℃程度に加熱する。その方法としては、PV モジュールが導入された

加熱炉に、熱風発生装置からの熱風を送風する。熱風は加熱炉内の上下面から吹き

出し、側面から吸引して循環させる。 

3) 剥離機構 

  剥離開始部は、モジュール前端面にエッジのようなものをバックシートとガラス

の間に差し込み、バックシートの前端部を捲り上げ、捲れたバックシート部をクリ

ップ等で掴み、そのクリップを引き上げながらモジュールを送り出すことにより、

バックシート全面を剥離させる。 

 上記仕様の試作機を開発し、性能試験を実施した結果、以下の成果を得た。各種パ

ネルの加熱式バックシート剥離装置による処理結果を表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(1)に示す。 

・CIS 系のモジュールについては、1 枚当りの処理時間 10 分、80％以上の成功率で

バックシートの剥離が可能である。 

・中古モジュールについては、バックシート自体が务化しているために、剥離途中

でバックシートが破れ、剥離が困難である。 

・薄膜 Si 系のモジュールについては、基板ガラスが強化ガラスではないため、剥離

途中でガラスが割れ、バックシートの剥離が困難である。 

・使用されている EVA の種類によっては、加熱しても EVA とバックシートの接着力

が低下せず、バックシートの剥離が困難なモジュールがある。 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(2) 加熱式バックシート剥離装置（構成図） 
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ﾓｼﾞｭｰﾙの種類

EVA EVA Si膜 EVA
Siｾﾙ CIS膜 EVA Siｾﾙ
EVA 青板ｶﾞﾗｽ ﾊﾞｯｸｼｰﾄ ｱﾙﾐ膜
ﾊﾞｯｸｼｰﾄ EVA EVA

ﾊﾞｯｸｼｰﾄ ﾊﾞｯｸｼｰﾄ

ｼｰﾄ材の種類

炉内温度（℃）

加熱時間（min）

剥離時間（min）

剥離成功率（％）

作業性

　ｼｰﾄ破れやPVF剥離残 　加熱時間や剥離時間を

2.5

△

0

○

2.5

250

5.5

　EVAとｼｰﾄの接着力が

7.5

△

半強化ｶﾞﾗｽ

A社・中古品 B社・新品

結晶Si ＣＩＳ

C社・新品

薄膜Si

D社・新品

結晶Si

白板ｶﾞﾗｽ

　150℃以上でｶﾞﾗｽ割れ

　低下せず、剥離困難

　低下せず、剥離困難

　EVAとｼｰﾄの接着力が

　の発生あり　短縮すると、ｸﾗﾝﾌﾟ外れ　の発生あり

　の発生あり

PET／ｱﾙﾐ／PET

250 250

×

80 0 0

PET／PET

15

150

7.5 7.5

2.5

ﾓｼﾞｭｰﾙの構造
半強化ｶﾞﾗｽ半強化ｶﾞﾗｽ

PVF／ｱﾙﾐ／PVF PET／ｱﾙﾐ／PET

 
 

(2) 非加熱式バックシート剥離装置の開発 

前述のとおり、加熱式バックシート剥離装置では剥離困難なモジュールがあるこ

とが判明した。そこで各種モジュールに対応可能な処理方法を検討し、メーカー所

有の切削加工機を借りて FS 試験した結果、以下の成果を得た。 

・処理方式は非加熱の切削式で、切削方法は「フェイスミーリングカッターによ

る平面切削」が有効である。 

・本装置に必要な真空吸着機構及び切削屑の連続集塵機構を標準で装備し、かつ

安価な木材加工用の装置を使用することが有効である。 

・最大サイズのモジュール 1 枚当りの処理時間は 3 分程度で、各種モジュールに

適用できることを確認した。 

 

a-3) 低コスト汎用 EVA 熱処理装置の開発 

  a-1）での試験データを基に予備検討を行った結果、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(4)に示すよ

うな、下記仕様の EVA 熱処理装置を試作した。 

 1) EVA を分解処理する炉は、ガラス破損防止のために連続加熱式とし、爆発防止の

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(3) 加熱式バックシート剥離装置（剥離機構部） 

 
表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(1) 各種パネルの加熱式バックシート剥離装置による処理結果 
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ために炉内酸素濃度を 3％未満に制御する。 

 2) 処理炉の加熱方式は、LPG 燃焼ガスによる間接加熱式とし、炉内を 500℃程度に

制御する。 

 3) 処理炉の構成はガラス破損防止のため、予熱/加熱/冷却の 3 ゾーン構成とする。 

 4) EVA 分解ガスは別途設けた処理炉で燃焼させ、その熱をサーマルリサイクルする。 

 5) 処理速度は、試作装置という位置付けから、2MW/年相当の 2 枚/hr 程度とする。 

 

 

 

 

 

上記仕様の試作機を開発し、性能試験を実施した結果、以下の成果を得た。 

このような汎用 EVA 熱処理装置開発は世界初であり、特許申請準備中。 

EVA 熱処理前後のモジュール状況を、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(5)に示す。 

・各種モジュールに対し、炉内酸素濃度を 3％未満に制御できることを確認。 

・1 枚ガラス構成の結晶 Si 系及び薄膜 Si 系モジュールについては、処理速度が 6MW/

年相当の 6 枚/hr で、ガラスの破損なしに処理可能であることを確認した。 

・2 枚ガラス構成の CIS 系モジュールについては、加熱温度が高くなると基板ガラス

の破損が生じるので、加熱温度を 470℃程度に抑える必要がある。 

・CIS 系モジュールについては、カバーガラスと基盤ガラスの間の EVA が分解し難く、

処理速度は 2MW/年相当の 2 枚/hr 以下となる。 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(4) EVA 熱処理装置（全体図） 
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EVA熱処理後EVA熱処理前 電極及びSiｾﾙ除去後

 

 

a-4) モジュール搬送装置及びモジュールローダー・アンローダー開発 

(1) モジュールローダー・アンローダーの開発 

PV リサイクル処理プロセスは、多数のプロセスから成り立つが、本研究段階では各プロ

セス間で PV モジュールをカセットに出し入れして次工程に繋ぐ必要がある。様々なサイズ、

重量のモジュールをハンドリング出来るものを検討した結果、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(6)に示すよ

うな、汎用性の高い 6 自由度を有する垂直多関節型ロボットを採用・導入した。また後述

するロジスティックスで必要となる、各種モジュールを回収・搬送するためのカセットを

検討・試作した。 

 

（２）モジュール搬送装置の開発 

モジュールローダー・アンローダーにてカセットより取り出されたモジュールを、次

工程のバックシート剥離装置へ搬送するものとして、自動ローラーコンベアを採用・導

入した。なおこのモジュール搬送装置は、その機能上の理由から前述の加熱式バックシ

ート剥離装置と一体型とした。 

(2) モジュールローダー・アンローダー後処理装置の開発 

（加熱式アルミ枠解体支援装置） 

モジュールのローディング後、次工程のバックシート剥離装置へ送るには、アルミ枠及

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(6) モジュールローダー・アンローダー及びカセット 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(5) EVA 熱処理前後のモジュール状況 
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び端子箱を事前に解体する必要がある、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(7)に示すような、下記仕様の加熱

式アルミ枠解体支援装置の開発を試みた。 

1) 電気ヒーターにより 200℃程度の熱風を加熱炉内で循環させてモジュール全体を

加熱し、アルミ枠と端子箱を接着している封止材を軟化させる。 

2) 加熱炉から排出されたモジュールを、回転テーブル上で回転させながら手作業にて

アルミ枠を解体し、その後に端子箱をナイフエッジ状の治具を用いて解体する。 

     

 

 

 

上記仕様の試作機を開発し、性能試験を実施した結果、以下の成果を得た。各種パネル

の処理結果を、表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(2)に示す。 

・封止材の種類がブチルゴムであるモジュールについては、手作業で容易にアルミ枠

及び端子箱の解体が出来ることを確認した。 

・封止材の種類がシリコンゴムであるモジュールについては、加熱しても封止材が軟

化せず、人力では解体困難であることが判明した。 

 

 

ﾓｼﾞｭｰﾙの種類

ｼｰﾙ材の種類

炉内温度　（℃）

加熱時間　（min）

作業性

　①ｱﾙﾐ枠外し

　②ｺﾞﾑ除去

ﾃｰﾌﾟの切断が必要

○ △ △ ×

ｺﾞﾑが軟化せず

200

5

C社・新品

薄膜Si

D社・新品

結晶Si

A社・中古品 B社・新品

結晶Si ＣＩＳ

ｼﾘｺﾝｺﾞﾑ

×

ｺﾞﾑが軟化せず

◎

ｺﾞﾑの量が多く、粘性大

100

2.5

ﾌﾞﾁﾙｺﾞﾑ ﾌﾞﾁﾙｺﾞﾑ ﾌﾞﾁﾙｺﾞﾑ

100

△ ○

150

5

ｱﾙﾐ枠

ﾓｼﾞｭｰﾙ

封止材

ﾊﾟｯｷﾝ

ｱﾙﾐ枠

ﾓｼﾞｭｰﾙ

封止材

ｺﾞﾑの量が多く、粘性大

ｱﾙﾐ枠部の構造

ﾃｰﾌﾟ

ｱﾙﾐ枠

ﾓｼﾞｭｰﾙ

封止材

ﾓｼﾞｭｰﾙ

ｱﾙﾐ枠

封止材

5

 

 

 

 

搬入ｺﾝﾍﾞｱ 加熱部 
搬出ｺﾝﾍﾞｱ 

(ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ含む) ﾊﾞｯｸｼｰﾄ剥離装置 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(7) 加熱式アルミ枠解体支援装置（構成図） 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(2) 各種パネルの処理結果 
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(3) 非加熱式アルミ枠解体支援装置の開発 

前述のとおり、加熱式アルミ枠解体支援装置では解体困難なモジュールが存在すること

が判明したため、各種モジュールに対応可能な処理方法を検討し、 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(8)に示すような、下記仕様の非加熱式アルミ枠解体支援装置の開発を試

みた。 

1) エアーシリンダーでモジュールを作業テーブル上に押し付けて固定する。 

2) アルミ枠端部をエアーシリンダーにて 30MPa 程度の力で押し剥がした後、手動でエ

アーシリンダーを横方向に走行させて、アルミ枠の一辺を押し剥がす。その後モジ

ュールを回転させ、同様の操作を行い、アルミ枠全体（4 辺）を解体する。 

 

 

 

上記仕様の試作機を開発し、性能試験を実施した結果、以下の成果を得た。 

・各種モジュールについて、アルミ枠解体が可能であることを確認した。 

・エアーシリンダーのヘッド部の形状を、ナイフエッジ状に改造することにより、端

子箱解体にも応用出来る可能性があることを確認した。 

このように各種 PV モジュールのアルミ枠と端子箱の解体が同じ装置で出来るのは他

になく、特許申請準備中。 

a-5) 有価物回収装置検討・試作 

PV モジュールの EVA 樹脂を熱処理した後、ガラスを有価物として回収するには、CIS 系

薄膜 PV モジュールの場合、基板ガラスに成膜された CIS 膜を機械的に回収する装置が必要

である。予備実験で、太陽電池デバイス部はナイフや鋭利な金属片を強く押し当てること

で、ガラス基板面から除去できることを確認していた。そこで CIS 膜を除去する回収装置

の仕様を検討した。 

仕様作成の前提として、本研究で仕様検討するパイロットプラント（年間処理量 20MW

相当）に適用できるレベルの CIS 膜処理時間(約 40 秒)を目標とした。 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(8) 非加熱式アルミ枠解体支援装置 
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(1) 薄膜スクレーパーの検討 

基板表面の金属を除去する方法として、金属ブラシ、サンドブラスター、ドライアイス

ブラスター、レーザー等が考えられるが、薄膜金属除去性能や装置の価格、ランニングコ

ストなどを比較した結果、金属ブラシ式が優れていることが分かった。金属ブラシ式には

ロール式と立て式があり、それぞれ実験装置を作製し、その特性を調査した。その結果、

ロール式ではブラシの針金が軸に近いかしめ部分から多数折れることが分かり、金属ブラ

シとしては立て式を採用した。 

上記の検討結果を基に薄膜スクレーパーを試作した。ワークの最大寸法を 1250mm＊

950mm とし、厚さ 0.7mm～3mm までの処理を可能とした。また、作業者 1 人でサーキット・

ガラス基板の当装置へのロード及びアンロードができるように設計した。主な仕様を次に

掲げる。 

1) 最大処理幅：  1250mm 

2) 金属製ブラシ：  立て式ニッケルを含まないスチール製針金構成 

3) ブラシ回転速度：  1000rpm（最大 1700rpm） 

4) ワーク送り速度：  10cm/秒 

本試作装置により、1250mm×950mm のガラス基板全面に製膜された CIS 系薄膜太陽電池

デバイス部を約 35 秒で除去・回収できることを確認した。スループットとしては、装置へ

のサーキット・ガラス基板のロード・アンロード時間を含め、上記サイズ基板 1 枚当たり

60 秒であった。このことから年間処理量 20MW 相当のスループットが処理できる見込みを

確認した。 

このような処理速度で CIS 膜を除去できる装置は世界初であり、特許申請済み。 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(9)に、試作した薄膜スクレーパーを示す。装置手前は、CIS 系薄膜太陽

電池デバイス部を除去・回収した後の下地の裏面電極層であるモリブデン面が出ているガ

ラス基板である。 

薄膜除去後のガラス基板
＇黒く見えるのはMo電極のため（

薄膜
スクレーパー

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(9) 試作した薄膜スクレーパーと処理済のガラス基板 
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(2) 粉塵回収装置の検討 

CIS 系薄膜太陽電池デバイス部から除去・回収された金属粉は非常に重く、「かさ密度」

を実測したところ 1920kg/㎥であった。これは小麦粉(約 500 kg/㎥)の 4倍近い重さであり、

粉塵回収装置の吸引圧力を強くすることが必要であった。 

回収金属粉の吸引圧力と吸引距離の関係を検討した結果、尐なくとも吸引距離は 10mm

以上必要で、１つの吸引口には 3.5kPa 以上必要であることがわかった。立て式ブラシの装

着個数を考慮して、粉塵回収装置の吸引圧力として 17kPa 以上が必要であることがわかっ

た。また、金属粉の吸引を促進するため、外部から圧縮空気によって金属粉に補助的に運

動エネルギーを与え動きやすくした。 

上記検討結果を反映した｢集塵回収装置｣を試作して性能を評価した。その結果、CIS 系

薄膜太陽電池デバイス部を除去・回収したガラス基板表面には金属粉はほとんど認められ

ず、良好な粉塵回収機能を確認した。 

今後は、集塵回収装置のフィルター詰まりと吸引力について、多量のスクレーピング試

験を行って検証する必要がある。 

(3)回収金属(合金)の製錬性検討 

20MW パイロットプラントで除去・回収した金属粉(合金)から、それぞれの要素金属を製

錬できる量を把握するため、回収した金属粉を国内 3 社の製錬会社に分析させた。分析値

より 20MW 処理時の年間回収量を推定した結果は以下の通り。 

Cu：274kg、In：130kg、Se：290kg、Zn：651kg、Ga：26kg 

また CIS 系薄膜金属の受入に関する製錬会社の意見を以下に示すが、Se に関しては製錬

会社によって見解が分かれた。 

In： 10% wt 以上あれば受入れ可能／Ga：5%wt 以上必要／Zn：現状、有価と認められない 

Se： A 社；受入れ可能、B 社；処理費用が必要、C 社；受け入れ不可 

この結果より、金属粉に付加価値を付けるためには、セレン除去が必要であることが確

認できた。また、カーボンが混入した金属粉は、製錬に難があり受入不可とのことであっ

た。これは、カバーガラス分離後のサーキット基板上に、カーボンを残留・付着させては

ならないことを意味する。 

a-6) パイロットプラント仕様検討及びコスト評価 

a-1)～a-5)で得られた成果を基に、年間処理量 20MW 規模のパイロットプラント仕様検

討、及びパイロットプラント稼動時のリサイクル処理コストを試算した。 

(1) パイロットプラントの配置検討 

PV リサイクル処理プロセスに必要な各装置、及び付帯設備の配置を検討した結果、以下

の成果を得た。 

・図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(10)に示すように、パイロットプラントの建屋面積としては、1,900

㎡程度が必要である。 

・建屋を設置する敷地面積としては、3,200 ㎡程度が必要である。 
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◆建屋内配置図

◆敷地内配置図
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(2) パイロットプラントの建設費検討 

PV リサイクル処理プロセスに必要な各装置、付帯設備及び建屋の建設費の一次試算を実

施し、パイロットプラント建設のトータル費用は 640 百万円程度である。 

(3) 有価物回収メリット検討 

PV リサイクル処理プロセスで発生する有価物の回収メリットの一次試算を実施し、以

下の成果を得た。 

・有価物として以下のものが回収可能である。 

アルミ ： アルミ枠単体として回収し、非鉄精錬業者へ売却 

ガラス ： ガラスカレットとして回収し、ガラスカレット業者へ売却 

銀   ： Si セル上のペーストとして回収し、非鉄精錬業者へ売却 

銅   ： 銅線単体として回収し、非鉄精錬業者へ売却 

・銀の建値によって有価物回収メリットは変動するが、トータルで 1 円/W～4 円/W 程

度が期待出来る。 

(4) パイロットプラントのリサイクル処理コスト検討 

PV リサイクル処理コストの一次試算を実施し、有価物回収メリットを考慮すると、処理

コストは 9 円/W～12 円/W 程度と見込まれる。 

(5) リサイクルセンターの処理コスト検討 

パイロットプラントの処理コスト検討で得られた成果を基に、年間リサイクル処理量

200MW 規模のリサイクルセンターの処理コストの一次試算を実施した結果、有価物回収メ

リットを考慮しなくても 4.9 円/W となり、本プロジェクト目標 5 円/W を達成出来る見込み

である。 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(10) パイロットプラントの配置(案) 
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b. LCA 調査 

LCA 調査に関しては下記二つを目的に、LCA を実施するために必要となる前提条件の設

定と、特に廃棄・リサイクル段階における評価を実施した。ただし、太陽光発電モジュー

ルのリサイクル技術に関しては、本研究開発ではまだ完全な実データが得られていないこ

とから、現時点では一部暫定的な推計値も用いている。 

①広域ロジスティクスを含めた社会システムの提案に資する、使用済みの太陽光発電

モジュールの廃棄・リサイクルに関する定量評価 

②太陽光発電システム全体の LCA(太陽光発電システムの製造も含めた評価) 

b-1) 廃棄・リサイクルに関する評価前提条件の設定 

2020 年頃の住宅からの廃棄物を想定し、本研究のリサイクル技術を反映した評価を実施

することとした。太陽電池の種類としては、結晶 Si 系、薄膜 Si 系、CIS 系を対象とする

が、現時点では結晶 Si のみの評価となった。評価範囲は、使用済みのモジュールが住宅か

ら解体された後、リサイクルプラントまで輸送され、プラントでの処理後に再生処理ある

いは廃棄処理される工程までを含めた。 

リサイクルプラントまでの輸送については、九州全域から北九州のリサイクルプラント

へ輸送されるシナリオを想定した。材料が再生処理される場合、再生処理にかかる環境負

荷が計上される代わりに、新規材料の製造による環境負荷が削減される効果が間接的に考

えられる。本調査では、全材料について再生処理を含めるとともに、新規材料削減分の効

果を見込むものとした。 

b-2) 廃棄・リサイクルに関する評価前提条件の設定 

結晶系 Si モジュールのモジュール構成材料の再生・廃棄の割合については、表Ⅲ

-2-(ヘ)-E-1(3)に示すとおり、5 つのケースを想定して評価を行った。ベースケースは、モ

ジュールを回収処理した場合、現状で最低限可能な再生・廃棄処理の内容を示している。

これに対し、ケース 1～ケース 4 では、これに本研究開発で検討している追加的な対策を

講じた場合の効果を算定した。なお、熱の回収・利用率に関しては、研究開発の内容を基

に検討しているが、現在の計算では 50％と想定した。 

 

 

ケース ケースの内容 

ベースケース 

・ガラスと充填材の熱分離は実施（熱の回収利用は行わない） 

・アルミフレーム、電極材料（銅リボン）、鉄（ビス）：100%再生 

・端子ボックス：再生 85%、単純焼却 8%、埋立 7% 

・その他は埋立処理 

ケース 1 ・ベースケース＋熱の回収利用（充填材熱分離時、回収率 50%） 

ケース 2 ・ベースケース＋熱の回収利用＋ガラスリサイクル（カレット 100%） 

ケース 3 
・ベースケース＋熱の回収利用＋ガラスリサイクル 

＋Si リサイクル（金属 Si、100%） 

ケース 4 
・ベースケース＋熱の回収利用＋ガラスリサイクル 

＋Si リサイクル（多結晶 Si、100%） 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(3) 結晶 Si 系 PV モジュールにおける評価ケース 
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b-3) 算定対象モジュール及び回収輸送のシナリオ 

結晶系 Si モジュールの評価については、2007～2008 年度の「みずほ情報総研」による

調査「太陽光発電システムのライフサイクル評価に関する調査研究」で対象とした内容を

踏襲し、以下に示す対象製品で評価を実施している。 

・モジュール種類：多結晶 SiPV モジュール 

・発電規模：住宅用 4kW 相当(3.91kW：モジュール効率 13.9%、モジュール枚数 48 枚

と想定) 

回収の輸送については、住宅から一次回収拠点(SY)を経由して、リサイクルプラント

(RP)まで輸送されるものとした。また、リサイクルプラントから先は、再生処理もしくは

埋立て場へ輸送されるものと想定し、それぞれの距離・輸送手段を設定した。 

一次回収拠点は家電リサイクルの回収拠点を想定し、九州(沖縄を除く)各県に１箇所、

実際の回収拠点を設定し、ここに県内の使用済み太陽電池が全て収集され、北九州のリサ

イクルプラントへ輸送されるものとして輸送距離を検討した。 

＜輸送距離と輸送手段の設定＞ 

・一次運搬(住宅→SY) ：30km、2 トントラック、積載量約 300kg 

・二次運搬(SY→RP) ：個別具体的な回収拠点 → 北九州までの実際の距離 

           （約 90km～約 370km）、10t トラック、積載量約 1.5 トン 

・リサイクルプラント→ 再生工場、埋立場：50km 

b-4) CO2 排出量の算定結果 

以上の前提条件に基づいて、多結晶 SiPV モジュールの廃棄・リサイクル段階における

CO2 排出量の算定を実施した結果を以下に示す。 

今回の算定では、再生された材料による削減効果を見ている(削減効果分はマイナスで

示している)ため、ベースケースであっても、アルミ、銅、鉄、プラスチック類の一部はリ

サイクル可能なため、再生処理をしない場合と比べれば、削減の効果になる。 

ベースケースに対し、熱回収利用の対策を行った場合(ケース 1)と、熱回収とガラス再

生利用の対策を行った場合(ケース 2)の結果を検討した。 

熱回収を行うことにより、ベースケースよりも 1kW あたり 16kg の CO2 出量削減となる。

またガラスをカレットへリサイクルできれば、さらに 1kW あたり 25kg の CO2 排出量削減と

なり、熱回収効果と合わせて 1kW あたり 40kg 以上の CO2 排出削減に繋がる。 

Si については、現時点でインゴット材料に再生することは現実的ではないが、平成 16

～17 年度に行われた「太陽光発電システムのリサイクル･リユース処理技術等の研究開発」

の内容をもとに、金属 Si への再生(ケース 3)と多結晶 Si への再生(ケース 4)の 2 つのケー

スを検討した。その結果、金属 Si への再生については、再生段階で排出される CO2 の量に

比べ、再生によって削減される CO2(金属 Si を新たに製造する分)の量が尐ないため、再生

することで CO2 排出量は増える（削減量が減る）こととなった。一方で多結晶 Si に再生で

きる場合には、熱回収＋ガラスカレットリサイクルとは別に 1kW あたり約 120kg(熱回収、

ガラスリサイクルと合わせて 170kg)という大きな削減効果が見られる。これは、金属 Si

から多結晶 Si を新規に製造する際、非常に多くの電力を使用するため、金属 Si から多結

晶 Si を製造する分が削減される効果が大きいためである。結果としては、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1 
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(11)に示すとおり、ベースケースに比べ各種の対策を講じることで、1kW あたり約 20～

170kg 程度の CO2 削減効果を得ることができる。 
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b-5) 廃棄物埋立量の算定結果 

次に CO2 排出量と同じケースで多結晶 Si 系 PV モジュールの廃棄物埋立量を算定した結

果を示す。ただし、廃棄物の埋立量において熱回収の有無は効果を及ぼさない。また、金

属 Si と多結晶 Si への再生のケースも Si を埋め立てない効果としては同じであるため、埋

立量については、ベース、ガラス再生、ガラス＋Si 再生の 3 ケースの比較のみ実施した。 

結果としては、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(12)に示すとおり、廃棄物の発生量では、モジュールに

対して重量比で大きな割合を示すガラスのリサイクルが大きな削減効果を生む。ベースケ

ースではアルミなどを再生するが、それでも 1kW あたりで 60kg 近い埋立量があるが、これ

に対して、ガラスを再生することでベースケースの埋立量の 84%にあたる 48kg が削減され

る。Si については約 2kg 程度の削減効果がある。 

九州地域の 2020 年及び 2030 年の使用済み PV モジュールの発生量が全て、今回の太陽

電池の仕様という仮定を置いた場合、ガラスのリサイクルによって、2020 年に九州地区だ

けで 650 トン、2030 年には 6,400 トンの埋立量の削減が見込まれることとなる。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(11) 1kW あたり再生・廃棄処理時の CO2排出量の合計値 
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b-6) まとめ 

CO2 排出量の削減効果を見ると、最も大きな効果は Si を多結晶に再生することであり、

削減量の大きさから考えれば、今後も再生技術の重要性は明らかである。その一方で即効

的な技術実現性を考慮した場合には、EVA 燃焼における熱回収の効率をいかに高めるか、

ガラスをいかにリサイクルするかという点が、重要なポイントとなるため、本研究開発に

おいても、EVA 燃焼の熱回収効率の向上、ガラスリサイクルのための処理技術および社会

システム検討が重要と考えられる。特にガラスに関しては、廃棄物埋立量にも影響を及ぼ

すため、その回収・再利用の確立が望ましい。 

 

c. 広域対象の PV システム汎用リサイクル処理に必要な社会システムの調査・提案 

c-1) PV リサイクルのための広域ロジスティックス確立のための調査・提案 

本調査では、PV リサイクルのための社会システム提案を行うのに必要な基礎情報の収

集・整理と、今後の使用済みモジュールの廃棄物発生量の推計を行った。 

また具体的なプレーヤーへのヒアリング、欧州の PV CYCLE やその他関連団体への訪問・

ヒアリングなどを行い、これらの調査内容から社会システムの在り方、PV モジュールのロ

ジスティクスに関するシナリオを作成し、リサイクルプラントまでの輸送にかかるコスト

を推計した。 

【基礎情報の収集・整理】 

参考となる既存製品(家電製品、自動車およびパソコン)に関するリサイクルシステムに

ついて調査を行った。このうち、家電製品については、指定取引場所(一次回収拠点)や再

商品化施設へのヒアリング調査を実施した。また PV モジュールリサイクルへの取り組みは、

欧州の PV CYCLE が先行していたことから、PV CYCLE やその他関連団体への訪問・ヒアリ

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(12) 1kW あたりモジュール廃棄物埋立量の算定結果 
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モジュール半製品

廃棄・リプレース＇公共・産業用（

廃棄・リプレース＇住宅用（

ングを実施した。 

ヒアリングを通じて、費用負担のあり方、使用済み太陽光発電モジュールのリサイクル

プラントまでの輸送のあり方などの情報を以下の通り整理した。 

・法律の面では、家電リサイクルの考え方が参考になる。 

・異なるのは機器の寸法、工務店・住宅解体業者などが介在する点 

・リサイクル料金の徴収は、自動車リサイクルと同様の購入時負担が良いと思われる

が、購入時負担の課題としては、以下があげられた。 

－ 廃棄時点での費用の予測が困難 

－ 製造事業者等が倒産・撤退した場合のリサイクル費用の手当が困難 

【太陽光発電廃棄物発生量の予測】 

社会システムの提案には想定される処理量を予め見積もっておくことが必要となるこ

とから、これまでの導入推移に基づく太陽光発電システム廃棄物の発生見込量の推計を行

うともに今後の国内の生産推移をもとに工場からの半製品の排出量を推計した。これらの

廃棄物発生量は日本全国版を図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(13)に、九州地域における廃棄量を、図Ⅲ

-2-(ヘ)-E-1(14)に示す。 

推計は、太陽光発電システムの耐用年数を 20 年とし、耐用年数到達の翌年にリプレー

スが行われるものとした。PV モジュールは、多結晶 Si モジュールの重量をもとに算定を

行った。半製品は、国内の生産量の 30%が国内に導入されるものとして算定した。結果と

しては、日本全体では、工場からのモジュールも含めて、9 万トンが排出され、そのうち

のおよそ 6 万 5 千トンが住宅用となっている。これらの推計結果をもとに、LCA やコスト

算定における各種パラメータ・地域全体の評価などを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(13) PV モジュール廃棄物発生量（日本全体） 

果 
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【社会システムの検討】 

1 年目に行った調査に加え、家電量販店、施行業者、解体業者、一時回収拠点、輸送事

業者など具体的なプレーヤーへのヒアリングを行い、リサイクルプラントに至るまでの各

プレーヤー間の関係・スキームを整理した。スキームとしては主に図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(15)に

示すような撤去責任をユーザーが持つケースと、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(16)に示すような販売店

が持つケースを検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(15) リサイクルスキーム（販売店が撤去責任を持つケース） 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(14) PV モジュール廃棄物発生量（九州地域） 

果 
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【コスト試算】 

 コストの試算は、住宅からの太陽光発電モジュールの撤去～一次運搬～一次回収拠点

(SY)～二次運搬～リサイクルプラントまでを算定の範囲として行った。一次回収拠点を挟

む方法は、家電リサイクルの方法を参考としたが、太陽光発電の場合、解体業者が住宅の

解体時や修繕時に取り外すことを想定し、住宅から直接一次拠点へ運搬されることを想 

定している。なお、一次回収拠点は、実際の家電リサイクルにおける回収拠点を想定して、

輸送距離などを設定した。また、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(17)に示すとおり、本試算は九州地域に

おけるモデルを想定した。 
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コスト試算の対象費目は、撤去費(人件費、燃料費など)、一次運搬費(燃料費および人

件費）、回収拠点の運営費(人件費、設備関連費用、運用費用などを含む)、二次運搬費(燃

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(16) リサイクルスキーム（ユーザーが撤去責任を持つケース） 

果 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(17) 九州地域における回収モデル 

果 
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料費、人件費)とした。 

 一次運搬は、2 トントラックで、1 回の運搬で 1 件分(3.6kW と想定)の PV モジュールを

運ぶものとして、その際の人件費、燃料費を推計した。一次運搬の距離は、回収拠点の数

によって異なってくるものと考えられる。本試算では、各県に回収拠点を 1 つとするケー

スと 2 つにするケースを想定し、各県に 1 つの場合は、一次運搬の距離を 30km、各県に 2

つの場合は、20km とした。図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(18)に回収拠点の設置モデル(点線の丸が一次運

搬距離のエリア)を示す。 

一次回収拠点は、家電リサイクルの一次回収拠点の運営費をもとに、1 トンの処理あた

りの費用を算定して、これをもとに太陽光発電モジュールに関する運営費を推計した。 

二次運搬は、10 トントラックを想定し、これに 60kW 分（家電リサイクルの輸送用ラッ

クを想定し、これに最大荷重まで搭載して運搬する）を載せて運搬することとし、その際

の人件費と燃料費を推計した。二次運搬の距離は、それぞれの家電の回収拠点から北九州

のプラントまでの実際の距離を用いて推計した。 

試算では、1kW あたりの処理コストは、一次運搬の距離を 30km とした場合で約 4,400 円、

距離 20km とした場合は 3,600 円となった。内訳をみると、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(19)に示すとお

り、いずれの場合も一次運搬の人件費と回収拠点が大きな割合を占めていることがわかる。 

一次運搬のコストは、輸送距離がその主要な要因となっていることから、例えば一次回

収拠点を増やせば、そのコスト削減につながると考えられるが、一方で回収拠点を増やす 

と、一つの拠点における処理台数は下がるため、回収拠点側にとって非効率になるもの 

と考えられる。そのため、コスト面で最適な回収拠点数について検討をする必要がある。

また、二段階で拠点(住宅と一次拠点の間に拠点を置く)を置く、他の輸送物との混載など

により、一次運搬の効率を向上させることもコスト削減には重要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

                                      

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(18) 一次回収拠点の設置モデル(点線の丸が一次運搬距離のエリア) 

(左図は各県に 1 つ、右図は各県に 2 つ設置した場合) 
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c-2) 新たな法規制及び現行規制の緩和等法整備に関する調査・提案 

使用済 PV の回収は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）

の規定に従う必要がある。一般市民から廃棄されたものは「一般廃棄物」として、その処

理の責任は基本的に市町村にある。しかし PV の場合は、解体業者が住宅の解体時や修繕時

に取り外すことが想定されるため、その場合は「産業廃棄物」としての取り扱いになり、

その処理責任は排出事業者にある。 

使用済 PV の回収量を確保するためには、複数の市町村に渡る広域の回収エリアを定め、

回収を行う必要があるが、廃棄物処理法では広域回収を行う場合に、広域的処理に関する

特例(広域認定制度)が定められている。 

広域認定制度は、拡大生産者責任に則り、製造事業者等自身が自社の製品の再生又は処

理の工程に関与することで、効率的な再生利用等を推進するとともに、再生又は処理しや

すい製品設計への反映を進め、ひいては廃棄物の適正な処理を確保することを目的とする

制度である。  

広域から回収するためには、地方公共団体ごとに廃棄物の収集・運搬、処理業の許可が

必要となるが、本制度を活用した場合、広域的な処理を行う者として環境大臣の認定を受

けた場合、個々の地方公共団体の許可が不要となる。  

広域認定制度では、使用済ＰＶが産業廃棄物として排出された場合、腐敗、揮発等の性

状が変化することによって生活環境の保全上支障がない等の要件を満たす場合は、当該制

度の活用が可能と想定される。 

しかし、特例の申請者は製造事業者等のみが対象となり、中間処理業者、非鉄精錬業者

が申請者の対象とならないほか、自社製品を扱う場合に限られる。また、広域認定制度の

申請にあたっては、経理的な基礎を要する等認定の基準が詳細に定められており、その要

件を満たすことが必要である。 

 このように、廃ＰＶを廃棄物として処理する場合の制度的な課題は一部明確となったが、

実際に本格的社会実験を実施することにより、制度的な課題を検証し、リサイクルシステ

ムを実現するための制度のあり方を検討することが必要であると考えられる。 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(19) 回収コスト内訳(左：各県に 1 つ、右：各県に 2 つ) 
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c-3) 処理センター設置構想の提案 

構想している PV リサイクル処理センターの主な機能は図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(20)に示す通り、

コールセンター業務とリサイクル処理業務(有価物回収中間処理)である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リサイクル処理業務は a-1) ～a-5)に記載の通りであるが、一貫した処理フローを図Ⅲ

-2-(ヘ)-E-1(21)に示す。 

結晶Si系
薄膜Si系

CIS系

CIS膜

ガラス粉砕

ガラスカレット
(Si膜 or

Mo膜付き（

予熱 冷却本加熱

EVA分解ガス
＇ｻｰﾏﾙﾘｻｲｸﾙ（

LNG

バーナー燃焼ガス

アルミ枠解体
＇有価物回収（

Si片
(銀含有)

CIS膜除去・
回収回収PVパネル

バックシート
切削

EVA加熱/燃焼処理

ローディング

有価物回収

セル、銅線等
回収

 
 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(20)  PV リサイクル処理センター機能と有価物回収フロー 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(21)  PV リサイクルプロセス一貫処理フロー 
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処理能力としては当面 a-6)に記載したパイロットプラントレベルの 20MW ラインを想定

し、PV 廃棄量が増えると共にライン数を順次増加させていく。 

建設場所としては、本研究にて九州・中国地方を対象として具体的ロジスティックスを

検討してきたので、その中心である北九州エコタウンを想定。その際のロジスティックス

モデルを、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(22)に示す。 
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図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(22)  PV システム回収ロジスティックス基本モデル 
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表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(4) 研究開発項目ごとの成果・達成度 

開発項目 中間目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

1.低コスト汎

用リサイクル

処理技術の基

本技術開発 

(1)汎用リサイクル

手法の共通処理部

までの開発を概ね

完了し、技術開発

の見通しを得てい

ること。 

・共通処理部としてアルミ

枠解体装置、バックシート

切削装置、EVA 加熱・処理

装置を、個別処理として

CIS 膜スクレーパーを試

作。  

・性能評価試験から共通処

理部までの開発見通しを

得た。  

○ なし 

(2)処理コスト目標

「5 円/W ＠年間

200MW 処理」の実

現妥当性に関する

専門委員会での検

討が完了している

こと。 

・試作装置による試験結果

をベースに、年間 200MW 処

理ケースで試算した結果、

約 5 円/W となり目標達成

の見通しを得た。  

・回収金属売却費用を考慮

すれば、4 円/W 以下になる

見込み、専門委員会に報告

済み  

○ なし 

2.LCA 調査 (3)LCA 評価の見直

しを行い、新型太

陽電池の廃棄を含

めた LCA 評価を完

了する。 

・試作装置によるプロセス

データをベースに LCA評価

の見直しを実施。  

・結晶系では 40kg/kW の CO2

削減効果が得られること

を確認した。  

△ 

H25.3

達成見

込み 

薄膜 Si 系、CIS 系

に対してもリサイ

クルプロセスデー

タを反映させる。 

 

3.広域対象の

PVシステム汎

用リサイクル

処理に必要な

社会システム

の調査・提案 

(4)広域対象の PV

システム汎用リサ

イクル処理に必要

な社会システム整

備に関する必須事

項を専門委員会で

議論できているこ

と。 

・家電リサイクルシステム

を参考に、運送・解体業者

等のヒアリングをベース

に、回収ロジスティックス

基本モデルを構築。  

・回収に関する廃掃法を調

査し課題を整理、社会シス

テム整備上の必須事項を

専門委員会で議論済み。  

○ なし 

達成度→  大幅達成：◎、  達成：○、 達成見込み：△、 達成不可：× 
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表Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(5) 最終成果の見通し 

 

開発項目 
最終目標 

（平成 26 年度末） 

達成見通し 

 

1.低コスト

汎用リサイ

クル処理技

術の基本技

術開発 

平成 32 年(2020 年)以降と予想さ

れる PV システムの大量廃棄に備

え、「年間 200MW 処理時の処理コ

ストで 5 円/W」を達成できる低コ

スト・汎用リサイクル処理技術の

開発が完了していること。 

・今回開発した個々のプロセス装置のデ

ータからコストシミュレーションで目

標達成できる見通しを得ている。 

・今後、一貫処理化を図り、そのデータ

をベースに処理コストを見直すことに

より、確実な目標達成が可能。  

2.広域対象

の PV システ

ム汎用リサ

イクル処理

に必要な社

会システム

の調査・提案 

広域対象の PV システム汎用リサ

イクル処理に必要な社会システ

ムの提案として、運用を含めた処

理センター設置構想、広域ロジス

ティクス、新たな法規制及び現行

法規制の緩和等の法整備に関す

る提案とそれに基づく社会シス

テム基礎検証を終了し、専門委員

会で了承されていること。 

・これまでに処理センターの基本構想、広

域ロジスティクス基本モデルを構築し、

コストを試算した。  

・現行法規制の課題も洗出し出来た  

・今後、一貫処理可能な汎用リサイクル処

理装置を用いた実証試験を実施し、シス

テム全体の機能を検証することにより、

目標達成が可能。  



 

Ⅲ-2-(ヘ)-E-2[1] 

 

2. 実用化・事業化見通し 

(1) リサイクル処理コスト 

結晶系及び薄膜系 PV パネルに適用できる、汎用 PV システムリサイクル一貫処理プロセ

スフロー（図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(21)参照）の基本装置を試作し、リサイクル処理出来ることを

確認した。 

それらの処理データをベースに年間処理量 20MW の基本ラインで構成されるパイロット

プラント、及び年間処理量 200MW レベルの事業化プラントの処理コストを試算した結果、5

円/W＠200MW の目標を達成できる見通しを得た。 

(2) 回収コスト 

社会システムの提案検討では、図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(22) に示すような既存家電リサイクルシ

ステムの機能を流用した PV システム回収ロジスティックスの基本モデルを構築した。その

モデルをベースに回収ロジスティックスコストをシミュレーションした結果、戸建て住宅

屋根からの解体費はリサイクルから除くとして、一次運搬距離を 20km とした場合 3.6 円/W

程度になる見通しを得た。 

(3) 実用化見通し 

以上の結果から、回収ロジスティックスを含めた PV リサイクルシステムの具体的な全

体像とコスト概要が明らかになった。 

実用化の姿として、九州/中国地方を主対象に、住宅等から廃棄される PV システムの一

部をリサイクル処理する年間処理量最大 6MW（※）ラインを H28 年度までに提供すること

を想定している。（※ 6MW は H28 年の住宅・非住宅からの全国廃棄パネル量(推定)18MW の

1/3 に相当） 

今後、下記課題を解決することにより、実用化の見通しが得られると考える。 

【実用化課題】 

・一貫処理化  

実際に大量処理を可能にするため、これまでに試作した装置を適切に連結し、一

貫処理化を図る。(1枚ガラス構成の太陽電池に対しては年間最大 6MWの処理が可能)  

・汎用性の向上  

2 枚ガラス構成の太陽電池に対しては、1 枚ガラス構成と同様のスループットが得

られるよう、2 枚ガラス分離と残渣炭化水素の処理を分ける改造を実施する。   

・ミニ実証試験  

試作した一貫処理ラインの長期安定性・信頼性や回収システム等の機能を検証す

るため、具体的に住宅等から PV システムを回収してリサイクル処理する実証試験を

実施する。  

・技術研究組合設立  

事業化のための準備として実施主体となる技術研究組合や一般社団法人等の法人

を設立する。  

(4) 実用化による効果 

年間処理量 6MW で実用化した場合の具体的効果を以下に示す。 

①有効資源の回収 

有価物回収量を検討した結果、下記有効資源の回収効果が期待できる。 
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アルミ：80 トン／ ガラス：320 トン／ 銀：190ｋｇ／ 銅：4 トン 

有価金属の建値に依存するが、売却費用としては合計で 2 円/W×6MW＝12 百万円程

度が期待できる。 

②廃棄物埋立量の低減 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(12)から下記の埋立量低減効果が期待できる。 

48kg/ｋW×6MW＝290 トン/年 

③CO2 削減効果 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-1(11)から下記の CO2 低減効果が期待できる。 

40kg-CO2/ｋW×6MW＝240 トン-CO2／年 

④海外不良品流入防止効果 

PV リサイクル実用化の一環として、PV リサイクル及びその費用負担を義務づける法

整備がなされた場合、下記効果が期待できる。 

・海外不良品流入防止 

・低コスト輸入品に対する競争力アップ 

⑤エネルギー＆資源が共に再生可能なシステムの実現 

真の再生可能エネルギー創生システムを図Ⅲ-2-(ヘ)-E-2(1)に示す。 

 

資源の再生可能化

寿命材料リサイクル

太陽光

電気エネルギー

エネルギーの再生可能化

太陽電池

エネルギー＆資源が共に再生可能なシステムの実現
＇真の再生可能エネルギー創生システム（

 

 

 

図Ⅲ-2-(ヘ)-E-2(1)  真の再生可能エネルギー創生システム 
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3. 波及効果 

エネルギー＆資源が共に再生可能な真の再生可能エネルギー創生システムを世界に波

及、更に他の再生可能エネルギーにも波及させ、持続可能な社会のイニシアティブを先取

する。具体的には以下の通り。 

(1) 関連分野 

①国内 

研究試作機を初号機として製品化し、PV リサイクルの先進モデル地区として北九州

市のエコタウンに設置し、PV リサイクル拠点とする。その後 2 号機以降を、全国の各

地方に一ヶ所ずつリサイクル拠点を波及させていく。 

②海外 

〈ＥＵ〉 

EU では PVCYCLE を設立し、EOL の PV パネルを回収するシステムを確立し、PV リ

サイクルの社会制度としては日本より進んでいる。しかし汎用型で材料回収率の高

いリサイクル技術は未確立なので、本開発システムをＥＵに波及できる可能性が有

る。 

〈米国〉 

米国では PV リサイクルに関して、まだあまり取組まれて居らず、本開発システム

を波及できる可能性がある。 

〈発展途上国〉 

発展途上国でも今後は必ず PV システムの大量廃棄時代が来る。特に中国・東南ア

ジアは PV パネルの生産基地も在るため、工場スクラップ処理の対応も含め、本シス

テムを波及できる可能性が有る。 

また発展途上国では社会システムづくりに関しても指導またはアドバイス可能で

ある。 

(2)人材育成 

①国内 

・リサイクル技術、LCA 的意義、必要な社会システムを理解する人材の育成を促進。 

・住宅用 PV パネルの撤去に当たっては、特にガラスが割れないよう撤去することが望

まれる。従って本システムの普及には、全国の解体業者や運搬業者に PV パネルを割

らずに PV パネルを撤去できる人材を育成する必要があり、普及と共に解体業者や運

搬業者の人材育成を促進。 

②発展途上国 

・先進国の義務として、発展途上国に PV リサイクルの必要性・意義が分かる人材を育

成・促進し、PV リサイクル制度が確立できるよう積極的に支援し、国際協力に貢献

する。 
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4. 今後の展開 

(1) 本 PJ 研究期間(H25-H26) 

今後は試作した各プロセスの装置を連結し一貫処理設備として整備すると共に、実際の

廃棄 PVシステムサイトから廃棄 PVを回収してリサイクル処理し、有価回収物を売却する。 

それらの実証試験により、リサイクル処理コストの検証、回収ロジスティックスモデル

の妥当性、課題となる法規制の確認などを実施し、適正な社会システム提案を行う。 

並行して事業化準備のため、運営母体となる技術研究組合や一般社団法人等の法人を設

立し、リサイクル処理センター（仮称）の運営手法、運営資金の手当法等を検討・提案す

る。 

(2) 本 PJ 終了後(H27 年度～) 

PJ 期間での技術研究組合の設立、及び運営資金手当の目処がつくことを前提に、下記の

事業化準備を実施する。 

①リサイクル処理センターの設立 

一貫処理ができるように整備した試作ライン(結晶 Si系の処理能力として 6MW相当)

を研究棟実験から賃貸工場に移設し、仮設のリサイクル処理センターを設立する。 

②本格的社会実験 

技術研究組合等を運営母体として、本格的な社会実験(実証試験に比べ回収地域及び

廃棄 PV 処理量も拡大)を実施(H27～H28 年度)し、リサイクル処理センターの事業性、

提案した社会システムの妥当性を最終的に検証する。 

並行して法整備に向けた関係機関との協議を進める。 
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5. 特許論文リスト 

表Ⅲ-2-(ヘ)-E-5(1) 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 0 1 0 1 

論文（査読付き） 0 0 0 0 

研究発表・講演（うち国際会議） 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載 1 0 0 1 

受賞実績 0 0 0 0 

展示会への出展 2 0 1 3 

特許出願準備中 2 件(H24 年度)： EVA 熱処理装置／リサイクル処理システム関連 

 

 

 

表Ⅲ-2-(ヘ)-E-5(2) 特許リスト 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

 １ 
昭和シェル

石油(株) 

特願 

2012-070522 
国内 

2012/03/

27 
出願 

ガラス材の

回収方法 
西 博史 
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F 太陽光発電技術開発動向等の調査 

 

1. 成果詳細 

 

(1) 太陽光発電技術開発に関する基礎的動向の調査 

太陽光発電市場が初期導入期から大量導入期へと移行する中、市場の中心は、日欧米諸

国に加え中国、アジア、中東、アフリカ等へ拡大しつつあり、太陽電池等の生産拠点は中

国・台湾、ASEAN 諸国等の新興国へ移行している。一方で、太陽光発電システムの価格

低下のスピードも加速しており、日本の太陽光発電に係る技術力及び市場競争力をより一

層強化するためには、激変する太陽光発電に関する国内外の最新動向を把握することが重

要である。本調査研究では、低炭素社会の実現のため我が国政府が打ち出した「太陽光発

電の導入規模を 2020 年に現状の 20 倍（28GW）、2030 年に 40 倍（53GW）にする」との

目標達成に資する技術開発に貢献し、かつ我が国の太陽光発電産業の国際競争力を強化す

ることを目的としている。このため、太陽光発電に関する次期技術開発計画の検討に資す

るよう、太陽光発電に関する最新の国内外の技術開発動向、諸外国の国家プロジェクト等

について国際会議や学術会議、直接ヒアリング等から調査・分析し、技術開発動向を体系

的に把握した。 

加えて、太陽光発電のコストダウンと導入拡大を進め、我が国の太陽光発電産業の国際

競争力強化と世界展開を促進することが焦眉の課題となっており、このためには太陽光発

電ロードマップ（PV2030＋）の確実な実現に向け、重点的・優先的開発課題の精査及び取

り組み強化が急務である。そこで、国内外の急激な情勢変化を踏まえ、PV2030＋の早期か

つ確実な実現のために重点的に対応すべき課題等について調査・分析を行った。 
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各国で展開されている、太陽光発電に関する主要な研究開発プログラムについて表

III-2-(ヘ)-F-1(1)に纏めた。 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(1)  各国における主要な太陽光発電関連プログラム〈その1〉 

（2010年現在、日本は2011年度） 

国 研究開発プログラム 

日
本
（

2011
年
度
） 

・ 太陽光発電技術研究開発 

- 革新的太陽光発電技術研究開発（2008年度～） 

- 太陽光発電システム次世代高性能技術開発（2010年度～） 

- 福島県再生可能エネルギー研究開発拠点整備事業（2011年度～） 

- 福島県再生可能エネルギー研究開発事業（2011年度～） 

- 太陽光と光電変換機能（文部科学省） 

- 太陽光を利用した独創的クリーン・エネルギー生成技術の創出（文部科学省） 

・ 系統連系技術研究開発 

- 国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業（2010年度～） 

- 次世代送配電系統最適制御技術実証事業（2010～2012年度） 

- 新エネルギー系統対策蓄電システム技術開発（2011年度～） 

- 次世代エネルギー・社会システム実証事業（2010～2014年度） 

- フランス・リヨンにおけるスマートコミュニティー実証事業（2011～2015年度） 

- インドにおける大規模太陽光発電システム等を利用した技術実証事業（2010～2013年

度） 

- 中国におけるスマートコミュニティー実証事業（2011～2013年度） 

- スペイン・マラガにおけるスマートグリッド関連技術に関する実証事業（2011～2015年度） 

・ 環境省：地球温暖化対策技術開発事業 

ア
メ
リ
カ
合
衆
国 

・ SunShot計画 

- SunShot計画太陽エネルギーの高度浸透 

- SunShotインキュベータ 

- 究極の周辺機器（BOS）ハードウェアのコスト削減 

- SunShot：市場障壁の低減と非ハードウェアBOS価格の削減 

- 太陽エネルギー系統インテグレーション（SGIS） 

- 先進的コンセプト 

- プラグ&プレイ技術及びシステム 

- 変革的太陽光発電科学及び技術：次世代太陽電池II 

- セル変換効率向上のための基礎プログラム 

- SunShot計画：市場障壁の低減のためのRooftop Solar Challenge 

- 太陽電池製造イニシアチブパート2PV：SUNPATH（Scaling Up Nascent PV AT Home） 

- SunShot集光型太陽熱発電研究開発 

- SunShotインキュベータプログラム-ソフトコストの低減 

- 日照予測の精度向上（Request for Information） 

- SunShot製造イニシアチブ（PVMI）：米国太陽光発電・製造コンソーシアム（PVMC、US 

Photovoltaic Manufacturing Consortium）、Bay Area PV Consortium（BAPVC）、SVTC 

Technologies 

・ 太陽エネルギー技術開発プログラム（SETP） 



Ⅲ-2-(ヘ)-F-1[3] 

表III-2-(ヘ)-F-1(1)  各国における主要な太陽光発電関連プログラム（2010年現在）〈その2〉 

国 研究開発プログラム 

欧
州
連
合
（
EU
） 

・ 第7次枠組プログラム（2007～2013年）： 

研究開発総局（DG RTD）、エネルギー総局（DG ENERGY）が担当 

- 研究開発：インフラへのインテグレーション、製造装置とプロセス、先進的な設置と系統

連系、建物への一体化、新概念、集光型太陽光発電、薄膜太陽電池、ウエハーベース

太陽電池、他 

・ ネットワーク活動：欧州太陽光発電技術プラットフォーム、IEA-PVPS 

・ 欧州太陽光発電技術プラットフォーム：太陽光発電戦略的研究計画（SRA） 

ド
イ
ツ 

・ 第6次エネルギー研究・エネルギー技術プログラム（2011年～） 

・ 「Solarvalley Mitteldeutschland」クラスター開発（連邦教育・研究省（BMBF）） 

・ Innovation Alliance PV：（BMU及びBMBFによる合同イニシアチブ、2010年～） 

・ “技術革新・新エネルギー技術”：第5次エネルギー研究・エネルギー技術プログラム（2006

～2010年：2年間延長）、（連邦環境・自然保護・原子力安全省（BMU）、連邦教育・科学・

研究・技術省（BMBF）） 

・ 太陽光発電研究開発ロードマップ（連邦環境・自然保護・原子力安全省（BMU）戦略会議）

（2005年） 

イ
タ
リ
ア 

・ 新技術・エネルギー・環境庁（ENEA）、エネルギー・システム研究会社（RSE、旧ERSE）な

ど： 

結晶シリコン太陽電池セル、Cu2O（酸化銅）太陽電池セル、微結晶シリコン・デバイス、微細

構造タンデム太陽電池セル及び集光装置技術等を研究 

・ ERSE：イタリア電力系統研究プログラム（RdS）の枠組み及び欧州プロジェクト

（APOLLON）の下研究開発を実施 

・ 大学及び国立科学研究評議会（CNR）も支援 

ス
イ
ス 

・ スイス連邦エネルギー局（SFOE）の調整による研究開発プロジェクト： 

- 「高効率薄膜シリコン太陽電池モジュールの製造に向けた新プロセス及びデバイス構

造」（2007～2011年） 

- 「太陽電池セル応用向け薄膜シリコン蒸着用新イオン・エネルギー衝撃のPECVD反応

炉」（2009～2012年）など 

・ 「4ヶ年エネルギー研究・技術・開発総合基本計画」（2008～2011年）（スイス連邦エネルギ

ー研究委員会（CORE））： 

太陽電池研究、建物一体型PVシステム、システム技術開発、品質保証など 

フ
ラ
ン
ス 

・HABISOLプログラム（国家研究機関（ANR）、2008年～2010年）：建設と太陽光発電 

・ RESSOURCESプログラム：BIPVの開発と性能向上（環境・エネルギー管理庁（ADEME）） 

・起業支援・イノベーション振興機構（OSEO）（ADEME）： Solar Nano Crystal（2008～2012

年）、 PV20（2010～2012年）、 SOLCIS（2010～2012年）、 OSCAR（2010～2013年） 

・国家太陽エネルギー研究所（INES）：結晶シリコン太陽電池、システム開発、システム評価 

・PV Allianceプログラム（国家太陽エネルギー研究所（INES））： LabFab（多結晶シリコン太

陽電池セルの性能向上）、LabFab2（高効率ヘテロ接合結晶シリコン太陽電池セルの開発） 

・国立科学研究センター（CNRS）・薄膜物理研究所、太陽エネルギー研究開発機関

（IRDEP）：薄膜太陽電池 
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日米欧における太陽光発電技術開発目標について表 III-2-(ヘ)-F-1(2)において比較した。 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(2)  日米欧における太陽光発電技術開発目標の比較（2011年現在） 

 日本 アメリカ ヨーロッパ 

主要な 

研究開発分野 

（相互比較） 

結晶Si、薄膜Si、CIGS、

有機薄膜、モジュール長

寿命化、性能評価、耐久

性評価 

シングル接合、タンデム、

集光型、色素増感型、プ

ラズモニクス、有機、中間

バンド、ハイブリッド有機、

ハイブリッド非有機、高効

率多接合、システムインテ

グレーション 

結晶Si、薄膜Si、CIGS、集光型、 

色素増感型、有機系、新コンセプト、 

BIPV、リサイクル、システム 

利用技術、評価技術、標準化 

研究開発 

目標 

（2025年） 

・モジュール変換効率： 

結晶Si 25%、 

薄膜Si 18%、 

CIS系 25% 

化合物系 40% 

・シリコン消費原単位：

3g/W 

・寿命：30年 （2020年） 

（参考） 

・結晶Siでモジュール変換

効率21.5%であれば、モ

ジュールコスト0.68ドル

/Wが可能 

・モジュール 

変換効率：＞25% 

耐用年数：30年以上 

・パワーエレクトロニクス 

変換効率：＞95% 

耐用年数：30年 

（2025～2035+年） 

・モジュール変換効率： 

結晶Si：＞25% 

薄膜Si：＞16% 

化合物：18～21% 

低倍率集光：＞23% 

高倍率集光：＞45% 

・エネルギー回収期間 

結晶Si：＜6ヶ月 

 

 

コスト目標 

（2020年） 

14円/kWh、75円/W 

（2030年） 

7円/kWh、50円/W 

（2050年） 

<7円/kWh、<50円/W 

（2020年） 

1ドル/W（電力事業用） 

1.25ドル/W（商用分散型） 

1.50ドル/W（住宅用分散

型） 

（2020年） 

1.5ユーロ/W、0.10ユーロ/kWh

（欧州南部） 

（2030年） 

1ユーロ/W、0.06ユーロ/kWh（欧

州南部） 

（長期見込み） 

0.5ユーロ/W、0.03ユーロ/kWh

（欧州南部） 

出典： 1. 「2030年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV2030）に関する見直し検討委員会報告書」、新エネル

ギー・産業技術総合開発機構、2009年6月他 

2. 米国エネルギー省（DOE）, “$1/W Photovoltaic Systems White Paper to Explore A Grand Challenge for 

Electricity from Solar”（2010年8月）、国立再生可能エネルギー研究所（NREL）資料 

3. European PV Technology Platform, “A Strategic Research Agenda for Photovoltaic Solar Energy 

Technology Edition 2”（2011年9月） 
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表III-2-(ヘ)-F-1(3)に各国の太陽光発電に関する予算の比較を示す。 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(3)  2010年の太陽光発電研究開発に関する予算 

国 ユーロ 米ドル 円 

オーストラリア 4380万 5760万 50.5億 

オーストリア 520万（2009年） 680万（2009年） 6.0億 

カナダ 1090万 1440万 12.6億 

ドイツ >6400万 >8400万 73.7億 

デンマーク 340万 440万 3.9億 

スペイン 1300万 1710万 15.0億 

フランス 4350万 5720万 50.2億 

イスラエル 40万 53万 0.5億 

イタリア 580万 760万 6.7億 

日本
*1

 5180万 6810万 59.8億 

韓国 5520万 7260万 63.7億 

メキシコ 50万 60万 0.5億 

ノルウェー 1810万 2380万 20.9億 

スウェーデン 630万 830万 7.3億 

米国 1億3100万 1億7240万 151.3億 

*1：経済産業省による予算のみ 

・換算レート：1米ドル＝1.09豪ドル＝1.03加ドル＝5.62デンマーク・クローネ＝0.65ポンド＝87.76

円＝3.73新シュケル＝1,155.43ウォン＝12.63ペソ＝6.05ノルウェー・クローネ＝7.20

スウェーデン・クローナ＝0.76ユーロ＝1.04スイスフラン（2010年平均） 

出典：IEA/PVPS Photovoltaic Power Systems Programme Report, “Trends in Photovoltaic Applications 

- Survey Report of Selected IEA Countries between 1992 and 2010”（2011年11月） 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(4)～表III-2-(ヘ)-F-1(7)にアメリカ及び欧州における太陽光発電技術に関す

る開発ロードマップを示す。 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(4) Sunshot計画における技術開発目標 

市場 
2010 年 

ベンチマーク 

2020 年 

参照価格 
Sunshot 計画目標 

電力事業用 3.40 ドル/W 2.51 ドル/W 1.00 ドル/W 

商用分散型 5.15 ドル/W 3.36 ドル/W 1.25 ドル/W 

住宅用分散型 6.50 ドル/W 3.78 ドル/W 1.50 ドル/W 

出典：米国エネルギー省（DOE）資料（2011年6月） 
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表III-2-(ヘ)-F-1(5) 1ドル/Wを目標とする電力事業用太陽光発電システム価格の内訳  

（単位：ドル/W） 

 2010 年 2016 年 1 ドル/W 目標 

太陽電池モジュール 1.70 1.05 0.50 

周辺機器（BOS)/設置 1.48 0.97 0.40 

電子機器 0.22 0.18 0.10 

合計 3.40 2.20 1.00 

出典：米国エネルギー省（DOE）, “$1/W Photovoltaic Systems White Paper to Explore A Grand 

Challenge for Electricity from Solar”（2010年8月） 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(6)  欧州太陽エネルギー産業イニシアチブ（EII）実行計画における目標 

項目 2007 年 2010 年 2015 年 2020 年 

大規模システムのターンキー価格（ユーロ/W）* ≥5 2.5～3.5 2 1.5 

南ヨーロッパにおける太陽光発電による発電コスト

（ユーロ/kWh）** 
0.30～0.60 0.13～0.25 0.10～0.20 0.07～0.14 

代表的な太陽電池モ

ジュールの変換効率 

結晶シリコン 13～18% 15～20% 16～21% 18～23% 

薄膜 5～11% 6～12% 8～14% 10～16% 

集光型 20% 20～25% 25～30% 30～35% 

インバータ・ライフタイム（年） 10 15 20 >25 

モジュール・タリフタイム（年） 20～25 20～25 25～30 35～40 

エネルギー・ペイバックタイム（年）*** 2～3 1～2 1 0.5 

南ヨーロッパにおける太陽光発電システム＋小規模

蓄電のコスト（ユーロ/kWh）（系統連系形）**** 
- 0.35 0.22 <0.15 

* システム価格は技術及び市場の成熟度によって異なる 

** LCoEは資金調達コストと場所によって異なる。日照量は1500 ～2000 kWh/m²/年 

*** 最良値 

**** EUROBATロードマップに基づく推定値 

出典：SEI II Implementation Plan, EPIA/EUPV技術プラットフォーム（2010年5月） 

 

 

表III-2-(ヘ)-F-1(7)  欧州太陽光発電技術プラットフォームによる戦略的研究計画の目標  

 1980 年 現在 2020 年 2030 年 長期可能性 

標準ターンキー太陽光発電 

100kW システム価格 

（€/Wp（2011 年）、VAT 除く） 

>30€/Wp 2.5€/Wp 1.5€/Wp 1€/Wp 0.5€/Wp 

標準太陽光発電コスト 

（€/kWh（2011 年）、南欧） 
>2€/kWh 0.19€/kWh 0.10€/kWh 0.06€/kWh 0.03€/kWh 

標準システム・エネルギー 

回収期間（南欧） 
>10 年 0.5-1.5 年 <0.5 年 <0.5 年 0.25 年 

出典：European Photovoltaic Technology Platform, “A Strategic Resear Agenda for Photovoltaic 

Solar Energy Technology, Edition 2”（2011年9月） 
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(2) 特定分野における技術動向、技術開発動向の調査と方向性の分析 

 太陽電池用シリコン原料技術、結晶シリコン太陽電池、CdTe 太陽電池、薄膜シリコン、

CIS 系太陽電池など特定の分野に絞り産業界の技術動向などを調査し、各分野の技術動向、

技術開発動向を分析することにより、今後必要となる技術研究開発の方向性について検討

した。 

 

最近の既存半導体用シリコン企業による大幅な設備投資と増産、韓国、中国などの新規

参入企業の生産開始などで、太陽電池に対する原料シリコンの供給は図III-2-(ヘ)F-1(1)に示

すように見通され、当面十分な供給体制が確保される状況となっている。ここで用いられ

ている高純度シリコンの製造技術は、ほぼ全てがシーメンス法である。既存企業は技術の

確立されたシーメンス法で、また中国・韓国の新規参入企業は欧米の装置産業によるシー

メンス法のターンキー装置と欧米からの技術導入によって、太陽電池用に特化した生産を

行っている。 

100

200

300

400

2005 20102009 201１ 2012 20142013 2015 2020

総生産能力

既存メーカ能力

シ
リ
コ
ン
生
産
能
力
（
t/
年
）

年

稼働率考慮 シリコン所要量

 

図III-2-(ヘ)-F-1(1) シリコンの需給見通し 

出典：（株）資源総合システム発表資料 

 

シーメンス法は最も高品質のシリコンを供給出来るプロセスだが、太陽電池向けではシ

リコン純度や製品形状・形態などに関する品質要求が半導体向けより緩いことから、ベル

ジャー炉での高速析出による生産性向上（20%程度と言われる）や製品工程での粉砕・洗

浄工程の省略ができるなど、操業コストの大幅低減が可能になっている。また、太陽電池

向けの生産では半導体産業向けの数倍の需要に対応することが必要で、プラントも年産 1

万 t 以上の規模へ大型化されており、プラント規模拡大によるコストダウンが可能である。 

 

結晶シリコン太陽電池の技術開発は、日米欧の各国で進められている。日本ではロード

マップPV2030＋の実現による太陽光発電の普及拡大を目指して、当面は、グリッド・パリ
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ティの実現に向けたモジュール製造コスト75～100円/Wを目標に、高効率化（＝モジュー

ル効率20%）、基板薄型化（＝100μm）、信頼性確立（＝モジュール長寿命化（30年））など、

図III-2-(ヘ)-F-1(2)のように各工程での取り組みが行われている。 

 

基板高品質化

不純物の低減 ：Fe、C、Ti、Cr

単結晶基板 ： （p型、n型 ）

酸素低減、劣化防止

多結晶基板 ：凝固制御、結晶制御

インゴット大型化

基板薄型化（µm）：

180→ 150→ 100

選択電極表面テクスチャー

表面パッシベーション
（SiN）

裏面反射膜

裏面パッシベーション
（Al2O3）

裏面接合

裏面配線
MWT

モジュール耐久性向上、低コスト化

材料の開発

モジュール構造の最適化

耐久性評価方法の確立

基板の低コスト化

基板薄型化

インゴット大型化（大型キャスト）

連続CZ、CZ溶解量アップ

安価スライス技術（DWS、他）、

切り代低減

安価な高品質シリコン

（セル製造技術）

接合最適化

ヘテロ接合

 

図III-2-(ヘ)-F-1(2) 結晶シリコン太陽電池に関する技術開発への取り組み 

 

 

(3) 太陽光発電ロードマップ（PV2030+）の実現に向けた現状と課題に関する調査 

国内外の政策や市場状況が劇的に変化している中で、PV2030＋を早期かつ確実に実現す

るため、国内外における太陽光発電産業や技術開発、利用環境などに関する各種状況変化

とその影響、対応すべき課題などについて調査・分析した。 

 ① アジア諸国太陽電池製造企業の動向調査 

 ② ロードマップ（PV2030＋）に関する最近の環境変化と目指す姿の検討 

③ 普及のために解決すべき課題の実態調査・分析 

④ 信頼性向上に関する調査 

⑤ 太陽光発電の利用拡大への取り組みと課題の分析 

⑥ 今後の日本の太陽光発電の発展とこれらに対する取り組み方向の検討 

 

(4) 各国の研究開発施策、技術開発動向の比較・分析、及び今後の太陽光発電技術開発の

方向性の調査と分析 

 

日本を含む各国での太陽光発電研究開発動向について、開発進捗状況や市場変化の検討、

国家間の開発方針や各技術分野への取り組みの状況などについて比較・分析を行なう。ま

た、これらの結果に基づいて、我が国の太陽光発電ロードマップ（PV2030+）の見直しや、
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次期技術研究開発計画への移行に向けた方針策定に資するように今後の太陽光発電技術研

究開発の方向性の検討を行った。 

 

エネルギー環境や社会環境、市場の成熟度等によって、太陽光発電に対する研究開発の

位置づけは大きく異なっており、重点を置く分野も異なる。しかし、いずれの国にも共通

するのは、いち早く低コスト化を進めグリッド・パリティを実現すべく市場の拡大を目指

すと同時に新産業としての太陽光発電産業の育成を狙っている点である。各国の狙う市場

は自国内だけとは限らないが、太陽光発電がエネルギーの一角を担うことのできる経済性

と信頼性、利便性を確保することができれば、莫大な市場が期待できるだけに、各国では

積極的な開発競争が展開されている。日本の研究開発においても、将来を睨んだ積極的な

展開により、我が国の太陽光発電産業の国際競争力を確保することが不可欠と言える。 

 

(5) 太陽光発電システム等の普及動向に関する調査 

新エネルギーの中核の一つとなる太陽光発電システムについて、供給面、需要面、行政

面からの世界の取組の動向を調査した。具体的には、我が国の太陽光発電システムの普及

をさらに促進し、国際競争力を強化するために、国内外のマーケット動向、普及施策動向

等の詳細な調査を実施すると共に、将来にわたる普及拡大と産業育成に向けた我が国の施

策立案に資するよう、太陽光発電市場の予見可能性を向上させ、市場の透明性を確保する

ために、信頼性の高い戦略的資料を作成した。 

 

表 III-2-(ヘ)-F-1(8) 日本の太陽光発電の SWOT 分析 

強み 弱み 

・高性能・高品質な太陽電池を量産できる高度な生産

技術 

・企業が保有する高い技術開発力・商品開発力 

・住宅用太陽光発電システムという市場の確立 

・高い技術力を有する材料・部品・製造装置・システ

ム機器といった周辺産業の存在 

・世界各地での太陽電池モジュール生産拠点の展開 

・太陽電池産業の安定した経営基盤（太陽電池専業で

はなく、多くの事業を持つ安定した経営） 

・長期間の運転実績と、信頼性に関する技術蓄積 

・継続した国の技術開発支援、市場形成支援 

・個人住宅市場に依存し、公共・産業用や電気事業用

市場の形成の遅れ 

・意思決定の遅さと控えめな設備投資（ギガワット生

産体制の遅れ） 

・新興国に比べて経営コストの高い事業環境（安全、

人件費、環境、税体系、エネルギーコストなど） 

・太陽光発電分野全般にわたる中核的人材の不足 

・導入目標に対する具体的な実行計画の不明確さ 

・バリューチェーンを通した産業強化戦略の欠如 

・中核的研究機関のリーダーシップ不足 

機会 脅威 

・環境都市やスマートコミュニティなど、低炭素型社

会の実現への取り組み 

・全量買取制度の開始 

・原発事故によるエネルギー政策の見直しと電力不足

対応 

・エネルギー消費構造の変化（電力化の進展など） 

・エネルギー価格の高騰とエネルギー需給の逼迫傾向 

・アジア市場への展開 

・全量買取制度をベースとする、新たなビジネスモデ

ルの登場 

・太陽光発電をめぐる技術開発の推進強化 

・新興国/新興企業の迅速な意志決定メカニズムと投

資スピード 

・新興国における太陽光発電産業への国家的バックア

ップと低価格攻勢 

・供給過剰に伴う市場価格の暴落 

・系統連系容量の限界に伴う導入制限 

・新興国の技術開発体制の確立と技術力のアップ 

（欧州の研究機関などとの提携） 

・海外の保護主義的対応の台頭（バイ・アメリカンな

ど） 

・エネルギー・環境政策の変化・変動 
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表 III-2-(ヘ)-F-1(9) 研究開発項目ごとの成果・達成度 

中間目標 

 

研究開発成果 

 

達成度 

 

目標達成のために 

解決すべき課題 

F.「太陽光発電技術開発動向

等の調査」 

(1)太陽光発電技術開発に関

する基礎的動向の調査 

太陽光発電技術の開発動

向をグローバルな視点で追

跡するための基礎動向調査

として情報収集及び調査を

行う。 

海外諸国における太陽光発電

研究開発プログラム等に関す

る動向調査、海外における太陽

電池技術及びシステム技術の

開発状況・進捗状況の調査、各

国の産業界での主な技術戦略

動向調査などを実施した。欧州

諸国や北米諸国などの先進国

だけでなく、韓国、中国、イン

ドなどにおける状況について

も調査した。 

◎ 

 

 

なし 

 

 

(2) 特定分野における技術

動向、技術開発動向の調査と

方向性の分析 

産業界の技術動向などを

追加調査し、各分野の技術動

向、技術開発動向を分析する

ことにより、今後必要となる

技術研究開発の方向性につ

いて検討する。 

太陽電池用シリコン原料技術、

結晶シリコン太陽電池、CdTe 太

陽電池、薄膜シリコン、CIS 系

太陽電池など特定の分野に絞

り産業界の技術動向などを調

査し、各分野の技術動向、技術

開発動向を分析することによ

り、今後必要となる技術研究開

発の方向性について検討した。 

◎ 

 

 

なし 

 

 

 

(3) 太陽光発電ロードマッ

プ（PV2030+）の実現に向け

た現状と課題に関する調査 

PV2030＋を早期かつ確実

に実現するため、国内外にお

ける太陽光発電産業や技術

開発、利用環境などに関する

各種状況変化とその影響、対

応すべき課題などについて

調査・分析する。 

PV2030+の実現を具体化するた

めに、現在の状況を精査すると

ともに、課題に関して調査を行

った。最近の太陽光発電に対す

る環境変化への対応と我が国

産業の国際競争力の回復も視

野に、ロードマップ PV2030+の

早期実現を目指した再構築へ

の検討を行った。 

◎ 

 

 

なし 

 

 

 

(4) 各国の研究開発施策、技

術開発動向の比較・分析、及

び今後の太陽光発電技術開

発の方向性の調査と分析 

日本を含む各国での太陽光

発電研究開発動向について、

いずれの国においても、いち早

く低コスト化を進めグリッ

ド・パリティを実現すべく市場

の拡大を目指すと同時に新産

業としての太陽光発電産業の

育成を狙っており、各国では積

◎ 

なし 
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開発進捗状況や市場変化の

検討、国家間の開発方針や各

技術分野への取り組みの状

況などについて比較・分析を

行なう。 

極的な開発競争が展開されて

いる。日本の研究開発において

も、将来を睨んだ積極的な展開

により、我が国の太陽光発電産

業の国際競争力を確保するこ

とが不可欠である。 

(5) 太陽光発電システム等

の普及動向に関する調査 

 太陽光発電システムに関

する市場動向や普及動向に

ついて調査・分析する。 

国内外のマーケット動向、太陽

光発電産業動向、普及施策動向

等の詳細な調査を実施した。 

◎ 

なし 

 

達成度→  大幅達成：◎、  達成：○、 達成見込み：△、 達成不可：× 

 

 

 



Ⅲ-2-(ヘ)-F-2[1] 

2. 実用化・事業化見通し 

 

本調査研究は、我が国における太陽光発電技術研究開発の発展に資する諸外国動向に関

する調査研究である。本調査研究結果を基に行う 2009 年に発表された太陽光発電ロードマ

ップ（PV2030+）の更なる検討及び見直しにより、我が国が行うべき太陽光発電に関する

次期技術研究開発の方針に関する基礎資料を提示することができた。さらに NEDO 技術開

発機構を通じて本調査研究の成果を一般に周知することで、我が国の太陽光発電産業の更

なる発展に貢献することが見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ-2-(ヘ)-F-3[1] 

3. 波及効果 

 

太陽光発電産業は、国内市場向けで 2030 年に年間 6～12GW、2050 年には 25～35GW とな

り約 4 兆円産業に成長すると推定されている。また、海外市場向けには 2050 年に 300GW／

年規模の太陽光発電システムを供給すると試算されており、今後も太陽光発電産業は急拡

大していくことが見込まれる。しかしながら、昨今の東アジア諸国を中心とする新興国に

よる太陽電池生産量の急拡大や、欧米主要国での太陽光発電技術の研究開発支援の拡充な

どにより、我が国の技術開発及び産業競争力は停滞あるいは低下の傾向にある。国家間で

の開発競争を優位に進めるには諸外国の動向を的確に分析することが不可欠である。 

このような環境の中で本調査研究は、諸外国の太陽光発電技術研究開発状況の調査・分

析、及びその結果を踏まえて我が国の今後の技術研究開発の方向性等を明確にすることで、

我が国の太陽光発電産業の更なる発展と国際競争力確保に貢献することが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



Ⅲ-2-(ヘ)-F-4[1] 

4. 今後の展開 

 

 現在、諸外国においては、極めて意欲的な太陽光発電に関する研究開発プログラムを設

定し、日本を凌ぐ研究開発予算を投入することで、先端技術の獲得競争が熾烈を極めてい

る。また、各国の研究機関と協力関係にある製造装置メーカーがターンキー・ソリューシ

ョンを開発しそれらを用いることで、技術的背景が殆ど無い企業でも太陽電池製造に参入

することが容易になっている。生産の中心地は、東アジアを中心とした新興国へと移行し

つつあり、これらの新興国でも、太陽光発電技術の向上や製造設備の独自開発が始まって

いる。こうした状況において中長期の将来に我が国が産業競争力を維持・強化していくた

めには、現行の技術研究開発計画後の技術開発段階へと速やか、かつ円滑に移行し推進す

る必要がある。今後も、定点観測的な調査を継続し、常に最新の状況を把握し、NEDO 及び

その関係者に周知するとともに、急激に進展している市場動向や研究開発動向に応じ、新

しい方向性を模索しつつ調査を実施する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ-2-(ヘ)-F-5[1] 

5. 特許論文リスト 

 

表 III-2-(ヘ)-F-5(1) 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 
H22 H23 H24 計 

特許出願（うち外国出願） 0 0 0 0件 

論文（査読付き） 0 0 0 0件 

研究発表・講演（うち国際会議） 0 0 0 0件 

新聞・雑誌等への掲載 0 0 0 0件 

受賞実績 0 0 0 0件 

展示会への出展 0 0 0 0件 

 

 

 

 



 
（エネルギーイノベーションプログラム） 

「太陽エネルギー技術研究開発」基本計画 

 

新エネルギー部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

環境と調和した健全な経済産業活動と安全・安心な国民生活の実現を図るため、クリーンエ

ネルギーである太陽光発電の更なる普及が要望されている。太陽光発電の更なる普及を実現す

るためには、これまでに蓄積した技術の更なる高効率化、共通基盤技術の発展及び低コスト化

を可能とする革新的技術の開発が不可欠である。本プロジェクトは、経済性・出力安定性とい

った課題を克服し、新エネルギー等の自律的な普及を図ることを目標とするエネルギーイノベ

ーションプログラムの一環として実施する。 

太陽光発電の急速な普及を背景に、海外においても、太陽光発電技術の開発が精力的に取り

組まれており、太陽光発電ロードマップ（ＰＶ２０３０＋）で示された技術課題の解決に向け、

まさに、グローバルな開発競争となっている。我が国は太陽光発電の技術開発及びその導入量・

生産量において長らく世界一を誇っていたが、欧州を中心に行われている導入普及政策により、

市場の中心は欧州へと移り始めており、我が国の地位確立のためには、これまで以上の技術開

発が必要となっている。このため、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、

「ＮＥＤＯ」という。）は、産学の科学的知見を結集して太陽光発電の技術開発を行い、これを

産業技術へ繋げていくとともに、社会の共通基盤として情報の整備、提供を通じて、行政、産

業界、地域住民等の間で科学的知見に基づいた正確かつ適切な認識の醸成を図ることを目的に、

本プロジェクトを実施する。 

 

（２）研究開発の目標 

太陽光発電ロードマップに示された２０２０年の発電コスト１４円／ｋＷｈ、２０３０年の

７円／ｋＷｈ、２０５０年の７円／ｋＷｈ未満達成に資する技術の開発を目標とする。 

なお、個々の研究開発項目の目標は別紙「研究開発計画」に定める。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研

究開発を実施する。 

 

 〔委託事業〕 

①革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）〔委託事業〕 

②太陽光発電システム次世代高性能技術の開発〔委託事業、共同研究事業（負担率：２／３）〕 

〔助成事業〕 

③有機系太陽電池実用化先導技術開発〔助成事業（負担率：２／３）〕 
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２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯが、単独ないし複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研

究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研究施設等の活用

あるいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携が必要な場合はこの限りではない）か

ら公募によって研究開発実施者を選定し実施する。 

ＮＥＤＯは、研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルを検

討し、これを最大限活用することにより効率的な研究開発を図る観点から、必要に応じて研

究開発責任者（プロジェクトリーダー）を指名し、その下に効果的な研究を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と

密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に

照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて外部有識者による技術検討

委員会等を設置し、開発内容について審議し、その意見を運営管理に反映させる他、プロジ

ェクトリーダーを指名しているプロジェクトは、四半期に一回程度プロジェクトリーダー等

を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の実施期間は研究開発項目ごとに以下のとおりとする。 

① 革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業） 

  本研究開発の期間は、平成２０年度から平成２６年度までの７年間とする。 

② 太陽光発電システム次世代高性能技術の開発 

  本研究開発の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間とする。 

   ③ 有機系太陽電池実用化先導技術開発 

           本研究開発の期間は、平成２４年度から平成２６年度までの３年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価及び事後評

価を実施する。なお、中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等の

見直しを迅速に行う。評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該

研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。なお、評価の実施時

期や方法は、研究開発項目毎に別紙研究開発計画に記載する。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱いについて 

①成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果についてはＮＥＤＯ、委託先、助成先とも普及に努め

るものとする。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るため
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データベースへのデータ提供、開発した技術を搭載した太陽電池の国内外への普及を見

据えた標準案の検討や提案及び規制に係る情報提供等を積極的に行う。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２６条の規定等に基づき、

原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

なお、開発した太陽電池システムの事業化を支える知財戦略の構築と適切な知財管理

を必要に応じて実施することとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究開発

動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究

開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見

直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

① 革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業） 

    「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号イ」 

 ② 太陽光発電システム次世代高性能技術の開発 

  「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号イ」 

 ③ 有機系太陽電池実用化先導技術開発 

  「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第３号」 

 

６．改訂履歴 
（１）平成２２年３月、「新エネルギー技術研究開発」の研究開発項目⑦「革新的太陽光発電技

術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）」及び新規研究開発項目「太陽光発

電システム次世代高性能技術の開発」を統合して新たに制定。 

（２）平成２３年３月、研究開発項目①「革新的太陽光発電技術研究開発」（革新型太陽電池国

際研究拠点整備事業）の４．達成目標の中間目標（平成２４年度末）の追記及び最終目標

（平成２６年度末）を修正。 

（３）平成２４年３月、新規研究開発項目「有機系太陽電池実用化先導技術開発」を新たに制定

したこと等による修正。 
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（別紙）[研究開発計画] 

 

研究開発項目①「革新的太陽光発電技術研究開発」（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業） 

 

１．研究開発の必要性 

 現在、世界的にこれまでにないほど、環境に対する意識が高まっている。その中で２００７年

の「地球温暖化対策に関する内閣総理大臣演説」において、２０５０年までに温室効果ガスＣＯ２

の排出量を半減する『Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ５０』が発表された。太陽光発電はこの提案に貢

献し、持続可能な社会の構築に資する技術の一つとして期待されている。大規模な普及を実現し、

期待に応えるためには、太陽光発電の性能の飛躍的な向上が必要である。それにより、住宅や商

用施設等での導入促進や、未利用地等での大規模発電等、太陽光発電の適用可能域を抜本的に拡

大し、さらに海外の砂漠など全地球的な視点での太陽光発電の利用も可能とするなど、グローバ

ルな展開も期待される。しかしながら、求める性能レベルにまで飛躍的に向上させるためには、

従来技術の延長線上にない革新的な技術の開発が必要不可欠である。 

また、我が国の太陽光発電技術は世界のトップ水準にあるが、海外を見渡すと、近年、米国の

Ｓｏｌａｒ Ａｍｅｒｉｃａ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ（ＳＡＩ:ソーラー・アメリカ計画）や欧州の

Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ａｇｅｎｄａ（ＳＲＡ:戦略的研究計画）など太陽電池に

関する技術開発計画が策定され、その双方で新材料・新構造等による革新的な太陽電池の開発が

取り上げられており、既にいくつかの開発プロジェクトが立ち上がっている。 

革新的な太陽電池の開発にあたっては、多岐に亘る可能性の確認と選択を進めることが重要で

あり、それぞれの技術分野の専門家との協力により知見を積み上げていく必要がある。 

このような観点から、温室効果ガスの半減に寄与する技術を確立し、日本の技術的優位性を超

長期に亘って維持するためには、我が国においても革新的な超高効率太陽電池の開発を実施する

研究グループを形成し、その中心的研究機関を中心として、優れた海外の研究者と協力を行いな

がら積極的かつ継続的な研究開発を推進する必要がある。 

 

２．目的 

地球温暖化対策として温室効果ガスの大幅削減に寄与するために、太陽光発電の性能を飛躍的

に向上させることを目的とする。これにより、住宅や商業施設等での導入促進や、未利用地等で

の大規模発電等、太陽光発電の適用可能域を抜本的に拡大することが可能となる。 

また、２０５０年に向けた長期的視野に立ち、国内の知見・技術を結集して、新材料・新構造

等を利用した革新的な太陽光発電技術を開発することで、日本の技術的優位性を超長期に亘って

維持し、産業競争力強化に資することを目的とする。 

 

３．研究開発の具体的内容 

本研究開発では、太陽光発電技術に関連し、新材料・新構造等を利用して「変換効率４０％超」

かつ「発電コストが汎用電力料金並み（７円／ｋＷｈ）」の達成へのアプローチを探索し、可能性

を実証することを目標にした研究開発を行う。 

本研究開発では、変換効率向上のためのブレークスルーを探ることを優先的に行い、低コスト

化技術については変換効率向上技術の進捗に応じて取り組むこととする。また、海外の先進的な

研究機関・大学等と情報や研究人材の交流（研究員の派遣や受入れ等）を実施し、研究開発を促

進させる。 
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本研究開発では以下の技術分野を対象とする。 

・多接合型太陽電池 

・量子ナノ構造太陽電池 

・光マネジメント構造（波長変換・波長分割構造等） 

・その他新概念太陽電池（熱光起電力技術：ＴＰＶ、プラズモン太陽電池等） 

・革新的太陽電池評価技術 

 

本研究開発では、公募によって複数の研究グループを選定し、研究開発を委託により実施する。

ただし、本研究開発にあたっては新たな研究施設等の建設は行わない。 

 平成２３年度から実施する「高効率集光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発（日

ＥＵ共同開発）」については、国際共同研究・実証等に係る事業であり、委託により実施する。 

 

４．達成目標 

２０５０年までに「変換効率が４０％」かつ「発電コストが汎用電源未満（７円／ｋＷｈ未満）」

の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、本研究開発は変換効率４０％の実現に

向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発を実施する。 

個別研究開発テーマの最終目標及び中間目標は、テーマごとに取り組む技術の現在の成熟度と、

２０５０年に到達すべき技術レベルから、平成２６年度末時点で達成すべき技術レベルを判断し、

以下の通りとする。 

 

（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の研究開発 

国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター 所長 中野 義昭氏をグループリーダー

として以下の目標で研究開発を実施する。 

中間目標（平成２２年度末） 

・Ⅲ－Ⅴ族系材料による高集光多接合太陽電池で非集光時の変換効率３３％と集光時の

変換効率４２％を達成する。 

・新概念太陽電池については動作原理を実証する。 

・高度光利用技術についてはデバイスプロセスと組み合わせて量子収率を１０％高める

ことに資する。 

  中間目標（平成２４年度末） 

・Ⅲ－Ⅴ族系材料による高集光多接合太陽電池で非集光時の変換効率３５％と集光時の

変換効率４５％を達成する。 

・新概念太陽電池については変換効率１５％を達成する。 

・高度光利用技術については量子ナノ構造層吸収を３倍に高めることに資する。 

  最終目標（平成２６年度末） 

・Ⅲ－Ⅴ族系材料による高集光多接合太陽電池で、３接合セルでは非集光時の変換効率

３６％と集光時の変換効率４５％を、４接合セルでは非集光時の変換効率３９％と集

光時の変換効率４８％を達成する。 

・新概念太陽電池については変換効率２７％を達成する。 

・高度光利用技術については量子ナノ構造層吸収を１０倍に高めることに資する。 
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（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発 

独立行政法人産業技術総合研究所太陽光発電工学研究センター センター長 近藤 道雄氏

をグループリーダーとして以下の目標で研究開発を実施する。 

中間目標（平成２２年度末） 

・シリコンおよび化合物多接合太陽電池について要素セル材料の開発並びにデバイス化

により、多接合太陽電池で変換効率２０％を達成する。 

・新概念太陽電池については動作原理を実証する。 

・高度光利用技術においてはデバイスプロセスと組み合わせて変換効率２０％の達成に

資する。 

  中間目標（平成２４年度末） 

ボトムセルおよびトップセルの要素材料の開発並びにデバイス化を行う。また光マ

ネジメント技術、スマートスタック技術を開発し、多接合太陽電池で変換効率２０％を

達成する。高度光利用技術についてはデバイスプロセスと組み合わせて変換効率２０％

の達成に資する。 

  最終目標（平成２６年度末） 

ボトムセルおよびトップセルについて要素セルの高度化ならびに高度光利用技術の

組み合わせにより多接合太陽電池で変換効率２５％を達成する。 

 

（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太陽電池の研究開発 

国立大学法人東京工業大学大学院理工学研究科 電子物理工学専攻 教授 小長井 誠氏を

グループリーダーとして以下の目標で研究開発を実施する。 

中間目標（平成２２年度末） 

バンドエンジニアリング、薄膜フルスペクトル太陽電池、光マネージメント・ＴＣＯ

等の研究開発により、低倍率集光時、真性変換効率２０％（有効受光面積：１ｃｍ2）を

達成する。 

  中間目標（平成２４年度末） 

開発した薄膜フルスペクトルの光吸収層ならびに周辺技術等を用いた５～６接合薄

膜フルスペクトルセルにより、真性変換効率２５％（低倍率集光、有効受光面積：１ｃ

ｍ2）を達成する。 

  最終目標（平成２６年度末） 

小面積の５～６接合薄膜フルスペクトルセルにより、真性変換効率３０％（低倍率集

光、有効受光面積：１ｃｍ2）を達成する。 

 

（４）革新的太陽電池評価技術の研究開発 

独立行政法人産業技術総合研究所太陽光発電工学研究センター センター長 近藤 道雄氏

をグループリーダーとして以下の目標で研究開発を実施した。 

最終目標（平成２２年度末） 

     集光型多接合太陽電池評価技術の開発 

     薄膜多接合太陽電池評価技術の開発 

 

 

 

6 
 



（５）高効率集光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発（日ＥＵ共同開発） 

豊田工業大学大学院工学研究科 特任主担当教授 山口 真史氏をグループリーダーとして

以下の目標で研究開発を実施する。 

  中間目標（平成２４年度末） 

・セル変換効率：４２％以上、モジュール変換効率：３３％以上 

・集光型太陽電池の高精度測定の課題明確化 

  最終目標（平成２６年度末） 

・セル変換効率：４５％以上、モジュール変換効率：３５％以上 

・集光型太陽電池の標準測定技術の確立（測定再現性±０．５％以内） 

 

５．評価の時期及び方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の意義並びに将

来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成２２年度及び平

成２４年度に実施し、研究開発テーマごとに進捗を判断し、技術分野及び研究開発テーマの見直

し・絞り込み等を行い、必要に応じて研究グループの整理を行う。（４）革新的太陽電池評価技術

の研究開発については、事後評価を平成２４年度の中間評価と同時に実施する。また、その他の

事後評価を平成２７年度に実施する。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動

向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
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研究開発項目②「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」 

 

〔研究開発の目的〕 

１．政策的な重要性 

本事業はエネルギーに関する技術開発を目的とする「エネルギーイノベーションプログラ

ム」の一環として実施する。本プログラムに加え、太陽光発電は「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－

エネルギー革新技術計画」の中でＣＯ２大幅削減を可能とする重要技術に位置づけられ、また、

新成長戦略（２００９年閣議決定）等の種々の政策の中でその重要性・必要性について言及

されている。 

２．我が国の状況 

我が国は高度成長期の負の側面である公害問題や二度にわたる石油危機を技術革新の契機

として活用することで克服し、世界最高の環境技術を獲得するに至った。 

ところが今日では、数年前まで世界一を誇った太陽光発電がドイツ・スペインの後塵を拝

するようになり、我が国が本来持つ環境分野での強みを、必ずしも活かすことができなくな

っている。 

３．世界の取り組み状況 

米国や欧州においても国家レベルで太陽光発電の技術開発に取り組んでおり、米国やドイ

ツの研究開発費は日本の２倍以上である。さらに太陽光発電システムの各種普及支援施策（フ

ィードインタリフや余剰電力購入、補助金など）が取られている。この結果、２００８年に

おける太陽光発電システムの年間導入量は、スペイン、ドイツ、イタリア、米国、韓国、そ

して日本という順番になっている。 

４．本事業のねらい 

本事業では、低炭素社会の実現のため我が国政府が打ち出した目標（２００９年４月９日

内閣総理大臣講演）（太陽光発電の導入規模を２０２０年に現状の２０倍（２８ＧＷ）にする）

の達成に資する研究開発として、モジュール高効率化及びコスト低減の観点から、各種太陽

電池の変換効率の向上、原材料・各種部材の高機能化、モジュール長寿命化、評価技術等の

共通基盤技術等の開発を行うことを目的とする。 

 

〔研究開発の目標〕 

１．過去の取り組みとその評価 

平成１８年度から２１年度まで実施した「太陽光発電システム未来技術研究開発」及び「太

陽光発電システム共通基盤技術研究」等により、２０２０年における発電コスト目標   

（１４円／ｋＷｈ）達成に必要な要素技術の開発などが行われ、目覚ましい成果が得られた。

一方、平成２１年度に実施した（前倒し）事後評価委員会では、太陽光発電システム普及の

鍵となるグリッドパリティー実現に向けての、さらなるコスト低減や耐久性向上等に向けた

技術開発を国が継続して行う必要性について提言を受けた。 

２．本研究開発の目標 

太陽光発電ロードマップ（ＰＶ２０３０＋）に記載の発電コスト目標：１４円／ｋＷｈ  

（２０２０年）、モジュール製造コスト目標：７５円／Ｗ、モジュール変換効率目標：２０％

（２０１５～２０２０年時点）の実現に資する各種太陽電池の高効率化、低コスト化に係る

技術を確立することを目標とする（各太陽電池種別の具体的な達成目標は後述）。 

 

8 
 



３．本研究開発以外に必要とされる取り組み 

本事業とは別に、ＮＥＤＯでは、平成２０年度から「革新的太陽光発電技術研究開発」の

取り組みを行っており、２０５０年にＣＯ２排出量半減を実現するための画期的な太陽光発電

技術の開発（「変換効率４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並み（７円／ｋＷｈ）」

を実現可能とする超長期的課題への取り組み）を実施している。 

４．全体としてのアウトカム目標 

２０２０年における太陽光発電導入量２，８００万ｋＷ（現状の２０倍）の実現に寄与す

る。この導入実現により、１，５００万トンのＣＯ２削減効果が期待される。 

 

〔研究開発の内容〕 

上記目標を達成するため、以下の研究開発について実施する。 

 

〔委託事業、（共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３））〕 

（イ）結晶シリコン太陽電池 

（ロ）薄膜シリコン太陽電池 

（ハ）ＣＩＳ等化合物系太陽電池 

（ニ）色素増感太陽電池  

（ホ）有機薄膜太陽電池 

（へ）共通基盤技術 

 

本研究開発項目は、（１）実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対し

て、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ち寄り協調して実施する事業、又は（２）

試験・評価方法、基準・プラットフォームの提案等、国民経済的には大きな便益がありなが

らも、民間企業の研究開発投資に見合うものが見込めない「公共財の研究開発」事業であり、

原則、委託事業として実施する。ただし、（１）については、上記以外のもの（※１）は、共同

研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）として実施する。 

※１ 民間企業単独、民間企業のみでの連携、大学等の単独等、産学官連携とならないもの。 
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（イ）結晶シリコン太陽電池 

 

１．研究開発の必要性 

結晶シリコン太陽電池は変換効率の高さの点で、今後も太陽電池の普及において中心的

役割を果たすことが期待されており、普及拡大のためにはコスト低減と高効率化を同時に

実現することが必須である。 

結晶シリコン太陽電池は、従来厚さ２００μｍ程度の結晶シリコン基板を用いており、

シリコン材料のコストが太陽電池全体のコストに占める割合が大きく、低コスト化を阻害

している。また、近年の結晶シリコン太陽電池の生産規模の急激な拡大はシリコン原料の

需給逼迫を招き、今後の結晶シリコン太陽電池の普及拡大を制約することが懸念されてい

る。また、シリコン基板の超薄型化に伴う効率低下をおこさずに、モジュール変換効率２

０％の水準を目指すことが重要である。 

これらの課題を解決するため、低コストシリコン原料の製造技術、１００μｍ程度の超

薄型シリコン基板スライス技術、１００μｍ程度の超薄型セル高効率化技術の開発が重要

である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

結晶シリコン太陽電池において、コスト低減と変換効率の向上を図るため、以下の研究

開発を実施する。 

ⅰ）コスト低減 

・ソーラーグレードの原料シリコンを安価に製造する技術、結晶シリコンを安価に製造

する結晶成長技術等を開発する。 

・厚さ１００μｍ程度のセルに対して反り、割れ等が生じない電極形成工程、スライス

技術の最適化、スライス後の洗浄処理が不要、カーフの回収・再利用が可能等の新技

術等を開発する。 

ⅱ）高効率化 

イ）モジュール変換効率向上に資する太陽電池形成プロセス（光及びキャリア閉じ込

め、接合形成、パッシベーション等）の手法・条件の抜本的な見直しと、ヘテロ

接合等新構造・新手法を開発する。 

ロ）高品位な結晶シリコンを製造する結晶成長技術を開発する。 

 

３．達成目標 

ⅰ）コスト低減 

・結晶シリコンを安価に製造する技術を開発し、シリコン製造コスト等を試算する。達

成目標（中間目標を含む）は設定した製造規模でのシリコン製造コストで表し、その

値は各研究テーマ毎に設定し実施計画書に記載する。 

・カーフロス１２０μｍ未満、又はカーフを生じない新たな製法等を確立する。 

ⅱ）高効率化 

イ）モジュール 

＜中間目標＞ 

・厚さ１００μｍ程度、１５ｃｍ角程度のセルにおいて変換効率２０％、モジ

ュールでの変換効率１８％以上を達成する。 
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＜最終目標＞ 

・厚さ１００μｍ程度、１５ｃｍ角のセルにおいて、変換効率２５％以上、     

モジュールの変換効率２０％以上を達成する。 

ロ）高品位シリコン製造技術 

１５ｃｍ角程度のセルにおいて、以下の目標値を達成する。 

＜中間目標＞ 

・キャリア寿命：１００μｓｅｃ（拡散長 約１ｍｍ）以上 

・シリコン純度：６Ｎ以上 

＜最終目標＞ 

・キャリア寿命：４００μｓｅｃ（拡散長 約２ｍｍ）以上 

・シリコン純度：７Ｎ以上 
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（ロ）薄膜シリコン太陽電池 

 

１．研究開発の必要性 

厚さ数μｍのシリコン系薄膜により構成される薄膜シリコン太陽電池は、シリコン原料

の使用量が少ないため、現在市場の主流である結晶シリコン太陽電池と比較して製造コス

ト、ひいては発電コストの大幅な低減が見込まれ期待されている。また、軽量基板上への

太陽電池形成が可能であることから、多用途化にも適している。しかしながら、現状では

モジュール変換効率が低く１２％程度であり、より一層の改善が必要である。また、更な

る低コスト化のためには、製造プロセス及び生産性改善等による製造コストの低減等が必

要である。 

本研究開発は、以上の背景に基づき、薄膜シリコン太陽電池の変換効率向上及び製造コ

スト低減を目指して実施する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

モジュール高効率化及び生産性向上を図るため、以下の研究開発を実施する。 

ⅰ）高効率化 

光マネジメントとして入射光の反射・屈折の制御等による光閉じ込め技術の高度化、  

高品質（低欠陥密度、低抵抗、高透明度）な透明導電膜の開発等を行う。 

多接合化として光劣化抑制技術、界面へのバッファ層導入や粒界制御による開放電圧 

向上、欠陥密度の低減と価電子制御技術、バンドギャップ設計と材料高品質化、高効率

化のためのパッシベーション技術、各薄膜と透明電極及び裏面金属電極との接合界面並

びに各薄膜間の接合界面の高品質化の開発等を行う。 

ii）製造コスト低減 

新概念を導入した製膜装置の開発による高速製膜技術の開発、大面積基板（ガラス、

フィルム基板等）に高品質な薄膜を高スループットで製膜し得る製膜技術及び製膜装

置・プロセスの開発等を行う。 

 

３．達成目標 

ⅰ）高効率化 

＜中間目標＞ 

・３０×４０ｃｍ程度の基板に製膜した２接合以上の多接合薄膜シリコン太陽電池に

おいてモジュール変換効率１３％以上（安定化効率）を達成する。 

＜最終目標＞ 

・３０×４０ｃｍ基板に製膜した２接合以上の多接合薄膜シリコン太陽電池において

モジュール変換効率１４％以上（安定化効率）を達成する。 

ⅱ）製造コスト低減 

＜中間目標＞ 

・装置の設計・作製と条件出しを完了し、任意サイズの基板において製膜速度１．０

ｎｍ／ｓｅｃ以上を達成する。 

＜最終目標＞ 

・幅１ｍ以上の基板において製膜速度２．５ｎｍ／ｓｅｃ以上、膜厚分布±５％以下

を達成する。 
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なお、高生産性実現において、製膜速度向上以外の手法でも同等と認められる提案は、

別途協議のうえ採用する。 
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（ハ）ＣＩＳ等化合物系太陽電池 

 

１．研究開発の必要性 

ＣＩＳ等化合物系薄膜太陽電池は、結晶シリコン太陽電池、薄膜シリコン太陽電池に続

いて市場投入された太陽電池であるが、現在ＣｄＴｅ太陽電池等との激しい価格競争の中

にあり、高い経済性が求められている。 

ＣＩＳ等化合物系薄膜太陽電池は、結晶シリコン太陽電池に匹敵する高い変換効率を実

現できる可能性があり、また、軽量基板上への太陽電池形成が可能であることから多用途

化にも適している。更に、最近では、従来と異なる新規なプロセスを開発して低コスト製

造を実現しようとする試みが見られるようになってきた。 

しかし、現時点では、変換効率は３０ｃｍ角モジュールで１３から１６％程度で、この

太陽電池に期待されるレベル（結晶シリコン太陽電池並み）に到達しておらず、また、軽

量基板上での製造技術や新規な低コスト製造プロセスも実用化までには今一歩のところに

ある。 

また、海外では集光型太陽電池で一定規模の市場がすでに形成されており、日本がこの

市場に遅れることなく参入するためには、集光型太陽電池システムの低コスト化が早急に

必要とされるところである。 

 

２．研究開発の具体的内容 

ＣＩＳ等化合物系薄膜太陽電池では、実用化規模の大面積及び材料のポテンシャルを引

き出すために小面積モジュールでそれぞれ高効率化を図る。また、軽量基板上での製造技

術や新規な低コスト製造プロセスの実用化に向けた開発を実施する。 

集光型太陽電池では、システム全体としてのコストダウンを目指し、太陽電池セル以外

に光学系や追尾架台等の低コスト化技術開発を実施する。 

ⅰ）ＣＩＳ等化合物系高効率化 

光吸収層の高品質化、接合界面特性の改善、集積化技術、ワイドギャップ材料の高品

質化技術（欠陥密度低減等）等の開発を行う。 

ⅱ）ＣＩＳ等化合物系製造プロセスの開発 

軽量基板を用いた低コスト製造プロセス、従来の製造法と異なるＣＩＳ等化合物系太

陽電池の低コスト製造プロセス（非真空プロセス等）等の開発を行う。 

ⅲ）集光型太陽電池の低コスト化技術開発 

Ⅲ-Ⅴ族化合物／シリコンモノリシックタンデム等低コスト集光型太陽電池、低コス

ト集光系・ミラー・レンズ、低コスト架台・システム等の開発を行う。 

 

３．達成目標 

ⅰ）ＣＩＳ等化合物系高効率化 

＜中間目標＞ 

・サブモジュール（３０ｃｍ角程度）で変換効率１７％以上を達成する。 

・小面積セル（１ｃｍ角程度）で変換効率２２％以上を達成する。 

＜最終目標＞ 

・サブモジュール（３０ｃｍ角程度）で変換効率１８％以上を達成する。 

・小面積セル（１ｃｍ角程度）で変換効率２５％以上を達成する。 
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ⅱ）ＣＩＳ等化合物系製造プロセスの開発 

軽量基板上での製造技術や、新規な低コスト製造プロセス等により製造したサン

プルを供試する。達成目標（中間目標を含む）は単位出力当たりの製造コスト等（円

／Ｗ）で表し、その値は研究テーマ毎に設定し実施計画書に記載する。 

ⅲ）集光型太陽電池の低コスト化開発 

開発した光学系や追尾架台等を用いたモデルシステムを実際に建設し、そのコス

トを基にプラント建設コストを算出する。達成目標（中間目標を含む）は例えば単

位面積当たりの建設コストで表し、その値は研究テーマ毎に設定し実施計画書に記

載する。 
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（ニ）色素増感太陽電池 

 

１．研究開発の必要性 

色素増感太陽電池はコストの点でシリコン材料を用いないので高純度シリコン価格高騰

の影響を受けない。また、高真空プロセスを用いず、スクリーン印刷、ロールツーロール

等の工程で製造が可能なので低コスト化が期待されている。機能面の点では光入射角度依

存性が小さく、発電出力の温度依存性が小さいため、夏季でも発電特性が落ち込まない等

の利点がある。 

課題は変換効率が低いことであり、現時点で環境試験・耐久性試験で相対効率低下１０％

以内をクリアしているセルでは変換効率は３％程度である。また、信頼性においても水分

の進入等による劣化等の問題がある。 

コスト面、性能面での色素増感太陽電池のメリットを生かし実用化を実現するためには、

変換効率及び信頼性の向上が必要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

高効率化と耐久性向上を図り、以下のモジュール製造プロセスの研究開発を実施する。 

ⅰ）高効率化 

・新規色素（長波長応答色素）、高性能半導体電極、タンデム構造色素太陽電池の開

発等を行う。 

ⅱ）モジュール化技術開発・耐久性向上 

・封止構造形成技術、不揮発性電解質の開発、スクリーン印刷、ロールツーロール等の

プロセス技術の導入による量産化検討、半導体電極の低温形成技術の開発等を行う。 

・劣化メカニズムの解明及び耐久性向上のための技術開発を行う。 

 

３．達成目標 

高効率かつ耐久性に優れたモジュールを開発する。モジュールは以下の効率と耐久性を

同時に満たすことを目標とする。 

ⅰ）高効率化 

＜中間目標＞ 

・セル変換効率（安定化効率） １１％（１ｃｍ角程度）以上 

・モジュール変換効率（安定化効率）  ７％（３０ｃｍ角程度）以上 

＜最終目標＞ 

・セル変換効率（安定化効率）  １５％（１ｃｍ角程度）以上 

・モジュール変換効率（安定化効率）  １０％（３０ｃｍ角程度）以上 

ⅱ）モジュール化・耐久性向上 

＜中間目標＞ 

・ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験、耐久性試験（温湿度サイクル、耐熱性、耐

湿性、温度サイクル、光照射の各試験）において相対効率低下１０％以内 

＜最終目標＞ 

・ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験、耐久性試験（温湿度サイクル、耐熱性、耐

湿性、温度サイクル、光照射の各試験）において相対効率低下１０％以内 
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（ホ）有機薄膜太陽電池 

 

１．研究開発の必要性 

有機薄膜太陽電池はコストの点でシリコン材料を用いないので高純度シリコン価格高騰

の影響を受けない。また、高真空プロセスを用いず、スクリーン印刷、ロールツーロール

等の工程で製造が可能なので低コスト化が期待されている。機能面の点では光入射角度依

存性が小さく、発電出力の温度依存性が小さいため、夏季でも発電特性が落ち込まない等

の利点がある。 

課題は変換効率が低いことであり、現時点ではセルで６％程度である。また、信頼性に

おいても水分の進入等による劣化等の問題がある。 

コスト面、性能面での有機薄膜太陽電池のメリットを生かし、実用化を実現するために

は、変換効率と信頼性の向上が必要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

高効率化と耐久性向上を図り、以下のモジュール製造プロセスの技術開発を実施する。 

ⅰ）高効率化 

・有機半導体（特にｐ型）、電子・ホール輸送層等の材料探索、短絡電流向上のための

光電変換部分の増大（バルクヘテロ接合）、新デバイス構造構築、積層化に係る技術

開発等を行う。 

ⅱ）モジュール化技術開発・耐久性向上 

・スクリーン印刷、ロールツーロール等のプロセス技術の導入による量産化検討、劣化

メカニズムの解明及び耐久性向上のための技術確立等を行う。 

 

３．達成目標 

高効率かつ耐久性に優れたモジュールを開発する。モジュールは以下の効率と耐久性を

同時に満たすことを目標とする。 

ⅰ）高効率化 

＜中間目標＞ 

・セル変換効率（安定化効率）  ８％（１ｃｍ角程度）以上 

・モジュール変換効率（安定化効率）  ６％（３０ｃｍ角程度）以上 

＜最終目標＞ 

・セル変換効率（安定化効率）  １２％（１ｃｍ角程度）以上 

・モジュール変換効率（安定化効率）  １０％（３０ｃｍ角程度）以上 

ⅱ）モジュール化技術開発・耐久性向上 

＜中間目標＞ 

・ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験、耐久性試験（温湿度サイクル、耐熱性、耐

湿性、温度サイクル、光照射の各試験）において相対効率低下１０％以内 

＜最終目標＞ 

・ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験、耐久性試験（温湿度サイクル、耐熱性、耐

湿性、温度サイクル、光照射の各試験）において相対効率低下１０％以内 
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（ヘ）共通基盤技術 

 

１．研究開発の必要性 

太陽光発電システムの利用拡大や技術発展のためには、システムを構成するモジュール

等の性能、耐久性、安全性、システムとしての発電量算定評価や信頼性評価等の各種評価

方法の確立、国際的な規格化・標準化、システムの認証、リサイクル・リユースの技術開

発等の産業基盤の整備が必要である。また、各電池に共通した部材の高機能化、長寿命化

を図る必要がある。さらに、諸外国の研究機関との連携、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）

への参画等による戦略的な活動は、産業競争力の確保と国際貢献の双方を意識した国の活

動として重要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

以下の研究開発項目を実施する。 

ⅰ）発電量評価技術等の開発 

ⅱ）信頼性及び寿命評価技術の開発 

ⅲ）リサイクル・リユース技術の開発 

ⅳ）共通材料・部材・機器及びシステム関連技術開発 

ⅴ）標準化支援事業及びＩＥＡ国際協力事業等 

 

ⅰ）発電量評価技術の開発 

イ）発電量評価 

発電量評価技術として、きめ細かい範囲でのスペクトルを含めた日射量のデ

ータベースを構築し、測定した当日の日射量・気象データから特定地域の翌日

の発電量を推定する技術を開発する。 

ロ）太陽電池の性能評価 

太陽電池評価技術として、光照射効果を考慮した実効性能評価技術を開発す

る。また、高精度屋外性能評価技術を開発する。さらに、新材料・新技術に対

応した新型太陽電池の評価技術を開発する。 

基準太陽電池校正技術の研究開発として、高精度絶対放射計とその校正技術

の開発を行う。また、絶対分光感度法による一次基準セルの校正技術を開発す

る。さらに、二次基準モジュールの校正精度の向上を図る。 

 

ⅱ）信頼性及び寿命評価技術の開発 

信頼性評価技術の開発として、太陽電池モジュールや太陽光発電システムの屋外曝

露試験データを取得、分析評価し、劣化要因を抽出する。また、これと併せてモジュ

ール、封止材等の長寿命化技術の開発を行う。試作モジュール等も用いて劣化メカニ

ズムを解明し屋内での部材も含めた寿命評価試験方法を開発し、規格化を推進する。 

更に、太陽光発電システムの長寿命化等に寄与する可能性がある各電池に共通した

高機能材料の寿命試験方法を確立する。 
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ⅲ）リサイクル・リユース技術の開発 

新たな種類の太陽電池や破損、粉砕された太陽電池モジュール等のリサイクル等の

関連技術の開発を行う。また、リユース及び補修回収技術の開発並びに安全性等評価

を行い、そのための基準を定める。更に、ＬＣＡ評価として、これまでの評価の見直

しとリサイクル等の廃棄処理まで考慮した評価を実施する。 

なお、必要に応じ環境関連技術、低コスト化技術、高効率化技術等について問題抽

出や課題解決のための方向性検討・調査等を行う。 

 

ⅳ）共通材料・部材・機器及びシステム関連技術開発 

結晶シリコン、薄膜シリコン、ＣＩＳ等化合物系太陽電池等の各種太陽電池に適用

でき、コスト低減（省プロセス化、信頼性向上）、高効率化が見込める共通材料、部

材・機器及びシステム関連技術の開発を行う。 

 

ⅴ）標準化支援事業及びＩＥＡ国際協力事業等 

標準化調査研究において、太陽電池の性能評価及び太陽光発電システムに関する国

内外の標準策定に向けた活動を行う。 

諸外国の技術開発動向や政策動向等について、ＩＥＡ活動等から調査・分析し、諸

外国の動向等を把握し、技術開発の方向性や分析・評価手法等について検討する。 

 

３．達成目標 

ⅰ）発電量評価技術の開発 

イ）発電量評価 

・スペクトルを含めた日射量のデータベースを構築する。 

・地域の日射量・気象データから発電量を推定する技術を開発する。 

ロ）太陽電池の評価技術 

・実効性能評価技術：光照射効果（１年以上）を考慮した実効性能評価技術を確立

する。 

・高精度屋外性能評価技術の開発：測定再現性２％以内の評価方法を確立する。 

・各種新型太陽電池評価技術：ＮＥＤＯの開発成果も含めて基礎データを収集、分

析、評価し、必要に応じ規格化を図りつつ基本的評価手法を確立する。 

・基準太陽電池校正技術：ＷＲＲファクター０．５％以内の構成技術を確立する。 

・絶対分光感度法による一次基準セルの校正技術：校正の不確かさ０．５％以内の

構成技術を確立する。 

・二次基準モジュールの校正精度：校正の不確かさ１．０％以内を達成する。 

 

ⅱ）信頼性及び寿命評価技術の開発 

２０～３０年の屋外曝露に相当する屋内での寿命評価試験方法等について、     

モジュール及びシステムとして基本的な評価技術を開発し、規格化に向けた技術要件

を整理する。 

また、工程管理で信頼性確保を判定できる方法を確立し、簡易に寿命を判定できる

方法を確立する。 

さらに、モジュールやシステムの屋外曝露試験を行い、電気的物理的な劣化状況に
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関するデータを収集、分析、評価等を行うとともに、システムも含めた劣化要因につ

いて抽出する。 

 

ⅲ）リサイクル・リユース技術の開発 

新たな種類の太陽電池にも対応したリサイクル関連技術を確立する。 

また、リユース及び補修回収技術の開発並びに安全性等の評価を行い、そのための

基準を定める。 

さらに、ＬＣＡ評価の見直しを行い、新型太陽電池の廃棄を含めたＬＣＡ評価を

完了する。 

 

ⅳ）共通材料・部材・機器及びシステム関連技術開発 

具体的な開発目標及び実施内容は、採択テーマごとにＮＥＤＯと実施者との間で協

議の上個別に設定することとする。 

 

ⅴ）ＩＥＡ国際協力事業及び標準化支援事業等 

・ＩＥＣ・ＪＩＳに係る標準化活動を行う。 

・諸外国の技術動向や政策動向等を調査・分析し、諸外国の動向を把握した上で、技

術開発の方向性や、分析・評価手法の開発方針等を明確にする。 
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〔研究開発の実施方法〕 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯが単独ないし複数の原則本邦の企業、大学等（原則、国内に研究

開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研究施設等の活用あ

るいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な場合はこの限りでない。）から公募

によって選定した研究開発実施者（又は研究開発グループ）が、ＮＥＤＯが委嘱したプロジ

ェクトリーダーである豊田工業大学大学院工学研究科 教授 山口 真史氏（（イ）から（ホ））、

東京工業大学統合研究院 特任教授 黒川 浩助氏（（ヘ））の下で、それぞれの研究テー

マの目標達成を実現すべく研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と

密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及び目標に照ら

して適切な運営管理を実施する。具体的には、太陽光発電技術委員会等における外部有識者の

意見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度プロジェクトリーダー等を通じてプロジェ

クトの進捗について報告を受けること等を行う。 

本プロジェクトへの参加者は、これらのＮＥＤＯのマネジメントに従い、我が国政府が打

ち出した目標（太陽光発電の導入規模を２０２０年に現状の２０倍（２８ＧＷ）、２０３０年

に４０倍（５３ＧＷ）にする）の達成に必要な取り組みに協力するものとする。 

 

 

〔評価に関する事項〕 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義及び将来の産業への波及効果等について、外部有識者による中間評価を平成２４年度、事

後評価を平成２７年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの

加速・縮小・中止等の見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に

係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等適宜見直すも

のとする。 

 

〔その他重要事項〕 

・若手研究者の育成を図るため、学生等の研究参加を促進する環境を整備する。 

・産業界が実施する研究開発との間で共同研究を行う等、密接な連携を図ることにより、円

滑な技術移転を促進する。 
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研究開発項目③「有機系太陽電池実用化先導技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

ＮＥＤＯは、太陽光発電の普及拡大に向けて技術開発等に取り組んでいるところであるが、取

り組みの１つとして、製造原価を安く、軽量に作製することができ、かつ、設置場所の制約の少

ない有機系太陽電池の要素技術開発を行っている。 

有機系太陽電池は、これまでの技術開発の成果等により、実用化が間近な状況に到達しつつあ

るが、この成果を事業化につなげるためには、有機系太陽電池を実際の使用環境下で実証し、実

用化に向けた課題の改善を図っていく必要がある。 

 

２．目的 

有機系太陽電池を使用した太陽光発電システムの設計・試作を行い、その性能や品質を実証・

評価し、実用化に向けた課題を抽出し、技術開発にフィ－ドバックすることにより、有機系太陽

電池の実用化を促進する。 

 

３．研究開発の具体的内容 

有機系太陽電池を使用した太陽光発電システムを設計・試作・設置し、実使用環境下で発電量・

耐久性等を実証・評価することで、実用化に向けた開発課題を抽出し、実用化検討にフィードバ

ックする。また、実証試験の結果得られるデータの課題分析については、ＮＥＤＯは実証試験課

題検討委員会を設置し、当該委員会で実証データを分析・課題抽出を行い、対策検討に至るまで

支援する。さらに、本実証研究を通じ、有機系太陽電池の市場要件（コスト・発電量・設置条件・

耐久性・信頼性・デザイン等）を把握し、用途開拓を行う。 

 

なお、本事業では、公募によって高い技術力を有し、かつ、将来の事業化を企図する企業等を

助成事業者として選定し、最適な研究開発体制を構築する。 

 

４．達成目標 

有機系太陽電池の実用化に向けた具体的な開発課題を抽出し、技術開発にフィードバックする

ことに加え、ユーザーが求める市場要件を明確にし、用途拡大のシナリオを明らかにする。 

 

５．評価の時期及び方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義及

び将来の産業への波及効果等について、外部有識者による事後評価を平成２７年度に実施する。

また、研究の進捗状況を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等の見直しを迅速に

行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の

進捗状況等に応じて、前倒しする等適宜見直すものとする。 
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事前評価書 

 作成日 平成２２年１月２９日 

１．事業名称 新エネルギー技術研究開発 －太陽光発電システム次世代高性能技術の開発－ 

２．推進部署名 新エネルギー技術開発部 

３．事業概要 （１）概要：我が国に於ける太陽光発電導入規模を抜本的に加速し、2020 年

に現状の 20 倍、2030 年に 40 倍に拡大させるために、モジュール高効率

化およびコスト低減の観点から、各種太陽電池の要素技術の確立、横断

的な材料開発および周辺技術の開発を行う。 

（２）事業規模：総事業費約 282.5 億円（予定） 

（３）事業期間：平成 22 年度～26 年度（5年間） 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

モジュール高効率化およびコスト低減の観点に基づく各種太陽電池の要素技術の確立、横断的

な材料開発および周辺技術の開発を実施することにより、低炭素社会の実現のため我が国政府が

打ち出した太陽光発電の導入規模を2020年頃に現状の20倍、2030年に40倍に拡大させる目標達成

に寄与する。政策において、「クールアース50」における2050年のＧＨＧ排出量の大幅削減目標

の達成に向け策定された「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」（平成20年3月経済産業省）で、

重点的に取り組むべき２１のエネルギー革新的技術が選定されている。太陽光発電関係では、革

新的太陽光発電技術が取り上げられており、ロードマップに記載の2050年での変換効率や発電コ

ストに係る目標達成のためにNEDO長期テーマ「革新的太陽光発電技術研究開発」を現在実行中で

ある。しかしながら、導入量を2020年で現状の20倍以上にするという近未来の目標達成のために

は、より短納期で中・長期的な視点に立った研究開発を通して、その成果を反映させた商品を2020

年には確実に市場へ送り出し、導入目標達成に貢献させる必要がある。 

以上のことから、本事業の位置づけは妥当であり、必要性も十分と判断できる。 

（２）研究開発目標の妥当性 

本事業では、2014 年度（平成 26 年度）末に、各太陽電池の研究分野において下記の目標を達

成することを目的としている。 

○結晶シリコン系  

厚さ 100μm 程度のセル変換効率 25%以上(15cm 角程度)、モジュール変換効率 20%以上（１～１．

５ｃｍ２程度）。高品位シリコンのキャリア寿命 400μsec 以上、純度 7N 以上  

○薄膜シリコン系 

モジュール変換効率 14%以上（30cm×40cm 基板程度、２接合以上、安定化効率）。製膜速度

2.5nm/sec 以上、膜厚分布±5%以下（幅 1m 以上の基板）  

○ＣＩＳ・化合物系  

変換効率 サブモジュール(30cm 角程度)で 18%以上、小面積セル（１ｃｍ角程度）で 25％以上。

低コスト製造プロセスによるサンプル出荷。モデルシステム建設及び評価。  
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○色素増感系  

セル変換効率 15%以上（1cm 角程度、安定化効率） 、モジュール変換効率 10%以上（30cm 角程

度、安定化効率） 、相対効率低下 10%以内  

○有機薄膜系  

セル変換効率 12%以上（1cm 角程度、安定化効率） 、モジュール変換効率 10%以上（30cm 角程

度、安定化効率） 、相対効率低下 10%以内  

○共通基盤  

高精度屋外性能評価技術、基準太陽電池校正技術、日射量データベース構築、寿命評価試験方

法の構築等  

これらの技術目標は「太陽光発電ロードマップ（ＰＶ２０３０＋）」をベースに「太陽光発電

技術委員会」（２０１０年１月）における議論を踏まえて設定している。 

 以上から、研究開発目標は妥当である。 

（３）研究開発マネジメント 

○次世代基幹技術（委託） 

・事業期間は、原則5年間とするものの、3年目に中間評価を実施して、当初採択案件のうち最終

目標への到達度が速いプロジェクトについては、その時点で研究開発を中止し量産化・製品化技

術開発のフェーズに移行する。 

・集中研究方式を採用し、100%委託事業として産学連携により製品化の出口を明確化した研究開

発推進を図る。但し、企業単独の持ち帰り研究提案も採択の可能性があり、その場合は2/3共同

研究とする。 

○実用化開発 

 事業期間は、原則5年間とするものの、3年目に中間評価を実施して、当初採択案件のうち最終

目標への到達度が早いプロジェクトについては、その時点で研究開発を中止し量産化・製品化技

術開発のフェーズに移行する。 

・企業の持ち帰り研究を想定し、形態としては原則2/3共同研究とする。但し、大学・国研と企

業とのコンソーシアム形態での提案も採択の可能性があり、その場合は100%委託事業とする。 

○全体 

・3年目の中間評価の時点で、追加公募も検討する。 

・技術開発の過程で新たに発生した課題にも対応できるように、柔軟な公募を行うことが必要。 

・提案者には、出口イメージと商品化の具体的スケジュールを明確に提案させることが必要。 

以上のように、必要に応じてプロジェクトの加速・縮小・中止等の見直しが可能な弾力的対応

が図られている。 

（４）研究開発成果 

株式会社富士経済「2009年版 太陽電池関連技術・市場の現状と将来展望」によると、2020年

度における市場規模は、すべての太陽電池を合計して10兆6,021億円となっている。また、2020

年に現状の20倍の導入量という目標達成に貢献することで、地球温暖化防止にも資することが期

待される。 
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以上から、本事業での研究成果が寄与する製品・事業の市場規模は大きく、経済効果、地球温

暖化防止効果への期待は大きい。 

（５）実用化・事業化の見通し 

 製品が既に上市されている結晶Siと薄膜Si、CISについては更に高性能・低コストな製品を開

発する。また基礎研究領域が大きい色素増感・有機薄膜についても、本研究の成果を反映するこ

とで、2020年には確実に製品を市場に送り出すことが期待できる。 

（６）その他特記事項 

 なし 

５．総合評価 

「2020年に太陽光発電導入量を現状の20倍にする」との目標達成は極めて有意義であり、Cool 

Earth-エネルギー革新技術計画の実現に大いに貢献することが期待される。しかしながら、市場

化にいたるまでには、製品性能向上と、低コスト化のための要素技術開発が必要である。この実

現には、多くの時間を要するとともに、不確定要素が多い。 

 本事業はそれら取り組みを効率的・効果的に推進するものであり、ＮＥＤＯが実施する意義は

極めて高い。 

 



 

 

 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト～革新的 CO2 回収型石炭ガス化技術開発～ 基本計画（案）」 

に対するパブリックコメント募集の結果について 

 
平成 22 年 3 月 31 日 

NEDO 

クリーンコール開発推進部 

 

NEDO POST 3 において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

１．パブリックコメント募集期間 

平成 22 年 2 月 16 日～平成 22 年 2 月 28 日 

 

２．パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計 0件 

 

 

以 上 
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